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(注)　1. 本書に別段の記載のある場合を除き、本書における「香港ドル」および「HK$」とは、香港の法定通貨

を意味し、本書における「米ドル」および「US$」とは、アメリカ合衆国、その領土、米国の一切の州

ならびにコロンビア特別区の法定通貨を意味し、また、本書における「人民元」および「RMB」とは、

中華人民共和国の法定通貨を意味する。読者の便宜のため、米ドルによる金額は、本書に別段の記載

のある場合を除き、１米ドル＝111.95円（株式会社三菱UFJ銀行が提示した2019年４月24日現在の東京

の対顧客直物電信売買相場の仲値）の換算レートで日本円に換算されている。

2. 当社の事業年度は、各年の12月31日に終了する。

3. 表における合計と当該表に記載された金額の総和との間の不一致は、四捨五入によるものである。

4. 以下の用語および表現は、文脈上別意に解すべき場合を除き、以下の意味を有する。

 「2010年株式報酬制度」 当社が2010年11月26日に採用した株式報酬制度で、テーロイ・

リミテッド（Teeroy Limited）が、管理受託者として、チャ

ン・ユンに本制度に従った当社株式のプールの保有を指図して

いる。

 

 「2013年株式報酬制度」 当社が2013年10月23日に採用した株式報酬制度で、テーロイ・

リミテッド（Teeroy Limited）が、管理受託者として、ハイ・

ゼニスに本制度に従った当社株式のプールの保有を指図してい

る。

 

 「当社取締役会」 当社の取締役会  
 「BVI」 英国バージン諸島  
 「チャン・ユン」 2010年４月12日にBVI法に基づき設立されたリミテッド・ライ

アビリティー・カンパニーで、支配株主の一社であるチャン・

ユン・ホールディングス・リミテッド（Chang Yun Holdings

Limited）

 

 「中国」または「PRC」 中華人民共和国（本書においては、特別行政区の香港およびマ

カオならびに台湾を含まない。）
 

 「当社」 ケイマン諸島法に基づき設立されたリミテッド・ライアビリ

ティー・カンパニーであるWHグループ・リミテッド（WH Group

Limited）（萬洲国際有限公司）。当社株式は香港証券取引所

のメインボードに上場されている。

 

 「支配株主」 香港上場規則に定める意味を有し、文脈上別意に解すべき場合

を除き、ライズ・グランド、ヒロイック・ゾーン、チャン・ユ

ン、ハイ・ゼニス、シュア・パスおよびリッチ・マトリックス

を指す。

 

 「当社取締役」 当社の取締役  
 「ユーロ」または「EUR」 EU加盟国の法定通貨  
 「当社グループ」 当社と当社の全子会社（もしくは文脈上必要な場合においては

そのいずれかを指す。）または文脈上それらの設立前に言及す

るときは、それぞれの前身が従事し、その後引き継いだ事業

 

 「ヒロイック・ゾーン」 2007年７月23日にBVI法に基づき設立されたリミテッド・ライ

アビリティー・カンパニーで、支配株主の一社である雄域投資

有限公司（Heroic Zone Investments Limited）

 

 「ハイ・ゼニス」 2013年９月６日にBVI法に基づき設立されたリミテッド・ライ

アビリティー・カンパニーで、支配株主の一社であるハイ・ゼ

ニス・リミテッド（High Zenith Limited）

 

 「香港」 中華人民共和国香港特別行政区  
 「香港ドル」 香港の法定通貨である香港ドルおよびセント  
 「IFRS」 国際財務報告基準  
 「香港上場」 香港証券取引所に当社株式を上場すること  
 「香港上場日」 当社株式が香港証券取引所のメインボードに上場した日である

2014年８月５日
 

 「香港上場規則」 香港証券取引所での証券の上場に関する規則（その後の変更、

補足その他の改正を含む。）
 

 「ノーソン」 メキシコ法に基づき設立されたメキシコの食肉製品製造業およ

び養豚業を営むノーソン・ホールディング（Norson Holding,

S. de R.L. de C.V.）。2018年12月31日現在、当社はジョイン

ト・ベンチャーとしてノーソンの持分の50％を間接保有してい

る。

 

 「該当期間」 2018年１月１日から2018年12月31日までの期間  
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 「リッチ・マトリックス」 2013年９月９日にBVI法に基づき設立されたリミテッド・ライ

アビリティー・カンパニーで、支配株主の一社である裕基環球

有限公司(Rich Matrix Global Limited)

 

 「ライズ・グランド」 2007年７月３日にBVI法に基づき設立された事業会社であり、

支配株主の一社である興泰集団有限公司（Rise Grand Group

Limited）

 

 「人民元」または「RMB」 中華人民共和国の法定通貨  
 「ロータリー・ボルテックス」 2006年２月28日に香港法に基づき設立されたリミテッド・ライ

アビリティー・カンパニーで、当社が間接的に100％株式を保

有する完全子会社である羅特克斯有限公司（Rotary Vortex

Limited）

 

 「当社株式」 額面価格0.0001米ドルの当社普通株式  
 「当社株主」 当社株式の保有者  
 「シャインB」 2006年３月20日にBVI法に基づいて設立されたリミテッド・ラ

イアビリティー・カンパニーであり、元当社株主であったシャ

イン・ビー・ホールディング・Ⅰ・リミテッド（Shine B

Holding I Limited）。2015年７月８日に正式に清算が結了し

た。

 

 「双匯ディベロップメント」 当社が間接的に株式を保有する子会社（完全子会社ではない）

であり、1998年10月15日に中華人民共和国法に基づき設立され

たジョイント・ストック・リミテッド・カンパニーであり、深

圳証券取引所に上場している河南双匯投資発展股份有限公司

（Henan Shuanghui Investment & Development Co., Ltd.）

（株式コード：000895）および、文脈によってはそのいずれの

子会社または全ての子会社を意味する。

 

 「双匯グループ」 1994年８月29日に中華人民共和国法に基づいて設立されたリミ

テッド・ライアビリティー・カンパニーであり、当社が間接的

に100％株式を保有する完全子会社である河南省漯河市双匯実

業集団有限責任公司（Henan Luohe Shuanghui Industry Group

Co., Ltd.）

 

 「スミスフィールド」 1997年７月25日に米国バージニア州において設立された会社で

あり、当社が間接的に100％株式を保有する完全子会社である

スミスフィールド・フーズ・インク（Smithfield Foods, Inc.

）および、文脈によってはそのいずれの子会社または全ての子

会社を意味する。また、文脈上設立前の時期に言及する場合に

は、同社の現在の複数の子会社（または文脈によってはそのい

ずれか）の前身が従事し、その後スミスフィールドが引き継い

だ事業を意味する。

 

 「香港証券取引所」 香 港 証 券 取 引 所 （The Stock Exchange of Hong Kong

Limited）
 

 「シュア・パス」 2013年９月25日にBVI法に基づいて設立されたリミテッド・ラ

イアビリティー・カンパニーであり、支配株主の一社である順

通控股有限公司（Sure Pass Holdings Limited）

 

 「米国」または「US」 アメリカ合衆国（the United States of America）、その準

州、属領、およびすべての管轄地域
 

 「米ドル」または「US$」 米国の法定通貨  
5. 以下の専門用語集は我々の事業について一定の技術的用語を説明するものである。これらの用語と意

味は、必ずしも、業界における一般的な意味や用法に合致するものではない。
 

 
「生鮮豚肉」または「生鮮豚肉製

品」

と畜後の保管温度に基づき生豚肉、冷蔵豚肉および冷凍豚肉の

３種類に主に分類される、加工されていない豚肉をいう。
 

 
「冷凍豚肉」 処理されマイナス30度に冷凍された生の豚肉で、約マイナス18

度の温度で保管されるものをいう。
 

 「加工食肉製品」 加工された食肉製品をいう。  

 
「生豚肉」 と畜後、冷却過程を経ずに市場で直接販売される生の豚肉をい

う。
 

6. 上記「本店の所在の場所」には当社の登記上の事務所の所在地が記載されている。当社の主たる事業

所の所在地は以下のとおりである。

 

　香港九龍柯士甸道西１号　環球貿易広場76階　7602B号室-7604A号室

　(Unit 7602B-7604A, Level 76, International Commerce Centre, 1 Austin Road West, Kowloon,

Hong Kong)
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第一部【企業情報】

 

第１【本国における法制等の概要】

 

１【会社制度等の概要】

 

（１）【提出会社の属する国・州等における会社制度】

 

ケイマン諸島会社法の概要

 

1　はじめに

ケイマン諸島会社法（2018年改訂版）（以下「ケイマン諸島会社法」という。）の大部分は旧英国会社法に基

づいている。しかしながら、ケイマン諸島会社法と現行の英国会社法との間には重要な違いが存在する。ケイマ

ン諸島会社法の主要な規定の概要は以下のとおりである。しかしながら、かかる記載は、すべての適用条件およ

び例外を含むものではなく、会社法および課税に関するすべての事項を完全に取り扱うものではない。かかる記

載は、関係者がより精通している他の法域における同等の規定と異なる可能性がある。

 

2　設立

当社は、ケイマン諸島会社法に基づき、2006年３月２日にケイマン諸島にて有限責任免除会社として設立し

た。そのため、当社の事業は、主にケイマン諸島以外で運営されなければならない。当社は、毎年ケイマン諸島

の会社登記官（Registrar of Companies）に年次報告書を提出し、授権株式資本の規模に基づく手数料を支払う

ことを義務付けられている。

 

3　株式資本

ケイマン諸島会社法は、会社が普通株式、優先株式、償還株式またはそれらの組み合わせを発行することを認

めている。

ケイマン諸島会社法により、会社がプレミアム付きで株式を発行する場合（現金取引またはその他の形態であ

るかを問わない。）、当該株式についてのプレミアム価格に係る価値の合計額に相当する金額は「株式払込剰余

金」と呼ばれる勘定に移動される必要があることが規定されている。会社の選択により、かかる規定は、他社の

株式の取得または消却の対価として取決めに従い割り当てられ、プレミアム付きで発行された当該会社の株式に

ついてのプレミアムには適用されない場合がある。ケイマン諸島会社法により、会社の基本定款および付属定款

の規定（もしあれば）に従うことを条件に、株式払込剰余金は、会社が適宜定める方法により利用することがで

きる。その中には以下の事項が含まれるが、それらに限られない。

(a)　株主に対する分配または配当の支払い

(b)　株主に対し発行可能な会社の未発行株式への全額払込済無償株式としての払込み

(c)　（ケイマン諸島会社法第37条の規定に従った）株式の償還および買戻し

(d)　会社の設立準備費用の償却

(e)　会社の株式もしくは社債の発行に関する費用、手数料または値引きの償却

(f)　会社の株式もしくは社債の償還または買戻しの際に支払われるプレミアムの提供

分配または配当の支払予定日の翌日に、会社が支払期限の到来する負債を通常の業務過程において支払うこと

ができる場合を除き、いかなる分配または配当も株式払込剰余金から株主に支払うことはできない。

ケイマン諸島会社法により、ケイマン諸島のグランド・コートの承認を得ることを条件に、株式有限責任会社

または保証によって責任制限がなされた株式資本を有する会社は、その付属定款に規定されていれば、特別決議

によって、いかなる方法によっても株式資本を減少されることができる旨が規定されている。
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ケイマン諸島会社法の規定に従うことを条件に、株式有限責任会社または保証によって責任制限がなされた株

式資本を有する会社は、その付属定款に規定されていれば、会社または株主の選択により償還されるかまたは償

還されなければならない株式を発行することができる。さらに、かかる会社は、その付属定款に規定されていれ

ば、自己株式（償還株式を含む。）を購入することができる。当該購入の方法は、付属定款に規定され、または

当社の普通決議により承認されなければならない。付属定款により、購入方法を会社の取締役会によって決定す

ることができる旨を規定することができる。会社は、いかなる場合も、全額払込済でない株式を償還または購入

することはできない。償還または購入によって株式を保有する会社の株主が存在しなくなる場合には、会社は、

株式の償還または購入を行うことはできない。自己株式の償還または購入のための資本金からの支払いは、支払

予定日の翌日に、会社が支払期限の到来する負債を通常の業務過程において支払うことができる場合を除き、合

法的ではない。

自己株式もしくは持株会社の株式の購入または引受けのために会社が提供する資金援助について、ケイマン諸

島においてはいかなる法的制限も存在しない。したがって、会社は、会社の取締役会が、適切な目的のため、ま

た、会社の利益のため、財政援助を適切に与え得ると、注意義務を果たし誠実に行為した上で判断した場合、財

政援助を提供することができる。当該援助は対等な関係に基づくものとする。

 

4　配当および分配

ケイマン諸島会社法第34条を除き、配当の支払いに関して法的規定は存在しない。かかる分野についてケイマ

ン諸島で説得力を有する可能性が高い英国の判例法に基づき、配当は利益からのみ支払可能である。さらに、支

払能力検査および会社の基本定款および付属定款の規定（もしあれば）に従い、ケイマン諸島会社法第34条によ

り、株式払込剰余金から配当および分配の支払いを行うことが認められている（詳細については、上記第３項を

参照のこと。）。

 

5　株主訴訟

ケイマン諸島の裁判所は、英国の判例法に従うことが予想される。「フォス対ハーボットル」の判例（Foss

v. Harbottle）におけるルール（ならびに、以下の事項について、少数株主が集団訴訟を開始するかまたは会社

の名の下に異議を唱えるため株主代表訴訟を開始することを許可する例外：(a)会社の権限を越えるかまたは違

法である行為、(b)少数株主に対する詐欺を構成し、当該違法行為をした者が自ら会社を支配している行為およ

び(c)必要とする適切な（または特別の）過半数株主による承認決議が得られていない行為）がケイマン諸島の

裁判所によって適用され、遵守されている。

 

6　少数株主の保護

株式に分割されている株式資本を有する会社（銀行を除く。）の場合、ケイマン諸島のグランド・コートは、

会社の発行済株式の少なくとも５分の１を保有する株主の申請を受けて、ケイマン諸島のグランド・コートが指

示する方法により会社の状況を検査し、当該状況について報告を行うため検査官を任命することができる。

いかなる会社の株主も、ケイマン諸島のグランド・コートに解散の申立てを行うことができる。ケイマン諸島

のグランド・コートは、会社の解散が公正かつ公平であると判断した場合、解散命令を発することができる。

株主による会社に対する請求は、一般的に、ケイマン諸島において適用される契約もしくは不法行為に関する

一般法または会社の基本定款および付属定款により規定される株主としての個々の権利に基づいていなければな

らない。

過半数株主は少数株主に詐欺を犯してはならないという英国の判例法の規則がケイマン諸島の裁判所によって

適用され、遵守されている。
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7　資産の処分

ケイマン諸島会社法には、会社の資産を処分するための取締役会の権限について明確な制限が含まれていな

い。一般法の事項として、取締役会は、当該権限の行使において、適切な目的のため、また、会社の利益のた

め、注意義務を払い、誠実に行為しなければならない。

 

8　会計および監査の要件

ケイマン諸島会社法は、会社が以下の事項に関して適切な帳簿を保持するよう義務付けている。

(a)　会社が受領し、支出した金員の一切の金額ならびに受領および支出の要因となった事項

(b)　会社による商品のすべての販売および購入

(c)　会社の資産および負債

会社に関する真実かつ公正な状況を示し、取引を説明するために必要な帳簿が保持されていない場合、適切な

帳簿が保持されているとはみなされない。

 

9　株主名簿

免除会社は、その付属定款の規定に従い、取締役会が適宜適切であると考える場所（ケイマン諸島の内外を問

わない。）において、主要な株主名簿および支店名簿を保持することができる。ケイマン諸島会社法において、

免除会社がケイマン諸島の会社登記官に株主に関する報告を行うことは要求されていない。したがって、株主の

氏名および住所は、公的な記録事項ではなく、公衆の縦覧に供されるものではない。

 

10　帳簿および記録の検査

会社の株主は、ケイマン諸島会社法において、会社の株主名簿または会社の記録を閲覧するかまたはその写し

を取得するためのいかなる一般的権利も有していない。しかしながら、会社の株主は、会社の付属定款に規定さ

れる場合、それに従った権利を有する。

 

11　特別決議

ケイマン諸島会社法により、決議を特別決議として提案する意思を明記した通知が正当に送付されている総会

において、本人、または代理人が認められる場合には代理人によって、投票する議決権を有する株主の少なくと

も３分の２以上の多数により採択された決議は特別決議である（ただし、会社は付属定款において、決議に必要

な多数の水準を３分の２よりも高くすることができ、さらに付属定款において、かかる多数の水準（３分の２を

下回らないものとする。）を特別決議による承認を要する事項ごとに異なるものとすることができる。）旨が規

定されている。会社の付属定款に規定されている場合には、その時点で投票する権利を有する会社のすべての株

主により署名された書面による決議も特別決議として効力を生じる。

 

12　親会社の株式を保有する子会社

ケイマン諸島会社法は、ケイマン諸島の会社が親会社の株式を取得し、保有することを禁じていない（ただ

し、当該会社の目的がそれを許可するものとする。）。当該取得を行う子会社の取締役会は、適切な目的のた

め、また、子会社の利益のため、注意義務を払い、誠実に行為しなければならない。

 

13　吸収合併及び新設合併

ケイマン諸島会社法により、ケイマン諸島の会社間での吸収合併および新設合併ならびにケイマン諸島の会社

とケイマン諸島以外の会社との間の合併および統合が認められている。かかる目的のため、(a)「吸収合併」と

は、２社または複数の構成会社が合併し、その事業、財産および債務を存続会社となるそのうちの１社に付与す
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ることをいい、(b)「新設合併」とは、２社または複数の構成会社が設立会社へと統合し、その事業、財産およ

び債務を設立会社に付与することをいう。当該吸収合併または新設合併を実施するため、各構成会社の取締役会

は、吸収合併または新設合併の計画書を承認しなければならない。当該計画書は、その後、(a)各構成会社の特

別決議および(b)当該構成会社の付属定款に規定されるその他の承認（もしあれば）によって承認されなければ

ならない。吸収合併または新設合併の計画書は、設立会社もしくは存続会社の支払能力に関する宣言、各構成会

社の資産および債務の一覧表、ならびに吸収合併または新設合併に関する証明書の写しが各構成会社の株主およ

び債権者に送付され、かつ、吸収合併または新設合併に関する通知がケイマン諸島の官報に掲載される旨の保証

とともに、ケイマン諸島の会社登録官に提出されなければならない。反対株主は、必要な手続きに従った場合、

一定の例外があるが、株主が保有する株式の公正価格（当事者間で合意されなかった場合、ケイマン諸島の裁判

所により決定される。）の支払いを受ける権利を有する。吸収合併または新設合併について裁判所の承認は必要

とされず、上記法的手続に従い実行される。

 

14　再建

再建および合併のために招集された総会に出席する株主または（状況に応じて）債権者の価額の75％となる多

数数によって承認され、その後ケイマン諸島のグランド・コートの承認を受ける方法の再建および合併を促進す

る法律上の規定がある。反対株主は、承認が求められている取引が当該株主の株式について公正価格を与えるも

のではないという見解をケイマン諸島のグランド・コートに表明する権利を有する。しかしながら、経営陣の詐

欺または不誠実の証拠がない場合、かかる理由だけでグランド・コートが取引を承認しない可能性は低い。取引

が承認され、完了した場合、反対株主は、たとえば米国企業の反対株主に通常付与される株式買取請求権（司法

により決定された株式の価額について現金で支払いを受ける権利）に相当するいかなる権利も受けることができ

ない。

 

15　買収

会社が他社の株式について申込みを行った場合であって、当該申込みの４ヶ月以内に申込みの対象である株式

の少なくとも90％の保有者が申込みを受け入れた場合、申込者は、当該４ヶ月が終了してから２ヶ月以内のいつ

でも、通知を行うことにより、申込みの条件に基づき株式を譲渡するよう反対株主に要求することができる。反

対株主は、通知を受けてから１ヶ月以内に、譲渡への異議をケイマン諸島のグランド・コートに申請することが

できる。グランド・コートが裁量を行使すべきであることを示す責任は反対株主にあるが、少数株主を不当に排

除するための方法として申込者と申込みを受け入れた株式の保有者との間で行われた詐欺、不誠実または共謀に

関する証拠がない限り、グランド・コートがその裁量を行使する可能性は低い。

 

16　補償

ケイマン諸島の法律は、会社の付属定款が役員および取締役の補償について規定することができる範囲を制限

していない。ただし、当該規定が公序良俗に反するとケイマン諸島の裁判所が判断した範囲については、この限

りではない（たとえば、犯罪行為の結果に対する補償の提供等）。

 

17　清算

会社は、裁判所の命令によって強制的に、または(a)会社が支払能力を有する場合には株主の特別決議によっ

て、もしくは(b)会社が支払能力を有していない場合には株主の普通決議によって、自発的に、清算を行う場合

がある。清算人の義務には、会社の資産（出資者（株主）により支払われるべき金額（もしあれば）を含む。）

を回収すること、債権者リストを確定させ、（債務の全額を履行するための資産が不十分である場合には割合的
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に）当該債権者に対する会社の債務を履行すること、および出資者リストを確定させ、株式に付随する権利に応

じて当該出資者の間で余剰資産（もしあれば）を分配すること、が挙げられる。

 

18　一般事項

ケイマン諸島の法律に基づく当社の法律顧問であるメイプルズ・アンド・カルダーは、ケイマン諸島会社法の

概要を記載した助言に関する書簡を当社に送付した。当該書簡およびケイマン諸島会社法の写しは、香港公募に

記載された方法により一定期間に限り閲覧可能である。ケイマン諸島会社法の概要の詳細またはケイマン諸島会

社法と自らがより精通している地域の法律との間の違いについての助言を求める者は、独立した法律上の助言を

受けることを推奨する。

 

 

（２）【提出会社の定款等に規定する制度】

 

1　基本定款

基本定款は、2014年７月16日付で、条件付きで採択され、香港上場日である2014年８月５日付で効力を生じ

た。基本定款には、とりわけ、当社のメンバーの責任は限定されていること、当社の設立の目的は無制限である

こと、および当社がケイマン諸島会社法またはケイマン諸島のその他の法律によって禁止されていない目的を実

行するための完全な権限を有していること、が規定されている。

基本定款は、有価証券報告書に添付される。

 

2　付属定款

付属定款は、2014年７月16日付で、条件付きで採択され、香港上場日に効力を生じた。付属定款には、以下の

規定が含まれている。

 

2.1　株式の種類

当社の株式資本は普通株式で構成される。付属定款の採択日現在の当社の授権株式資本は、5,000,000米ドル

であり、１株当たり0.0001米ドルの普通株式50,000,000,000株に分割される。

 

2.2　当社取締役

(a)　株式の割当ておよび発行に関する権限

ケイマン諸島会社法ならびに基本定款および付属定款に従うことを条件に、当社取締役は、当社の未発行株式

（原資または増資の一部を構成するか否かを問わない。）を自由に使用することができる。当社取締役は、当社

取締役が定める者に対し、当社取締役が定める時に、当社取締役が定める対価をもって、当社取締役が定める条

件により、当該株式の募集、割当て、オプションの付与または処分を行うことができる。

付属定款および総会における当社の指示に従うことを条件に、また、既存株式の保有者に付与されるかまたは

いずれかの種類の株式に付随する特別な権利を侵害することなく、当社取締役が定める優先的、繰延の、制限的

またはその他特別な権利または制限（配当、投票、資本の返還またはその他の事項に関するか否かを問わな

い。）を有する株式を、当社取締役が定める者に対し、当社取締役が定める時に、当社取締役が定める対価を

もって、発行することができる。ケイマン諸島会社法および株主に付与されるかまたはいずれかの種類の株式に

付随する特別な権利に従うことを条件に、特別決議による承認を受けて、償還されるという条件で、または当社

もしくは保有者の選択により償還されるという条件で、株式を発行することができる。

 

(b)　当社または子会社の資産の処分に関する権限
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当社取締役は、当社の事業の経営を行う。当社取締役は、当社の付属定款によって明示的に付与された権限に

加えて、当社によって行使されるかまたは行われるもしくは承認される権限および行為であって、当社が総会に

おいて行使するかまたは行うことを当社の付属定款またはケイマン諸島会社法によって明示的に命令または要求

される権限および行為ではない一切の権限を行使し、かかる一切の行為を行うことができる。ただし、当社取締

役は、ケイマン諸島会社法および当社の付属定款、ならびに当社が総会において適宜定める規制であって、ケイ

マン諸島会社法または当社の付属定款と矛盾しない規制に従うものとする。ただし、そのように定められたいか

なる規制も、当該規制が定められなかった場合に有効であったであろう当社取締役の過去の行為を無効にするこ

とはできない。

 

(c)　失職に対する補償または支払い

失職に対する補償または退任に対する対価としてもしくはこれに関連して、当社取締役または元当社取締役に

対し行われる支払い（当社取締役が契約上権利を有する支払いではないもの）は、初めに総会において当社がこ

れを承認しなければならない。

 

(d)　当社取締役に対する貸付け

付属定款において、当社取締役またはその緊密な関係者に対する貸付けを禁止する旨が規定されている。当該

規定は、香港会社条例による制限に相当する。

 

(e)　株式購入のための資金援助

一切の適用法に従うことを条件に、当社は、当社、その子会社または持株会社もしくは当該持株会社の子会社

の当社取締役および従業員に対し、かかる者が当社または当該子会社もしくは持株会社の株式を購入することが

できるよう、資金援助を行うことができる。さらに、一切の適用法に従うことを条件に、当社は、当社、その子

会社、当社の持株会社または当該持株会社の子会社の従業員（定額給当社取締役を含む。）の利益のために保有

されるべき、当社の株式または当該子会社もしくは持株会社の株式の取得のための受託者に対し、資金援助を行

うことができる。

 

(f)　当社またはその子会社との契約についての利害の開示

いかなる当社取締役または当社取締役予定者も、その役職についていることにより、販売者、購入者その他と

して当社と契約を締結する資格を剥奪されることはない。当該契約、または、当社またはその代理人と、当社取

締役がそのメンバーであるか利害を有するいずれかの者、会社または組合との間で締結された契約または取決め

のいずれも、かかる理由によって回避されるものではない。かかる契約を締結したか、またはかかるメンバーで

あるかもしくはかかる利害を有するいかなる当社取締役も、当該当社取締役が当該役職を務めるかまたはその役

職に基づく信任関係を有することのみを理由として、当該契約または取決めによって取得した利益について、当

社に説明を行う義務を負わない。ただし、当該契約または取決めについての利害が重大である場合、当該当社取

締役は、取締役会において自らの利害の性質につき開示しなくてはならず、それは当該開示を行うことが実行可

能な当社取締役会の最も早い会合において行われなくてはならない。かかる開示は、個別に、または通知により

行われ、通知においては当該通知に明記される事実によって、当該当社取締役が当社による特定の記載を有する

契約についての利害関係を有するとみなされる旨が記載されたものによって行われる。

当社取締役は、当該当社取締役またはその緊密な関係者が重大な利害を有する契約もしくは取決めまたはその

他の提案について、当社取締役の決議において投票することはできず、また、定足数に数えられない。当社取締

役が投票を行った場合、当該当社取締役の票は数えられず、また、決議の定足数にも数えられない。ただし、か

かる禁止規定は、以下の場合には適用されない。
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(i)　当社またはその子会社の要請を受けて、または当社またはその子会社の利益のために、当該当社取締役

またはその緊密な関係者が貸し付けた金員またはそれらの者が負ったまたは引き受けた債務について、当

該当社取締役またはその関係者に担保または補償を提供する場合

(ii)　当社取締役またはその緊密な関係者が、保証もしくは補償に基づき、または担保の提供によって、単独

でまたは共同で、責任の全部または一部を引き受ける、当社またはその子会社の負債または債務に関し

て、第三者に担保または補償を提供する場合

(iii)　当社の株式、社債もしくはその他有価証券、または当社が引受けもしくは購入について促進するまた

は利害を有するその他の会社の株式、社債もしくはその他有価証券の募集に関して提案が行われ、募集の

引受けまたは下引受けにおける参加者として当社取締役またはその緊密な関係者が利害を有する場合また

は有することになるであろう場合

(iv)　当社またはその子会社の従業員の利益に関する以下の提案または取決めが行われる場合

　(A)　当社取締役またはその緊密な関係者が利益を受ける従業員株式制度または株式報奨制度もしくは株式

オプション制度の採用、変更または運用

　(B)　当社またはその子会社の当社取締役、その緊密な関係者および従業員に関する年金基金もしくは積立

基金または退職・死亡・障害給付金制度であって、当該制度または基金に関係する者に一般に付与されな

い特権または利益を、当社取締役またはその緊密な関係者について提供することのないものの採用、変更

または運用

(v)　当社取締役またはその緊密な関係者が、当社の株式、社債その他有価証券について利害を有することの

みを理由に、当社の株式、社債その他有価証券のその他の保有者と同様の方法によって、契約または取決

めについて利害を有する場合

 

(g)　報酬

当社取締役は、場合に応じて当社取締役が定める金額または総会において当社が適宜定める金額を、役務に対

する報酬として受領する権利を有する。（当該金額が定められた決議によって別段の指示が与えられている場合

を除き）当該金額は、当社取締役が合意する割合で、当社取締役が合意する方法によって、当社取締役の間で分

配され、合意がなされなかった場合には均等に分配される。ただし、当社取締役が役職を務めた期間が、報酬が

支払われる期間の全期間を下回る場合、当該当社取締役は、自らが役職を務めた期間に応じて当該分配を受け

る。当該報酬は、当社取締役が当社において有する給与の支払いを受ける従業員その他の地位に基づいて受領す

ることができるその他の報酬に付加されるものである。

当社取締役はまた、当社取締役の職務の履行に際しまたは履行に関連して、当社取締役が合理的に負担した旅

費等の一切の経費（当社取締役会、委員会または総会に出席し帰還するための旅費を含む。）、または当社の事

業に従事していた際にもしくは当社取締役としての職務を遂行する際に負担した一切の経費を受領する権利を有

する。

当社取締役は、当社の要請を受けて特別なまたは追加の役務を果たす当社取締役に対し、特別報酬を付与する

ことができる。当該特別報酬は、当社取締役としての通常報酬に加えて、またはそれに代えて当該当社取締役に

支払うことができ、合意に応じて給与、手数料、利益分配への参加またはその他の方法により支払われる。

当社執行取締役または当社経営陣のその他の役職に任命された取締役の報酬は、当社取締役により適宜決定さ

れる。当該報酬は、給与、手数料、利益分配への参加またはその他の方法により支払われるか、またはそれらの

全部もしくは一部の方法により支払われる。当該報酬はまた、当社取締役が適宜定めるその他の給付（株式オプ

ションおよび／または年金および／または謝礼および／またはその他の退職手当を含む。）および手当とともに

支払われる。当該報酬は、受領者が当社取締役として受領する権利を有する報酬に付加されるものである。
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(h)　退任、選任および解任

当社取締役は、何時でも、また、適宜、欠員補充または既存の当社取締役への追加のためにいずれかの者を当

社取締役に選任する権限を有する。そのように選任された当社取締役は、次回の当社総会までの間のみ取締役を

務め、当該総会において再選される資格を有する。

当社は、付属定款または当社と当該当社取締役との間の契約におけるいかなる規定にもかかわらず、普通決議

によって、任期の満了前に代表取締役またはその他の業務執行取締役を含む。）を解任することができる（ただ

し、当社取締役としての職位の喪失、またはこれに伴うその他の役職についての職位の喪失に関して支払うべき

補償または損害賠償に対する請求を侵害しないものとする。）。当社は、普通決議によって、当該当社取締役の

代わりにその他の者を選任することができる。そのように選任された当社取締役は、その代わりとして選任され

た当社取締役が解任されなかった場合に役職を務めることとなる期間の間のみ当社取締役を務める。当社はま

た、普通決議によって、欠員補充または既存の当社取締役への追加のためにいずれかの者を当社取締役に選任す

ることができる。そのように選任された当社取締役は、次回の当社総会までの間のみ取締役を務め、当該総会に

おいて再選される資格を有する。当該当社取締役は、当該総会において輪番によって退任する当社取締役を決定

する際には考慮に入れられない。当社取締役により推薦されない限り、いかなる者も、総会において当社取締役

に選任される資格を有していない。ただし、当該選任に関し設定された総会の招集通知の送付以後に開始し、当

該総会の開催日の７日前までに終了する、少なくとも７日間の期間中において、当該総会に出席し、投票する権

利を有する当社の株主（推薦される本人ではないものとする。）による書面による通知であって、選任を推薦す

る意図を記したもの、および推薦される者により署名された書面による通知であって、選任される意思を有する

ことを記したものが秘書役に送付された場合を除く。

当社取締役についての株式保有要件はない。また、当社取締役に特定の年齢制限はない。

以下の場合には当社取締役は取締役でなくなる。

(i)　登記上の事務所または香港の主たる事務所における当社宛に書面による通知を送付し、当社取締役が辞

任した場合

(ii)　当社取締役が精神疾患を患っているかもしくはそのおそれがあり、または業務を処理することができな

いという理由によって、管轄裁判所または当局により命令が発せられ、当社取締役が当該当社取締役の解

任を決定した場合

(iii)　当社取締役が、許可を得ることなく、12ヶ月間連続で取締役会を欠席し（当該当社取締役により選任

された代理当社取締役が出席した場合を除く。）、当該当社取締役の解任を他の当社取締役が決定した場

合

(iv)　当社取締役が破産した場合、当社取締役に対し財産管理命令が発せられた場合、支払いが停止された場

合、または債権者と広く示談を進める場合。

(v)　法律または付属定款の規定により、当社取締役が当社取締役でなくなったかまたは当社取締役であるこ

とを禁じられた場合

(vi)　その時点で在任する当社取締役（当該当社取締役を含む。）の少なくとも４分の３（または、それが整

数でない場合は最も近いそれより下の整数）により署名され、当該当社取締役に送達された書面による通

知によって当該当社取締役が解任された場合

(vii)　当社取締役が、付属定款に基づき、当社の株主の普通決議によって解任された場合

当社の年次総会ごとに、その時点での当社取締役の３分の１、または当社取締役の員数が３もしくは３の倍数

でない場合には３分の１に最も近い数（ただし、３分の１を下回らない。）の当社取締役が輪番によって退任す

る。ただし、すべての当社取締役（特定の期間について選任された当社取締役を含む。）は、少なくとも３年に

一度、輪番によって退任しなければならない。退任する当社取締役は、自らが退任する総会が終了するまで当社
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取締役の役職にあり、そこで再選される資格を有する。当社は、当社取締役が退任する年次総会において、同じ

数の者を当社取締役に選任し、欠員補充を行うことができる。

 

(i)　借入権限

当社取締役は、適宜、自らの裁量によって、当社の目的のために金員を調達しもしくは借り入れ、またかかる

金員の支払いを確保するための当社のあらゆる権限を行使でき、また、当社の事業、（現在および将来の）財産

および資産ならびに未払込資本金またはその一部を担保に供するための当社のあらゆる権限を行使することがで

きる。

 

(j)　取締役会の議事

当社取締役は、いかなる場所においても、適切と考えるとおり、事業の遂行のために会合を開き、会合および

議事を延期し、その他適宜制限を行うことができる。会合において生じる疑義は、過半数の投票により決定され

る。賛否同数の場合、会合の議長が２票目または決定票を投じる。

 

2.3　定款に対する変更

特別決議による場合を除き、基本定款または付属定款についていかなる変更または修正も行うことはできな

い。

 

2.4　既存株式または種類株式の権利の変更

当社の株式資本が異なる種類の株式に分割される場合、ケイマン諸島会社法に従うことを条件に、その時点で

発行済の株式のいずれかの種類に付随する権利の全部または一部は、（当該種類株式の発行に関する条件におい

て別段の規定がある場合を除き）当該種類の発行済株式の額面価格の４分の３以上の保有者による書面による同

意または当該種類株式の保有者の種類株主総会において可決された特別決議による承認を取得して、変更または

破棄される。かかるすべての種類株主総会に対して、付属定款の総会に関する一切の規定が準用される。ただ

し、かかる種類株主総会およびその延会のための定足数は、当該総会の開催日における当該種類の発行済株式の

額面価格の３分の１以上を単独または共同で保有する者（または、委任を受けた代理人もしくは正当に権限を付

与された代表者）とする。

いずれかの種類株式の保有者に付与される特別な権利は、当該株式に付与された権利または当該株式の発行に

関する条件において明示的に別段の定めがある場合を除き、同じ種類の株式の追加の組成または発行によって変

更されるとはみなされない。

 

2.5　資本の変更

当社は、総会において、適宜、その時点で授権されているすべての株式が発行済か否かを問わず、また、その

時点で発行済のすべての株式が全額払込済か否かを問わず、普通決議によって、新株の組成により株式資本を増

加させることができる。かかる新たな資本は、決議が定める金額とし、また、決議が定める金額の株式に分割さ

れる。

当社は、普通決議によって、適宜以下の行為を行うことができる。

(a)　株式資本の全部または一部を、既存株式より大きい金額の株式へと併合し、分割すること。全額払込済

株式の併合およびより大きい金額の株式への分割において、当社取締役は、適切と考える方法によって生

じる問題を解決し、とりわけ、（上記の一般性を侵害することなく）併合株式の保有者の間で、いずれの

株式を各併合株式に統合するかを決定する。いずれかの者が併合株式の端株を取得することとなった場

合、当該端株は、当社取締役によって任命される者により売却することができる。そのように任命された
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者は、売却された株式を購入者に引き渡すことができ、当該引渡しの正当性は疑問視されない。当該売却

の正味手取金は、（当該売却に関する費用を控除後に）併合株式の端株を取得するはずであった者の間で

権利および持分に比例した割合で分配するか、または当社の利益のために当社に支払うことができる。

(b)　ケイマン諸島会社法に従うことを条件に、決議の可決日においていかなる者によっても引き受けられて

いないかまたは引受けが合意されていない株式を無効とし、そのように無効とされた株式の金額に応じて

株式資本の金額を減少させること。

(c)　ケイマン諸島会社法に従うことを条件に、株式を基本定款により規定される金額より小さい金額の株式

へと更に分割すること。当該株式の分割に係る決議において、当該分割による株式の保有者の間で、１つ

または複数の株式が他の株式に比して優先的その他特別な権利を有すること、または他の株式に比して劣

後する権利を有することもしくは制限に従わなければならない旨を決定することができる（これらの権利

および制限は、当社が未発行株式または新株に付与する権限を有するものに限る）。

当社は、特別決議によって、ケイマン諸島会社法によって規定される条件に従った承認された方法により、株

式資本または資本償還準備金を減少させることができる。

 

2.6　特別決議－必要多数

「特別決議」とは、ケイマン諸島会社法において規定される意味を有すると付属定款に定義されている。特別

決議を行うには、必要多数は、投票の４分の３以上とされ、この投票は、決議を特別決議として提案する意図を

明記した通知が正当に送付されている総会における、議決権を有する当社の株主による投票であって、個人の場

合は本人により、法人の場合には正当に権限を付与された代表者により、代理投票が認められる場合には代理人

により行われるものとされる。特別決議には、当社の総会において投票する権利を有する１名または複数の株主

によって署名された１通または複数の文書において、当社のすべての当該株主により書面で承認された特別決議

が含まれ、当該特別決議の発効日は、当該文書または（複数ある場合には）最後の当該文書が署名された日とす

る。

これに対し、「普通決議」とは付属定款に定義されており、付属定款に従い開催される総会における単純過半

数の投票によって可決された決議とされ、この投票は、議決権を有する当社の株主による投票であって、個人の

場合は本人により、法人の場合には正当に権限を付与された代表者により、代理投票が認められる場合には代理

人により行われるものとされる。普通決議には、上記の当社のすべての株主により書面で承認された普通決議が

含まれる。

 

2.7　議決権

その時点でいずれかの種類の株式に付随する特別な権利、特権または制限に従うことを条件に、本人（また

は、株主が法人の場合には正当に権限を付与された代表者）または代理人により総会に出席するすべての株主

は、あらゆる総会において、投票の際に、当社の株主名簿に当該株主の名義で登録されている各株式につき１票

を有する。

香港上場規則に基づき、株主が、ある特定の決議についての投票を棄権するよう要求されているか、またはあ

る特定の決議に賛成票のみもしくは反対票のみ投じるよう制限されている場合、当該要求または制限に違反して

当該株主本人または代理人により投じられた票は無効となる。

共同保有者の場合、当該共同保有者の１名が、保有する株式について、単独で権利を有するかのように、本人

または代理人により総会で投票することができる。ただし、当該共同保有者の２名以上が本人または代理人によ

り総会に出席している場合、最も上位であるか、場合によっては、より上位にある当該共同保有者の１名のみ

が、当該共同保有について投票する権利を有する。この場合、上位性は、当該共同保有に関し、共同保有者の氏

名が名簿に記されている順番によって決定される。
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管轄裁判所または当局により、当社の株主が精神疾患を患っているかもしくはそのおそれがあり、または業務

を処理することができないという命令が発せられた場合、当該株主は、かかる状況において投票する権限を付与

された者により投票することができ、かかる者は代理人により投票することができる。

付属定款において明示的に規定される場合または当社取締役が別段に定める場合を除き、正当に登録された当

社の株主であって、自らの株式に関し当社に支払うべき一切の金額を支払った者以外、いかなる者も、本人に

よってもまたは代理人によっても、総会に出席し、投票することはできず（当社のその他の株主の代理人である

場合を除く。）、または定足数に数えられることはできない。

いかなる総会においても、総会の採決にかけられた決議は投票によって決定される。ただし、決議が香港上場

規則において規定される手続上または管理上の事項にのみ関するものであり、総会の議長が挙手による議決を認

めた場合はこの限りではない。

公認清算機関（またはその名義人）が当社の株主である場合、当該公認清算機関（またはその名義人）は、自

らが適切と考える者に対し、当社の総会またはいずれかの種類の当社の株主の総会において代理人または代表者

として行為する権限を付与することができる。ただし、２名以上が当該権限を付与された場合、当該権限には、

かかるそれぞれの者が権限を付与された株式の数および種類が特定されなければならない。かかる規定により権

限を付与された者は、当該権限において特定された数および種類の株式を当該公認清算機関（またはその名義

人）が個人の株主として保有すると仮定した場合に行使できるものと同様の権利を（挙手による議決が認められ

た場合に挙手により個別に投票する権利を含む。）、当該公認清算機関（またはその名義人）の代わりに行使す

ることができる。

 

2.8　年次総会

当社は、毎年、その他の総会に加えて、年次総会として総会を開催し、招集通知においてかかる旨を明記す

る。ある年次総会の開催日から次の年次総会の開催日までの期間は15ヶ月（または、香港証券取引所が承認する

それ以上の期間）以内とする。

 

2.9　会計および監査

当社取締役は、当社の状況に関する真実かつ公正な外観を示すため、および当社の取引を示し説明を行うため

に必要である、ならびにケイマン諸島会社法に従い必要である会計帳簿を保管させる。

当社取締役は、当社の財務書類および帳簿またはそのいずれかを、当社の株主（当社の役員を除く。）に公開

するか否か、また、その程度、時期および場所ならびに条件または規制を適宜定める。ケイマン諸島会社法もし

くはその他の関連法令により認められるか、または総会において当社取締役もしくは当社により承認される場合

を除き、いかなる株主も、当社の財務書類もしくは帳簿または文書を閲覧する権利を有していない。

当社取締役は、最初の年次総会から、当該期間の損益計算書（最初の計算書の場合は当社の設立以降の期間お

よびその他の場合は前回の計算書以降の期間）を作成させ、毎年の年次総会において当社の株主に提出する。当

社取締役はまた、損益計算書とともに、損益計算書が作成された日付現在の貸借対照表および損益計算書の対象

期間についての当社の損益および当該期間の末日現在の当社の状況に関する当社取締役の報告書、当該計算書に

係る監査人の報告書ならびに法律により要求されるその他の報告書および計算書を作成させ、毎年の年次総会に

おいて当社の株主に提出する。年次総会において当社の株主に提出される当該書類の写しは、付属定款に規定さ

れる当社による通知の送達方法によって、当社のすべての株主および当社社債のすべての保有者に対し、総会の

開催日の少なくとも21日前に送付される。ただし、当社は、当社が住所を把握していない者または株式もしくは

社債の共同保有者のうち２名以上の者に対し当該書類の写しを送付する義務を負わない。

当社は、年次総会において、当社の監査人を任命する。当該監査人は、次回の年次総会まで職を務める。任期

の満了前に監査人を解任するためには、年次総会における株主の普通決議による承認が必要となる。監査人の報
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酬は、当該監査人が任命された年次総会において、当社により決定される。ただし、当社は、ある特定の年度に

ついて、総会において、当該報酬の決定を当社取締役に委任することができる。

 

2.10　招集通知および審議される議案

年次総会は、少なくとも21日前の書面による通知によって招集され、その他の臨時総会は少なくとも14日前の

書面による通知によって招集される。通知は、到着した日または到着したとみなされる日および送付された日を

含み、時間、場所および総会の議題、総会において審議される決議の詳細、ならびに、特別議案の場合には当該

議案の一般的な性質を明記する。年次総会の招集通知にはその旨を明記し、特別決議の採択のための総会の招集

通知には、決議を特別決議として提案する意図を明記する。すべての総会の招集通知が監査人および当社のすべ

ての株主（付属定款または保有する株式の発行に関する条件に基づき、当社から当該通知を受領する権利を有し

ていない者を除く。）に送付される。

当社の総会が上記の期間より短い期間の通知によって招集された場合でも、以下のとおり合意された場合には

正当に招集されたとみなされる。

(a)　年次総会として招集された総会の場合、当該総会に出席し、投票する権利を有する当社のすべての株主

またはその代理人によって合意された場合

(b)　その他の総会の場合、当該総会に出席し、投票する権利を有する株主の多数によって合意された場合

（多数とは、当該権利を付与する株式の額面額の少なくとも95％を合わせて保有することをいう。）

臨時総会において審議されるあらゆる議案は特別議案であるとみなされる。また、年次総会において審議され

るあらゆる議案は、普通議案とみなされる以下の事項を除き、特別議案であるとみなされる。

(a)　配当の宣言および承認

(b)　財務書類、貸借対照表および当社取締役および監査人の報告書ならびに貸借対照表への添付が必要なそ

の他の書類の審議および採択

(c)　退任する当社取締役の代わりの当社取締役の選任

(d)　監査人の任命

(e)　当社取締役および監査人の報酬の決定または決定方法の確定

(f)　既存の発行済株式資本の額面額および下記第(g)項に基づき買い戻された有価証券の数の20％（または、

香港上場規則に規定されるその他の割合）を上回らない当社の未発行株式についての募集、割当て、オプ

ションの付与または処分のための権能または権限の、当社取締役に対する付与

(g)　当社取締役に対する、当社の有価証券の買戻しのための権能または権限の付与

 

2.11　株式の譲渡

株式の譲渡は、通常の一般的な書式または当社取締役が承認するその他の書式（香港証券取引所により規定さ

れる譲渡に関する標準的な書式に一致するもの）による譲渡証書によって実行される。

譲渡証書は、譲渡人および、当社取締役による別段の定めがある場合を除き、譲受人本人またはそれらの代理

人によって署名される。譲受人の氏名が当社の株主名簿に記載されるまでの間、譲渡人は、引き続き株式の保有

者であるとみなされる。すべての譲渡証書は、当社により保管される。

当社取締役は、全額払込済でない株式または当社が担保を有する株式につき、譲渡の登録を拒否することがで

きる。当社取締役はまた、以下の場合を除き、株式の譲渡の登録を拒否することができる。

(a)　譲渡証書が、譲渡に関する株式の株券（譲渡の登録に伴い無効とされる。）および譲渡人の権利を示す

ために当社取締役が合理的に要求するその他の証拠とともに当社に保管されている場合

(b)　譲渡証書が１つの種類の株式のみに関するものである場合

(c)　譲渡証書に適切に印紙が貼られている場合（印紙の貼付けが必要な場合）
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(d)　共同保有者に対し譲渡が行われる場合で、株式の譲渡を受ける共同保有者の数が４名を上回らない場合

(e)　当該株式に当社のための担保が設定されていない場合

(f)　香港証券取引所が適宜定める支払うべき上限額（または、当社取締役が適宜要求するそれより低い金

額）の手数料が譲渡に関し当社に支払われている場合。

当社取締役が株式の譲渡の登録を拒否した場合、当社取締役は、譲渡が当社に申告された日付から２ヵ月以内

に、譲渡人および譲受人のそれぞれに対し、当該拒否に関する通知を送付する。

譲渡の登録は、香港証券取引所のウェブサイトに掲載される広告によって、または付属定款に規定される電子

的手段を通じた当社による通知の送達方法により行われる電子的伝達によって、または新聞に掲載される広告に

よって行われる14日前（ライツ・イシューの場合は６営業日前）の通知により、停止することができる。当社の

株主名簿は、当社取締役が適宜定める時に、当社取締役が適宜定める期間の間、閉鎖することができる。ただ

し、譲渡の登録が停止されるか、または株主名簿が閉鎖される期間は、１年で30日（または、当社の株主が普通

決議によって決定するそれ以上の期間（ただし、当該期間は１年で60日を超えないものとする。））を超えない

ものとする。

 

2.12　自己株式の取得に関する当社の権限

当社は、一定の制限に従うことを条件に、ケイマン諸島会社法および付属定款によって自己株式を取得するた

めの権限を付与されている。当社取締役は、総会におけるその方法に関する株主の承認ならびに香港証券取引所

および香港証券先物委員会によって適宜課される適用要件に従うことを条件に、当社の代わりに当該権限を行使

することができる。買い戻された株式は、買戻しに伴い消却されたとみなされる。

 

2.13　株式保有に関する当社の子会社の権限

子会社による株式保有については、付属定款に規定されていない。

 

2.14　配当およびその他の分配方法

ケイマン諸島会社法および付属定款に従うことを条件に、当社は、総会において、あらゆる通貨によって配当

を宣言することができる。ただし、いかなる配当も、当社取締役が提言する金額を超過してはならない。いかな

る配当も、分配のために適法に使用可能な当社の利益および剰余金（株式払込剰余金を含む。）以外から宣言さ

れ、支払われることはできない。

株式に付随する権利または当該株式の発行条件による別段の定めがある場合を除き、また、それらがある場合

はそれらに従うが、（配当の支払い対象となる期間を通じて全額が払い込まれたものではない株式に関する）す

べての配当は、配当の支払い対象となる期間の一部または複数の部分の間に株式について払い込まれた金額に比

例して分配され、支払われる。この場合、株式払込請求の前に株式について払い込まれたいかなる金額も、株式

について払い込まれたとはみなされない。

当社取締役は、当社の利益によれば適切であると当社取締役が判断する場合、中間配当を含む配当を当社の株

主に適宜支払うことができる。当社取締役はまた、支払いが分配のために使用可能な利益によって正当化される

と考える場合には、半年ごとまたは当社取締役が選択するその他の期間ごとに定額の配当を支払うことができ

る。

当社取締役は、当社が担保を有する株式について支払うべき配当その他の金員の支払いを留保することがで

き、また、担保が存在する負債、債務または取決めの支払いにそれらを充てることができる。当社取締役は、配

当または当社の株主に支払うべきその他の金員から、請求、割賦またはその他の事由によって当社取締役が当社

に現在支払うべき金員（もしあれば）の一切の金額を控除することができる。

いかなる配当も、当社に対し利息を生じないものとする。
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当社取締役または当社が総会において、当社の株式資本について配当を支払うかまたは宣言することを決定し

た場合、当社取締役は、さらに以下の事項を決定することができる。(a)当該割当株式が割当てを受ける者に

よって保有される株式の種類と同一の種類である場合に、全額払込済の株式の割当ての形式によって、当該配当

の全部または一部を支払うこと。ただし、当該割当てを受ける権利を有する当社の株主は、当該割当ての代わり

に現金で当該配当（またはその一部）を受領することを選択できるものとする。(b)当社取締役が適切であると

判断した場合であって、当該割当株式が割当てを受ける者によって保有される株式の種類と同じ種類である場合

に、当該配当を受ける権利を有する当社の株主は、配当の全部またはの一部の代わりに全額払込済の株式の割当

てを受けることを選択することができること。当社は、当社取締役の提言を受けて、普通決議によって、当社の

ある特定の配当について、上記の規定にかかわらず、当該割当ての代わりに現金で当該配当を受領することを選

択できる権利を当社の株主に付与することなく、全額払込済の株式の割当ての形式によって配当の全部を支払う

ことができる。

配当、利息または株式の保有者に現金で支払うべきその他の金額は、支払いを受ける権利を有する当社の株主

の登録住所、もしくは共同保有者の場合には、共同保有に関し当社の株主名簿において最初に氏名が記載されて

いる者の登録住所、または保有者もしくは共同保有者が書面により指示する者および住所宛てに郵送される小切

手またはワラントにより支払われることができる。そのように送付されたすべての小切手またはワラントは、保

有者、または共同保有者については、当該株式に関し当社の株主名簿において最初に氏名が記載されている保有

者に支払われ、当該保有者または共同保有者の責任において送付される。振出しが行われる銀行による当該小切

手またはワラントの支払いは、当該小切手またはワラントが盗難に遭うかまたは当該小切手またはワラントに対

する裏書きが偽造であったとその後判明した場合であっても、配当および／またはそれによるプレミアムに関す

る当社の義務の適切な履行となる。当該小切手またはワラントが２回連続して換金されなかった場合、当社は、

当該小切手またはワラントの郵送を停止することができる。しかしながら、当社は、１回目に当該小切手または

ワラントが未配達で返送された後は、当該小切手またはワラントの送付を停止する権限を行使することができ

る。２名またはそれ以上の共同保有者のうちの１名の保有者は、当該共同保有者が保有する株式に関する配当も

しくは支払うべきその他の金員または分配可能な財産についての有効な受領書を発行することができる。

配当が宣言された日付から６年間未請求の配当は、当社取締役がその権利を剥奪することができ、当社に返還

されるものとする。

当社取締役は、総会における当社の株主の承認を得て、あらゆる種類の特定資産（とりわけ、払込済株式、社

債または他社の有価証券を引き受けるワラント）の分配により配当の全部または一部を支払うよう指示すること

ができる。当該分配に関し問題が生じた場合、当社取締役は、適切と考える方法により当該問題を解決すること

ができる。当社取締役は、とりわけ、端数の権利を無視し、当該権利を四捨五入し、または当該権利が当社の利

益のために成立すると規定することができる。当社取締役は、当該特定資産の分配についての価格を設定するこ

とができ、あらゆる当事者の権利を調整するため、そのように設定された価格を計算の上、当社の株主に対し現

金の支払いが行われるよう決定することができる。当社取締役はまた、適切と考える信託受託者に対し、当該特

定資産を付与することができる。

 

2.15　代理人

当社の総会に出席し、投票する権利を有する当社の株主は、当該株主に代わって総会に出席し、投票するため

個人である他の者を任命することができる。かかる代理人は、総会に出席する株主の権利と同様の権利を有す

る。代理人は当社の株主である必要はない。

委任証書は、通常の書式または当社取締役が適宜承認するその他の書式による。ただし、当該委任証書は、委

任状用紙に関する総会において提案される各決議に対し賛成票を投じるか反対票を投じるか（または、指図がな

かった場合もしくは矛盾する指図がなされた場合に自らの裁量を行使すること）を株主が代理人に指図できるも
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のとする。委任証書は、総会に提出された決議の修正について、代理人が適切と考える方法により投票する権限

を付与するとみなされる。委任証書は、当該委任証書にこれに反する定めがない限り、当該委任証書に関する総

会の延会についても有効とする。ただし、当初の総会が当該日付から12ヶ月以内に開催された場合に限る。

代理人の任命証書は、指名権者または書面で権限を付与された代理人によって署名された文書によるものとす

る。指名権者が法人の場合には、その社印が付されるか、役員、代理人または署名する権限を付与された代理人

によって署名されるものとする。

代理人の任命証書および（当社取締役が要求する場合）署名された委任状（もしあれば）、または公証人に

よって認証された当該権限に関する写しは、当社の登記上の事務所（または、総会の招集通知もしくは延期され

た総会の招集通知、またはいずれの場合にも、同封される文書において明記されるその他の場所）に、証書にお

いて指名された者が投票する総会または延期された総会の開始予定時刻から48時間以上前に提出されなければな

らない。総会または延期された総会の開催日の後に投票が行われる場合には、投票の開始予定時刻から48時間以

上前に提出されなければならない。それが行われなかった場合、代理証書は無効とみなされる。いかなる代理人

の任命証書も、署名日として指定された日付から12ヶ月間の有効期限を経過した後は無効となる。当社の株主

は、代理人の任命証書の提出によって、総会または投票に自ら出席し、投票することを妨げられない。その場

合、代理人の任命証書は取り消されたとみなされる。

 

2.16　株式払込請求および株式の失権

当社取締役は、適宜、株主が保有する株式に関して未払であって、割当条件により規定の時に支払うものとさ

れていない金員（株式の額面価額またはプレミアムその他の理由か否かを問わない。）について、当社の株主に

払込請求を行うことができる。当社の各株主は、（当社が、支払いの時期および場所ならびに支払いを受ける者

を明記した通知を少なくとも14日前に送付することを条件として）そのように明記された者に対し、指定された

時期および場所において、当該株主が保有する株式に関して払込請求がなされた金額を支払わなければならな

い。払込請求は、当社取締役の決定に従い、取り消しまたは延期することができる。払込請求がなされた者は、

払込請求がなされた株式をその後譲渡したとしても、その支払いについて責任を負うものとする。

払込請求は、一括でまたは分割で支払可能であり、当該払込請求を授権する当社取締役の決議が採択された場

合になされたとみなされる。株式の共同保有者は、当該株式に関する払込請求の全部および一部またはそれらに

関し支払うべきその他の金員の支払いについて、連帯して責任を負うものとする。

支払期限までに株式に関する払込請求の金額が支払われなかった場合、支払義務を負う者は、支払期限の日か

ら実際に支払いが行われるまでの間、当社取締役が定める利率（年15％を超えない。）により、未払いの金額に

対する利息を支払わなければならない。ただし、当社取締役は、その裁量により、当該利息の支払いの全部また

は一部を延期することができる。

払込請求または払込請求の分割払いが支払期限の後も未払いとなっている場合、当社取締役は、未払いが生じ

ている期間のいつでも、未払の払込請求または分割請求の金額ならびにその利息および実際の支払日まで発生す

る利息の支払いを要求する通知を当該株式の保有者に送付することができる。

通知には、その日までに通知により要求される支払いがなされなければならない、将来の日（通知の送達日か

ら14日以降の日とする。）および当該支払いがなされなければならない場所が記載され、指定された日付までに

指定された場所において支払いがなされなかった場合には、払込請求または分割請求がされ未払いとなっている

株式は失権する旨が記載される。

当該通知の要求に従わなかった場合、当該通知が行われた株式は、一切の払込請求または分割請求およびそれ

らの利息が支払われるまでの間いつでも、当社取締役の決議によって失権処分とすることができる。当該失権に

は、失権した株式に関し宣言された一切の配当およびプレミアム（失権前に実際に支払われていないものを含

む。）が含まれる。失権した株式は当社の財産とみなされ、再割当、売却または処分を行うことができる。
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持株が失権した者は、失権した株式についての当社の株主ではなくなる。もっとも、失権にかかわらず、同人

は、失権の日付において株式に関し同人が当社に支払うべき一切の金員、および（当社取締役がその裁量により

要求する場合には）失権の日付から支払いまでの間の当社取締役が定める利率（年15％を超えない。）による利

息を当社に支払う責任を引き続き負うものとする。当社取締役は、失権の日付において、失権した株式の価額を

斟酌する義務を負うことなく、当該支払いを執行することができる。

 

2.17　株主名簿の閲覧

当社の株主名簿は、その時点での当社の株主および各株主が保有する株式を常に示す方法により保管される。

株主名簿は、香港証券取引所のウェブサイトに掲載される広告によって、または香港上場規則に従い、付属定款

に規定される電子的手段を通じた、当社の通知の送達方法による電子的伝達によって、または新聞に掲載される

広告によって行われる14日前（ライツ・イシューの場合は６営業日前）の通知により、当社取締役が適宜定める

時に当社取締役が適宜定める期間の間、一般的にまたは株式のある種類に関して閉鎖することができる。ただ

し、株主名簿が閉鎖される期間は、１年で30日（または、当社の株主が普通決議によって決定するそれ以上の期

間（ただし、当該期間は１年で60日を超えないものとする。））を超えないものとする。

香港において保管される株主名簿は、通常の営業時間中、（当社取締役が課すことができる合理的な制限に従

うことを条件に）当社の株主が無償で閲覧することができ、また、その他の者が2.50香港ドル（または、香港上

場規則に基づき適宜認められるそれより高い金額）を超えない当社取締役が各閲覧について定める手数料を支払

うことによって閲覧することができる。

 

2.18　総会および別個の種類株主総会の定足数

総会において、議事日程に入る際に出席者が定足数に満たない場合は、いかなる審議も行われないものとす

る。ただし、定足数に満たない場合であっても、議事の一部として扱われない議長の任命は妨げられないものと

する。

定足数は、当社の２名の株主が本人または代理人により出席することとする。ただし、登録されている当社の

株主が１名のみである場合、定足数は、かかる１名の株主が本人または代理人により出席することとする。

当社の株主である法人は、付属定款において、当該法人の取締役会もしくはその他の統治組織の決議によっ

て、または委任状によって、当社の総会または当社のいずれかの種類株主総会において代表者として行為するよ

う任命されることによって、正当に権限を付与された代表者により代理されている場合、本人により出席してい

るとみなされる。

当社の別個の種類の株式の保有者の種類株主総会についての定足数は、上記第2.4項に記載されている。

 

2.19　詐欺または抑圧に関する少数株主の権利

詐欺または抑圧に関する少数株主の権利については、付属定款に規定されていない。

 

2.20　清算手続

当社が清算に入り、当社の株主の間で分配可能な資産が払込済資本の全部を支払うために十分でない場合、当

該資産は、清算の開始時点で、可能な限り、当社の株主がそれぞれ保有する株式について払込済のまたは払込済

となる資本に応じて株主が損失を負担するよう分配される。清算において、当社の株主の間で分配可能な資産が

清算の開始時点における払込済資本の全部を支払うために十分であった場合、超過分は、清算の開始時点で、当

社の株主がそれぞれ保有する株式について払込済の資本に応じて株主の間で分配される。上記の規定は、特別な

条項に基づいて発行された株式の保有者の権利を侵害するものではない。

当社が清算に入った場合、清算人は、当社の特別決議による承認およびケイマン諸島会社法により要求される

その他の承認を得て、当社の資産の全部または一部（類似の種類の財産から構成するか否かを問わない。）を現
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金でまたは現物で当社の株主の間で分配することができる。清算人は、かかる目的のため、上記のとおり分配さ

れる財産について当該清算人が公正であるとみなす価格を設定し、当社の株主または異なる種類の株主の間で当

該分配を実施する方法を決定することができる。清算人は、同様の承認を得て、当該資産の全部または一部を、

当社の株主を受益者とする、（同様の承認を得て、ケイマン諸島会社法に従うことを条件に）清算人が適切であ

ると判断する信託の受託者に預けることができる。ただし、当社のいかなる株主も、債務のある資産、株式また

はその他の有価証券を引き受けるよう強制されないものとする。

 

2.21　所在不明の株主

当社は、以下の場合に、当社の株主の株式または死亡もしくは破産に伴う承継によるかまたは法律の効果によ

り権利を有する者の株式を売却することができる。(a)当該株式の保有者に現金で支払われるべき小切手または

ワラントが、３回以上、12年間現金化されていない場合。(b)当該期間または下記第(d)号に記載される３ヵ月間

の終了前に、当社が株主の所在または生存につき指摘を受けなかった場合。(c)12年間に、当該株式に関して少

なくとも３回の配当が支払可能となり、当該期間中に配当が株主により請求されていない場合。(d)12年間の終

了後に、当社が、新聞または（香港上場規則に従い）付属定款に規定される電子的手段を通じた、当社の通知の

送達方法による電子的伝達によって広告を掲載し、当該株式の売却を希望している旨の通知を行い、かつ、当該

広告が掲載され、香港証券取引所に当該希望が通知されてから３ヵ月が経過した場合。当該売却の正味手取金は

当社に帰属し、当社は、当該正味手取金の受領後に、元株主に対し当該正味手取金に相当する金額を支払う責任

を負う。

 
 
２【外国為替管理制度】

 

　ケイマン諸島においては、外国為替管理制度および通貨の制限は存在しない。

 

３【課税上の取扱い】

 

（１）ケイマン諸島および香港における課税

 

　(a)　ケイマン諸島における課税

 

譲渡についての印紙税

ケイマン諸島の会社の株式の譲渡について、ケイマン諸島の土地に対する持分を有する株式を除き、ケイマン

諸島において支払うべき印紙税はない。

 

課税

ケイマン諸島の租税軽減法（2018年改正）第６条に従い、当社は、内閣における総督から以下の保証を取得し

た。

(a)　ケイマン諸島において制定され、利益、所得、利得または評価増に対し課税するいかなる法律も当社ま

たは当社の事業運営に適用されないこと

(b)　加えて、当社は、以下の場合、利益、所得、利得または評価増に対し課税されるいかなる税金も、また

は遺産税もしくは相続税の性質を有するいかなる税金も支払う義務を負わないこと。

　(i)　当社の株式、社債またはその他の債務に関する場合

　(ii)　租税軽減法（2018年改正）第６(3)条に定義される支払いの全部または一部の源泉徴収による場合

当該保証は、2006年３月21日から20年間有効である。

現在、ケイマン諸島において、利益、所得、利得または評価増について個人または法人に対し課される税金は

ない。また、相続税または遺産税の性質を有する税金はない。ケイマン諸島の裁判管轄内において締結されるか
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またはケイマン諸島に持ち込まれた一定の証書について適宜適用される一定の印紙税を除き、ケイマン諸島政府

により課税され、当社にとって重大となる可能性が高いその他の税金は一切ない。ケイマン諸島は、当社による

支払いまたは当社に対する支払いに適用される二重課税条約に加盟していない。

 

 

　(b)　香港における課税

 

当社の香港支店構成員登記に登録された当社株式の取引は香港の印紙税の対象となる。当社株式の売買および

移転は香港の印紙税の対象となる。買主と売主のそれぞれに課される現在の税率は、取引対価または売却もしく

は譲渡された当社株式の価値のうちいずれか高い方の0.1％ずつとされている。当社株式に対して支払われた配

当金には香港において源泉徴収税が課されず、キャピタル・ゲインについても香港においては課税されない。た

だし、香港において有価証券の取引または売買に関する事業を行っている者が香港における当社株式の取引から

得た利得、香港において発生した利得または香港から得られた利得には香港利得税が課税される。2005年収入

（廃止遺産税）条例が香港において2006年２月11日に発効した。2006年２月11日以後に死亡した当社株式の保有

者に関する遺産譲渡指示には香港遺産税の納税義務はなく、遺産税清算書類は不要である。

 

（２）日本における課税

 

日本の租税に関する詳細については、「第８－２　税金」を参照のこと。

 

当社株式の募集に係る潜在的投資家は、当社株式の申込み、購入、保有、処分、取引または当社株式に付され

た権利の行使に関する課税上の取扱いに関して疑義がある場合には、自身の税務専門家に相談することを強く推

奨する。当社グループは、当社株式の申込み、購入、保有、処分、取引または当社株式に付された権利の行使に

よるいかなる者の課税上の影響および義務に関して一切の責任を負わない。

 

 

４【法律意見】

 

当社のケイマン諸島における法律顧問であるメイプルズ・アンド・カルダー（香港）エルエルピーより、大要

以下の趣旨の法律意見書が出されている。

 

(a)　当社は、ケイマン諸島法に基づき有限責任免除会社として適法に設立され、有効に存続している会社とし

て会社登記官に届出がなされている。

 

(b)　本書の記載は、ケイマン諸島法を要約する限りにおいて、真実かつ正確である。
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第２【企業の概況】

 

１【主要な経営指標等の推移】

 

12月31日現在および12月31日終了事業年度            

百万米ドル（別段の記載がある場合を除く）  2018  2017  2016  2015  2014  

主要営業データ                 

肉豚生産量（百万頭）  21.0   20.2  19.2  19.1  17.7  

肉豚処理量（百万頭）  56.1   53.8  49.3  48.3  47.2  

加工食肉販売量（百万メートルトン）  3.4   3.3  3.2  3.2  3.2  

                 

主要財務データ                 

売上高  22,605   22,379  21,534  21,209  22,243  

売上高増加率（％）  1.0％ 3.9％ 1.5％ -4.6％ 97.7％ 

営業利益  1,650   1,583  1,788  1,557  1,614  

営業利益率（％）  7.3％ 7.1％ 8.3％ 7.3％ 7.3％ 

税引前利益  1,411   1,501  1,703  1,302  1,420  

税金  (258)  (182)  (465)  (307)  (448)  

当期純利益  1,153   1,319  1,238  995  972  

以下の者に帰属する当期純利益                 

　－当社の所有者  943   1,133  1,036  786  766  

　－非支配持分  210   186  202  209  206  

  1,153   1,319  1,238  995  972  

当社の所有者に帰属する生物資産の公正価値調整前利益

（損失）
 

1,046   1,126 
 

1,014 
 866  737  

基本的１株当たり利益（損失）（米セント）  6.43   7.79  7.58  5.75  6.44  

                 

資産合計  15,298   15,258  13,611  14,301  14,720  

負債合計  (6,880)  (7,036)  (6,573)  (7,598)  (8,670)  

純資産  8,418   8,222  7,038  6,703  6,050  

当社の所有者に帰属する資本  7,746   7,445  6,316  5,763  5,130  

非支配持分  672   777  722  940  920  

資本合計  8,418   8,222  7,038  6,703  6,050  
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２【沿革】

 

当社は、2006年３月２日にケイマン諸島にて有限責任免除会社として設立された。

2013年、合併を通して、スミスフィールドが当社の間接完全子会社となった。

当社の株式は、2014年８月５日香港証券取引所のメインボードに上場した。

 

 

３【事業の内容】

 

当社の主たる業務内容は投資の保有である。当社グループは世界最大の豚肉会社であり、加工食肉、生鮮豚肉お

よび肉豚生産を含む業界バリューチェーンの主要セグメントにわたって世界的なリーダーシップを有している。

当社のセグメントの詳細については、「第３－３　経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの

状況の分析」を参照のこと。

 

 

４【関係会社の状況】

 

（１）親会社

 

　当社には親会社は存在しない。

 

（２）子会社

 

　「第６－１　財務書類　（５）連結財務諸表に対する注記」の注記50を参照のこと。

 

 

５【従業員の状況】

 

　当社グループは、引き続き人材管理および従業員エンゲージメントに重点的に取り組んだ。2018年12月31日現

在、当社グループは合計約112千名の従業員を擁しており、うち約57千名が中国業務、約41千名が米国業務および

約14千名が欧州業務にそれぞれ属している。また、当社グループは、従業員の能力や知識を絶えず向上させるた

め、従業員向けに研修プログラムを提供している。当社グループは、従業員に対する報酬が、適切かつ当社グルー

プの目標、目的および業績に沿ったものであることを確保することを方針としている。2018年の合計報酬費用は

3,518百万米ドルであり（2017年：3,669百万米ドル）、これは固定報酬（基本給、諸手当等）、変動インセンティ

ブ（業績連動賞与等）および長期インセンティブ（株式に基づく報酬等）ならびに退職給付制度からなるもので

あった。
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第３【事業の状況】

 

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

 

　「第３－３　経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」を参照のこと。

 

 

２【事業等のリスク】
 

重要なリスクとその管理

 

リスク管理

当社グループのリスク管理システムは、当社グループ全体での堅固かつ一貫したリスク管理および報告プロセス

の実行を支えるよう設計されている。当社のリスク管理委員会（「リスク管理委員会」）は、主に当社グループの

リスク管理システムの開発および実行を監督する責任を負う。当社グループのリスク管理部門は、リスク管理委員

会による、リスク管理プロセスの有効性および経営陣が提出したリスク管理報告書の検討を支援した。リスク管理

報告書においては、主要なリスクおよび軽減策がリスク管理委員会に報告された。2018年中、当社グループは、主

要なリスクを分析および報告するための企業リスク評価を実施した後、リスク軽減のための各管理体制を確立し

た。当社の企業リスク管理（「ERM」）システムの有効性に関し、当社グループのERMシステムは効果的に整備され

ているとする意見書がリスク管理委員会に提出された。

 

商品価格リスク

商品は、当社グループの材料（費用）および製品（売上高）のかなりの部分を構成する。当社グループは、加工

食肉、生鮮豚肉および肉豚生産業務において、様々な原材料（主に生豚、食肉、トウモロコシおよび大豆ミール）

を使用している。当社グループの売上高は、とりわけ加工食肉および生鮮豚肉の販売ならびに、それより少ない度

合いではあるが、第三者への肉豚の販売に牽引される。かかる商品における大幅な価格変動は、当社グループの業

績に影響を与える。

 

中国では、当社グループは、戦略的な在庫管理、最終消費者への原材料価格の効果的な移転および適切な場合に

は、海外輸入を通じて、価格変動による影響を軽減している。米国では、垂直的に統合されたサプライチェーン

が、商品価格の変動の自然的なヘッジに寄与している。また、これらの商品は、取引所において活発に取引されて

いる。当社グループは、価格リスクを軽減するために条件が適切であると判断した場合には、ヘッジを行ってい

る。ヘッジの主な目的は、肉豚生産に係る利ざやの変動を縮小し、当社グループの加工食肉および生鮮豚肉業務に

おける先売りに伴う商品価格リスクを軽減することである。こうしたヘッジ活動は有利な商品価格の変動に伴う利

益を得る当社グループの能力を制限するおそれがあるが、同時に原材料価格の不利な変動による損失のリスクを軽

減する。当社グループは、それに特化した専門チームのリーダーシップおよび遂行の下で、すべてのデリバティブ

活動の管理について、強固なモニタリング方法を有する。

 

通貨および金利リスク

当社グループは基本的に、通貨リスクを軽減するため、グループが営業を行う各地域において収益と費用および

資産と負債の通貨をそれぞれ一致させている。当社グループの一部の企業に限り、売買、銀行預金および現金なら

びに借入金の一部をそれらの機能通貨ではない通貨で行っている。当社グループは常時、グループの為替エクス

ポージャーを監視し、必要が生じた場合には、重要なエクスポージャーをヘッジする。

 

当社グループの借入金には、固定金利または変動金利が付される。2018年12月31日現在、当社グループの借入金

（当座借越を除く。）の約77.0％（2017年：80.2％）が固定金利であった。当社グループは、グループの金利エク

スポージャーを管理するため、随時負債ポートフォリオを最適化し、ヘッジ活動を行っている。
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３【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 

（１）経営成績

 

当社グループの事業は、主に以下の３つの事業セグメント（加工食肉、生鮮豚肉および肉豚生産）から構成さ

れる。

 

  2018  2017  増減率(％)

  (百万米ドル)   

売上高(1)          

　―加工食肉  12,147   11,777  +3.1 

　―生鮮豚肉  9,136   9,526  -4.1 

　―肉豚生産  688   572  +20.3 

　―その他(2)  634   504  +25.8 

  22,605   22,379  +1.0 
          

営業利益（損失）          

　―加工食肉  1,547   1,435  +7.8 

　―生鮮豚肉  246   547  -55.0 

　―肉豚生産  (113 )  56  該当なし 

　―その他(2)(3)  (30 )  (177)  -83.1 

  1,650   1,861  -11.3 
          

 

注記

(１) 売上高とは、外部売上高純額をいう。

(２) 売上高の「その他」に主に含まれるのは、付属製品およびサービスの販売である。営業損失の「その他」の費用項目に

は一定額の本社費用が含まれる。

(３) 2017年の営業損失の「その他」の費用項目には、株式報酬プランに関連する278百万米ドルの株式による支給が含まれて

いない。

 

加工食肉セグメントは、常に当社グループの主要事業となっている。同セグメントは、2018年における当社グ

ループの売上高の53.7％を占めた（2017年：52.6％）。当社グループの営業利益に対する同セグメントの寄与

は、2018年には93.8％となった（2017年：77.1％）。

 

地理的には、当社グループの中国業務は、2018年における当社グループの売上高および営業利益の32.4％およ

び55.9％にそれぞれ寄与した（2017年：33.3％および43.1％）。2018年における当社グループの売上高および営

業利益に対する当社グループの米国業務の寄与は、それぞれ58.3％および37.3％であった（2017年：59.3％およ

び49.6％）。当社グループの残りの売上高および営業利益は、欧州業務から発生した。
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加工食肉

 

  2018  2017  増減率(％)

  (百万米ドル)    

売上高          

中国  3,458  3,312  +4.4 

米国  7,773  7,807  -0.4 

欧州  916  658  +39.2 

  12,147  11,777  +3.1 
          
          

営業利益          

中国  712  692  +2.9 

米国  785  726  +8.1 

欧州  50  17  +194.1 

  1,547  1,435  +7.8 
                    

 

2018年、当社グループの加工食肉事業は、グループ全体で好調であった。当社グループが、営業を展開するす

べての市場において成長を達成した結果、販売量は、2.3％増加し、3,361千メートルトンとなった。中国では、

さらなる新製品の発表、新たな販売経路の開拓ならびに当社グループの研究開発要員および営業要員の再編成に

よって、当社グループの製品ポートフォリオの変革を続けた。当社グループの高級製品の好調な業績に牽引さ

れ、当社グループの中国における販売量は、前年度に比べ1.1％増加した。有機的成長および最近の取得の利益

を享受した欧州でも、販売量が著しく増加した。

 

当年度の売上高は、3.1％増加し、12,147百万米ドルとなった。肉豚価格の減少傾向にかかわらず、当社グ

ループの加工食肉の平均販売価格は、製品構成の改善によって中国および欧州で上昇した。販売価格の上昇は、

販売量の増加と相まって、これら２つの市場で売上高の増加をもたらした。低価格の食肉からの価格圧力によっ

て、製品構成の改善の影響が相殺された結果、米国の売上高は、ほぼ横ばいのままであった。

 

2018年の営業利益は、前年度に比べ7.8％増加し、1,547百万米ドルとなった。中国では、堅調な営業利益が、

主に、販売価格の上昇および有利な原材料費に牽引された。当年度中の比較的低い肉豚価格は、当社グループが

製品の品質向上およびマーケティングへの資本の投入を増加し、十分な利ざやを達成する支えとなった。米国で

堅調な営業利益を促す重要な要素となったのは、当社グループが販売量の高付加価値部門への切替えを行ってい

たことから製品構成の改善、および豚肉価格が前年度のそれに比べ低かったことから有利な原材料費である。賃

金の上昇および流通費の増加によって、米国における当社グループの営業利益の増加が一部相殺されたものの、

2018年は記録的な年となった。欧州では、当年度中、当社グループの営業利益が、大幅に増加し、当社グループ

の営業利益率が回復した。その主たる原因は、販売価格および販売量の増加である。当社グループの営業目的

は、継続的な販売量の拡大および効率化によって欧州での成長を加速させることにある。

 

生鮮豚肉

 

  2018  2017  増減率(％)

  (百万米ドル)    

売上高          

中国  3,584  3,888  -7.8 
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米国  4,790  4,961  -3.4 

欧州  762  677  +12.6 

  9,136  9,526  -4.1 
          

          

営業利益          

中国  179  103  +73.8 

米国  48  433  -88.9 

欧州  19  11  +72.7 

  246  547  -55.0 
                    
 

需給の変化およびその結果として生じる肉豚の価格変動に応じて、当社グループは、随時、利益を最大化する

ために各市場において、と畜業務の水準を規制し、当社グループの食肉価格を調整する。

 

2018年に処理された肉豚は、合計56,068千頭となり、これは2017年から4.3％増であった。中国では、当年度

中、肉豚の処理量は14.3％増加し、16,306千頭となった。当年度上半期には、当社グループは、比較的低い肉豚

価格を利用して、当社グループの生産および流通を拡大した。アフリカ豚コレラ（「ASF」）の発生後、地域の

供給および需要の混乱から生じる機会を捉えるために、当社グループは、全国各地に広く確立している当社グ

ループの施設および当社グループのコールドチェーン物流ネットワークを当てにした。当社グループの営業戦略

は、販売量を継続的に拡大することにより、市場シェアの拡大を獲得することである。米国では、不利な市場原

理によって当社グループの規模が縮小を強いられたことから、当社グループの肉豚の処理量は、前年度に比べ

1.4％減となった。欧州では、肉豚の処理量が、2018年に14.6％増加し、規模の経済の利益を得た。中国と同

様、欧州における肉豚の処理量も、当社グループの既存施設の稼働率の改善により増加した。

 

2018年の生鮮豚肉の外部販売量は、前年度と同程度の4,499千メートルトンとなったが、これは、中国、米国

および欧州で展開された異なる営業戦略の正味の影響に起因するものであった。

 

欧州での売上高の増加が、中国および米国の売上高の減少を相殺するには不十分であったため、生鮮豚肉の売

上高は、4.1％減少し、2018年には9,136百万米ドルとなった。豚肉価格の減少傾向の影響が、販売量の増加を上

回ったため、中国における売上高は、前年度に比べ7.8％減少した。前年度に比べ、販売価格および販売量が減

少した結果、米国における売上高は、3.4％減少した。

 

当社グループの生鮮豚肉の営業利益は、米国における営業利益の減少が、中国および欧州の営業利益の増加を

大きく上回ったことを背景に、2017年の547百万米ドルから減少し、2018年には246百万米ドルとなった。米国で

は、当年度中、当社グループの営業利益は、88.9％と大幅に減少した。かかる結果は、業界の拡大に牽引された

国内の豚肉の高い供給基準および肉豚の価格差の縮小および中国による米国産豚肉に対する関税の引上げに牽引

された中国への輸出の減少など、米国における非常に不利な市況の影響を示した。供給過剰および貿易障壁の問

題は、豚肉価格を肉豚価格よりも大幅に抑え、当社グループの利益率を低下させた。賃金の上昇および流通費の

増加も、当社グループの業務にさらなる試練を与えた。これに対し、当社グループは、中国および欧州では著し

い成長を達成した。中国では、営業利益が73.8％増加したが、これは、主に、総利益率の増加および規模の拡大

の恩恵を受けた結果である。欧州では、当社グループの営業利益が、主に、有利な費用および販売量の増加に

よって増加した。

 

肉豚生産
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  2018  2017  増減率(％)

  (百万米ドル)    

売上高          

中国  8  11  -27.3 

米国  619  510  +21.4 

欧州  61  51  +19.6 

  688  572  +20.3 
          

          

営業利益／（損失）          

中国  5
 
 23  -78.3 

米国  (147) (68) -116.2 

欧州  29  101  -71.3 

  (113) 56  該当なし 
          
 

 

2018年には、肉豚の生産量は、3.6％増加して、20,953千頭となった。肉豚生産の売上高は、20.3％増加して

688百万米ドルとなった。しかしながら、113百万米ドルの営業損失（2017年：56百万米ドルの営業利益）が計上

された。当年度の業績は、主に、肉豚価格の下落の正味の影響および米国におけるヘッジ・プログラムの利益に

引き起こされた。

 

その他

 

加工食肉、生鮮豚肉および肉豚生産に加え、当社グループは、当社グループの３つの主要な事業セグメントに

付随するその他の事業も営んでいる。その他の事業には、家禽のと畜および販売、包装材の製造および販売、物

流サービスの提供、金融会社および小売食料品店チェーンの運営、香料原料および天然ケーシングの生産ならび

に生物医薬原料の販売が含まれる。

 

2018年には、当社グループのその他の事業から発生した売上高は、前年度に比べ25.8％と大幅に増加し、634

百万米ドルとなった。当社グループの中国における物流事業および欧州および中国における家禽事業は、当社グ

ループのその他の事業にそれぞれ貢献した。当社グループの物流事業は現在、14の省にわたって17の物流セン

ターを所有し、中国全体の大部分を網羅している。これらの施設により、当社グループの加工食肉および生鮮豚

肉を、顧客に適時かつ安全に配送することができる。当社グループの家禽事業は、当年度中、約122百万羽のブ

ロイラーおよび七面鳥を処理した。家禽事業の成長は、当社グループのタンパク質の多様化戦略の不可欠な部分

である。

 

 

（２）当期の財務分析

 

①重要な財務成績指標

 

   2018  2017  増減  
売上高増加率  ％／パーセントポイント 1.0   3.9  -2.9
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EBITDA（生物資産の公正価値

調整前）マージン
(1)

 ％／パーセントポイント

9.3   10.5  -1.2

営業利益率
(1)  ％／パーセントポイント 7.3   8.3  -1.0

　―加工食肉  ％／パーセントポイント 12.7   12.2  +0.5

　―生鮮豚肉  ％／パーセントポイント 1.9   4.2  -2.3

　―肉豚生産  ％／パーセントポイント (3.2 )  1.6  -4.8

単位当たり営業利益（損失）          

　―加工食肉  １メートルトン当たり米ドル 460.3   436.9  +23.4

　―生鮮豚肉  １頭当たり米ドル 4.4   10.2  -5.8

　―肉豚生産  １頭当たり米ドル (5.4 )  2.8  -8.2

純利益（生物資産の公正価値

調整前）マージン
(2)

 
％／パーセントポイント

5.6   5.7  -0.1

流動比率  倍 1.6   1.6  0.0

現金循環日数  日 36.0   31.5  +4.5

負債資本比率  ％／パーセントポイント 37.1   38.9  -1.8

負債EBITDA（生物資産の公正

価値調整前）倍率
(1)

 
倍

1.5   1.4  +0.1

総資産利益率  ％／パーセントポイント 7.5   9.1  -1.6

株主資本利益率  ％／パーセントポイント 12.4   16.5  -4.1

 

注記

(１) 2017年の指標は、278百万米ドルの株式報酬の支給を除外するために調整が加えられている。

(２) 2017年の指標は、米国税制改革（以下に定義する。）の結果生じた314百万米ドルの税務上のベネフィット（純額）およ

び278百万米ドルの株式報酬の支給を除外するために調整が加えられている。

 

 

②資本の源泉の分析

 

財務管理

当社グループの財務機能は、キャッシュ・マネジメント、流動性の計画策定および管理、当社グループにとって費用効率

の高い資金調達、銀行および格付機関との連絡、金融商品への投資、コーポレート・ファイナンスならびに金利および為

替などの金融リスクの軽減の責任を負う。当社グループの財務機能は、当社グループの長期および短期のニーズに沿い、

良質なガバナンス基準に適合することを目的とした設計となっている。

 

流動性

当社グループは、引き続き堅固な水準の流動性を維持している。2018年12月31日現在、当社グループが保有す

る銀行預金および現金は525百万米ドル（2017年：1,371百万米ドル）であり、主に人民元（「RMB」）、米国ド

ル（「US$」）、ポーランド・ズウォティ（「PLN」）およびルーマニア・レイ（「RON」）で保有されている。

また、当社グループは随時、利回りの向上を目的として、一定の金融商品に投資している。これらの金融商品

は、当社グループの損益を通じて公正価値で測定する金融資産として分類される。2018年12月31日現在、保有残

高は317百万米ドルである（2017年：ゼロ）。

 

当社グループの流動比率（連結流動負債に対する連結流動資産の割合）は、2018年12月31日現在1.6倍である

（2017年：1.6倍）。未使用の銀行与信枠は、2018年12月31日現在、総額2,893百万米ドルである（2017年：

2,471百万米ドル）。
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キャッシュ・フロー

当社グループは、事業資金を主に当社グループの営業活動によるキャッシュ・フロー、銀行借入およびその他

の負債性金融商品ならびに投資家からのエクイティ・ファイナンスで調達している。当社グループが必要とする

資金は、主として生産および営業活動、事業および資産の取得、期日が到来する負債の返済、資本的支出、利息

および配当金の支払いならびに不測の資金需要などに関連する。

 

2018年の営業活動による正味キャッシュ・フローは、1,255百万米ドルであった（2017年：1,512百万米ド

ル）。かかる減少は、主に中国における営業成績および在庫の増加に起因するものであった。2018年の投資活動

に使用された正味キャッシュ・フローは、1,217百万米ドル（2017年：784百万米ドル）であった。かかる変化

は、主に当年度に関する資本的支出の増加および当年度末における金融資産に含まれる現金の一部の利用による

ものであった。2018年の財務活動による正味キャッシュ・フローは、790百万米ドルである（2017年：591百万米

ドル）。かかる変化は、主に当年度における配当金の支払額の増加および前年度における純借入金の減少に起因

するものであった。最終的に、当社グループの2018年の現金および現金同等物の純減は、752百万米ドル（2017

年：137百万米ドルの純増）となった。
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主要な財務活動

当年度中、当社グループは、短期の流動性ニーズのために、1,750百万米ドルのコマーシャル・ペーパー・プ

ログラムを策定した。2018年12月31日現在、当社グループのコマーシャル・ペーパーの残高は、総額236百万米

ドルである（2017年：ゼロ）。

 

当社グループの信用プロファイルの改善に関連する金利の低下の利益を享受するため、当社グループは、2017

年、2,900百万米ドルの元本総額の債務および与信枠の借換を完了し、70百万米ドルの債務償還による特別損失

を被った（「本借換」）。

 

債務プロファイル

当社グループは、以下の有利子銀行借入およびその他借入金を各表示日現在において有していた。

 

  2018年12月31日現在  2017年12月31日現在

  (百万米ドル)  (百万米ドル)

借入金の内訳       

無担保優先債券  1,788  1,785 

銀行借入金  1,051  1,164 

コマーシャル・ペーパー  236  － 

ミディアム・ターム・ノート  －  154 

第三者からの借入金  3  3 

当座借越  41  92 

合計  3,119  3,198 
       

       

地域別借入金       

米国  2,362  2,246 

中国  621  847 

欧州  136  105 

合計  3,119  3,198 
       
       

 

当社グループの2018年12月31日現在の借入金残高の元本総額は、3,134百万米ドルであった（2017年：3,215百

万米ドル）。満期プロファイルは、以下のとおり分析される。

 

    合計

     

2019年     28％ 

2020年     14％ 

2021年     22％ 

2022年     14％ 

2023年     3％ 

2027年     19％ 

合計     100％ 
       

 

当社グループの借入金は主に、当社グループが事業を行う国の通貨建てであるか、または同一の通貨による資

産によって相殺されている。2018年12月31日現在、借入金の78.8％は、米ドル建てであった（2017年：
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73.3％）。残りの借入金は、人民元、香港ドル（「HK$」）、ルーマニア・レイ、ポーランド・ズウォティおよ

びユーロ建てであった。

 

2018年12月31日現在、当社グループの借入金の88.0％が無担保であった（2017年：96.6％）。担保付借入の増

加は、当社グループの短期資金需要を満たすための売掛債権証券化プログラムの利用率の上昇によるものであっ

た。借入金の一部は、担保提供銀行預金およびその他の資産に担保されていた。また借入金の一部には、特定の

条件および例外を設けた肯定的誓約および否定的誓約が含まれていた。当年度において、当社グループは銀行借

入金の返済において不履行をしたことはなく、関連する財務制限条項に違反したこともない。

 

レバレッジ・レシオ

2018年12月31日現在、当社グループの負債資本比率（連結資本合計に対する連結借入金および当座借越の比

率）および純負債資本比率（連結資本合計に対する連結借入金および当座借越から銀行預金および現金を差し引

いた額の比率）は、それぞれ37.1％および30.8％であった（2017年：それぞれ38.9％および22.2％）。2018年12

月31日現在、負債EBITDA倍率（EBITDA（生物資産の公正価値調整前）に対する連結借入金および当座借越の倍

率）および純負債EBITDA倍率（EBITDA（生物資産の公正価値調整前）に対する連結借入金および当座借越から銀

行預金および現金を差し引いた額の倍率）は、それぞれ1.5倍および1.2倍であった（2017年：それぞれ1.4倍お

よび0.8倍）。

 

財務費用

当社グループの財務費用は、2017年の198百万米ドルから、2018年には115百万米ドルに減少した。かかる減少

は主に、昨年度の財務費用において、本借換に関連する債券償還により70百万米ドルの損失を計上したことによ

るものであった。

2018年12月31日現在、借入金全体の平均金利は3.5％であった（2017年：3.4％）。

 

信用プロファイル

当社グループは、グループの長期的な成長および発展のために有益な、良好な信用プロファイルを維持するこ

とを目指している。フィッチによる当社グループの長期外貨建発行体デフォルト格付（「IDR」）および無担保

優先債格付はBBB+である。スタンダード＆プアーズによる当社グループの長期信用格付はBBBである。ムー

ディーズによる当社グループの発行体格付はBaa2である。これらの格付の見通しは安定的とされている。

 

当社グループの完全子会社であるスミスフィールド・フーズ・インク（「スミスフィールド」）は、フィッチ

からIDRとしてBBB（安定的見通し）を取得した。スタンダード＆プアーズによるスミスフィールドの信用格付は

BBB-である。見通しは安定的とされている。2018年３月６日、ムーディーズはスミスフィールドのコーポレー

ト・ファミリー・レーティングをBa2からBa1に引き上げた。格付の見通しは安定的とされている。

 

③資本的支出

 

当社グループの資本的支出は、主に製造プラントおよび附属施設の建設、修繕および転換に関連するものであ

る。当社グループは、これらの資本的支出を内部資金、銀行借入および株主資本で賄っている。

 

2018年における資本的支出は、811百万米ドル（2017年：530百万米ドル）であった。次表は、各表示年度につ

いての当社グループの資本的支出を地理的地域別に記載したものである。
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  2018  2017  

  (百万米ドル)  

中国  84  73  

米国  596  400  

欧州  131  57  

合計  811  530  
                

 

当年度における中国での資本的支出は、主に徳州市のと畜施設の拡大や清遠市の低温加工食肉施設の改修をは

じめとする複数のプロジェクトに関するものであった。当年度における米国での資本的支出は、主に新たな流通

センターの建設、と畜工場の近代化およびERPシステムの統合に関するものであった。当年度における欧州での

資本的支出は、主に家禽工場の建設ならびに既存施設の拡大および最適化を目的とするものであった。

 

④生物資産

 

2018年12月31日現在、当社グループは、2017年12月31日現在の12,337千頭から5.4％増加し、11,889千頭の出

荷用豚と1,120千頭の種畜からなる合計13,009千頭の肉豚を有していた。また、当社グループは、3,990千羽のブ

ロイラーおよび525千羽の種畜からなる合計4,515千羽（2017年：4,762千羽）の家禽を有していた。当社グルー

プの生物資産の公正価値は、2017年12月31日現在の1,171百万米ドルに対し、2018年12月31日現在では1,094百万

米ドルであった。

 

当社グループの業績は、当社グループの生物資産の公正価値の変動による影響を受けてきたが、今後も受け続

けるであろう。当社グループの生物資産の公正価値は、市場価格、種類、生育状態、発生コストおよび専門家の

評価を参照して決定される。当社グループは、年間ベースでの当社グループの当該公正価値の測定を、独立した

鑑定会社であるジョーンズ・ラング・ラサール・コーポレート・アプレイザル・アンド・アドバイザリー・リミ

テッドに委託した。

 

当社グループの利益に対する生物資産の公正価値調整の正味の影響は、前年には６百万米ドルの利得であった

のに対し、2018年には104百万米ドルの損失となった。

 

⑤重要な投資持分

 

内部再編

2019年１月25日、当社の主要子会社３社は合併契約を締結した（「内部再編」）。内部再編は、当社グループ

の株主構成の単純化と関連当事者取引の削減によるガバナンスの強化を目的とするものである。かかる内部再編

により、当社グループに重大な財務上の影響が生じることは見込まれていない。詳細については、当社の2019年

１月20日および2019年１月25日付の発表内容を参照されたい。

 

子会社の取得

2018年１月９日、当社グループは、ブランド加工食肉を生産するための３つの加工食肉生産施設、５つの流通

センターおよび関連資産を有するルーマニアの会社２社に関し、両社の資本株式の100％の取得を完了した

（「ElitおよびVericomの取得」）。ElitおよびVericomの取得により、当社グループのブランド加工食肉による

収益性が向上し、ルーマニアの加工食肉市場をリードする地位が強化された。
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メキシコにおけるジョイント・ベンチャー

当社グループは、メキシコに所在するグランハス・キャロル・ド・メヒコ（「GCM」）およびノーソン・ホー

ルディングス（「ノーソン」）という豚肉会社のジョイント・ベンチャーを２社保有している。GCMは、世界最

大級の豚肉消費市場であるメキシコ・シティ市場向けに生豚を販売している。ノーソンは、主として同社の生鮮

豚肉業務で使用する肉豚を生産している。2018年12月31日現在、GCMおよびノーソンは、ベラクルス州、プエブ

ラ州およびソノラ州の豚舎に合計約148千頭の繁殖用雌豚を有している。2018年の、メキシコにおけるジョイン

ト・ベンチャーによる利益に対する持分は、26百万米ドル（2017年：14百万米ドル）であった。GCMおよびノー

ソンは、引き続き当社グループのメキシコにおける重要な投資先となり、当社グループに利益をもたらす見込み

である。

 

⑥偶発負債

 

当社グループの営業活動は、様々な個別の現地当局により施行される様々な法令の対象となっている。当社グ

ループは、法令遵守に関する通知および問合せをこれらの当局から時々に受領する。その結果として訴訟が生じ

る場合があるほか、個人が当社グループに対して訴訟を申し立てる可能性もある。ノースカロライナ州における

生活妨害訴訟に関する詳細および最新情報については、当社の2018年12月31日に終了した年度に関する年次報告

書に記載される。当社グループの経営陣は、こうした偶発負債を査定・監視している。当社グループは、こうし

た偶発負債による財務上および経営上の影響はグループにとって重要なものとはならないと考えている。

 

⑦将来の見通し

 

経営の展望は、経済成長、消費者の嗜好、業界のサイクルおよび疫病を主な要因として、常に当社グループの

事業に影響を及ぼしている。近年の地政学的関係におけるダイナミクスの悪化やASFの蔓延は、関連地域におけ

る当社グループの事業に関する不確実性をさらに増大させる見込みである。

 

当社グループの中国における事業は、2018年、堅調な業績を上げた。力強い成長を維持するため、当社は引き

続き、と畜量を拡大し、加工食肉ポートフォリオを最適化していく。また、グループ独自のアドバンテージを活

かすことにより、ASFに伴う課題への対処および関連リスクの解消に積極的に取り組んでいく。米国に関して

は、当社グループは、食肉の供給過剰が最大の課題となり、米国と他国との間における貿易摩擦の解決が最大の

不確定要素となると予想している。当社グループの欧州における各施設については、さらなる成長のための体制

が整っていると考えている。いずれにしても、当社グループは競争力を高め、収益性を向上させるために努力を

尽くしていく。

 

最後に、当社グループは様々な地域に事業を展開する消費者製品企業であり、ブランド加工食肉を中核事業と

している。当社グループは、厳しい品質管理および食品安全制度の下で、高品質の製品を顧客に提供する。当社

グループは、グループの戦略を絶え間なく追求することが、グループの世界的リーダーシップを強固なものに

し、また、持続可能な発展につながるものと考えている。

 

 

４【経営上の重要な契約等】

 

当社の事業の全部または重要な部分の経営および管理に関して当事業年度中に締結された契約および該当期間

中に存続する契約は存在しない。
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５【研究開発活動】

 

「第３－３　経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」を参照のこと。
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第４【設備の状況】

 

１【設備投資等の概要】

 

　当グループは、中国、米国および欧州の一部に最先端の設備を備えた生産施設を有している。2018年末現在、中

国、米国および欧州における当社グループの加工食肉年間生産能力はそれぞれ約2.21百万メートルトン、約1.75百

万メートルトンおよび約0.40百万メートルトンで、施設稼働率はそれぞれ73.3％、83.8％および79.8％であった。

中国、米国および欧州における生産豚肉年間生産能力は、それぞれ約24.87百万頭、約33.77百万頭および約6.23百

万頭で、施設稼働率はそれぞれ65.6％、100.5％および93.8％であった。上記生産能力は、当グループの当年度に

おけるElit S.R.L.およびVericom 2001 S.R.L.の取得により追加された能力を含むものである。

 

２【主要な設備の状況】

 

　当社グループの設備の変動の詳細については、「第６－１　財務書類　（５）連結財務諸表に対する注記」の注

記15を参照のこと。

 

 

３【設備の新設、除却等の計画】

 

　「第３－３　経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」を参照のこと。
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第５【提出会社の状況】

 

１【株式等の状況】

 

（１）【株式の総数等】

 

①【株式の総数】

 

（2018年12月31日現在）

授　権　株　数（株） 発 行 済 株 式 総 数（株） 未 発 行 株 式 数（株）

50,000,000,000 14,675,484,111 35,324,515,889

 

②【発行済株式】

 

（2018年12月31日現在）

記名・無記名の別及び

額面・無額面の別
種　類 発 行 数（株）

上場証券取引所名又は

登録認可金融商品

取引業協会名

内　容

記名式額面株式

（額面金額0.0001米ドル）
普通株式 14,675,484,111 香港証券取引所

額面金額0.0001米ド

ルの当社普通株式

計 － 14,675,484,111 － －

 

 

 

（２）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 

　該当なし。

 

 

（３）【発行済株式総数及び資本金の状況】

 

 

2011年１月時点で、当社の資本金は105万2,632米ドルであり、これが105億2,632万株に分割されていた。

 

（2018年12月31日現在）

年月日
発行済株式総数（株） 資本金（米ドル）

摘　要
増減数 残高数 増減額 残　高

2013年10月23日 1,169,591,111 11,695,911,111 116,959.1111 1,169,591.1111
第三者割当て

（注１）

2014年８月11日 2,952,510,000 14,648,421,111 295,251 1,464,842.1111

香港証券取引所

上場に伴う

グローバル・オ

ファリング
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2016年10月 2,388,000 14,650,809,111 238.8 1,465,080.9111

IPO前株式オプ

ションスキーム

に基づく株式オ

プションの行使

（注２）

2016年12月 260,000 14,651,069,111 26 1,465,106.9111

2017年５月 11,500 14,651,080,611 1.15 1,465,108.0611

2017年６月 1,734,500 14,652,815,111 173.45 1,465,281.5111

2017年７月 52,500 14,652,867,611 5.25 1,465,286.7611

2017年８月 2,003,000 14,654,870,611 200.3 1,465,487.0611

2017年９月 3,101,000 14,657,971,611 310.1 1,465,797.1611

2017年10月 872,500 14,658,844,111 87.25 1,465,884.4111

2017年11月 800,000 14,659,644,111 80 1,465,964.4111

2017年12月 4,585,000 14,664,229,111 458.5 1,466,422.9111

2018年６月 11,255,000 14,675,484,111 1,125.5 1,467,548.4111

 

（注１）シュア・パス（当社取締役が所有する会社）、リッチ・マトリックス（当社取締役が所有する会社）およびハイ・ゼ

ニス（2013年株式報酬制度に基づく）に対する割当て。

（注２）IPO前株式オプションの詳細については「第６－１　財務書類　（５）連結財務諸表に対する注記」の注記40を参照の

こと。

 

 

（４）【所有者別状況】

 

　「第５－１（５）大株主の状況」を参照のこと。

 

 

（５）【大株主の状況】

 

以下は、2018年12月31日現在当社に知れている大株主である。

 

名称 所在国 保有する普通株式

保有株式数（株） 保有割合

ヒロイック・ゾーン 英国バージン諸島 3,473,820,000 23.67％

合　計  3,473,820,000 23.67％

 

 

２【配当政策】

 

　当社取締役会は2019年３月15日、当社株主に対して2018年12月31日終了事業年度に関する最終配当として１株当

たり0.15香港ドル（2017年は0.22香港ドル）の現金による支払いを推奨することを提案した。2018年９月12日に支

払われた１株当たり0.05香港ドルの中間配当を考慮すると、2018年12月31日終了事業年度に関する配当の合計額は

１株当たり0.20香港ドル（2017年は0.27香港ドル）、支払総額は約2,940百万香港ドル（375百万米ドルに相当）

（2017年は約3,961百万香港ドル（505百万米ドルに相当））となる。最終配当は2019年５月28日に開催された年次

総会において承認され、2019年６月３日現在当社の株主名簿に氏名が記載されている当社株主に対して2019年６月

21日に支払われた。

2018年12月31日現在の当社の分配可能積立金の総額は、3,684百万米ドルである。

 

 

３【株価の推移】

 

　当社は2014年８月５日に当社株式を香港証券取引所に上場した。同日前の株価は存在しない。

 

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

 

決算年月 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年
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最高（香港ドル） 6.98 6.06 7.21 9.31 9.9

最低（香港ドル） 3.80 3.84 3.96 5.66 5.11

 

 

（２）【当該事業年度中最近６月間の月別最高・最低株価】

 

月別 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（香港ドル） 6.56 6.81 6.14 6.09 6.57 6.54

最低（香港ドル） 6.03 5.68 5.11 5.38 5.27 5.7
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４【役員の状況】

 

（１）当社取締役および当社上級経営陣

 

当社取締役

当社取締役会は、９名の取締役から構成されており、うち５名が業務執行取締役、１名が非業務執行取締役、

残りの３名が独立非業務執行取締役である。

萬隆（Wan Long）

業務執行取締役、会長兼最高経営責任者

萬隆（Wan Long）（78歳）は、2007年10月16日に当社取締役に任命され、2010年11月26日より当社取締役会の

会長を務めている。同氏は、当グループの様々な子会社においても取締役を務めている。同氏は、2013年12月31

日に当社の業務執行取締役に指名され、2013年10月より当社の最高経営責任者を務めている。萬隆氏は、2012年

８月20日より双匯ディベロップメント（深圳証券取引所の上場企業である当社子会社。証券コード：000895）の

取締役会会長を務めている。同氏は、1968年５月に河南省漯河市肉類聯合加工廠（Henan Luohe Meat Products

Processing United Factory）に入社し、1984年には工場統括マネジャーとなった。萬隆氏の監督の下、当社事

業は河南省における一国有現地企業から、世界各国に事業を拡大する国際的企業へと成長した。萬隆氏は、食肉

加工業界において40年を超える経験を有している。同氏は、1998年、2003年、2008年および2013年に、第９期か

ら第12期の中華人民共和国全国人民代表大会（China’s National People’s Congress）の代表を務め、2001年

には、中国肉類協会（China Meat Association）の上級顧問に任命され、2006年12月から2011年12月まで中国肉

類協会（China Meat Association）の業務執行取締役に任命された。萬隆氏は、1991年５月、河南牧業経済学院

（Henan University of Animal Husbandry and Economy）（旧河南商業專科学校（The Henan Business

College））にて経営管理の職業証書を取得し、1999年７月に河南省経済系列高級評審委員会（経済分野）

（Henan Province Advanced Professional Titles Adjudication Committee (Economic Disciplines）)より上

級エコノミストの職業資格を授与された。萬隆氏は、萬洪建氏の父親である。
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萬洪建（Wan Hongjian）

非業務執行取締役、副会長兼副総裁

萬洪建（Wan Hongjian）（50歳）は、2018年３月26日に業務執行取締役に任命され、2018年６月４日付で就任

の効力が発生し、また、2018年８月14日に当社取締役会の副会長に任命された。同氏は、2016年４月より当社の

副総裁も務めている。同氏は、当グループの国際貿易業務を担当している。萬洪建氏は、過去に、1990年10月か

ら1991年12月まで河南省漯河市肉類聯合加工廠（Henan Luohe Meat Products Processing United Factory）に

て調理済み食品工場作業員を、1992年１月から1993年10月まで双匯グループの北京営業支店の営業責任者を、

1993年11月から2010年９月まで双匯グループの外国貿易部の副部長を、2012年２月から2013年10月までロータ

リー・ボルテックスの国際貿易業務担当の副統括マネジャーを、2015年11月から2016年３月まで当社の国際貿易

部の部長を務めた。萬洪建氏は、1990年７月に、商業経営の準学士号を取得し、河南廣播電視大学（Henan

Radio and Television University）を卒業した。同氏は、萬隆氏の息子である。

 

郭麗軍（Guo Lijun）

業務執行取締役、執行副総裁兼最高財務責任者

郭麗軍（Guo Lijun）（48歳）は、2013年12月31日に業務執行取締役に任命された。郭氏は、2016年４月より

当社の執行副総裁兼最高財務責任者も務めている。また、同氏は、当グループの様々な子会社においても取締役

を務めている。それ以前は、2013年10月から2014年１月まで当社の副最高経営責任者を、2014年１月から2016年

３月まで当社の副総裁兼最高財務責任者を務めていた。同氏は、多くの企業の財務業務の監督について20年以上

の経験を有している。同氏は、1993年６月から1996年３月まで、河南省漯河市肉類聯合加工廠（Henan Luohe

Meat Products Processing United Factory）の財務部において、会計士として勤務していた。同氏は、また、

1996年４月から2001年２月まで、漯河華懋双匯化工包装有限公司（Luohe Chinachem Shuanghui Packaging

Industry Co., Ltd.）および漯河華懋双匯塑料工程有限公司（Luohe Chinachem Shuanghui Plastic Processing

Co., Ltd.）の会計監査役を務めた。郭氏は、2001年３月から2012年８月まで、双匯グループの財務部の副部

長、部長および最高財務責任者など、双匯グループにおいて様々な役職に就いた。さらに、郭氏は、2012年８月

から2013年10月まで、双匯ディベロップメント（深圳証券取引所の上場企業である当社子会社。証券コード：

000895）の執行副総裁も務めた。

 

郭氏は、1994年７月に河南廣播電視大学（Henan Radio and Television University）の財務会計において成

人高等教育ディプロマを取得し、2004年12月に中国人民大学研究生院（Graduate School of Renmin

University）において企業経営プログラム修士の修了証書を取得した。郭氏は、1994年10月に中華人民共和国人

事部（PRC Ministry of Personnel）から会計士補証書を授与された。
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サリヴァン・ケネス・マーク

業務執行取締役、スミスフィールドの社長兼最高経営責任者

サリヴァン・ケネス・マーク（55歳）は、2016年１月22日に業務執行取締役に任命された。同氏は、2015年12

月よりスミスフィールド（当社の間接的完全所有子会社）の社長兼最高経営責任者を、2016年１月よりスミス

フィールドの取締役を務めている。同氏は、当グループの様々な子会社においても取締役を務めている。2003年

にスミスフィールドに入社以来、同氏は、同社において他の様々な役職（内部監査部の副部長（2003年から2007

年まで）、副社長兼最高会計責任者（2007年から2010年まで）、財務部上級副部長兼最高会計責任者（2012年か

ら2013年まで）、執行副総裁兼最高財務責任者（2013年10月から2015年10月まで）および社長兼最高執行責任者

（2015年10月から2015年12月まで）を含む。）を務めた。サリヴァン氏は、企業戦略ならびに財務、資本市場、

業務分析および組織のリーダーシップの専門知識を有しており、当グループの米国業務セグメントおよび国際業

務セグメントに関する深い知識を有している。スミスフィールドに入社する以前は、同氏は12年間多くの大規模

な会計事務所およびコンサルティングファームに務めていた。

サリヴァン氏は、1993年４月に米国バージニア州の公認会計士となった。また1988年８月に、バージニア・コ

モンウェルス大学経営学部において理学の学士号を取得した。

 

馬相傑（Ma Xiangjie）

業務執行取締役兼双匯ディベロップメントの総裁

馬相傑（Ma Xiangjie）（47歳）は、2018年３月26日に業務執行取締役に任命され、2018年６月４日付で就任

の効力が発生した。同氏は、双匯ディベロップメント（深圳証券取引所の上場企業である当社子会社。証券コー

ド：000895）の取締役および総裁もそれぞれ、2018年８月22日および2017年12月26日より務めている。同氏は、

過去には、2012年８月25日から2017年12月25日まで、双匯ディベロップメントの副総裁および同社生鮮食品部門

の統括マネジャーも務めた。当グループの様々な子会社においても取締役を務めている。当社グループでの職歴

は22年に及ぶ。馬氏は、2008年９月から2010年９月まで双匯ディベロップメントの鮮肉製品部門の副部長を務め

たほか、2010年９月から2012年４月まで、双匯グループの総合事業開発部門の統括マネジャーを務めた。さら

に、2001年５月から双匯発展香輔料分廠（Shuanghui Development Ingredients Factory）の工場長を、2003年

８月から漯河双匯海桜調味料食品有限公司（Luohe Shineway Haiying Seasoning Food Co., Ltd.）の統括マネ

ジャーを、2004年４月から漯河天瑞生化有限公司（Luohe Tianrui Biochemicals Co., Ltd.）の統括マネジャー

を、2012年10月26日から漯河双匯食品銷售有限公司（Luohe Shuanghui Food Sales Co., Ltd.）の業務執行取締

役を、2013年２月22日から阜新双匯肉類加工有限公司（Fuxin Shuanghui Meat Processing Co., Ltd.）の取締

役を、2013年２月22日から黒龍江寶泉嶺双匯北大荒食品有限公司（Heilongjiang Baoquanling Shuanghui

Beidahuang Food Co., Ltd.）の取締役を、また2013年11月19日から陝西双匯食品有限公司（Shaanxi Shuanghui

Food Co., Ltd.）の取締役を務めている。

馬氏は、1996年７月に河南農業大学（Henan Agricultural University）の農産物貯蔵加工学部を卒業し、

2005年３月に中国人民大学研究生院（Graduate School of Renmin University）にて経営学修士課程の修了証を

取得し、2010年６月に西北農林科技大学（Northwest A&F University）にて食品工学の修士号を取得した。また

同氏は、2003年６月に漯河市人民政府が発行する軽工業技師の資格証明書を取得した。

 

焦樹閣（Jiao Shuge）

非業務執行取締役
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焦樹閣（Jiao Shuge）（53歳）は、2006年４月28日に当社取締役に任命された。同氏は、2010年11月26日から

2018年８月14日まで当社取締役会の副会長を務めた。同氏は、当グループの様々な子会社においても取締役を務

めている。同氏は、2013年12月31日に非業務執行取締役に指名された。焦氏は、2012年８月20日より双匯ディベ

ロップメント（深圳証券取引所の上場企業である当社子会社。証券コード：000895）の取締役を務めている。同

氏は、CDHチャイナ・マネジメント・カンパニー・リミテッドの取締役兼マネジング・パートナーも現在務めて

いる。

 

焦氏は、1989年８月から1995年１月まで中国航天科技集団公司第710研究所（China Aerospace Service and

Technology Corporation）の研究員であった。同氏は、1995年12月から2002年８月まで中国国際金融有限公司

（China International Capital Corporation Ltd.）の直接投資部門の副統括マネジャーを務めた。同氏は、中

国蒙牛乳業有限公司（China Mengniu Dairy Co., Ltd.）（香港証券取引所上場企業。証券コード：02319）にお

いて2004年２月18日から2012年４月12日まで非業務執行取締役を、2012年４月12日より独立非業務執行取締役を

務めるなど、多くの上場企業において取締役を務めた幅広い経験を有している。同氏は、また、2005年４月13日

から2012年９月22日まで中国雨潤食品集団有限公司（China Yurun Food Group Limited）（香港証券取引所上場

企業。証券コード：01068）の非業務執行取締役を、2005年11月30日から2014年５月16日まで中国山水水泥集団

有限公司（China Shanshui Cement Group Co., Ltd.）（香港証券取引所上場企業。証券コード：00691）の非業

務執行取締役を、2007年９月12日より九阳股份有限公司（Joyoung Company Limited）（深圳証券取引所上場企

業。証券コード：002242）の取締役を、2015年６月より中国南方航空株式会社（China Southern Airlines

Company Limited）（香港証券取引所上場企業。証券コード：1055）の独立非業務執行取締役も務めている。

 

同氏は、1986年７月に数学の学士号を取得して山東大学（Shandong University）を卒業し、1989年10月に中

国航空宇宙工学部第２研究所（No. 2 Research Institute of Ministry of Aeronautics and Astronautics of

China）にて工学の修士号を取得した。
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黄明（Huang Ming）

独立非業務執行取締役

黄明（Huang Ming）（55歳）は、2014年７月16日に独立非業務執行取締役に任命され、香港上場日付で就任の

効力が発生する。黄氏は、1996年４月から1998年６月までシカゴ大学経営大学院において金融学担当助教を、ス

タンフォード大学経営大学院において1998年７月から2001年８月まで金融学担当助教、2001年９月から2005年６

月まで准教授を、また長江商学院（Cheung Kong Graduate School of Business）において2004年７月から2005

年６月まで金融学部副学部長兼教授、2008年７月から2010年６月まで同学部の教授を務めた。同氏はまた、2006

年４月から2009年４月まで、上海財経大学（Shanghai University of Finance and Economics）金融学部の学部

長を務めた。さらに、2005年７月よりコーネル大学の金融学担当終身教授を、2010年７月より中欧国際工商学院

（China Europe International Business School）の金融学担当教授を務めている。

 

黄氏は、2008年８月よりインリ・グリーン・エナジー・ホールディング・カンパニー・リミテッド（Yingli

Green Energy Holding Company Limited）（ニューヨーク証券取引所上場に上場していたが、2018年７月17日に

上場廃止となった企業。証券コード：YGE）の、2009年10月よりファンタジア・ホールディングス・グループ・

カンパニー・リミテッド（香港証券取引所上場企業。証券コード：01777）の、また2018年４月より中国神华能

源股份有限公司（China Shenhua Energy Company Limited）（中華人民共和国に設立され、H株式が香港証券取

引所（証券コード：1088）に、A株式が上海証券取引所（証券コード：601088）に上場されている有限責任会

社。）の、それぞれ独立非業務執行取締役を務めている。さらに、2014年３月よりジェー・ディー・ドット・コ

ム・インク（JD.com, Inc.）（米国ナスダック証券取引所上場企業。ナスダック証券コード：JD）の、また2018

年２月より360・セキュリティ・テクノロジー・インク（360 Security Technology Inc.）（上海証券取引所上

場企業。証券コード：601360）（（旧エスジェーイーシー・コーポレーション（SJEC Corporation））（上海証

券取引所上場企業。証券コード：601313））の、それぞれ独立取締役を務めている。黄氏は、2011年６月から

2014年７月まで徳邦証券股份有限公司（Tebon Securities Co., Ltd.）の、2011年３月から2016年７月までキフ

360・テクノロジー・カンパニー・リミテッド（Qihoo 360 Technology Co. Ltd.）（証券コード：QIHUでニュー

ヨーク証券取引所に上場していたが、2016年７月18日に上場廃止となった企業。）の、また2011年６月から2017

年12月まで國信證券股份有限公司（Guosen Securities Co. Ltd.）の、それぞれ非業務執行取締役を務めた。同

氏は、2013年10月から2017年12月までチャイナ・メディカル・システム・ホールディングス・リミテッド（香港

証券取引所上場企業。証券コード：00867）の独立非業務執行取締役を務めた。

 

黄氏は、1985年７月に北京大学にて物理学の学士号を、1991年７月にコーネル大学にて物理学の博士号を、ま

た1996年８月にスタンフォード大学にて金融学の博士号を取得した。
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李港衛（Lee Conway Kong Wai）

独立非業務執行取締役

李港衛（Lee Conway Kong Wai）（64歳）は、2014年７月16日に独立非業務執行取締役に任命され、香港上場

日付で就任の効力が発生する。李氏は、上場企業の独立非業務執行取締役として幅広い経験を有しており、現在

は、香港証券取引所メインボードに上場している下記各社の独立非業務執行取締役を務めている。

会社名
 

就任時期

超 威 動 力 控 股 有 限 公 司 （Chaowei Power Holdings
Limited）（証券コード：00951）

 
2010年７月

中国西部水泥有限公司（West China Cement Limited）（証
券コード：02233）

 
2010年７月

チャイナ・モダン・デアリー・ホールディングス・リミ
テッド（証券コード：01117）

 
2010年12月

国美電器控股有限公司（Gome Electrical Appliances
Holding Limited）（証券コード：00493）

 
2011年３月

西 蔵 5100 水 資 源 控 股 有 限 公 司 （Tibet 5100 Water
Resources Holdings Ltd.）（証券コード：01115）

 
2011年３月

惠 州 雷 士 光 電 科 技 有 限 公 司 （NVC Lighting Holding
Limited）（証券コード：02222）

 
2012年11月

雅 士 利 国 際 控 股 有 限 公 司 （Yashili International
Holdings Ltd.）（証券コード：01230）

 
2013年11月

協鑫新能源控股有限公司（GCL New Energy Holdings
Limited）（証券コード：0451）

 
2014年５月

中國潤東汽車集團有限公司（China Rundong Auto Group
Limited）（証券コード：1365）

 
2014年８月

国泰君安証券股份有限公司（Guotai Junan Securities
Co., Ltd.）（「GTJA」）（証券コード：02611）

 
2017年４月

 

李氏は、2017年４月より、GTJA（上海証券取引所上場企業。証券コード：601211）の独立取締役も務めてい

る。また過去に、李氏は、2014年７月から2015年９月まで美麗家園控股有限公司（Merry Garden Holdings

Limited）（香港証券取引所上場企業。証券コード：01237）の非業務執行取締役兼副会長、2009年10月から2013

年８月まで中国太平保険控股有限公司（China Taiping Insurance Holdings Company Limited）（香港証券取引

所上場企業。証券コード：00966）の、2009年10月から2011年12月までシノ・バナジウム・インク（トロント証

券取引所上場企業。証券コード：SVX）の、2011年11月から2016年５月まで中信証券股份有限公司（CITIC

Securities Company Limited）（証券コード：06030）の、それぞれ独立非業務執行取締役を務めていた。また

同氏は、1980年９月から2009年９月まで、アーンスト・アンド・ヤング（香港）のパートナーを務めていた。

 

李氏は、2008年から2017年まで、中国湖南省の中国人民政治協商会議のメンバーを務めていた。同氏は、1980

年７月にロンドンのキングストン大学（旧キングストン・ポリテクニック）にて文学の学士号を取得し、その後

1988年２月にオーストラリアのカーティン工科大学にて経営学の修士号を取得した。現在、英国勅許会計士協

会、オーストラリア・ニュージーランド勅許会計士協会（旧オーストラリア勅許会計士協会）、香港勅許会計士

協会およびマカオ会計士協会の会員となっている。
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劉展天（Lau, Jin Tin Don）

独立非業務執行取締役

劉展天（Lau, Jin Tin Don）（62歳）は、2014年７月16日に独立非業務執行取締役に任命され、香港上場日付

で就任の効力が発生する。劉氏は、2013年４月から2017年５月まで、春泉産業信託（Spring Real Estate

Investment Trust：香港証券取引所上場の香港集団投資スキーム。証券コード：01426）の運営のみを目的とし

て香港において設立された会社である春泉資産管理有限公司（Spring Asset Management Limited）の業務執行

取締役兼責任役員を務めた。2013年に春泉資産管理有限公司に入社する以前は、越秀地産有限公司（Yuexiu

Property Company Limited：香港証券取引所上場企業。証券コード：00123）の副グループ財務責任者を務め

た。2005年から2010年には、越秀房地産投資信託基金（Yuexiu Real Estate Investment Trust：香港証券取引

所上場の香港集団投資スキーム。証券コード：00405）の資産管理を行う越秀房託資産管理有限公司（Yuexiu

REIT Asset Management Limited）の副最高経営責任者、コンプライアンス・マネジャーおよび責任役員の１人

を務めた。

劉氏は、マッコーリー大学にて応用ファイナンスの修士号を取得した。
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上級経営陣

当社上級経営陣は、当社事業を日々管理する責任を有する。

 

喬海莉（Qiao Haili）

喬海莉（Qiao Haili）（54歳）は、当社グループ内の様々な役職を務めてきた。喬氏は、2019年２月以降、双

匯ディベロップメント（深圳証券取引所の上場企業である当社子会社。証券コード：000895）の品質管理部門の

副総裁を務めており、双匯ディベロップメントの品質管理を担当している。同氏は、当グループの様々な子会社

においても取締役を務めている。同氏は、2014年11月から2019年２月まで双匯ディベロップメントの製造部門お

よび営業部門の副総裁を務め、双匯ディベロップメントの製造および営業の作業工程の監督を担当し、また、

2016年11月以降は双匯ディベロップメントの品質管理も担当し、2012年９月から2014年10月までは同社精肉部門

の副総裁兼統括マネジャーを、2009年８月から2012年８月までは同社肉製品部門の副統括マネジャーを務め、肉

製品の生産業務全般を主に担当した。同氏は、1986年８月から1995年９月まで、双匯グループの衛生検査部副部

長兼研修マネジャーを務めていた。また1995年９月から1998年２月まで、双匯グループの衛生検査部および第三

事業部の部長を務めた。さらに、1998年２月から2004年10月まで漯河双匯罐頭食品股份有限公司（Luohe

Shuanghui Canned Foods Company Limited）の統括マネジャーを、2001年11月から2004年10月まで双匯ディベ

ロップメントの取締役を、2004年11月から2009年８月まで双匯発展肉製品分廠（Shuanghui Development Meat

Processing Division Factory）の統括マネジャーを務めていた。

同氏は、1986年７月に鄭州畜牧獣医専科学校（Zhengzhou Junior College of Animal Husbandry and

Veterinary Medicine）にて獣医師の準学士号を取得した。また、2005年3月に中国人民大学研究生院（Graduate

School of Renmin University）の経営学修士課程の修了証書を取得し、1998年12月に漯河市人民政府が発行す

る公認獣医師証を受領した。

王玉芬（Wang Yufen）

王玉芬（Wang Yufen）（51歳）は、2012年９月より、双匯ディベロップメント（深圳証券取引所の上場企業で

ある当社子会社。証券コード：000895）の副総裁を務め、技術調査を預かっており、1998年３月より18年超にわ

たり同社の主任技師も務めている。同氏は、当グループの様々な子会社においても取締役を務めている。王氏の

当社グループにおける職歴は27年を超える。同氏は、1987年10月から1991年８月まで河南省漯河肉聯廠肉製品分

廠（Henan Luohe Meat Products Processing United Factory Meat Product Branch）の技術者を、1991年８月

から1992年９月まで河南省漯河肉聯廠肉製品分廠（Henan Luohe Meat Products Processing United Factory

Meat Product Branch）の工場長を、1992年９月から1993年３月まで河南省漯河肉聯廠肉製品分廠（Henan Luohe

Meat Products Processing United Factory Meat Product Branch）の副工場長を務めた。1993年３月から1998

年３月まで河南省漯河肉聯廠食品研究所（Henan Luohe Meat Products Processing United Factory Food

Institute）の理事を務めた。王氏は、1998年３月から2001年11月まで双匯グループの技術センターのセンター

長を務めた。

同氏は、1997年６月に鄭州軽工業学院（Zhengzhou University of Light Industry）にて食品工学の通信教育

を修了し、2002年５月に河南省人民政府の発行する食品研究上級技師の証明書を取得し、また2005年３月に中國

人民大學研究生院（Graduate School of Renmin University）の経営学修士課程の修了証書を取得した。

劉松濤（Liu Songtao）
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劉松濤（Liu Songtao）（42歳）は、2017年12月26日より双匯ディベロップメント（深圳証券取引所の上場企

業である当社子会社。証券コード：000895）の執行副総裁および最高財務責任者を務め、財務、情報技術および

金融会社を担当している。同氏は、当グループの様々な子会社においても取締役を務めている。これに先立ち、

劉氏は、2012年８月25日から2017年12月25日まで双匯ディベロップメントの副総裁兼財務責任者を、2003年５月

から2012年８月まで双匯グループの財務部部長を、2003年３月から同年５月まで双匯発展漯河屠宰分廠

（Shuanghui Development Luohe Slaughter Factory）の財務部部長を、2002年３月から2003年３月まで漯河華

意食品有限公司（Luohe Huayi Food Co., Ltd.）の財務部部長を務めた。劉氏は、2000年７月、河南大学

（Henan University）にて理財学の学士号を取得した。

サモダラン・ダーム・Ｒ

サモダラン・ダーム・Ｒ（63歳）は、1995年８月にスミスフィールドに入社し、2011年７月よりスミスフィー

ルドの執行副社長および商品ヘッジ最高責任者を務めている。2016年２月より同氏は、スミスフィールドの最高

戦略責任者の役職も兼任している。同氏は、事業上の商品価格変動のヘッジングおよび緩和に責任を負うほか、

スミスフィールドの国際経済商品調査分析チームのリーダーを務めている。さらに、同氏は、スミスフィールド

の垂直的に統合されたモデルを最適化するための戦略の策定を担当している。サモダラン博士は、1990年に価格

リスク管理部門のディレクターとしてジョン・モレル・アンド・カンパニーに入社した。同博士は1995年８月に

価格リスク管理部門のディレクターとしてスミスフィールドに入社し、1996年５月に価格リスク管理部門の副部

長に昇進し、2008年６月には上級副部長兼商品ヘッジ最高責任者に昇進した。ジョン・モレル・アンド・カンパ

ニー入社前は、ファームランド・インダストリーズに５年間勤務していた。

サモダラン博士は、1978年にインドのタミル・ナードゥ農業大学にて農学の理学士号を、インド農業研究所に

て農業経済学の理学博士号を、また1983年に米国のアイオワ州立大学にて経済学の博士号を取得した。
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ナンツィアータ・グレン

ナンツィアータ・グレン（45歳）は、2015年10月よりスミスフィールドの執行副社長兼最高財務責任者を務め

ている。最高財務責任者として、ナンツィアータ氏は、スミスフィールドの財務、会計財務、リスク管理、人事

および情報技術機能を指揮し、スミスフィールドの首席会計責任者を務めている。スミスフィールドに入社以前

は、多国間の専門サービス会社であるアーンスト・アンド・ヤング・エルエルピーの保険業務のパートナーを務

めており、同社で19年間勤務した。同氏は、財務、資本市場および業務分析ならびに内部統制およびコーポレー

ト・ガバナンスに関連する事項について、豊富な経験を有している。

ナンツィアータ氏は、2000年３月に米国ニューヨーク州の、2005年６月に米国バージニア州の公認会計士資格

を取得した。同氏は、1995年５月に、ジェームズ・マディソン大学経営学部において理学の学士号を、1996年５

月にジェームズ・マディソン大学会計学部において理学の修士号を取得した。

周豪（Chau Ho）

周豪（Chau Ho）（53歳）は、2014年２月より最高法務責任者兼秘書役を務めている。同氏は、当グループの

様々な子会社においても取締役を務めている。周氏は、2011年４月から2014年１月まで中国熔盛重工集団控股有

限公司（China Rongsheng Heavy Industries Group Holdings Limited）（現在は中國華榮能源股份有限公司に

改称。香港株式市場上場企業。証券コード：01101）の会長補佐を、2010年３月から2011年３月までグロリア

ス・プロパティ・ホールディングス・リミテッド（香港証券取引所上場企業。証券コード：00845）の会長補佐

を務めていた。また同氏は、20年を超える法務分野での経験も有しており、1994年10月から2010年２月まで、法

律事務所のクー・アンド・パートナーズ（後にポール・ヘイスティングス・ヤノフスキー・アンド・ウォーカー

（現在はポール・ヘイスティングスに改称）と合併した。）において、アソシエイト、後にパートナーとして勤

務していた。同氏は、1991年11月に法学の学士号を、1992年11月に法学の修士号を、それぞれ香港城市大学（旧

香港城市理工学院）にて取得し、2003年１月に清華大学にて法学の学士号を取得した。1994年８月には香港事務

弁護士資格を、2006年４月には中国認証担当官の資格を取得し、2008年９月には、英国事務弁護士資格も取得し

ている。

 

（２）取締役および経営陣への報酬

 

下記「５－（１）　コーポレート・ガバナンスの状況」を参照のこと。
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５【コーポレート・ガバナンスの状況等】

 

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

 

コーポレート・ガバナンスに関する取組み

 

当社グループの取締役会および経営陣は、当社グループの事業の整合性を保護し、当社への投資家の信頼を維

持する上で不可欠であると考える高い基準のコーポレート・ガバナンスの達成および維持に力を注いでいる。当

社グループの経営陣はまた、中国、香港および海外におけるコーポレート・ガバナンス関連の最新の動向を積極

的に遵守している。本項では、取締役会が株主に長期的な価値をもたらし、かつ当社グループの発展を促すため

にどのように事業を経営しているかを含む、当社のコーポレート・ガバナンスに関する原則および慣行について

解説する。

 

コーポレート・ガバナンスの慣行

コーポレート・ガバナンスの慣行は、コーポレート・ガバナンス規則の原則および規定に基づいている。取締

役会は、本項「取締役会―取締役会の構成―(i)会長兼最高経営責任者」において開示する例外を除き、当社が

対象年度を通じて香港上場規則別表14に規定されるコーポレート・ガバナンス規則の規定を遵守していたと考え

ている。

 

取締役による証券取引

当社は、取締役による証券取引に関して、香港上場規則別表10のモデル規範に規定された必要基準を下回らな

い厳格な条件による行動規範を採用している。当社は各取締役に個別に照会し、各取締役から対象年度中、モデ

ル規範および行動規範に規定される必要基準をすべて遵守していた旨の確認を得た。

 

取締役会

 

役割および責任

萬隆氏の主導する取締役会は、当社グループ全体としての戦略・方針、年度予算および事業計画を決定および

監視し、当社グループの業績を評価し、また当社グループの経営を監督している。

 

取締役会は、当社の長期的な業績について当社株主に対する責任を負うとともに、当社の戦略目標を指示し、

事業の経営を監督する責任を有する。取締役は、当社の成功を促し、当社の最善の利益となる意思決定を行う任

務を負っている。取締役会は、当社の事業のあらゆる側面において高い基準のガバナンスが維持されることを確

保し、当社グループの戦略的方向性を定め、かつ当社グループの経営陣との関係においてレビュー、説明要求お

よび助言に関する適切な水準を維持することで、これらの義務を果たしている。取締役会はまた、当社グループ

にとって重大とされるあらゆる事項に関する最終的な意思決定機関であり、総合的な機関として、その役割を効

果的に果たすために適切な能力、知識および経験を有することを確保する責任を負っている。当社グループの日

常業務に関連する事項は、経営陣に委任されている。委任された役割、権限および任務については、これらが常

に適切であることを確保するために定期的なレビューが行われている。

 

取締役会の構成

2018年12月31日に終了した年度中および本書の日付現在の取締役は、以下のとおりである。

 

業務執行取締役：   
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萬隆氏  （会長、最高経営責任者、指名委員会・食品安全性委員会・リスク管理委員会
委員長）

萬洪建氏  （副会長、副総裁、環境、社会およびガバナンス委員会・食品安全性委員会委
員）

郭麗軍氏  （執行副総裁、最高財務責任者、環境、社会およびガバナンス委員会委員長、
リスク管理委員会委員）

サリヴァン・ケネス・マーク氏  （スミスフィールド社長兼最高経営責任者、環境、社会およびガバナンス委員
会・食品安全性委員会・リスク管理委員会委員）

馬相傑氏  （双匯ディベロップメント総裁、リスク管理委員会委員）

   

非業務執行取締役：   

焦樹閣氏  （報酬委員会委員）

   

独立非業務執行取締役：   

黄明氏  （報酬委員会委員長、監査委員会・指名委員会委員）

李港衛氏  （監査委員会委員長、報酬委員会・食品安全性委員会・リスク管理委員会委
員）

劉展天氏  （監査委員会・指名委員会・環境、社会およびガバナンス委員会委員）

 

取締役らは、幅広い経歴と業界における豊富な経験を備え、適切な専門的資格を有している。取締役の経歴に

ついては、「第５－４　役員の状況」を参照のこと。

 

「第５－４　役員の状況」において開示したものを除き、取締役間にはいかなる金銭的関係、ビジネス上の関

係、親族関係またはその他重要な／開示すべき関係も存在しない。

 

(ⅰ)　会長兼最高経営責任者

当社の会長および最高経営責任者の役割はいずれも萬隆氏が務めており、コーポレート・ガバナンス規則第

A.2.1条により求められるように分離されてはいない。当社は、萬隆氏が当社の会長および最高経営責任者の両

方を務めることで、当社に強固で一貫したリーダーシップがもたらされ、当社のより効果的な計画立案および経

営が可能になると考えている。さらに、取締役会は、萬隆氏の業界における幅広い経験、個人的経歴、ならびに

当社グループおよび当社グループのこれまでの発展における役割を鑑みて、萬隆氏が引き続き当社の会長および

最高経営者の両方を務めることが当社グループの事業の展望のために有益であると考えている。
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(ⅱ)　非業務執行取締役および独立非業務執行取締役

対象年度中、取締役会は、取締役会の３分の１に当たる３名の独立非業務執行取締役を擁しており、少なくと

も３名の独立非業務執行取締役を選任し、うち１名は適切な専門的資格または会計もしくはこれに関連する財務

管理の専門知識を有する者でなければならないという香港上場規則の要件を常時満たしていた。

 

当社は、３名の独立非業務執行取締役のそれぞれから、香港上場規則のルール3.13に基づく独立性に関する年

１回の確認を得た。当社は、すべての独立非業務執行取締役が、香港上場規則のルール3.13に従い独立している

と考えている。

 

取締役の選任、再選および解任

当社は、新たな取締役の選任に関して正式で透明性のある手続きを踏んでいる。取締役会は、指名委員会から

新たな取締役の選任に関する提言を受ける。その後、取締役会は、かかる提言を慎重に検討した上で承認する。

 

非業務執行取締役および各独立非業務執行取締役は、３年という特定の任期で選任されているが、付属定款ま

たは香港上場規則の定めにより当社株主総会において再指名および再選される場合がある。

 

会合

取締役会は、定期的、および業務上の必要に応じて臨時的に会合を持っている。対象年度中、取締役会は、中

間決算報告書、年次決算報告書および財務報告書の承認のため、配当金に関する提言および宣言のため、ならび

に当社の全体的な戦略を検討し、財務成績および営業成績を監督するために５回の会合を開いた。

 

定例取締役会のほかに、取締役会会長は、他の業務執行取締役の出席なしに、すべての独立非業務執行取締役

および非業務執行取締役と会合を持った。

 

対象年度中の取締役会、取締役会委員会、年次総会および臨時総会への各取締役の出席状況は、下表に示すと

おりである。
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出席回数／開催回数

取締役

 

取締役
会

 
監査
委員会

 
報酬
委員会

 
指名
委員会

 

環境、
社会お
よびガ
バナン
ス委員
会

 
食品
安全性
委員会

 
リスク
管理
委員会

 
年次
総会

 

臨時
総会

萬隆  5/5  N/A  N/A  1/1  N/A  2/2  1/1  1/1  N/A

萬洪建（2018年
６月４日付で就
任）

 
2/5  N/A  N/A  N/A  2/2  2/2  N/A  N/A

 
N/A

郭麗軍  5/5  N/A  N/A  N/A  2/2  N/A  1/1  1/1  N/A

張太喜（2018年
６月４日付で退
任）

 
3/5  N/A  N/A  N/A  N/A  N/A  N/A  0/1

 
N/A

サリヴァン・ケ
ネス・マーク

 
5/5  N/A  N/A  N/A  2/2  2/2  1/1  0/1

 
N/A

馬相傑（2018年
６月４日付で就
任）

 
2/5  N/A  N/A  N/A  N/A  N/A  1/1  N/A

 
N/A

游牧（2018年６
月 ４ 日 付 で 退
任）

 
2/5  N/A  N/A  N/A  N/A  N/A  N/A  0/1

 
N/A

焦樹閣  3/5  N/A  1/1  N/A  N/A  N/A  N/A  0/1  N/A

黄明  5/5  4/4  1/1  1/1  N/A  N/A  N/A  0/1  N/A

李港衛  5/5  4/4  1/1  N/A  N/A  2/2  1/1  1/1  N/A

劉展天  5/5  4/4  N/A  1/1  2/2  N/A  N/A  1/1  N/A

N/A－該当なし

 

取締役の研修

取締役は、取締役に選任された際に、当社グループからオリエンテーション資料のパッケージを受領するとと

もに、上級経営者から当社グループの事業に関する包括的な就任ガイダンスを受ける。

 

新たに選任されたすべての取締役が、それぞれが選任された日またはその直前に、就任ガイダンスプログラ

ム、ならびに当社グループの外部法律顧問により用意され、実施されたコーポレート・ガバナンスおよび規制要

件に関する取締役の職務および義務についてのブリーフィングを受けた。

 

当社は、当社グループが事業を行う商業環境、法的環境および規制環境の最新の動向について取締役が知らさ

れていることを確保するための一助として、ならびに上場会社の取締役の役割、職務および任務に関する取締役

の知識および能力を新たにするために、継続能力開発（「CPD」）研修およびこれに関連する資料を取りまと

め、取締役に提供する。また、関連する議題に関する外部のフォーラムやブリーフィング・セッションへの出席

（スピーチの実施を含む。）もCPD研修の一環とされる。

EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

 54/308



 

 
 
CPD研修

取締役氏名
 規制およびガバナンスの最新動向に関するブリーフィ
ング、セミナーおよび／または会議の内容の精読また
はこれらへの出席

業務執行取締役兼最高経営責任者   

萬隆氏  P

   

業務執行取締役   

萬洪建氏（2018年６月４日付で就任）  P

郭麗軍氏  P

サリヴァン・ケネス・マーク氏  P

馬相傑氏（2018年６月４日付で就任）  P

游牧氏（2018年６月４日付で退任）  N/A

張太喜氏（2018年６月４日付で退任）  N/A

   

非業務執行取締役   

焦樹閣氏  P

   

独立非業務執行取締役   

黄明氏  P

李港衛氏  P

劉展天氏  P

 

取締役および役員の賠償責任保険および補償

当社は、企業活動に起因する責任について取締役および役員を補償するために適切な賠償責任保険を付保して

いる。対象年度中は、当社の取締役および役員に対していかなる請求もなされていない。

 

取締役会委員会

 

当社のコーポレート・ガバナンスは、取締役会と取締役会の６つの委員会（監査委員会、報酬委員会、指名委

員会、環境、社会およびガバナンス委員会、食品安全性委員会ならびにリスク管理委員会）を含む階層構造を通

じて実施されている。取締役会委員会の運営規約は、香港証券取引所および当社のウェブサイトから入手するこ

とができる。取締役会委員会は、任務を果たすために十分な資源を与えられており、また合理的な要求により、

適切な状況において、当社の費用負担で独立した専門家に助言を求めることができる。

 

取締役会は、コーポレート・ガバナンスに関する以下を含む任務を果たすことについて共同で責任を負う。

 

(a)　コーポレート・ガバナンスに関する当社の方針および慣行を、策定、検討および実施すること

(b)　取締役および上級経営者向けの研修および継続能力開発を、検討および監視すること

(c)　法的要件および規制要件の遵守に関する当社の方針および慣行を、検討および監視すること

(d)　従業員および取締役に適用される行動規範を、策定、検討および監視すること

(e)　当社による、随時改正されるコーポレート・ガバナンス規則の遵守状況および当社のコーポレート・ガ

バナンス報告書における開示内容を、検討すること

 

以下に、取締役会委員会の役割および職務に関するさらなる詳細について記載する。
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監査委員会

対象年度を通して、監査委員会は、独立非業務執行取締役３名（李港衛氏、黄明氏および劉展天氏）で構成さ

れた。会計の専門的資格を有する李港衛氏が、監査委員会の委員長を務めている。監査委員会は、対象年度中に

４回の委員会を開催した。委員会における討議には、当社の業務執行取締役、上級経営者および外部監査人が招

かれ参加した。

 

対象年度中に監査委員会が果たした主要な任務は、当社グループの財務報告体制および内部統制手続きの監

督、当社の財務情報（当社グループの四半期決算、中間決算および年度決算を含む。）の作成における整合性の

監視、当社グループの財務・会計に関する方針・慣行の検討、ならびに内部統制機能の有効性の監視であった。

監査委員会はまた、外部監査人の独立性および客観性ならびに適用ある基準に従った監査手続きの有効性につい

ての検討および監視を含む、当社グループの外部監査人との関係の監督および管理を行った。

 

報酬委員会

対象年度を通して、報酬委員会は、独立非業務執行取締役２名（黄明氏（委員長）および李港衛氏）と非業務

執行取締役１名（焦樹閣氏）の３名で構成された。報酬委員会は、当社の取締役および上級経営者向けの報酬

パッケージおよび総合的な給付を検討するために、対象年度中に１回の委員会を開催した。

 

報酬委員会の主要な任務は、取締役会に対して報酬の方針に関する提言および提案を行い、かつ当社の成績お

よび業績に基づいて決定される報酬を、取締役会が随時承認する当社の目標に照らして検討し、承認することで

ある。対象年度中、報酬委員会は、同委員会による業務執行取締役の報酬案について会長兼最高経営責任者と協

議し、業務執行取締役の業績の評価を行っており、また委員会の任務を果たす上で十分な資源を与えられてい

る。報酬委員会は、必要に応じて独立した専門家からも助言を得ることができる。

 

また、取締役の報酬は、彼らの経験、資格、当社における職務および市況を考慮して決定される。対象年度に

おける取締役の報酬の詳細については、連結財務諸表に対する注記11に記載されている。対象年度において上級

経営者（対象年度において上級経営者であった萬洪建氏および馬相傑氏を含む。）に支払われた／支払われるべ

き報酬の範囲は、以下のとおりである。
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上級経営者の人数

2,500,001香港ドルから3,000,000香港ドル  1

3,500,001香港ドルから4,000,000香港ドル  1

4,500,001香港ドルから5,000,000香港ドル  2

5,000,001香港ドルから5,500,000香港ドル  1

7,000,001香港ドルから7,500,000香港ドル  1

10,000,001香港ドルから15,000,000香港ドル  1

15,000,001香港ドルから20,000,000香港ドル  1

 

指名委員会

対象年度を通して、指名委員会は、業務執行取締役１名（萬隆氏）と独立非業務執行取締役２名（黄明氏およ

び劉展天氏）の３名で構成された。萬氏が委員会の委員長を務めている。指名委員会は、取締役会の構成、2018

年６月４日に開催された当社年次総会における当社株主による再選の候補者として指名される取締役、および独

立非業務執行取締役３名の独立性を検討するために、対象年度中に１回の委員会を開催した。

 

指名委員会の主要な任務は、取締役会の構造、規模、構成および多様性についての検討および取締役会への提

言、潜在的な取締役候補者の特定および評価についての監督、取締役の後継者育成計画に関する監督および指示

ならびに取締役会委員会の構成の決定である。当社は、取締役会レベルで多様性を高めることが、当社の戦略目

標および持続可能な開発の実現を支える上で不可欠な要素であると考えている。持続可能かつバランスのとれた

開発の達成のために、当社は、2014年７月17日に取締役会によって採択された取締役会の多様性に関する方針を

遵守しており、かかる方針は当社のウェブサイトから入手することができる。取締役会の多様性に関する方針の

下で、候補者の選定は、性別、年齢、文化的背景、学歴、民族性、職歴、能力、知識および勤続年数を含むがこ

れに限られない多様性に関する様々な観点に基づいて行われる。最終的な決定は、選定された候補者が取締役会

にもたらすメリットや貢献に基づいて下される。

 

指名委員会による取締役の選定、および取締役の選任のための取締役会への提言に関する手続きおよび基準

は、コーポレート・ガバナンスの高い基準を満たすように設計されている。適切な候補者の特定にあたり、指名

委員会は、取締役会にもたらす多様性の利益を十分に考慮しつつ、実績に基づき、かつ客観的基準に従って候補

者を検討する。提案されている候補者の適性の評価にあたって指名委員会が検討する要素には、(i)誠実さに関

する評判、(ii)当社グループに関係し得る功績、専門知識および業界における経験、(iii)当社グループの事業

に対する提供可能な時間、関心および集中力に関するコミットメント、(iv)かかる個人により取締役会にもたら

される観点、能力および経験、(v)性別、年齢、文化的背景、学歴、民族性、職歴、能力、知識および勤続年数

を含むがこれに限られないあらゆる点における多様性、(vi)取締役会の後継者育成計画に関する検討および当社

グループの長期目標、ならびに(vii)独立非業務執行取締役候補者の場合には、特に、香港上場規則のルール

3.13の要件等に基づく当該候補者の独立性が含まれる。かかる手続きは、全取締役が上場発行会社の取締役とし

ての立場に必要な特徴、経験および誠実さを備え、かかる立場にふさわしい基準の適性を示していることを確保

し、また独立非業務執行取締役の指名の検討段階においては、香港上場規則のルール3.13の要件を満たしている

ことを確保するという香港証券取引所の要件を満たすか、またはかかる要件よりも厳格なものとなっている。
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環境、社会およびガバナンス委員会

2018年１月１日から2018年６月４日まで、環境、社会およびガバナンス委員会は、業務執行取締役３名（郭麗

軍氏（委員長）、張太喜氏およびサリヴァン・ケネス・マーク氏）および独立非業務執行取締役１名（劉展天

氏）の４名で構成されていた。2018年６月４日、張太喜氏が業務執行取締役を退任するとともに環境、社会およ

びガバナンス委員会委員から退くと、同日付で、萬洪建氏が業務執行取締役に就任するとともに環境、社会およ

びガバナンス委員会委員となった。2018年６月４日から2018年12月31日まで、環境、社会およびガバナンス委員

会は、業務執行取締役３名（郭麗軍氏（委員長）、萬洪建氏およびサリヴァン・ケネス・マーク氏）および独立

非業務執行取締役１名（劉展天氏）の４名で構成されていた。環境、社会およびガバナンス委員会は、環境、社

会およびガバナンスに関する事項であって、当社グループの事業に関連し、重要であるものについて検討するた

め、対象年度中に２回の委員会を開催した。

 

環境、社会およびガバナンス委員会の主要な任務は、以下を含むが、これに限られない。

(i)　環境、社会ならびにガバナンスに関する事項であって、当社グループの事業に関連し、重要であるもの

ならびに／または株主およびその他主要な利害関係者に影響を及ぼすもの（「主要ESG関連事項」）（職場の

質、環境保護、業務上の慣行、地域社会への貢献および動物保護を含む。）を特定すること

(ii)　主要ESG関連事項の有効性について検討し、取締役会に提言すること

(iii)　当社グループが主要ESG関連事項に関して設定した基準および達成した実績を監視すること

(iv)　利害関係者の意見を理解し、これに適切な方法で対応するために、利害関係者を特定し、利害関係者と

関わること

 

当社グループは、慣習として、事業を行う地域社会のための取組みに力を注いでおり、また事業の長期的な持

続可能性に関する取組みにも力を注いでいる。環境、社会およびガバナンス委員会は引き続き、グループ規模で

実施可能な公式ガイドラインやイニシアティブを策定していく。

 

食品安全性委員会

2018年１月１日から2018年６月４日まで、食品安全性委員会は、業務執行取締役３名（萬隆氏（委員長）、張

太喜氏およびサリヴァン・ケネス・マーク氏）および独立非業務執行取締役１名（李港衛氏）の４名で構成され

ていた。2018年６月４日、張太喜氏が業務執行取締役を退任するとともに食品安全性委員会委員から退くと、同

日付で、萬洪建氏が業務執行取締役に就任するとともに食品安全性委員会委員となった。2018年６月４日から

2018年12月31日まで、食品安全性委員会は、業務執行取締役３名（萬隆氏（委員長）、萬洪建氏およびサリヴァ

ン・ケネス・マーク氏）および独立非業務執行取締役１名（李港衛氏）の４名で構成されていた。食品安全性委

員会は、食品の品質および安全性に関する事項の効果的な管理について検討するため、対象年度中に２回の委員

会を開催した。

 

食品安全性委員会の主要な任務は、以下を含むが、これに限られない。

(i)　関連する法規制を遵守するために、食品の品質および安全性に関する当社の方針、慣行および実績につ

いて取締役会に提言を行うこと

(ii)　食品安全性に関する内部統制の基準および当社グループの製品のトレーサビリティについて評価、検

討、監視および取締役会への提言を行うこと

 

リスク管理委員会

2018年１月１日から2018年６月４日まで、リスク管理委員会は、業務執行取締役４名（萬隆氏（委員長）、郭

麗軍氏、サリヴァン・ケネス・マーク氏および游牧氏）と独立非業務執行取締役１名（李港衛氏）の５名で構成
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されていた。2018年６月４日、游牧氏が業務執行取締役を退任するとともにリスク管理委員会委員から退くと、

同日付で、馬相傑氏が業務執行取締役に就任するとともにリスク管理委員会委員となった。2018年６月４日から

2018年12月31日まで、リスク管理委員会は、業務執行取締役４名（萬隆氏（委員長）、郭麗軍氏、サリヴァン・

ケネス・マーク氏および馬相傑氏）および独立非業務執行取締役１名（李港衛氏）の５名で構成されていた。リ

スク管理委員会は、対象年度中に１回の委員会を開催した。

 

リスク管理委員会の主要な任務は、以下を含むが、これに限られない。

(i)　リスク管理委員会がリスク管理の枠組みを検討し、策定するためのリスク管理制度を構築し、監督する

とともに、当社グループが直面している重要なリスク（戦略、財務、経営、法律および規制に関するリスクを含

むが、これに限られない。）の特定、評価および管理のための手続きを設定して、リスク管理に関する指針を経

営陣に提示すること

(ii)　リスクの特定、評価および管理のために、当社グループのリスク管理の枠組み、リスク管理に関する内

部統制制度ならびにリスク管理に関する方針および手続きの十分性および有効性について、定期的に検討および

評価を行うとともに、これらの効果的な運用、実施および維持を監督し、確保すること

(iii)　取締役会から委任を受けて、または自発的に、リスク管理および内部統制に関連する事項に関する主

要な調査結果、ならびにかかる結果に対する経営陣の対応を検討すること

(iv)　リスク管理に関する重要な問題を取締役会に報告するとともに、当社のコンプライアンスおよびリスク

管理の改善について提言し、解決策を打ち出すこと

 

秘書役

当社の秘書役（「秘書役」）は、取締役会の手続きが適用あるすべての法律、規則および規制を遵守している

ことを確保し、かつコーポレート・ガバナンスに関する事項について取締役会に助言することについて、取締役

会に対して責任を負っている。秘書役は、香港上場規則、規制上の要件および当社内の行動規範に関する最新の

情報について全取締役が常に把握しているようにする責任を有する。

 

秘書役はまた、香港上場規則の定める期限内に年次報告書および中間報告書を作成、公表および送付するこ

と、ならびに当社グループに関する情報を当社株主および市場に適時に伝達することを含め、当社グループが香

港上場規則および買収・合併・自社株式の買戻しに関する規定に基づくすべての義務を果たすことについて直接

責任を負う。

 

対象年度中、秘書役は、関連する専門的研修を15時間以上受けた。

 

説明責任および監査

取締役は、財務報告書を作成し、年次報告書および中間報告書の連結財務諸表、その他の内部情報の公告なら

びに香港上場規則により義務付けられるその他の財務情報の開示において、公正かつ明確で理解しやすい評価を

提示するとともに、法定要件に基づき必要な情報を規制当局に報告し、また開示する責任を認識している。取締

役が、当社が継続企業であり続ける能力に著しい悪影響を及ぼすおそれのある事象や状況に関する重大な懸念事

項を認識した際には、かかる懸念事項は本コーポレート・ガバナンス報告書において明確かつ明瞭に提示され、

論じられる。

 

2018年12月31日に終了した年度における当社の財務諸表に関する当社の独立監査人の報告義務および意見に関

するステートメントは、本書の監査報告書に記載されている。
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リスク管理および内部統制

取締役会は、当社グループのリスク管理制度および内部統制制度の監督について最終的な責任を負っている。

取締役会は、リスク管理委員会および監査委員会に、それぞれ当社グループのリスク管理制度および内部統制制

度の継続的な監督、ならびにこれらの制度の有効性の検討のほか、内部統制に関する重要な欠陥の解消を委任し

ている。これらの制度は、事業目標を達成できなくなるリスクを、排除するのではなく管理することを目的とし

て設計されており、重要な虚偽表示や損失に対し、絶対的な保証ではなくあくまで合理的な保証を提供するもの

である。

 

当社グループのリスク管理制度は、当社グループのグループ全体での堅固かつ一貫したリスク管理および報告

手続きの実施を支える目的で設計されている。当社グループのリスク管理部門は、リスク管理手続きの有効性お

よび経営陣が提出したリスク管理報告書の検討を行った。主要なリスクおよび軽減策についてはリスク管理委員

会に報告がなされ、同委員会は当社グループのリスク管理制度の策定および実施の監督を行った。

 

当社グループの内部統制は、グループの資産および情報の保護を支える目的で設計されている。内部統制の存

在により、当社グループは厳しいビジネス環境の中で最善のビジネス慣行を実施することが可能になる。当社グ

ループの内部統制は、多くの社内手続きおよび社内方針に及んでおり、とりわけ、関連する財務、事業およびコ

ンプライアンス関連の統制ならびにリスク管理機能を含む。当社グループのリスク管理部門は、リスク・ベース

の監査を実施し、主要な監査結果および経営行動計画について監査委員会に報告した。監査委員会は、当社グ

ループのリスク管理制度および内部統制制度を検討し、取締役会への報告を年に２回行った。対象年度中、こう

した検討が行われた。

 

取締役会は、当社グループのリスク管理制度および内部統制制度が有効かつ十分であると認識した。
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独立監査人

対象年度における当社グループの独立監査人は、アーンスト・アンド・ヤングである。独立監査人は、当社グ

ループの年次連結財務諸表を監査し、それに関して独立した立場での意見をまとめる責任を有する。

 

監査委員会は、外部監査人の独立性および客観性ならびに監査手続きの有効性を検討し、監視している。同委

員会は毎年、外部監査人からその独立性および客観性を確認する報告書を受領するとともに、外部監査人の代表

者との間で、監査の範囲を検討し、外部監査人の報酬ならびに外部監査人の提供する非監査業務（もしあれば）

の範囲および適切性を承認するための会合を持つ。監査委員会はまた、取締役会に対し、外部監査人の選任およ

び維持に関する提言を行う。

 

監査人の報酬

 

対象年度中、当社グループの外部監査人により提供されたサービスに関して支払われた／支払われるべき報酬

の総額は、以下のとおりである。

 

提供されたサービス
 支払われた／支払われるべき報酬額

（百万米ドル）

監査サービス  4

非監査サービス（注）  *

注記：非監査サービスは、主に税金およびその他に関するアドバイザリー・サービスを示す。

*１百万米ドル未満

 

株主の権利およびコミュニケーション

 

当社株主の利益および権利を保護する方策の一つとして、各取締役の選任を含むあらゆる重要な事項は、当社

株主による検討および議決を受けるために株主総会において個別の決議案として付議される。さらに、当社は年

次総会および臨時総会を重要な行事と捉えており、取締役、各取締役会委員会の委員長、上級経営者および外部

監査人は、当社の年次総会および臨時総会に出席し、当社株主からの質問に答えることができるよう努める。株

主総会に付議されるすべての決議案は、投票によって採決される。投票結果は、総会の当日中に香港証券取引所

（www.hkexnews.hk）および当社（www.wh-group.com）のウェブサイトに掲載される。

 

臨時総会は、付属定款第12.3条に従い、当社の払込済資本の10分の１以上を保有する当社株主の要求に応じて

取締役会がこれを招集できる。かかる要求は、総会の目的を明記し、要求者の署名を付した上で当社の主たる事

務所または香港の登記上の事務所に提出されなければならない。当社株主は、臨時総会の開催に関して付属定款

に定められた要件および手続きに従う必要がある。

 

当社株主は、取締役会へ問い合わせを行う権利を有する。あらゆる問い合わせは、書面により、当社の香港の

主たる事務所（秘書役気付）宛てに郵便で行うものとする。

 

当社は、財務書類の開示に関して高い基準に準拠している。当社は、最新情報を適時に提供し、また当社株主

および公衆の両方とのコミュニケーションを強化するための手段として、当社ウェブサイトを最大限活用する取

組みに力を注いでいる。

 

投資家向け広報
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当社は、当社の中間報告書および年次報告書、通知、公告、コーポレート・ガバナンスの慣行ならびに当社

ウェブサイト（www.wh-group.com）を含む様々な手段を通じて、当社株主および投資家との継続的な対話を維持

している。当社はまた、プレスカンファレンスを随時開催し、これには当社グループの業務執行取締役および上

級経営者が出席してグループの事業および業績に関する質問に回答する。

 

定款

対象年度中、当社の基本定款および付属定款の変更は生じていない。当社の基本定款および付属定款の写し

は、当社および香港証券取引所のウェブサイトから入手することができる。
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（２）【監査報酬の内容等】

 

①【外国監査公認会計士等に対する報酬の内容】

 

区分

最近連結会計年度の前連結会計年度 最近連結会計年度

監査証明業務に基づく報

酬(百万米ドル)

非監査業務に基づく

報酬(百万米ドル)

監査証明業務に基づく報

酬(百万米ドル)

非監査業務に基づく

報酬（百万米ドル）

提出会社 1未満 - 1未満 -

連結子会社 3 1未満 4 1未満

計 3 1未満 4 1未満

 

②【その他重要な報酬の内容】

 

　該当なし。

 

③【外国監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

 

　2017年：税金およびその他に関するアドバイザリー・サービス

　2018年：税金およびその他に関するアドバイザリー・サービス

 

④【監査報酬の決定方針】

 

当社は外国監査公認会計士等に対する報酬の額の決定に関する方針を特に定めていない。
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第６【経理の状況】

 

ａ. 本書記載の当社および子会社（「当社グループ」）の邦文の財務書類(「邦文の財務書類」)は、香港上場規則が財務書類

の作成のための会計基準として定める香港財務報告基準または国際財務報告基準のうち国際財務報告基準に準拠して作成さ

れた2018年12月31日に終了した事業年度の原文の財務書類(「原文の財務書類」)の翻訳に、下記の円換算額を併記したもの

である。原文の財務書類は、香港において開示されている。当社グループの財務書類の日本における開示については、「財

務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。「財務諸表等規則」)第131条第２項の規定が

適用される。

　邦文の財務書類には、財務諸表等規則に基づき、原文の財務書類中の米ドル表示の金額のうち主要なものについて円換算

額が併記されている。日本円への換算には、１米ドル＝111.95円（株式会社三菱UFJ銀行が提示した2019年４月24日現在の東

京の対顧客直物電信売買相場の仲値）の換算レートが使用されている。金額は百万円単位で四捨五入して表示されている。

　なお、財務諸表等規則に基づき、国際財務報告基準と日本における会計処理の原則および手続ならびに表示方法の主要な

相違については、第６の「４ 国際財務報告基準と日本における会計原則及び会計慣行の主要な相違」に記載されている。

　円換算額および第６の「２ 主な資産・負債及び収支の内容」から「４ 国際財務報告基準と日本における会計原則及び会

計慣行の主要な相違」までの事項は原文の監査済財務情報には記載されておらず、当該事項における原文の監査済財務情報

への参照事項を除き、下記ｂの監査証明に相当すると認められる証明の対象になっていない。

 

ｂ. 原文の財務書類は、外国監査法人等(「公認会計士法」(昭和23年法律第103号)第１条の３第７項に規定されている外国監

査法人等をいう。)である香港における公認会計士事務所であるアーンスト・アンド・ヤングから、「金融商品取引法」(昭

和23年法律第25号)第193条の２第１項第１号に規定されている監査証明に相当すると認められる証明を受けている。その監

査報告書の原文及び訳文は、本書に掲載されている。
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１【財務書類】

 

(1) 連結純損益およびその他の包括利益計算書

 

   12月31日終了年度

   2018年  2017年

  

 生物資産の

公正価値

調整前の

損益

 

生物資産の

公正価値

調整

 

合計

 生物資産の

公正価値

調整前の

損益

 

生物資産の

公正価値

調整

 

合計

 

注記

 

百万米ドル

 

百万米ドル

 

百万米ドル

 

百万米ドル

 

百万米ドル

 

百万米ドル

              

収益 5  22,605  －  22,605  22,379  －  22,379

売上原価   (18,103)  196  (17,907)  (17,766)  (295)  (18,061)

売上総利益   4,502  196  4,698  4,613  (295)  4,318

販売費   (2,139)  －  (2,139)  (1,930)  －  (1,930)

一般管理費   (732)  －  (732)  (823)  －  (823)

農産物の収穫時点における売

却コスト控除後の公正価値

測定による（損失）利得   －  (209)  (209)  －  305  305

生物資産の売却コスト控除後

の公正価値の変動による

（損失）利得   －  (130)  (130)  －  13  13

その他の収益 6  98  －  98  113  －  113

その他の利得および損失 7  (21)  －  (21)  7  －  7

その他の費用 8  (74)  －  (74)  (326)  －  (326)

財務費用 9  (115)  －  (115)  (198)  －  (198)

関連会社の純利益に対する持

分   8  －  8  8  －  8

共同支配企業の純利益に対す

る持分   23  4  27  14  －  14

税引前利益 10  1,550  (139)  1,411  1,478  23  1,501

税金 12  (293)  35  (258)  (165)  (17)  (182)

当期純利益   1,257  (104)  1,153  1,313  6  1,319
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   12月31日終了年度

   2018年  2017年

  

 生物資産の

公正価値

調整前の

損益

 

生物資産の

公正価値

調整

 

合計

 生物資産の

公正価値

調整前の

損益

 

生物資産の

公正価値

調整

 

合計

 

注記

 

百万円

 

百万円

 

百万円

 

百万円

 

百万円

 

百万円

              

収益 5  2,530,630  －  2,530,630  2,505,329  －  2,505,329

売上原価
  (2,026,631)  21,942  (2,004,689)  (1,988,904)  (33,025)  (2,021,929)

売上総利益
  503,999  21,942  525,941  516,425  (33,025)  483,400

販売費
  (239,461)  －  (239,461)  (216,064)  －  (216,064)

一般管理費
  (81,947)  －  (81,947)  (92,135)  －  (92,135)

農産物の収穫時点における売

却コスト控除後の公正価値

測定による（損失）利得  

 

 

 

－  

 

 

(23,398)  

 

 

(23,398)  

 

 

－  

 

 

34,145  

 

 

34,145

生物資産の売却コスト控除後

の公正価値の変動による

（損失）利得
 

 

 

 

－
 

 

 

(14,555)
 

 

 

(14,555)
 

 

 

－
 

 

 

1,455  

 

 

1,455

その他の収益
6  10,971  －  10,971  12,650  －  12,650

その他の利得および損失
7  (2,351)  －  (2,351) 784  －  784

その他の費用
8  (8,284)  －  (8,284)  (36,496)  －  (36,496)

財務費用
9  (12,874)  －  (12,874)  (22,166)  －  (22,166)

関連会社の純利益に対する持

分  
 

 

896  
 

－  

 

896  
 

896  

 

－  

 

896

共同支配企業の純利益に対す

る持分  
 

 

2,575  
 

448  
 

3,023  
 

1,567  
 

－  

 

1,567

税引前利益
10  173,523  (15,562)  157,960  165,462  2,575  168,037

税金
12  (32,801)  3,918  (28,882)  (18,472)  (1,903)  (20,375)

当期純利益
  140,721  (11,644)  129,078  146,990　  672  147,662　
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   12月31日終了年度

   2018年  2017年

  

 生物資産の

公正価値

調整前の

損益

 

生物資産の

公正価値

調整

 

合計

 生物資産の

公正価値

調整前の

損益

 

生物資産の

公正価値

調整

 

合計

 

注記

 

百万米ドル

 

百万米ドル

 

百万米ドル

 

百万米ドル

 

百万米ドル

 

百万米ドル

              

当期その他の包括（損失）利

益： 48             

その後に純損益に振り替えら

れることのない項目：              

- 確定給付年金制度に係る

再測定       (6)      (75)

-その他の包括（損失）利益

累計額に計上された金額

に関連する繰延税金資産

に係る再測定       －      (30)

       (6)      (105)

その後に純損益に振り替えら

れる可能性のある項目：              

- 在外営業活動体の換算に

よる為替差額       (198)      333

-　キャッシュ・フロー・

ヘッジの公正価値変動額       6      (11)

       (192)      322

              

当期その他の包括（損失）利

益（税効果考慮後）       (198)      217

当期包括利益合計       955      1,536

              

以下に帰属する当期純利益              

- 当社の所有者       943      1,133

- 非支配持分       210      186

       1,153      1,319

以下に帰属する当期包括利益

合計              

- 当社の所有者       783      1,301

- 非支配持分       172      235

       955      1,536

１株当たり利益 14             

- 基本的（米セント）       6.43      7.79

- 希薄化後（米セント）       6.40      7.76

              

EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

 67/308



   12月31日終了年度

   2018年  2017年

  

 生物資産の

公正価値

調整前の

損益

 

生物資産の

公正価値

調整

 

合計

 生物資産の

公正価値

調整前の

損益

 

生物資産の

公正価値

調整

 

合計

 

注記

 

百万円

 

百万円

 

百万円

 

百万円

 

百万円

 

百万円

              

当期その他の包括（損失）利

益： 48             

その後に純損益に振り替えら

れることのない項目：              

- 確定給付年金制度に係る

再測定       (672)      (8,396)

- その他の包括（損失）利

益累計額に計上された金

額に関連する繰延税金資

産に係る再測定  

 

    

 

 

－      

 

 

(3,359)

 
      (672)      (11,755)

その後に純損益に振り替えら

れる可能性のある項目：  
 

    
       

- 在外営業活動体の換算に

よる為替差額
 

 
    

 

(22,166)      

 

37,279

-　キャッシュ・フロー・

ヘッジの公正価値変動額
      

 

672      

 

(1,231)

 
      (21,494)      36,048

 
             

当期その他の包括（損失）利

益（税効果考慮後）
 

 
    

 

(22,166)      

 

24,293

当期包括利益合計
      106,911      171,955

 
             

以下に帰属する当期純利益
             

- 当社の所有者
      105,569      126,839

- 非支配持分
      23,509      20,823

 
      129,078      147,662

以下に帰属する当期包括利益

合計  
 

    
       

- 当社の所有者
      87,657      145,647

- 非支配持分
      19,254      26,308

 
      106,911      171,955

１株当たり利益
14             

- 基本的（円）
      7.20      8.72

- 希薄化後（円）
      7.16 　      8.69

 
             

 
 
　　次へ
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(2) 連結財政状態計算書
 

   12月31日現在

   2018年  2017年

 注記  百万米ドル  百万円  百万米ドル  百万円

非流動資産          

有形固定資産 15  5,300  593,335  5,037  563,892

前払リース料 17  175  19,591  197  22,054

生物資産 18  147  16,457  181  20,263

のれん 19  1,847  206,772  1,838  205,764

無形資産 20  1,734  194,121  1,742  195,017

関連会社に対する持分 21  150  16,794  155  17,352

共同支配企業に対する持分 22  202  22,614  140  15,673

その他の債権 25  40  4,478  41  4,590

売却可能投資 26  －  －  7  784

純損益を通じて公正価値で測定する金融資産 26  7  784  －  －

担保提供預金 28  4  448  5  560

繰延税金資産 33  57  6,381  58  6,493

その他の非流動資産   175  19,591  191  21,382

非流動資産合計   9,838  1,101,365  9,592  1,073,824

流動資産          

開発中の不動産 16  30  3,360  －  －

前払リース料 17  5  560  5  560

生物資産 18  947  106,017  990  110,831

棚卸資産 23  2,022  226,363  1,905  213,265

売掛金および受取手形 24  1,135  127,063  989  110,719

前払金、その他の債権およびその他の資産 25  358  40,078  222  24,853

未収税金   67  7,501  115  12,874

純損益を通じて公正価値で測定する金融資産 26  317  35,488  －  －

担保提供/制限付預金 28  54  6,045  69  7,725

銀行預金および現金 28  525  58,774  1,371  153,483

流動資産合計   5,460  611,248  5,666  634,309

流動負債          

買掛金 29  977  109,375  1,076  120,458

未払費用およびその他の債務 30  1,430  160,090  1,472  164,790　

未払税金   61  6,829  50  5,598

借入金 32  819  91,687  809  90,568

当座借越 32  41  4,590  92  10,299

流動負債合計   3,328  372,571  3,499  391,713　

正味流動資産   2,132  238,677  2,167  242,596　

流動負債控除後資産合計   11,970  1,340,043  11,759  1,316,420　

非流動負債          

その他の債務 30  214  23,957  199  22,278

ファイナンス・リース債務 31  23  2,575  23  2,575

借入金 32  2,259  252,895  2,297  257,149

繰延税金負債 33  598  66,946  639  71,536

繰延収益 34  10  1,121  11  1,231

年金負債およびその他の退職給付 35  448  50,154  368  41,198

非流動負債合計   3,552  397,648  3,537  395,967

純資産   8,418  942,395  8,222  920,453

資本金および剰余金          

株式資本 38  1  112  1  112

剰余金   7,745  867,053  7,444  833,356

当社の所有者に帰属する資本   7,746  867,165  7,445  833,468

非支配持分   672  75,230  777  86,985

資本合計   8,418  942,395  8,222  920,453

 

64ページから185ページ（訳者注：原文のページ）の連結財務諸表については、2019年３月15日に取締役会がその発行を承認し、取締役会を代表して以

下の者が署名した。

 

萬隆（Mr. Wan Long）　　　　　　　 郭麗軍（Mr. Guo Lijun）

取締役　　　　　　　　　　　　　　 取締役
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(3) 連結持分変動計算書

 
  当社の所有者に帰属     

  株式資本

 株式払込

剰余金

 資本

剰余金

 為替換算

剰余金  

その他の

剰余金  

法定

準備金  

利益

剰余金  合計  

非支配

持分  資本合計

  

百万

米ドル

 百万

米ドル

 百万

米ドル

 百万

米ドル

 百万

米ドル

 百万

米ドル

 百万

米ドル

 百万

米ドル

 百万

米ドル

 百万

米ドル

      (注(a))    (注記48)  (注(b))         

                     

2017年１月１日現在  1  2,905  (65)  (314) 715  238  2,836  6,316  722  7,038

当期純利益  －  －  －  －  －  －  1,133  1,133  186  1,319

在外営業活動体の換算によ

り生じた為替差額  －  －  －  284  －  －  －  284  49  333

確定給付年金制度に係る再

測定  －  －  －  －  (75) －  －  (75)  －  (75)

その他の包括利益（損失）

累計額に計上された金額

に関連する繰延税金資産

に係る再測定  －  －  －  －  (30) －  －  (30)  －  (30)

キャッシュ・フロー・ヘッ

ジの公正価値変動額  －  －  －  －  (11) －  －  (11) －  (11)

当期包括利益（損失）合計  －  －  －  284  (116) －  1,133  1,301  235  1,536

子会社持分の追加取得  －  －  (4) －  －  －  －  (4)  (3)  (7)

非支配持分への配当金支払

額  －  －  －  －  －  －  －  －  (174)  (174)

配当金(注記13)  －  －  －  －  －  －  (489)  (489) －  (489)

株式に基づく報酬  －  －  －  －  310  －  －  310  3  313

株式オプションの行使によ

る

株式の発行  －+  16  －  －  (5)  －  －  11  －  11

子会社の清算  －  －  －  －  －  －  －  －  (12)  (12)

非支配持分からの拠出  －  －  －  －  －  －  －  －  6  6

  －+  16  (4) －  305  －  (489)  (172)  (180)  (352)

2017年12月31日現在  1  2,921  (69) (30) 904  238  3,480  7,445  777  8,222

 
+１百万米ドル未満
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  当社の所有者に帰属     

  株式資本

 株式払込

剰余金

 資本

剰余金

 為替換算

剰余金  

その他の

剰余金  

法定

準備金  

利益

剰余金  合計  

非支配

持分  資本合計

  

百万

米ドル

 百万

米ドル

 百万

米ドル

 百万

米ドル

 百万

米ドル

 百万

米ドル

 百万

米ドル

 百万

米ドル

 百万

米ドル

 百万

米ドル

      (注(a))    (注記48)  (注(b))         

                     

2018年１月１日現在  1  2,921  (69) (30) 904  238  3,480  7,445  777  8,222

当期純利益  －  －  －  －  －  －  943  943  210  1,153

在外営業活動体の換算により

生じた為替差額  －  －  －  (160) －  －  －  (160)  (38)  (198)

確定給付年金制度に係る再測

定  －  －  －  －  (6) －  －  (6) －  (6)

キャッシュ・フロー・ヘッ

ジの公正価値変動額  －  －  －  －  6  －  －  6  －  6

当期包括利益（損失）合計  －  －  －  (160) －+ －  943  783  172  955

子会社持分の追加取得  －  －  (3) －  －  －  －  (3) －+　 (3)

子会社持分の部分的なみなし

処分  －  －  (3) －  －  －  －  (3) 3  －

非支配持分への配当金支払額 －  －  －  －  －  －  －  －  (281)  (281)

配当金(注記13)  －  －  －  －  －  －  (505)  (505) －  (505)

株式に基づく報酬  －  －  －  －  20  －  －  20  1  21

株式オプションの行使による

株式の発行  －+ 13  －  －  (4) －  －  9  －  9

振替  －  －  1  －  4  30  (35) －  －  －

  －+ 13  (5) －  20  30  (540) (482)  (277)  (759)

2018年12月31日現在  1  2,934  (74) (190) 924  268  3,883  7,746  672  8,418

 

+１百万米ドル未満
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  当社の所有者に帰属     

  株式資本

 株式払込

剰余金

 資本

剰余金

 為替換算

剰余金  

その他の

剰余金  

法定

準備金  

利益

剰余金  合計  

非支配

持分  資本合計

  百万円  百万円  百万円  百万円  百万円  百万円  百万円  百万円  百万円  百万円

      (注(a))    (注記48)  (注(b))         

                     

2017年１月１日現在  112　  325,215　  (7,277) (35,152) 80,044  26,644  317,490　  707,076　  80,828  787,904　

当期純利益  －  －  －  －  －  －  126,839　  126,839  20,823  147,662　

在外営業活動体の換算に

より生じた為替差額  

 

－  

 

－  

 

－  

 

31,794　  

 

－  

 

－  

 

－  

 

31,794　

 

 5,486　  37,279　

確定給付年金制度に係る

再測定  

 

－  

 

－  

 

－  

 

－  

 

(8,396)　 

 

－  

 

－  

 

(8,396) 

 

－  

 

(8,396)

その他の包括利益（損

失）累計額に計上され

た金額に関連する繰延

税金資産に係る再測定  

 

－  

 

－  

 

－  

 

－  

 

(3,359) 

 

－  

 

－  

 

(3,359) 

 

－  

 

(3,359)

キャッシュ・フロー・

ヘッジの公正価値変動

額  －  －  －  －  

 

(1,231) －  －  

 

(1,231) －  (1,231)

当期包括利益（損失）合

計  －  －  －  31,794　  (12,986) －  126,839　  145,647  26,308　  171,955

子会社持分の追加取得  －  －  

 

(448) －  －  －  －  (448)  

 

(336)  (784)

非支配持分への配当金支

払額  －  －  －  －  －  －  －  －  (19,479)  (19,479)

配当金(注記13)  －  －  －  －  －  －  (54,744)  (54,744) －  (54,744)

株式に基づく報酬  －  －  －  －  34,705　  －  －  34,705  336　  35,040

株式オプションの行使に

よる

株式の発行  －+ 1,791  －  －  (560) －  －  1,231  －  1,231

子会社の清算  －  －  －  －  －  －  －  －  (1,343)  (1,343)

非支配持分からの拠出  －  －  －  －  －  －  －  －  672  672

  －+ 1,791  (448) －  34,145　  －  (54,744)  (19,255)  (20,151)  (39,406)

2017年12月31日現在  112　  327,006　  (7,725) (3,359) 101,203  26,644  389,586  833,468  86,985  920,453

 

+１百万米ドル未満
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  当社の所有者に帰属     

  

株式資

本

 
株式払込

剰余金

 資本

剰余金

 為替換算

剰余金  

その他の

剰余金  

法定

準備金  

利益

剰余金  合計  

非支配

持分  資本合計

  百万円  百万円  百万円  百万円  百万円  百万円  百万円  百万円  百万円  百万円

      (注(a))    (注記48)  (注(b))         

2018年１月１日現在  112　  327,006　  (7,725) (3,359) 101,203  26,644  389,586  833,468  86,985  920,453

当期純利益  －  －  －  －  －  －  105,569  105,569  23,509  129,078

在外営業活動体の換算によ

り生じた為替差額  

 

－  

 

－  

 

－  (17,912)  

 

－  

 

－  

 

－  (17,912)  (4,254) (22,166)

確定給付年金制度に係る再

測定  

 

－  

 

－  

 

－  

 

－  

 

(672)　 

 

－  

 

－  (672) 

 

－  (672)

キャッシュ・フロー・ヘッ

ジの公正価値変動額  

 

－  

 

－  

 

－  

 

－  672　  

 

－  

 

－  672　  

 

－  672　

当期包括利益（損失）合計  －  －  －  (17,912) －+ －  105,569　  87,657  19,254  106,911

子会社持分の追加取得  －  －  (336) －  －  －  －  (336) －+　  (336)

子会社株式の部分的なみな

し処分  
 

－  

 

－  (336) 
 

－  

 

－  
 

－  
 

－  (336) 336  －

非支配持分への配当金支払

額  －  －  －  －  －  －  －  －  (31,458)  (31,458)

配当金(注記13)  －  －  －  －  －  －  (56,535) (56,535) －  (56,535)

株式に基づく報酬  －  －  －  －  2,239  －  －  2,239  112  2,351

株式オプションの行使によ

る

株式の発行  －+ 1,455  －  －  (448) －  －  1,008　  －  1,008

振替  －  －  112  －  448  3,359  (3,918) －  －  －

  －+ 1,455　  (560) －  2,239  3,359  (60,453)  (53,960)  (31,010)  (84,970)

2018年12月31日現在  112  328,461  (8,284)  (21,271) 103,442  30,003  434,702  867,165  75,230  942,395

 

+１百万米ドル未満
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注：

 

(a)　資本剰余金

 

資本剰余金は、既存の子会社に対する当社グループの所有持分の変動による非支配持分の修正額と支払ったまた

は受け取った対価の公正価値との差額を表している。

 

(b)　法定準備金

 

中国本土の関連規定および中国本土で登録している当社グループ内の子会社の定款に従い、各社は、法定準備金

が登録資本の累計50％になるまで、中国の会計規則に準拠して算定された純利益の10％を法定準備金に振り替える

ことを要求されている。この準備金への振替は、株主への配当の分配前に行わなければならない。

 

法定準備金は、前年度の損失を補填するか、関連する会社の資本を増加させる場合にのみ使用される。株主総会

決議による承認後、各関連する会社は、かかる事由後の法定準備金の残高が登録資本の25％以上であることを条件

に、法定準備金を資本に組み入れることができる。
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(4) 連結キャッシュ・フロー計算書

 

   12月31日終了年度

   2018年  2017年

 

  

百万米ドル

 

百万円

 

百万米ドル

 

百万円

          

営業活動          

税引前利益   1,411  157,960  1,501  168,037

調整：          

受取利息   (12)  (1,343)  (12)  (1,343)

財務費用   115  12,874  198  22,166

関連会社の純利益に対する持分   (8)  (896)  (8)  (896)

共同支配企業の純利益に対する持分   (27)  (3,023)  (14)  (1,567)

有形固定資産減価償却費   428  47,915  382  42,765

有形固定資産処分損失（利得）   2  224  (8)  (896)

無形資産償却費   9  1,008  7  784

純損益を通じて公正価値で測定する金融資産による評価益  (15)  (1,679)  －  －

売却可能投資の満期による利得   －  －  (8)  (896)

前払リース料の振戻し   4  448  5  560

棚卸資産の評価損   106  11,867  49  5,486

生物資産の売却コスト控除後の

公正価値の変動による損失（利得）

  

130  14,554  (13)  (1,455)

有形固定資産減損損失   4  448  12  1,343

売掛金に対する貸倒引当金   2  224  1  112

その他の非流動資産減損損失   12  1,343  13  1,455

株式に基づく報酬   21  2,351  313  35,040

子会社の処分による利得   －  －  (4)  (448)

保険料の返戻による利得   (4)  (448)  －  －

運転資本増減考慮前営業活動によるキャッシュ・フロー  2,178  243,827  2,414  270,247

生物資産の（増加）減少   (66)  (7,389)  8  896

棚卸資産の増加   (258)  (28,883)  (186)  (20,823)

売掛金および受取手形ならびにその他の債権の増加  (247)  (27,652)  (169)  (18,920)

開発中の不動産の増加   (25)  (2,799)  －  －

買掛金およびその他の債務の増加   26  2,911  26  2,911

営業活動からのキャッシュ   1,608  180,016  2,093  234,311

税金支払額   (234)  (26,196)  (438)  (49,034)

利息支払額   (119)  (13,322)  (143)  (16,009)

営業活動からの正味キャッシュ   1,255  140,497  1,512  169,268
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   12月31日終了年度

   2018年  2017年

   百万米ドル  百万円  百万米ドル  百万円

投資活動          

有形固定資産の購入   (811)  (90,791)  (530)  (59,335)

純損益を通じて公正価値で測定する金融資産の処分による収入  626  70,081  －  －

純損益を通じて公正価値で測定する金融資産の購入   (951)  (106,464) －  －

売却可能投資の処分による収入   －  －  540  60,453

売却可能投資の購入   －  －  (559)  (62,580)

担保提供/制限付預金の設定   (56)  (6,269)  (64)  (7,165)

担保提供/制限付預金の引出し   70  7,838  54  6,045

有形固定資産の処分による収入   20  2,239  40  4,478

利息受取額   6  672  12  1,343

関連会社からの配当金受取額   4  448  7  784

共同支配企業からの配当金受取額   1  112  －  －

子会社取得に係る正味現金支出額   (59)  (6,605)  (147)  (16,457)

関連会社の資本持分の取得   －  －  (88)  (9,852)

共同支配企業の資本持分の取得   (15)  (1,679) －  －

子会社の清算に係る正味現金支出額   －  －  (10)  (1,120)

子会社取得に関する条件付対価の決済   (7)  (784)  (58)  (6,493)

　有形固定資産に係る保険の請求   3  336  19  2,127

その他の固定資産の購入   (21)  (2,351) －  －

売却予定資産の建設   (27)  (3,023) －  －

投資活動において使用された正味キャッシュ   (1,217)  (136,242) (784)  (87,770)

財務活動          

借入による収入－取引コスト控除後   8,658  969,263  4,181  468,063

借入金の返済   (8,654)  (968,815)  (4,117)  (460,898)

非支配持分への配当金支払額   (290)  (32,467)  (179)  (20,039)

配当金支払額   (505)  (56,535)  (489)  (54,744)

子会社持分の追加取得に係る正味現金支出額   (3)  (336)  (4)  (448)

株式発行による収入   9  1,008  11  1,231

非支配持分による資本拠出   －  －  6  672

ファイナンス・リース債務の返済   (5)  (560)  －  －

財務活動において使用された正味キャッシュ   (790)  (88,442)  (591)  (66,162)

現金および現金同等物の純（減少）増加額   (752)  (84,186)  137  15,336

為替レートの変動の影響   (43)  (4,814)  19  2,127

現金および現金同等物の期首残高   1,279  143,184  1,123  125,720

現金および現金同等物の期末残高   484  54,184  1,279  143,184

現金および現金同等物の残高内訳          

銀行預金および現金   525  58,774  1,371  153,483

当座借越   (41)  (4,590)  (92)  (10,299)

   484  54,184  1,279  143,184

 

 

　　次へ
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（5）連結財務諸表に対する注記

 

1.企業およびグループの情報

 

WHグループ・リミテッド(「当社」)は、ケイマン諸島において、ケイマン諸島会社法に基づき設立登記された有

限責任免除会社である。当社の直接の持株会社は、ヒロイック・ゾーン・インベストメンツ・リミテッド(「ヒロ

イック・ゾーン」)であり、同社は英領ヴァージン諸島で法人設立された。また、当社の最終的な持株会社は、ラ

イズ・グランド・グループ・リミテッドで、同社も英領ヴァージン諸島で法人設立された。当社の株式は、2014年

８月５日に香港証券取引所（「証券取引所」）のメインボードに上場した。

 

当社の登録事務所の住所および主たる事業所の住所は、年次報告書(訳者注：原文の財務書類が掲載されている

年次報告書)の「会社の情報」のセクションに記載されている。

 

当社は投資持株会社である。2018年12月31日終了事業年度の当社の連結財務諸表は、当社およびその子会社（当

社グループが支配する組成された企業を含む。）(総称して「当社グループ」)、ならびに当社グループの関連会社

に対する持分および共同支配企業に対する持分で構成されている。当社グループは、主に加工食肉および生鮮豚肉

の製造および販売ならびに肉豚生産に従事している。主要な子会社の主要な事業内容については、注記50に記載さ

れている。

 

当社の機能通貨は、米ドルである。これは、当社グループの収入の大部分が米ドルで発生し、当社グループの主

要営業子会社が営業を行う主な経済環境の通貨であるためである。

 

2.1 作成の基礎

 

　当連結財務諸表は、国際会計基準審議会（「IASB」）によって公表された「国際財務報告基準」（「IFRS」）お

よび香港の「会社条例」の開示に関する要求事項に準拠して作成された。

　当連結財務諸表は、生物資産、純損益を通じて公正価値で測定する金融資産、公正価値で測定される一定の非流

動資産ならびにデリバティブ金融資産および負債を除き、取得原価主義で作成されている。当財務諸表は、別途の

記載がない限り、米ドルで表示されており、百万ドル未満は四捨五入（「百万米ドル」）している。

 

2.2 連結の基礎

 

当連結財務諸表は、当社およびそのグループ会社（当社グループが支配する組成された企業を含む。）の2018年

12月31日終了事業年度における財務諸表で構成されている。当社グループが投資先への関与により生じる変動リ

ターンへのエクスポージャーまたは権利を有し、投資先に対するパワーを通してリターンに影響を及ぼす能力があ

る場合に、支配が獲得される。特に、当社グループは、当社グループが以下を有している場合に、かつ、その場合

にのみ、投資先を支配する。

 

(a）投資先に対するパワー（すなわち、投資先の関連する活動を左右する現在の能力をもたらす既存の権利）

(b）投資先への関与による変動リターンに対するエクスポージャーまたは権利

(c）投資先に対するパワーをリターンに影響を及ぼすように用いる能力

 

通常、議決権の過半数を有することにより、支配する力が与えられるという推定がある。その推定を根拠付ける

ために、また、当社グループが投資先の議決権または類似の権利の過半数を有していない場合に、投資先へのパ

ワーを有するかを判断するには、以下を含むすべての関連する事実および状況を考慮する。

 

(a）投資先の他の議決権保有者との契約上の取決め

(b）他の契約上の取決めから生じる権利

(c）当社グループの議決権および潜在的議決権
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　当社グループは、事実または状況により支配の３つの要素のいずれかに変化があったことが示されている場合に

は、投資先を支配しているかどうかを再評価する。子会社の連結は、当社グループが子会社に対する支配を獲得し

たときから開始され、当社グループが子会社に対する支配を喪失したときに中止される。期中に取得または処分し

た子会社の資産、負債、収益および費用は、当社グループが支配を獲得した日から当社グループが子会社の支配を

喪失した日まで、連結財務諸表に含められる。

 

　たとえ非支配持分が負の残高になるとしても、損益およびその他の包括利益の各項目は当社の所有者および非支

配持分に属する。必要な場合には、子会社の会計方針を当社グループの会計方針に合わせるよう、子会社の財務諸

表に修正がなされる。グループ企業内のすべての資産、負債、資本、収益、費用およびグループ内の取引に関連す

るキャッシュ・フローは、連結の際に全額相殺消去される。

 

　既存の子会社に対する当社グループの所有者持分の変動のうち、当社グループの子会社に対する支配の喪失とな

らないものは、資本取引として会計処理される。当社グループの剰余金を含む関連する資本項目および非支配持分

の帳簿価額は、子会社に対する関連持分の変動を反映して修正される。非支配持分の修正金額（関連する資本の構

成要素の再配分後）と支払われたまたは受け取った対価の公正価値との差額は直接資本に認識され、当社の所有者

に帰属する。

 

　当社グループが子会社に対する支配を喪失する場合、利得または損失が、(ⅰ)受け取った対価の公正価値および

留保持分の公正価値の総額と、(ⅱ）当社の所有者に帰属する子会社の資産（のれんを含む。）および負債の帳簿

価額との差額として計算され、純損益に認識される。当該子会社に関連して以前にその他の包括利益に認識された

すべての金額は、当社グループが当該子会社の関連する資産または負債を直接処分したかのように会計処理される

（すなわち純損益に振り替えられるか、または直接利益剰余金に振り替えられる。）。支配喪失日現在の旧子会社

に残存する投資の公正価値はIAS第39号「金融商品：認識及び測定」に基づき、その後の会計処理に関しては当初

認識時の公正価値、該当する場合は、関連会社または共同支配企業に対する投資の当初認識時の原価とみなされ

る。

 

2.3 会計方針の変更および開示

　

　当社グループは、当期の財務諸表において、以下の新規および改訂されたIFRSを初めて適用した。

 

IFRS第２号の修正 「株式に基づく報酬取引の分類及び測定」

IFRS第４号の修正 「IFRS第９号『金融商品』のIFRS第４号『保険契約』との適用」

IFRS第９号 「金融商品」

IFRS第15号 「顧客との契約から生じる収益」

IFRS第15号の修正 「IFRS第15号『顧客との契約から生じる収益』の明確化」

IAS第40号の修正 「投資不動産の振替」

IFRIC第22号 「外貨建取引と前払・前受対価」

「年次改善2014-2016年サイクル」 IFRS第１号およびIAS第28号の修正

 

　IFRS第9号およびIFRS第15号に関して以下に説明した内容を除き、以上の新規および改訂された基準の適用によ

る、当財務諸表への重要な金額的影響はなかった。

 

IFRS第15号「顧客との契約から生じる収益」

　IFRS第15号は、IAS第11号「工事契約」、IAS第18号「収益」および関連する解釈指針を置き換え、顧客との契約

から生じるすべての収益に適用される。ただし、当該契約が他の基準の範囲に含まれる場合は除く。この新基準は

顧客との契約から生じる収益を５つのステップで会計処理するモデルを定めている。IFRS第15号に基づき、収益は

財またはサービスの顧客への移転と交換に企業が権利を得ると見込む対価を反映する金額で認識される。

 

　本基準は、顧客との契約にモデルの各ステップを適用する際、企業はすべての関連する事実および状況を考慮し

て判断を行使することを要求している。本基準はまた契約獲得の増分コストおよび契約の履行に直接関連するコス

トの会計処理についても定めている。
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　当社グループは、IFRS第15号の適用開始の累積的影響を2017年事業年度の利益剰余金の期首残高の修正として認

識することを認める修正遡及適用アプローチを用いてIFRS第15号を適用した。当社グループは、完了した契約につ

いて実務上の便法を適用することを選択し、2018年１月１日より前に完了した契約の修正再表示を行わなかったた

め、比較数値は修正再表示されていない。

 

　IFRS第15号では、顧客に値引または返品権が提供される場合、取引価格は変動性があると見なされる。当社グ

ループは、財の移転と交換に権利を得ると見込んでいる対価の金額を見積っている。変動対価は契約開始時に見積

られ、変動対価に関する不確実性がその後に解消される時点で、認識した収益の累計額の重大な戻入れが生じない

可能性が非常に高くなるまで制限される。当社グループは、当社グループが権利を得ると見込んでいる変動対価の

金額をより適切に予測するものとして、期待値法または最頻値法のいずれかを適宜用いて、引当金、値引および返

品権の金額を見積っている。

 

　以下の組替の影響を除き、IFRS第15号の適用は当社グループの連結財務諸表に重要な影響を及ぼさない。

 

2018年12月31日現在に行われた組替は、IFRS第15号で用いられる用語との統一を目的としたものであり、顧客から

の前受金（2017年：98百万米ドル）は未払費用およびその他の債務の下で預り金から契約負債に振り替えられた。

 

　IFRS第15号を適用していなかった場合、当社グループの連結財務諸表の金額に大きな変動はなかった。

 

IFRS第９号「金融商品」

　IFRS第９号「金融商品」は、IAS第39号「金融商品：認識及び測定」を置き換え、2018年１月１日以後開始する

事業年度から適用される。この基準は、金融商品の分類および測定、減損ならびにヘッジ会計に係る会計処理の３

つのすべての側面を統合するものである。

 

　当社グループはIASBがマクロヘッジプロジェクトを完了するまで、既存のIAS第39号に基づくヘッジ会計の要求

事項を適用することを選択した。このヘッジ会計を除き、当社グループはIFRS第９号を当該経過措置に従い2018年

１月１日を適用開始日として遡及的に適用している。当社グループは、IAS第39号の分類および測定の要求事項に

基づき作成された2017年１月１日に開始する期間の比較情報を修正しないことを選択している。

 

分類および測定

　2018年１月１日、当社グループの経営者は当社グループが保有する金融資産に適用される事業モデルを評価し、

当社グループの金融商品をIFRS第９号の適切な区分に分類した。

 

　適用開始日である2018年１月１日時点の当社グループの金融商品は以下の通りである。
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測定区分 帳簿価額

 適用前（IAS第39号）適用後（IFRS第9号） 適用前 適用後 差異

   百万米ドル 百万米ドル 百万米ドル

非流動金融資産      

その他の債権 貸付金および債権 償却原価 41 41 ̶

売却可能投資 償却原価 N/A 7 ̶ (7)
純損益を通じて公正価値（FVPL）で測定

する金融資産 N/A FVPL ̶ 7 7

担保提供預金 貸付金および債権 償却原価 5 5 ̶

その他の非流動資産 FVPL FVPL 130 130 ̶

流動金融資産      

売掛金および受取手形 貸付金および債権 償却原価 989 989 ̶

前払金、保証金およびその他の債権に含

まれる金融資産 貸付金および債権 償却原価 21 21 ̶

担保提供/制限付預金 貸付金および債権 償却原価 69 69 ̶

銀行預金および現金 貸付金および債権 償却原価 1,371 1,371 ̶

デリバティブ FVPL FVPL 32 32 ̶

流動金融負債      

買掛金 償却原価 償却原価 1,076 1,076 ̶

未払費用およびその他の債務に含ま

れる金融負債 償却原価 償却原価 358 358 ̶

借入金 償却原価 償却原価 809 809 ̶

当座借越 償却原価 償却原価 92 92 ̶

デリバティブ FVPL FVPL 27 27 ̶

非流動金融負債      

借入金 償却原価 償却原価 2,297 2,297 ̶

その他の債務 償却原価 償却原価 199 199 ̶

ファイナンス・リース債務 償却原価 償却原価 23 23 ̶

 

 

　売却可能投資（2017年: ７百万米ドル）はFVPLで測定される金融資産に振り替えられた。前述した振替を除き、

IFRS第９号の適用は当社グループの金融資産の分類および測定に重要な影響を及ぼしていない。

 

　当社グループの金融負債の会計処理はIAS第39号に基づくものと概ね同様である。IAS第39号の要求事項と同様

に、IFRS第９号は条件付対価の債務を、公正価値で測定される金融商品として取り扱い、公正価値の変動を純損益

に認識することを要求している。

 

　IFRS第９号に基づき、組込デリバティブはもはや主契約である金融資産から分離されない。その代わりに、金融

資産は契約条件および当社グループの事業モデルに基づき分類される。金融負債および非金融商品の主契約に組み

込まれているデリバティブの会計処理はIAS第39号の要求から変更はない。

 

減損

　IFRS第９号の適用は当社グループの金融資産の減損に重要な影響を及ぼしていない。
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2.4　公表済みであるが未発効の国際財務報告基準

 

当社グループは、公表済みであるが未発効の以下の新規および改訂されたIFRSを、財務諸表において適用してい

ない。

 

IFRS第３号の修正 「事業の定義」2

IFRS第９号の修正 「負の補償を伴う期限前償還特性」1

IFRS第10号およびIAS第28号の修正 「投資者と関連会社又はジョイント・ベンチャーとの間の資産の売

却又は拠出」4

IFRS第16号 「リース」1

IFRS第17号 「保険契約」3

IAS第１号およびIAS第８号の修正 「『重要性がある』の定義」2

IAS第19号の修正 「制度改訂、縮小又は清算」1

IAS第28号の修正 「関連会社およびジョイント・ベンチャーに対する長期持分」1

IFRIC第23号 「法人所得税務処理に関する不確実性」1

「年次改善2015-2017年サイクル」 IFRS第３号、IFRS第11号、IAS第12号およびIAS第23号の修正1

 

1　　2019年１月１日以後開始する事業年度から適用。

2　　2020年１月１日以後開始する事業年度から適用。

3　　2021年１月１日以後開始する事業年度から適用。

4　　強制適用日は未定であるが、早期適用が可能。

 

　適用時に当社グループに影響を与えると予測されるIFRSに関する詳細については以下の通りである。一方、経営

者は当社グループにとって現在利用できる情報に基づき、これらの基準について見積られた影響の評価を行った。

なお、実際の影響は、基準適用時に利用できる追加的で合理的な根拠情報により、以下と異なる可能性がある。

 

IFRS第３号の修正「事業の定義」

　IFRS第３号の修正では、事業の定義が明確化されるとともに、追加的な指針が提供されている。この修正によ

り、統合された活動と資産の組み合わせが事業に該当するためには、最低限の要件として、インプットおよびイン

プットと一体でアウトプットの創出能力に大きく寄与する実質的なプロセスが必要であることが明確にされた。ア

ウトプットの創出に必要なインプットおよびプロセスのすべてがなかったとしても事業と判断し得る。本修正で

は、市場参加者が事業取得し、継続してアウトプットを算出することができるかどうかの評価が削除された。その

代わりに、取得したインプットと取得した実質的なプロセスが一体で、アウトプットを創出する能力に大きく寄与

するかどうかに焦点が当てられている。本修正では、アウトプットの定義も絞り込み、顧客に提供される財または

サービス、投資収益または通常の活動から生じるその他の収益に焦点を当てたものとした。さらに、取得したプロ

セスが実質的なものであるかどうかの評価に資するガイダンスが追加されたほか、取得した活動および資産の組み

合わせが事業に該当しないかの評価を簡便的に行うことを容認するため、任意の公正価値に基づくスクリーニン

グ・テストが導入されている。当社グループは、これらの修正を2020年１月１日から将来に向かって適用する予定

である。

 

IFRS第16号「リース」

　IFRS第16号は、貸手と借手の両方について、リース契約の識別および会計処理に関する包括的なモデルを導入し

ている。IFRS第16号が発効するとIAS第17号「リース」および関連する解釈指針を置き換えることになる。

 

　IFRS第16号は、特定された資産が顧客によって支配されるかどうかに基づきリースおよびサービス契約を区別し

ている。オペレーティング・リースとファイナンス・リースの区別はリース会計から削除され、使用権資産および

対応する負債を借手によるすべてのリース（短期・少額リースを除く）について認識しなければならないモデルに

置き換えられている。
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　IFRS第16号では、借手の認識に関して、少額資産のリースと短期リースに関する２つの選択可能な免除規定が設

けられている。借手はリースの開始日において、リース料に係る支払債務（リース負債）と、対応するリース期間

にリース資産を使用する権利を表す資産（使用権資産）を認識する。使用権資産は減価償却累計額および減損損失

累計額控除後の取得原価で事後測定される。（ただし、IAS第40号の投資不動産の定義を満たす使用権資産、また

は再評価モデルを適用する有形固定資産のクラスに関するものを除く。）その後、リース負債は当該リース負債に

対する金利を反映して増額され、支払ったリース料に応じて減額される。借手はリース負債から生じる利息費用と

使用権資産から生じる減価償却費を別個に認識することを要求される。また、一定の事象（リース期間の変更や、

リース料の決定のために使用される指数またはレートの変動から生じる将来のリース料の変更）が生じた場合に

は、借手はリース負債を再評価しなければならない。借手は、リース負債の再測定により生じる変動額を、通常は

使用権資産の調整として認識する。IFRS第16号における貸手の会計処理は、IAS第17号における会計処理と実質的

に変更がない。貸手は引き続き、すべてのリースをIAS第17号における原則に基づいて分類し、オペレーティン

グ・リースまたはファイナンス・リースに区分する。IFRS第16号では、IAS第17号よりも広範囲な開示が借手と貸

手に要求される。借手は本基準の適用に当たり、完全遡及アプローチを用いるか、修正遡及アプローチを用いるか

を選択することができる。当社グループは2019年１月１日からIFRS第16号を適用する。

 

　当社グループは、IFRS第16号の経過措置を適用し、初度適用の累計的影響を2019年１月１日現在の利益剰余金の

期首残高の修正として認識する計画であり、比較情報の修正再表示は行わない予定である。また、当社グループは

過去にIAS第17号を適用してリースとして識別された契約に新しい要求事項を適用し、リース負債を残りのリース

料を適用開始日現在の借手の追加借入利子率を用いて割り引いた現在価値で測定することを計画している。使用権

資産はリース負債と同額（適用開始日の直前に財政状態計算書に認識した当該リースに係る前払リース料または未

払リース料の金額で調整後）で測定される。

 

　当社グループは、当該基準が適用開始日から12ヶ月以内にリース期間が終了するリース契約について認めている

免除規定を使用する予定である。2018年に当社グループはIFRS第16号の適用がもたらす影響の評価を実施した。

2018年12月31日現在、注記41に開示のとおり、当社グループは解約不能オペレーティング・リース契約を354百万

ドル有している。当社グループは、IFRS第16号の適用時に少額・短期リースに適格でない限り、これらのリースに

関して使用権資産および対応する負債を認識する予定である。さらに、新たな要求事項の適用により、上記のとお

り、測定、表示および開示に変更が生じる可能性がある。

 

IAS第１号およびIAS第８号の修正「『重要性がある』の定義」

　IAS第１号およびIAS第８号の修正では、「重要性がある」の新しい定義が公表された。新しい定義は、「情報

は、それを省略、誤表示又は覆い隠したときに、特定の報告企業の財務情報を提供する一般目的財務諸表の主要な

利用者が当該財務諸表に基づいて行う意思決定に影響を与えると合理的に予想し得る場合には重要性がある」と述

べている。本修正により、重要性は情報の性質または大きさにより決まるということが明確になる。情報の誤表示

は、主要な利用者が行う意思決定に影響を与えると合理的に予想し得る場合には重要性がある。当社グループは、

これらの修正を2020年１月１日から将来に向かって適用する予定である。本修正は当社グループの財務諸表に重要

な影響を及ぼさないと予想している。

 

IFRIC第23号「法人所得税務処理に関する不確実性」

　IFRIC第23号は、IAS第12号の適用に影響をもたらす不確実性が税務処理にみられる場合（「不確実な税務上のポ

ジション」と呼ばれることが多い）における法人所得税（当期税金および繰延税金）の会計処理を定めている。本

解釈指針は、IAS第12号の適用範囲外である税金や賦課金には適用されず、不確実な税務処理に関連して生じる利

息や罰金に関する要求事項も定めていない。本解釈指針は、以下の事項を取り扱っている。

(ⅰ) それぞれの不確実な税務処理を別個に検討すべきかどうか

(ⅱ) 規制当局による税務調査について想定すべきこと

(ⅲ) 課税所得（税務上の欠損金）、税務基準額、税務上の繰越欠損金、繰越税額控除および税率をどのように

決定すべきか

(ⅳ) 事実と状況の変化をどのように考慮すべきか

本解釈指針は遡及適用される。適用に当たっては、事後判断を用いずに完全遡及適用するか、比較情報を修正再表

示せず、適用の累積的影響を適用開始日現在の資本に対する修正として認識する形で遡及適用する。当社グループ
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は、本解釈指針を2019年１月１日から将来に向かって適用する予定である。本解釈指針は当社グループの財務諸表

に重要な影響を及ぼさないと予想している。

 

3.重要な会計方針の要約

 

企業結合およびのれん

 

　企業の取得は、取得法を用いて会計処理される。企業結合で移転された対価は公正価値で測定され、当該公正価

値は、被取得企業に対する支配と交換に当社グループが移転した資産、当社グループに発生した被取得企業の旧所

有者に対する負債および当社グループが発行した資本持分の取得日公正価値の合計額として計算される。取得関連

コストは発生時に純損益に認識される。

 

　取得日現在、識別可能な取得資産および引受負債は公正価値で認識される。ただし、以下を除く。

 

・　繰延税金資産または繰延税金負債および従業員給付契約に関連する負債または資産は、それぞれIAS第12号

「法人所得税」およびIAS第19号「従業員給付」に準拠して認識および測定される。

 

・　被取得企業の株式に基づく報酬契約または被取得企業の株式に基づく報酬契約と置き換えるために締結され

た当社グループの株式に基づく報酬契約に関連する負債または資本性金融商品は、IFRS第２号「株式に基づく

報酬」に準拠して取得日に測定される（以下の会計方針参照。）。

 

・　IFRS第５号「売却目的で保有する非流動資産及び非継続事業」に準拠して、売却目的保有として分類される

資産（または処分グループ）は同基準に準拠して測定される。

 

　のれんは、移転された対価、被取得企業に対する非支配持分の金額および取得企業がこれまでに保有していた被

取得企業に対する資本持分がある場合にはその公正価値の総額が、識別可能な取得資産および引受負債の取得日現

在の正味金額を超過する金額として測定される。再評価後に、識別可能な取得資産および引受負債の取得日現在の

正味金額が、移転された対価、被取得企業に対する非支配持分の金額および取得企業がこれまでに保有していた被

取得企業に対する持分がある場合にはその公正価値の総額を超過する場合、その超過額は割安購入益として直ちに

純損益に認識される。

 

　非支配持分のうち現在の所有者持分であり清算時の関連する子会社の純資産に対する比例的な取り分を保有者に

与えているものは、当初公正価値または被取得企業の識別可能純資産の認識額に対する非支配持分の比例的な取り

分のいずれかで測定する。測定基準の選択は取引ごとに行われる。

 

　企業の取得時に生じたのれんは、当該企業の取得日（上記の会計方針を参照）に設定された取得原価から減損損

失累計額（存在する場合）を控除した金額で計上される。

 

　減損テストの目的上、のれんは、企業結合のシナジーから便益を得ると見込まれる、当社グループの各資金生成

単位（「CGU」）（またはCGUのグループ）に配分される。これは、内部管理目的でのれんを監視する最小の水準か

つ事業セグメントよりも大きくない水準を表している。

 

　のれんが配分されたCGU（またはCGUのグループ）には、年に一回、またはその単位が減損している兆候がある場

合にはより頻繁に減損テストが行われる。報告期間中の取得時に生じるのれんに関しては、のれんが配分された

CGU（またはCGUのグループ）にはその報告期間の末日より前に減損テストが行われる。回収可能価額が帳簿価額を

下回る場合、減損損失は、最初にのれんの帳簿価額を減額するように配分され、その後単位（またはCGUのグルー

プ）内の各資産の帳簿価額に基づく比例按分でその他の資産に配分される。

 

　関連するCGUの処分時には、帰属するのれんの金額は、処分損益の金額の算定に含まれる。

 

公正価値測定

EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

 83/308



 

　公正価値は、測定日における市場参加者間での秩序ある取引において、資産を売却するために受け取るであろう

価格または負債を移転するために支払うであろう価格であり、その価格が直接観察可能であるのか、または他の評

価技法を用いて見積られるのかには関係がない。資産または負債の公正価値を見積る際、市場参加者が測定日にお

いて資産または負債の価格を決定するときに資産または負債の特徴を考慮に入れる場合には、当社グループはそれ

らの特徴を考慮に入れる。当連結財務諸表における測定および／または開示目的の公正価値はこのような基準で決

定される。ただし、IFRS第２号「株式に基づく報酬」の範囲内の株式に基づく報酬取引、IAS第17号「リース」の

範囲内のリース取引、IAS第２号「棚卸資産」における正味実現可能価額またはIAS第36号「資産の減損」における

使用価値などの公正価値と何らかの類似性はあるが公正価値ではない測定を除く。

 

　非金融資産の公正価値測定には、当該資産の最有効使用を行うことまたは当該資産を最有効使用するであろう他

の市場参加者に売却することにより、市場参加者が経済的便益を生み出す能力を考慮に入れる。

　　

当社グループは、公正価値を測定するために、状況に適合し、十分なデータが利用可能な評価技法を使用する。

その際、関連性のある観察可能なインプットの使用を最大限にし、観察可能でないインプットの使用を最小限にす

る。

 

　当財務諸表において公正価値を測定または開示したすべての資産および負債は、公正価値測定全体にとって重大

なインプットのうち最も低いレベルのインプットに基づき、以下に記載されている公正価値ヒエラルキーに分類さ

れる。

 

レベル１　－同一の資産または負債に関する活発な市場における相場価格（無調整）に基づく。

 

レベル２　－公正価値測定にとって重大なインプットのうち最も低いレベルの、直接または間接に観察可能

なインプットを用いた評価技法に基づく。

 

レベル３　－公正価値測定にとって重大なインプットのうち最も低いレベルの、観察可能でないインプット

を用いた評価技法に基づく。

 

　当財務諸表において経常的に認識されている資産および負債については、当社グループは各報告期間の末日現在

で分類（公正価値測定全体にとって重大なインプットのうち最も低いレベルのインプットに基づく）を再評価し、

ヒエラルキーの異なるレベル間の振替が生じたか否かを決定する。

 

関連当事者

　以下に該当する場合、ある当事者は当社グループと関連があると見なされる。

 

(a) その当事者は個人または当該個人の近親者であり、当該個人が次のいずれかに該当する。

(ⅰ) 当社グループに対する支配または共同支配を有している。

(ⅱ) 当社グループに対する重要な影響力を有している。

(ⅲ) 当社グループまたは当社グループの親会社の経営幹部の一員である。

または

(b) その当事者は企業であり、次のいずれかの条件に該当する。

(ⅰ) 当該企業と当社グループが同一グループの一員である。

(ⅱ) 一方の企業が他方の企業の関連会社または共同支配企業（または、他方の企業の親会社、子会社または兄

弟会社）である。

(ⅲ) 当該企業および当社グループが同一の第三者の共同支配企業である。

(ⅳ) 一方の企業が第三者の共同支配企業であり、他方の企業が当該第三者の関連会社である。

(ⅴ) 当該企業が当社グループまたは当社グループと関連がある企業のいずれかの従業員の給付のための退職後

給付制度である。

(ⅵ) 当該企業が(a)に示した個人に支配または共同支配されている。
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(ⅶ) (a)(i)に示した個人が当該企業に対する重要な影響力を有しているか、または当該企業（もしくは当該企

業の親会社）の経営幹部の一員である。

(ⅷ) 当該企業（または当該企業が属する企業集団の一員）が当社グループまたは当社グループの親会社に経営

幹部サービスを提供している。

 

関連会社および共同支配企業に対する持分

 

　関連会社とは、当社グループが重要な影響力を有している企業をいう。重要な影響力とは、投資先の財務および

営業の方針決定に参加するパワーであるが、当該方針に対する支配または共同支配ではないものをいう。

 

　共同支配企業とは、取決めに対して共同支配を有する当事者が当該共同支配の取決めの純資産に対する権利を有

している場合の共同支配の取決めをいう。共同支配とは、取決めに対する契約上合意された支配の共有をいい、関

連性のある活動に関する意思決定が、支配を共有している当事者の全員一致の合意を必要とする場合にのみ存在す

る。

 

　関連会社および共同支配企業の損益ならびに資産および負債は、持分法を用いて当連結財務諸表に織り込まれて

いる。持分法会計目的で使用される関連会社または共同支配企業の財務諸表は、類似の状況における同様の取引お

よび事象に関し、当社グループの会計方針と統一した会計方針を用いて作成される。持分法に基づき、関連会社ま

たは共同支配企業に対する投資は、当初連結財政状態計算書に取得原価で認識され、その後は関連会社または共同

支配企業の純損益およびその他の包括利益に対する当社グループの持分を認識するために修正される。関連会社ま

たは共同支配企業の損失に対する当社グループの持分が同関連会社または共同支配企業に対する当社グループの持

分（当該関連会社または共同支配企業に対する当社グループの正味投資の一部を実質的に構成する長期の持分を含

む。）を超過する場合、当社グループはそれ以上の損失についての持分の認識を中止する。追加的な損失は、当社

グループに法的債務もしくは推定的債務が生じている範囲または当社グループが関連会社または共同支配企業に代

わって支払った金額の範囲でのみ認識される。

 

　関連会社および共同支配企業に対する投資は、当該投資先が関連会社または共同支配企業になった日から持分法

を用いて会計処理される。関連会社または共同支配企業に対する投資の取得時に、投資の取得原価が投資先の識別

可能な資産および負債の正味公正価値に対する当社グループの持分を上回る超過額は、のれんとして認識され、こ

れは投資の帳簿価額に含められる。

　　

　再評価後に識別可能な資産、負債および偶発負債の正味公正価値に対する当社グループの持分が取得原価を上回

る超過額は、当該投資を取得した期間に直ちに純損益に認識される。

 

　当社グループは、関連会社または共同支配企業に対する当社グループの持分が減損している可能性を示す客観的

な証拠があるかどうかを評価する。客観的証拠がある場合、投資全体の帳簿価額（のれんを含む。）について、回

収可能価額（使用価値または売却コスト控除後の公正価値のいずれか高い方）をその帳簿価額と比較することによ

り、単一の資産としてIAS第36号「資産の減損」に準拠した減損テストを行う。認識された減損損失は投資の帳簿

価額の一部を構成する。当該減損損失の戻入れは、投資の回収可能価額がその後に増加した範囲で、IAS第36号に

準拠して認識される。

 

　当社グループの関連会社に対する重要な影響力または共同支配企業に対する共同支配が終了する場合、投資先に

対する持分全体の売却として会計処理され、その結果生じた利得または損失は純損益に認識される。関連会社また

は共同支配企業の帳簿価額と、残余持分の公正価値および関連会社または共同支配企業に対する持分の売却収入と

の差額は、関連会社または共同支配企業の処分損益の決定に含まれる。さらに当社グループは、以前に関連会社ま

たは共同支配企業に関連してその他の包括利益に認識されていたすべての金額を、関連会社または共同支配企業が

関連する資産または負債を直接処分した場合に要求されるのと同様の基準で会計処理する。したがって、以前に関

連会社または共同支配企業によってその他の包括利益に認識されていた利得または損失が、関連する資産または負

債の売却時に純損益に振り替えられる場合、当社グループは、持分法が中止された際に、当該利得または損失を資

本から純損益に（組替調整として）振り替える。
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　グループ企業は当社グループの関連会社または共同支配企業と取引を行う際に、関連会社または共同支配企業と

の取引から生じる損益は、当社グループとは関連のない関連会社に対する持分の範囲でのみ当連結財務諸表に認識

される。

 

収益認識（2018年１月１日から適用)

顧客との契約から生じる収益

　顧客との契約から生じる収益は、財またはサービスの支配が、当該財またはサービスと交換に当社グループが権

利を得ると見込んでいる対価を反映する金額で顧客に移転された時に認識される。

 

　以下のいずれかに該当する場合、財またはサービスの支配は一定の期間にわたり移転される。

•　当社グループの履行によって提供される便益を、顧客が受け取ると同時に消費する。

•　当社グループの履行が資産を創出するか、増価させ、顧客が当社グループの履行につれてそれを支配する。

•　当社グループの履行が、当社グループが他に転用できる資産を創出せず、かつ、当社グループが現在までに

完了した履行に対する支払を受ける強制可能な権利を有している。

 

　資産に対する支配が一定の期間にわたり移転する場合、収益は履行義務の完全な充足に向けての進捗度を参照す

ることにより、契約期間にわたり認識される。その他の場合には、収益は顧客が資産に対する支配を獲得した一時

点で認識される。

 

　履行義務の完全な充足に向けての進捗度は、当社グループの履行義務の充足に向けての当社グループの労力また

はインプットが、当該履行義務の充足のために予想される労力またはインプット合計に占める割合に基づいて測定

される。

 

　契約の条件および当該契約に適用される法律に応じて、財またはサービスに対する支配は一定の期間にわたり移

転されるか、または一時点で移転される場合がある。

 

　契約の対価が変動性のある金額を含んでいる場合には、当該財またはサービスの顧客への移転と交換に当社グ

ループが権利を得ることとなる対価の金額を見積る。当該変動対価は契約開始時に見積り、変動対価に関連する不

確実性がその後に解消される時点で、認識した収益の累計額の重大な戻し入れが生じない可能性が非常に高くなる

まで制限される。

 

　契約に、一年超にわたり顧客への財又はサービスの移転に係る資金提供の重大な便益を顧客に提供する金融要素

が含まれる場合には、収益は契約開始時における当社グループと顧客との間の独立した金融取引に反映されるであ

ろう割引率を用いて算定した、顧客から受け取る金額の現在価値で測定される。契約に、一年超にわたり当社グ

ループに重大な財務上の便益を提供する金融要素が含まれる場合には、当該契約に基づいて認識される収益には、

契約負債について発生し実効金利法に従って算定した利息費用が含まれる。顧客による支払と約束した財または

サービスの移転との間の期間が1年以内の契約の場合には、IFRS第15号の実務上の便法を利用して、重大な金融要

素の影響について取引価格の調整は行わない。

 

　肉および関連する製品の販売から生じる収益は当該資産に対する支配が顧客に移転される時点（通常は肉および

関連する製品が引き渡された時点）で認識される。

 

　一般的な支払期限は引渡し後30日から90日である。ただし、新規顧客の場合は通常、前払いが要求される。肉お

よび関連する製品に関する一部の販売契約では、顧客に返品権とリベートを提供しており、これにより制限の対象

となる変動対価が生じる。

 

　顧客は当社グループが提供する便益を受け取ると同時に消費するため、サービスの提供により生じる収益は、

サービスが提供される際に一定の期間にわたり認識される。

 

他の源泉からの収益
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　受取利息は、実効金利法を用いて発生主義で認識される。実効金利法は、金融商品の予想残存期間または適切な

場合にはより短い期間にわたって見積った将来現金受領額の見積額を、当該金融資産の正味帳簿価額まで正確に割

り引く利率を適用している。

 

　配当収益は、株主の支払を受ける権利が確定し、当該配当に関連する経済的便益が当社グループに流入する可能

性が高く、かつ配当額を信頼性をもって測定できる場合に認識される。

 

収益認識（2018年１月１日より前に適用)

　収益は、受領したまたは受領予定の対価の公正価値で測定される。割引および売上に関連する税金については収

益から控除する。

 

　収益は、収益の金額を信頼性をもって測定できる場合に認識される。すなわち、将来の経済的便益が当社グルー

プに流入する可能性が高く、下記のように当社グループの各活動に関する特定の基準を満たした場合に認識され

る。

 

　財の販売による収益は、財が引き渡され、権利が移転したときに認識される。

 

サービスの提供により生じる収益はサービスが提供されたときに認識される。

 

　利息収益は、元本残高および適用可能な実効金利を参照して、時間基準で未収計上される。実効金利は、当該金

融資産の予想残存期間を通じての将来の現金受領額の見積額を、当初認識時における当該資産の正味帳簿価額まで

正確に割り引く利率をいう。

 

　投資による配当収益は、株主の支払を受ける権利が確定したときに認識される。

 

契約資産（2018年１月１日から適用）

　契約資産とは、顧客に移転した財またはサービスと交換に受け取る対価に対する権利である。顧客が対価を支払

うか、または支払期限が到来する前に、当社グループが財またはサービスの顧客への移転によって履行する場合に

は、条件付きで獲得する対価について契約資産を認識する。

 

契約負債（2018年１月１日から適用）

　契約負債とは、当社グループが顧客に財またサービスを移転する義務であり、当社グループが顧客からすでに対

価を受け取っている（または対価の金額の期限が到来している）ものをいう。当社グループが財またはサービスを

顧客に移転する前に、顧客が対価を支払う場合には、支払が行われた時点または支払期限が到来した時点のいずれ

か早い時点で契約負債を認識する。契約負債は、当社グループが契約に基づいて履行した時点で収益として認識さ

れる。

 

契約コスト（2018年１月１日から適用）

　棚卸資産、開発中資産、有形固定資産および無形資産として資産化されるコストを除き、顧客との契約を履行す

るために生じたコストは、次の要件のすべてに該当する場合、資産として計上する。

(a) 当該コストが、契約または企業が具体的に特定できる予想される契約に直接関連している。

(b) 当該コストが、将来において履行義務の充足（または継続的な充足）に使用される企業の資源を創出するか、

または増価する。

(c) 当該コストの回収が見込まれている。

 

　資産化された契約コストは、関連する資産の収益認識のパターンと整合する規則的な方法で償却され、純損益に

計上される。その他の契約コストは発生時に費用処理する。

 

返品権に係る資産（2018年１月１日から適用）

　返品権に係る資産は、顧客が返品すると見込まれる財を回収する当社グループの権利を表す。当該資産は、返品

される財の従前の帳簿価額から、当該財の回収のための予想コスト（返品された財の価値の潜在的な下落を含む）
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を控除した金額で測定される。当社グループは、予想返品率の変更や返品された財の価値のさらなる下落を反映す

るため、当該資産の測定を見直している。

 

返金負債（2018年１月１日から適用）

　返金負債とは、顧客から受領した（または受領する）対価の一部または全部を返金する義務であり、当社グルー

プが最終的に顧客に返金することを見込む金額で測定する。当社グループは、各報告期間末日に返金負債の見積り

（および対応する取引価格の変更）を見直している。

 

リース

 

　リースは、リースの条件により所有に伴うリスクおよび経済価値がほとんどすべて借手に移転する場合にはいつ

でも、ファイナンス・リースとして分類される。その他のリースはすべてオペレーティング・リースに分類され

る。

 

当社グループが貸手

 

　オペレーティング・リースによる賃貸収益は、関連するリース期間にわたり定額法で純損益に認識される。オペ

レーティング・リースの交渉および契約締結において発生した初期直接コストは、リース資産の帳簿価額に加えら

れ、賃貸収益と同じ基準でリース期間にわたり認識される。変動リース料は獲得した期において、収益として認識

される。

 

当社グループが借手

 

　ファイナンス・リースに基づき保有される資産は、当社グループの資産として、リース開始日現在の公正価値ま

たは最低リース料総額の現在価値のいずれか低い金額で認識される。対応する貸手に対する負債は、連結財政状態

計算書にファイナンス・リース債務として含められる。

 

　リース料は、負債残高に対して一定の利子率となるように、金融費用とリース債務の返済部分とに配分される。

金融費用は直ちに財務費用として純損益に認識される。ただし、当該費用が直接適格資産に起因しており、当社グ

ループの借入コストに関する一般的な会計方針（下記の会計方針参照。）に従って資産化されることになる場合を

除く。

 

　オペレーティング・リースの支払リース料は、リース期間にわたり定額法で営業費用として認識される。ただ

し、他の規則的な方法によりリース資産からの経済的便益が費消される時間的パターンがより適切に表される場合

を除く。

 

有形固定資産

 

　財またはサービスの生産または供給に使用する目的、または管理目的で保有される建物を含む有形固定資産（下

記の建設仮勘定を除く。）は、連結財政状態計算書に、取得原価から取得後の減価償却累計額および減損損失累計

額を控除した金額で計上される。

 

自社保有土地は減価償却されない。

 

　減価償却費は、有形固定資産項目（自社保有土地および建設仮勘定を除く。）の取得原価から残存価額を控除し

た額を、見積耐用年数にわたり定額法により償却するように認識される。見積耐用年数、残存価額および減価償却

方法は各報告期間の末日において見直され、見積りの変更による影響は以下の基準で会計処理される。

 

建物 　　　　　　　　　　　10年から40年

車両 　　　　　　　　　　　３年から10年

工場、機械および備品　　　 ５年から25年
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　生産目的、供給目的または管理目的の建設仮勘定は、取得原価から認識された減損損失を控除した金額で計上さ

れる。取得原価には専門家報酬が含まれ、適格資産については、当社グループの会計方針に従って資産化された借

入コストも含まれる。このような資産は、完成して意図した使用が可能となったときに有形固定資産の適切な区分

に分類される。当該資産の減価償却は、他の有形固定資産と同じ基準に基づき、当該資産の意図した使用が可能と

なったときに開始する。

 

　ファイナンス・リースに基づき保有される資産は、当社グループの資産と同じ基準に基づき、見積耐用年数にわ

たり減価償却される。ただし、リース期間の終了時までに所有権を取得するという合理的な確実性がない場合に

は、資産はリース期間と耐用年数のいずれか短い方の期間にわたって減価償却される。

 

　有形固定資産項目は、処分時または将来の経済的便益が当該資産の継続的使用から生じると見込まれなくなった

時点で認識が中止される。当該有形固定資産項目の認識の中止により生じる利得または損失は、当該資産の売却収

入額と帳簿価額の差額として算定され、純損益に認識される。

 

開発中の不動産

 

　開発中の不動産は原価と正味実現可能価額とのいずれか低い額で計上され、土地コスト、建設コスト、借入コス

ト、専門家報酬、およびこうした資産に直接起因して当該開発期間中に発生したその他のコストで構成される。

 

　開発中の不動産は、関連する資産の開発プロジェクトの建設期間の完了が正常営業循環期間を超えることが見込

まれる場合を除き、流動資産に分類される。建設期間の終了時に、当該資産は売却目的で保有する完成資産に振り

替えられる。

 

借入コスト

 

　意図した使用または販売が可能となるために相当の期間を要する資産である適格資産の取得、建設または生産に

直接起因する借入コストは、当該資産が意図した使用または販売が実質的に可能となるまで、当該資産の原価に含

められる。

 

他のすべての借入コストは、発生した期間において純損益に認識される。

 

生物資産

 

　生物資産は生豚および家禽を表しており、哺乳豚、幼豚、出荷肉豚、ブロイラーおよび種畜（豚および家禽）の

５種類に分類される。生豚および家禽は当初認識時および各報告期間の末日において、売却コスト控除後の公正価

値で測定される。生物資産の売却コスト控除後の公正価値による当初認識時に生じる利得または損失および生物資

産の売却コスト控除後の公正価値の変動による利得または損失は、発生した期間の純損益に含められる。

 

　生物資産から収穫した農産物（すなわち、枝肉）は、収穫時点において売却コスト控除後の公正価値で測定され

る。当該測定値が当初認識時にIAS第２号「棚卸資産」を適用する際の同日現在の原価となる。農産物の収穫時点

における売却コスト控除後の公正価値測定による利得または損失は、発生した期間の純損益に含められる。

 

無形資産

 

企業結合で取得した無形資産

 

　企業結合で取得してのれんとは区別して認識された無形資産は、当初取得日現在の公正価値（これらの原価とみ

なされる。）で認識される。
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　企業結合で取得した無形資産で耐用年数を確定できるものは、個別に取得した無形資産と同様の基準で、当初認

識後、取得原価から償却累計額および減損損失累計額を控除した金額で報告される。また、企業結合で取得した無

形資産で耐用年数が確定できないものは、取得原価から減損損失累計額を控除した金額で計上される（以下の有形

資産および無形資産の減損損失に関する会計方針を参照。）。

 

個別に取得した無形資産

 

　個別に取得した無形資産で耐用年数を確定できるものは、取得原価から償却累計額および減損損失累計額を控除

した金額で計上される。耐用年数を確定できる無形資産の償却費は、見積耐用年数にわたり定額法で認識される。

見積耐用年数および償却方法は各報告期間の末日において見直され、見積りの変更による影響は将来に向かって会

計処理される。

 

自己創設無形資産－研究開発費

 

　研究活動に係る支出は、発生した期間において費用として認識される。

 

　開発活動（または内部プロジェクトの開発局面）から生じる自己創設無形資産は、次のすべてを立証できる場合

に、かつ、その場合にのみ認識される。

•　使用または売却に利用できるように無形資産を完成させることの技術上の実行可能性。

•　無形資産を完成させる意図ならびに使用するかまたは売却する能力および意図。

•　無形資産が蓋然性の高い将来の経済的便益をどのように創出するのか。

•　開発を完成させて、無形資産を使用するかまたは売却するために必要となる、適切な技術上、財務上および

その他の資源の利用可能性。

•　開発期間中の無形資産に起因する支出を信頼性をもって測定できる能力。

 

　自己創設無形資産について当初認識された金額は、無形資産が最初に上記の認識要件を満たした日から発生した

支出の総額である。自己創設無形資産を認識することができない場合、開発に係る支出は、発生した期間において

純損益に認識される。

 

無形資産の認識の中止

 

　無形資産は、処分時または将来の経済的便益が使用または処分から生じると見込まれなくなった時点で認識が中

止される。無形資産の認識の中止により生じる利得および損失（当該資産の正味処分収入額と帳簿価額との差額と

して測定される。）は、当該資産の認識が中止されたときに純損益に認識される。

 

棚卸資産

 

　棚卸資産は、生物資産から収穫した農産物の原価またはみなし原価と正味実現可能価額とのいずれか低い方で計

上される。原価は加重平均法で計算される。

 

有形資産および無形資産（のれんを除く）の減損（のれんについては上記会計方針を参照のこと。）

 

当社グループは、各報告期間の末日に、有形資産および耐用年数を確定できる無形資産の帳簿価額を見直し、当

該資産に減損損失が生じている兆候の有無を判定している。そのような兆候が存在する場合には、減損損失の程度

を決定するために当該資産の回収可能価額が見積られる。当社グループは、個別資産の回収可能価額を見積ること

ができない場合には、当該資産が属するCGUの回収可能価額を見積っている。全社資産を配分する合理的かつ首尾

一貫した基準を識別できる場合には、全社資産も各CGUに配分し、そうでない場合には、合理的かつ首尾一貫した

基準を識別することができる最小のCGUグループに配分している。

 

　耐用年数を確定できない無形資産および未だ使用可能ではない無形資産については、少なくとも年一回、また当

該資産が減損している可能性を示す兆候がある場合にはその都度、減損テストを実施している。
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　回収可能価額とは、処分コスト控除後の公正価値と使用価値のいずれか高い金額をいう。使用価値の算定にあ

たっては、見積将来キャッシュ・フローを税引前割引率で現在価値に割り引いているが、この割引率は、貨幣の時

間価値、および当該資産に固有のリスクのうち、それについて将来キャッシュ・フローの見積りを調整していない

ものに関する現在の市場評価を反映した利率となっている。

 

　資産（またはCGU）の回収可能価額が帳簿価額を下回ると見積られた場合には、当該資産（またはCGU）の帳簿価

額を回収可能価額まで減額している。減損損失を配分する際には、最初に、のれんの帳簿価額を減額するよう減損

損失を配分し（該当ある場合）、次に、当該単位の他の資産に、各資産の帳簿価額に基づいて比例配分する。資産

の帳簿価額は、処分コスト控除後の公正価値（測定可能な場合）、使用価値（算定可能な場合）およびゼロのうち

最も高い価額を下回るように減額してはならない。上記に該当していなければ当該資産に配分されていたであろう

減損損失の金額は、当該単位の他の資産に比例配分される。減損損失は直ちに純損益に認識している。

 

　減損損失をその後、戻し入れる場合には、当該資産（またはCGU）の帳簿価額を見直し後の回収可能価額まで増

額する。ただし、当該増額後の帳簿価額は、過年度において当該資産（またはCGU）について認識した減損損失が

なかったとした場合の帳簿価額を超過することはない。減損損失の戻入れは直ちに純損益に認識している。

 

金融商品

 

　金融資産および金融負債については、グループ企業が金融商品の契約条項の当事者となった時点で認識してい

る。

 

　当初認識時に、金融資産および金融負債（純損益を通じて公正価値で測定する金融資産または金融負債を除

く。）の取得または発行に直接起因する取引コストは、金融資産または金融負債の公正価値に適宜加算または減算

される。純損益を通じて公正価値で測定する金融資産または金融負債の取得に直接起因する取引コストについて

は、直ちに純損益に認識している。

 

金融資産（2018年１月１日から適用のIFRS第９号に基づく方針）

当初認識および測定

　金融資産は、当初認識時に、償却原価で事後測定する区分、その他の包括利益を通じて公正価値（FVOCI）で測

定する区分、および純損益を通じて公正価値（FVPL）で測定する区分に分類する。

 

　当初認識時における金融資産の分類は、金融資産の契約上のキャッシュ・フローの特性および金融資産を管理す

る当社グループの事業モデルによって決定される。重大な金融要素を含まない営業債権または重大な金融要素の影

響を調整しないという実務上の便法を当社グループが適用した営業債権を除き、当社グループは金融資産を公正価

値で当初測定している。また、純損益を通じて公正価値で測定するものではない金融資産の場合には、公正価値に

取引コストを加算して当初測定している。重大な金融要素を含まない営業債権または実務上の便法を当社グループ

が適用した営業債権は、上記の「収益認識（2018年１月１日から適用）」に定められた方針に従い、IFRS第15号に

基づき算定した取引価格で測定している。

 

　金融資産を償却原価で測定する区分またはその他の包括利益を通じて公正価値で測定する区分に分類するには、

当該金融資産から生じるキャッシュ・フローが「元本および元本残高に対する利息の支払のみ」（「SPPI」）でな

ければならない。

 

　金融資産を管理する当社グループの事業モデルは、当社グループがキャッシュ・フローを生み出すために金融資

産を管理している方法を参照している。当該事業モデルにより、キャッシュ・フローが契約上のキャッシュ・フ

ローの回収により生じるのか、金融資産の売却により生じるのか、その両方により生じるのかが決まる。

 

　通常の方法による金融資産の売買はすべて取引日、すなわち当社グループが当該資産の購入または売却を確約し

た日に認識している。通常の方法による売買とは、市場における規則や慣行により一般的に設定されている期間内

での資産の引渡しが求められる金融資産の売買をいう。
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事後測定

　金融資産の事後測定は、下記の分類に基づいて行っている。

 

償却原価で測定する金融資産（負債性金融商品）

　当社グループは、次の条件の両方を満たす場合に、金融資産を償却原価で測定している。

・　当該金融資産が、契約上のキャッシュ・フローを回収するために金融資産を保有することを目的とする事業

モデルに基づいて保有されている。

・　当該金融資産の契約条件により、元本および元本残高に対する利息の支払のみであるキャッシュ・フローが

特定の日に生じる。

 

償却原価で測定する当社グループの金融資産には、売掛金、受取手形およびその他の債権、担保提供/制限付預金

ならびに預金および現金が含まれ、実効金利法を用いて事後測定され、減損の対象となる。利得および損失は、資

産の認識を中止した時点、条件変更された時点または減損した時点で純損益に認識される。

 

FVPLで測定する金融資産

　FVPLで測定する金融資産には、売買目的保有の金融資産、当初認識時に純損益を通じて公正価値で測定するもの

と指定された金融資産または公正価値での測定が義務付けられている金融資産が含まれる。金融資産は、短期間で

売買する目的で取得された場合、売却目的保有に分類している。デリバティブは、区分処理された組込デリバティ

ブも含め、それらが有効なヘッジ手段に指定されない限り、売買目的保有に分類している。元本および利息の支払

のみではないキャッシュ・フローが生じる金融資産は、事業モデルにかかわらず、純損益を通じて公正価値で測定

する金融資産に分類し、純損益を通じて公正価値で測定している。負債性金融商品に関しては、償却原価または

FVOCIで測定するものとして区分するための上述の要件に関係なく、FVPLで測定する区分に指定することによって

会計上のミスマッチが除去または大幅に低減される場合には、当初認識時にFVPLで測定するものとして指定するこ

とができる。

 

　FVPLで測定する金融資産は、財政状態計算書において公正価値で計上され、公正価値の変動の純額は純損益に認

識される。

 

　この区分には、デリバティブ金融商品および当社グループがFVOCIで測定するものとして区分するという取消不

能の選択を行っていない非上場の資本性金融商品が含まれる。FVPLで測定するものとして区分された資本性投資に

係る配当も、支払を受ける権利が確定されており、当該配当に関連する経済的便益が当社グループに流入する可能

性が高く、かつ配当の金額が信頼性をもって測定できる場合、損益計算書においてその他の収益に認識される。

 

金融資産の減損

　当社グループは、FVPLで測定するものではないすべての負債性金融商品に関し、予想信用損失（ECL）に対する

引当金を認識している。予想信用損失は、契約に従って当社グループに支払われるべき契約上のキャッシュ・フ

ローと、当社グループが受け取ることを見込むすべてのキャッシュ・フローとの差額を、当初の実効金利の近似値

で割り引いた金額に基づいている。予想キャッシュ・フローには、保有する担保の売却または契約条件と不可分の

他の信用補完により生じるキャッシュ・フローが含まれる。

 

原則的なアプローチ

　予想信用損失は、２段階で認識される。当初認識以降に信用リスクが著しく増大していない場合、報告日後12ヵ

月以内に生じ得る債務不履行事象から生じる信用損失に対して予想信用損失に対する引当金を計上する（12ヵ月の

予想信用損失）。当初認識以降に信用リスクが著しく増大している場合、債務不履行の発生時期にかかわらず、エ

クスポージャーの残余期間にわたり、予想信用損失に対して損失評価引当金を計上することが必要である（全期間

の予想信用損失）。

 

　当社グループは、報告日ごとに金融商品に係る信用リスクが当初認識以降に著しく増大したかどうかを評価して

いる。この評価を行う際、当社グループは報告日現在での当該金融商品に係る債務不履行発生のリスクを当初認識
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日現在での当該金融商品に係る債務不履行発生のリスクと比較し、過大なコストや労力を掛けずに利用可能な合理

的で裏付け可能な情報（過去の情報と将来予測的な情報を含む）を考慮している。

 

　償却原価で測定する金融資産は、原則的なアプローチでは減損の対象となる。これらの資産は、後述する簡便法

を適用する売掛金を除き、予想信用損失の測定のため以下の段階に分類される。

 

ステージ１　̶　信用リスクが当初認識以降に著しく増大しておらず、損失評価引当金を12ヵ月の予想信用損失

に等しい金額で測定している金融商品

 

ステージ２　̶　信用リスクが当初認識以降に著しく増大したが、信用減損金融資産ではなく、損失評価引当金

を全期間の予想信用損失に等しい金額で測定している金融商品

 

ステージ３　̶　報告日時点で信用減損しており（しかし、購入または組成した信用減損金融資産ではない）、

損失評価引当金を全期間の予想信用損失に等しい金額で測定している金融商品

 

 

簡便法

　重大な金融要素を含まない営業債権については、または重大な金融要素の影響を調整しないという実務上の便法

を当社グループが適用している場合、当社グループは予想信用損失に計算に当たり簡便法を適用している。簡便法

では、当社グループは信用リスクの変動を追跡しておらず、代わりに報告日ごとに全期間の予想信用損失に基づい

た損失評価引当金を認識している。当社グループは、過去の信用損失の実績をベースに、債務者に固有の将来に関

する要因や経済環境に基づく調整を行い、引当マトリクスを作成している。

 

　重大な金融要素を含む売掛金については、当社グループは前述した方針に基づき、予想信用損失の計算に簡便法

を適用するという会計方針を選択している。

 

金融資産（2018年１月１日より前に適用のIAS第39号に基づく方針）

　金融資産は、売却可能金融資産、ならびに貸付金および債権のいずれかに分類される。分類は、金融資産の性質

および目的に応じて、当初認識時に決定される。通常の方法による金融資産の売買はすべて取引日ベースで認識さ

れ、また認識が中止される。通常の方法による金融資産の売買とは、市場における規則または慣行により設定され

ている期間内での資産の引渡しを要求する金融資産の売買である。

 

実効金利法

　実効金利法とは、負債性金融商品の償却原価を計算し、報告期間にわたり利息収益を配分する方法である。実効

金利とは、負債性金融商品の予想残存期間（場合によっては、より短い期間）を通じて、将来の現金受取額の見積

額（実効金利の不可分の一部である授受されるすべての手数料、取引コスト、およびその他のプレミアムまたは

ディスカウントを含む。）を、当初認識時における正味帳簿価額まで正確に割り引く利率である。

 

売却可能（「AFS」）金融資産

AFS金融資産とは、デリバティブ以外の金融資産のうち、売却可能に指定されたもの、または(a)貸付金および債

権、(b)満期保有投資、または(c) 損益を通じて公正価値で測定する金融資産に分類されないものである。当社グ

ループの非上場の持分証券はAFS金融資産に分類される。

 

　当社グループが保有する持分証券および債務証券で、売却可能金融資産として分類され、活発な市場で取引され

るものは、各報告期間の末日の公正価値で測定される。実効金利法を使用して算定した利息収益に関連するAFS貨

幣性金融資産の帳簿価額の変動は純損益に認識される。AFS持分投資に係る配当は、当社グループの配当を受け取

る権利が確定した時点で純損益に認識される。

 

　活発な市場における市場相場価格のないAFS持分投資で、公正価値を信頼性をもって測定できないもの、および

このような相場価格のない持分投資と連動し当該持分投資の受渡によって決済しなければならないデリバティブ
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は、各報告期間の末日において識別された減損損失控除後の取得原価で測定される（以下の金融資産の減損に関す

る会計方針を参照。）。

 

貸付金および債権

　貸付金および債権とは、支払額が固定または決定可能な、デリバティブ以外の金融資産のうち、活発な市場での

相場価格がないものである。当初認識後、貸付金および債権（売掛金、受取手形およびその他の債権、担保提供/

制限付預金ならびに預金および現金を含む。）は、識別した減損損失控除後の実効金利法による償却原価で測定さ

れる（金融資産の減損については下記会計方針を参照のこと。）。

 

　償却原価は、取得時におけるディスカウントまたはプレミアムおよび実効金利の不可分な一部である手数料また

はコストを考慮することにより計算される。実効金利法による償却は純損益に含められる。減損により発生した損

失は、貸付金の場合には財務費用として、債権の場合には売上原価またはその他の利得または損失として純損益に

認識される。

 

金融資産の減損

　金融資産に関して、各報告期間の末日に、減損の兆候の判定を行っている。金融資産の当初認識後に発生した１

つ以上の事象の結果、当該金融資産の見積将来キャッシュ・フローに影響が生じている客観的証拠がある場合に、

当該金融資産は減損しているとみなされる。

 

　AFS持分投資については、当該有価証券の公正価値の取得原価を下回る著しいまたは長期にわたる下落は、減損

の客観的証拠とみなされる。

 

その他のすべての金融資産に関する減損の客観的証拠には以下が挙げられる。

・　発行体または契約相手の著しい財政困難。

・　利息または元本の支払不履行または遅滞などの契約違反。

・　借手が破産または財務的再編を行う可能性が高くなったこと。

・　当該金融資産についての活発な市場が財政的困難により消滅したこと。

 

　債権ポートフォリオに係る減損の客観的証拠としては、当社グループの過去の回収実績、平均与信期間である30

日を超過したポートフォリオの支払遅延件数の増加、および債権の貸倒れと相関する全国的または地域的な経済情

勢の観察可能な変化等が挙げられる。

 

　償却原価で計上する金融資産の場合、認識される減損損失の金額は、当該金融資産の帳簿価額と、当該金融資産

の当初の実効金利で割り引いた見積将来キャッシュ・フローの現在価値との差額となる。

 

　取得原価で計上する金融資産の場合、減損損失の金額は、資産の帳簿価額と、類似する金融資産の現在の市場利

回りで割り引いた見積将来キャッシュ・フローの現在価値との差額として測定される。当該減損損失は、その後の

期間に戻し入れされることはない。

 

　引当金を用いて帳簿価額が減額される売掛金を除いたすべての金融資産に関して、減損損失は帳簿価額から直接

減額される。売掛金は回収不能とみなされた時点で、引当金を相手勘定として償却される。過去に償却された金額

のその後の回収は、引当金（貸方）を相手勘定として計上される。引当金の帳簿価額の増減額は、純損益に認識さ

れる。

 

　売却可能金融資産が減損しているとみなされた場合には、その他の包括利益にこれまで認識していた利得または

損失累計額は、当該減損が生じた期間に純損益に振り替えられる。

 

　償却原価で測定する金融資産に関して、その後の期間において減損損失の額が減少し、その減少を減損損失認識

後に発生した事象に客観的に関連付けることができる場合には、これまでに認識した減損損失を、減損を戻し入れ

る日の当該資産の帳簿価額が減損を認識していなかったとした場合の償却原価を超過しない範囲で純損益を通じて

戻し入れる。
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金融負債および資本性金融商品（2018年１月１日から適用のIFRS第９号、および2018年１月１日より前に適用の

IAS第39号に基づく方針）

 

　グループの企業が発行した負債性金融商品および資本性金融商品は、契約の実質ならびに金融負債および資本性

金融商品の定義に従い、金融負債または資本のいずれかに分類される。

 

資本性金融商品

　資本性金融商品とは、企業のすべての負債を控除した後の資産に対する残余持分を表す契約である。当社が発行

した資本性金融商品は、直接発行コスト控除後の、受領した収入金額で計上される。

 

償却原価で測定される金融負債

　金融負債（借入金、当座借越、買掛金およびその他の債務を含む。）は実効金利法による償却原価で事後測定さ

れる。

 

実効金利法

　実効金利法とは、金融負債の償却原価を計算し、年間に金利費用を配分する方法である。実効金利とは、金融負

債の予想残存期間または適切な場合はそれより短い期間を通じて、将来の現金支払額の見積額（実効金利の不可分

の一部である授受されるすべての手数料とポイント、取引コスト、およびその他のプレミアムまたはディスカウン

トを含む。）を、当初認識時における正味帳簿価額まで正確に割り引く利率である。支払利息を実効金利法により

認識している。

 

金融商品の相殺（2018年１月１日から適用のIFRS第９号、および2018年１月１日より前に適用のIAS第39号に基づ

く方針）

 

　金融資産と金融負債は、認識された金額を相殺する強制可能な法的権利が現時点で存在しており、かつ純額で決

済する意図、もしくは資産の実現と負債の決済を同時に行う意図が存在する場合は相殺され、連結財政状態計算書

において純額で表示する。

 

デリバティブ金融商品（2018年１月１日から適用のIFRS第９号、および2018年１月１日より前に適用のIAS第39号

に基づく方針）

 

　デリバティブは、デリバティブ契約の締結日に公正価値で当初認識され、その後は報告期間の末日において公正

価値に再測定される。結果として生じる利得または損失は、直ちに純損益に認識される。ただし、デリバティブが

ヘッジ手段として指定され、かつ有効な場合には、純損益への認識時期はヘッジ関係の性質によって決定する。

 

ヘッジ会計

　当社グループは、一定のデリバティブを公正価値ヘッジおよびキャッシュ・フロー・ヘッジのヘッジ手段として

指定している。

 

　ヘッジ関係の開始時点において、当社グループは、多様なヘッジ取引を行うためのリスク管理目的および戦略に

加え、ヘッジ手段とヘッジ対象の関係を文書化している。また、当社グループは、ヘッジの開始時点および継続的

に、ヘッジ手段が、ヘッジされたリスクに起因するヘッジ対象の公正価値またはキャッシュ・フローの変動の相殺

に非常に有効であるかどうかについても文書化を行っている。

 

公正価値ヘッジ

　公正価値ヘッジに指定され、その要件を満たすデリバティブの公正価値の変動は、ヘッジされたリスクに起因す

るヘッジ対象の資産または負債の公正価値の変動とともに、直ちに純損益に認識される。ヘッジ手段の公正価値の

変動、およびヘッジされたリスクに起因するヘッジ対象の変動は、純損益のヘッジ対象に関連する科目に認識され

る。
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　当社グループがヘッジ関係を取り消した場合、ヘッジ手段が失効、売却、終結もしくは行使された場合、または

ヘッジ会計の要件をもはや満たさなくなった場合には、ヘッジ会計は中止される。ヘッジされたリスクから生じ

る、ヘッジ対象の帳簿価額に対する公正価値の調整は、その日から純損益に認識される。

 

キャッシュ・フロー・ヘッジ

　キャッシュ・フロー・ヘッジに指定され、その要件を満たすデリバティブの公正価値の変動のうち、有効部分

は、その他の包括利益に認識され、その他の剰余金に累積される。非有効部分に係る利得または損失は、直ちに純

損益に認識され、「その他の利得または損失」の科目に含まれる。

 

　これまでその他の包括利益に認識され資本（その他の剰余金）に累積された金額は、ヘッジ対象が純損益に影響

を及ぼす期間に、ヘッジ対象が認識された連結純損益およびその他の包括利益計算書の同じ科目で純損益に振り替

えられる。

 

　当社グループがヘッジ関係を取り消した場合、ヘッジ手段が失効、売却、終結もしくは行使された場合、または

ヘッジ会計の要件をもはや満たさなくなった場合には、ヘッジ会計は中止される。この時点でその他の包括利益に

認識され、資本に累積された利得または損失は引き続き資本に計上され、予定取引が最終的に純損益に認識された

時点で、純損益に認識される。予定取引の発生が見込まれなくなった場合には、資本に累積された利得または損失

は直ちに純損益に認識される。

 

認識の中止（2018年１月１日から適用のIFRS第９号、および2018年１月１日より前に適用のIAS第39号に基づく方

針）

 

　当社グループは、金融資産からのキャッシュ・フローに対する契約上の権利が消滅した場合、または金融資産を

他の企業に譲渡し、当該資産の所有に伴うリスクと経済価値のほとんどすべてを移転した場合に限り、当該金融資

産の認識を中止している。金融資産全体の認識を中止した時点で、当該金融資産の帳簿価額と、受領したおよび受

領する予定の対価の合計額との差額を純損益に認識する。

 

　当社グループは、当社グループの債務が免責、取消、または失効となった場合に限り、金融負債の認識を中止し

ている。認識を中止した金融負債の帳簿価額と、支払ったおよび支払う予定の対価との差額を、純損益に認識して

いる。

 

引当金

 

　当社グループが過去の事象の結果として現在の債務（法的または推定的）を有しており、当社グループが当該債

務を決済することになる可能性が高く、かつ当該債務の金額につき信頼性のある見積りが可能な場合に、引当金が

認識される。引当金として認識される金額は、報告期間の末日における現在の債務を決済するために必要な対価の

最善の見積りであり、当該債務を取り巻くリスクおよび不確実性を考慮に入れている。引当金が、現在の債務の決

済に見込まれるキャッシュ・フローを用いて測定される場合、その帳簿価額は当該キャッシュ・フローの現在価値

になる（貨幣の時間価値の影響に重要性がある場合）。

 

　引当金の決済に必要な経済的便益の一部または全部が第三者から回収される見込みである場合、回収がほぼ確実

で、当該回収額につき信頼性のある測定が可能な場合には、当該回収可能額が資産として認識される。

 

株式に基づく報酬契約

 

従業員に付与される株式報酬/株式オプション

 

　特定の権利確定条件の充足が条件である株式/株式オプションの付与に関して、受け取ったサービスの公正価値

は、付与日現在で付与された株式/株式オプションの公正価値を参照して算定され、権利確定期間にわたり定額法

で費用計上するとともに、資本（その他の剰余金）を同額増加している。付与日に直ちに権利確定する株式/株式

オプションの付与については、付与された株式の公正価値は直ちに純損益に認識される。
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　報告期間の末日において、当社グループは、株式オプションのうち最終的に権利確定が見込まれる株式数を見直

している。費用の累計額が見直し後の見積りを反映した額となるよう、当初見積りの見直しによる影響額を純損益

に認識するとともに、その他の剰余金を同額調整している。

 

　株式オプションが行使される際に、これまでその他の剰余金に認識されていた金額が、株式払込剰余金に振り替

えられる。株式オプションが権利確定日後に失効するか、または行使期日に未だ行使されていない場合、これまで

その他の剰余金に認識されていた金額は利益剰余金に振り替えられる。

 

配当金

 

　最終配当金は株主総会で株主により承認された時点で負債として認識される。最終配当案の金額は財務諸表の注

記で開示される。

 

　会社の定款により、取締役は中間配当を宣言することが認められているため、中間配当は提言されると同時に宣

言される。結果として、中間配当金は提言され、宣言された時点で直ちに負債として認識される。

 

税金

 

　法人所得税費用は、納付すべき当期の税額と繰延税金の合計である。

 

　納付すべき当期の税額は、当期の課税所得に基づいている。課税所得は、当期以外の期間に益金算入または損金

算入される収益または費用項目および永久に益金算入または損金算入されない項目のために、純損益に報告されて

いる「税引前利益」とは異なる。当社グループの当期税金負債は、報告期間の末日までに制定または実質的に制定

されている税率を用いて計算される。

 

　繰延税金は、当連結財務諸表上の資産および負債の帳簿価額と、課税所得の算定に用いた対応する税務基準額と

の間の一時差異に関して認識される。通常すべての将来加算一時差異について繰延税金負債が認識される。繰延税

金資産は、通常は利用可能なすべての将来減算一時差異について認識している。このような繰延税金資産および繰

延税金負債は、一時差異が課税所得にも会計上の利益にも影響を与えない取引におけるその他の資産および負債の

当初認識（企業結合を除く。）から生じている場合は認識されない。

 

　繰延税金負債は、子会社、関連会社および共同支配企業に対する投資に関連する将来加算一時差異について認識

される（ただし、当社グループが当該一時差異の解消をコントロールでき、かつ一時差異が予測可能な期間内に解

消しない可能性が高い場合を除く。）。当該投資および持分に関連する将来減算一時差異から生じる繰延税金資産

は、当該一時差異の便益を活用できる十分な課税所得が生じる可能性が高く、かつ予測可能な期間内に当該一時差

異が解消する可能性が高い範囲内に限り認識される。

 

　繰延税金資産の帳簿価額は、各報告期間の末日に見直され、繰延税金資産の全額または一部を回収するのに十分

な課税所得を稼得できる可能性がもはや高くなくなった範囲で減額される。未認識の繰延税金資産は、各報告日に

再検討され、将来の課税所得が繰延税金資産の回収を可能にする可能性が高くなった範囲で認識される。

 

　繰延税金資産および繰延税金負債は、報告期間の末日までに制定または実質的に制定されている税率（および税

法）に基づき、当該負債が決済されるまたは当該資産が実現する期間に適用が見込まれる税率で測定される。

 

　繰延税金負債および繰延税金資産の測定には、当社グループが、報告期間の末日において、その資産および負債

の帳簿価額の回収または決済を見込んでいる方法から生じる税務上の帰結が反映される。

 

　当期税金または繰延税金は純損益に認識される。ただし、その他の包括利益または直接資本に認識される項目に

関連する当期税金または繰延税金については、それぞれその他の包括利益または直接資本に認識される。
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外貨

 

　個々のグループ企業の財務諸表を作成するにあたり、当該企業の機能通貨以外の通貨（外貨）による取引は、取

引日の為替レートで計上される。報告期間の末日において、外貨建貨幣性項目は同日の為替レートで換算替えされ

る。外貨による取得原価で測定される非貨幣性項目については、換算替えを行っていない。

 

　貨幣性項目の決済および貨幣性項目の換算から生じる為替差額は、それらが発生した期間の純損益に認識され

る。

 

　当連結財務諸表の表示上、当社グループの外貨建資産および負債は、各報告期間の末日の為替レートで当社グ

ループの表示通貨（米ドル）に換算される。収益項目および費用項目は、期中平均為替レートで換算される。為替

差額が生じた場合は、その他の包括利益に認識され、為替換算剰余金の科目で資本に累積される（該当する場合は

非支配持分に帰属する）。

 

前払・前受対価に関連する非貨幣性資産または非貨幣性負債の認識を中止して、関連する資産、費用または収益

を当初認識する際に使用する為替レートを決定する場合、当初取引日とは、当社グループが前払・前受対価から生

じる非貨幣性資産または非貨幣性負債を当初認識する日となる。複数回の前払いまたは前受けがある場合には、前

払・前受対価の支払または受取りのそれぞれについて取引日を決定している。

 

　在外営業活動体の処分時には、当社の所有者に帰属する、当該在外営業活動体に関連して資本に累積されていた

為替差額の全額が、純損益に振り替えられる。

 

政府補助金

 

　政府補助金は、当社グループが当該補助金に付帯する条件を遵守すること、および当該補助金を受け取ることに

関して合理的な保証が得られる場合に認識される。

 

　政府補助金は、当該補助金で補償することを意図している関連コストを当社グループが費用として認識する期間

にわたり規則的に純損益に認識される。具体的には、当社グループが非流動資産を購入、建設またはその他の方法

で取得することを主要な条件としている政府補助金は、連結財政状態計算書上繰延収益として認識され、関連する

資産の耐用年数にわたり規則的かつ合理的に純損益に振り替えられる。

 

　既に発生した費用または損失に対する補償として、または当社グループに緊急に財政的支援を与える目的で受け

取る予定の政府補助金のうち将来の関連コストを伴わないものについては、受け取ることになった期間の純損益に

認識される。

 

現金および現金同等物

　

　連結キャッシュ・フロー計算書の目的からは、現金および現金同等物には手許現金、要求払預金および短期の流

動性の高い投資が含まれる。これらは、容易に一定の金額に換金可能であり、価値の変動について僅少なリスクし

か負わず、満期が取得日から３か月以内といった短期である必要がある。ただし、要求払債務であり、当社グルー

プの資金管理の不可分な一部となっている当座借越は控除される。

 

　連結財政状態計算書の目的からは、現金および現金同等物には手許現金、預金（定期預金を含む）およびその性

質が現金と同じであり、その使用に関して制限が課せられていない資産が含まれている。

 

退職給付費用および解雇給付

 

　確定給付退職給付制度に係る給付支給費用は、予測単位積増方式を用いて、報告期間の末日現在で数理計算上の

評価を行うことにより算定される。
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　確定給付費用は以下のように区分される。

•　勤務費用（当期勤務費用、過去勤務費用、ならびに縮小および清算による利得および損失を含む。）

•　利息費用または利息収益純額

•　再測定

 

　当社グループは、上記確定給付費用の最初の２つの構成要素を、従業員給付費用として純損益に表示している。

縮小による利得および損失は過去勤務費用として会計処理される。過去勤務費用は、制度改訂が行われた期間の純

損益に認識される。利息純額は、期首時点の割引率を確定給付負債または資産の純額に適用することにより計算さ

れる。

 

　再測定（数理計算上の差益および差損、資産上限額の変動の影響（該当ある場合）、ならびに制度資産に係る収

益（利息を除く。）から構成される。）は、連結財政状態計算書上直ちに反映され、発生した期間のその他の包括

利益の借方または貸方に認識される。その他の包括利益に認識した再測定は利益剰余金に直ちに反映され、純損益

に振り替えられることはない。

 

　連結財政状態計算書に認識される退職給付債務は、当社グループの確定給付制度における実際の積立不足または

積立超過を表している。この計算から生じる積立超過額は、返還または当該制度への将来掛金の減額の形で利用可

能な経済的便益の現在価値が上限となっている。

 

　中国および香港の当社グループの従業員は、それぞれ、公的退職給付制度および強制積立基金制度（「MPF」）

の加入者である。これらの制度に基づく当社グループの債務は、確定拠出退職給付制度から生じる債務に相当す

る。公的退職給付制度およびMPFへの掛金は、従業員が当該掛金に対する権利を生じさせる勤務を提供した時点

で、費用として認識される。

 

　確定拠出退職給付制度への支払額は、従業員が当該掛金に対する権利を生じさせる勤務を提供した時点で、費用

として認識される。

 

　解雇給付に関する負債は、グループ企業がもはや当該解雇給付の申し出を撤回できなくなった時、または関連す

るリストラクチャリングのコストを認識する時のいずれか早い時点で認識される。

 

4.見積りの不確実性の主要な発生要因

 

　以下は、報告期間の末日現在における、将来に関する主な仮定および見積りの不確実性のその他の主要な発生要

因のうち、次の事業年度内に、資産および負債の帳簿価額に重要性のある修正を生じさせる重要なリスクがあるも

のである。

 

生物資産に含まれる生豚の公正価値測定

 

　当社グループは、各報告期間の末日現在の生豚の評価を実施するため独立の資格を有する評価会社と契約してい

る。売却コスト控除後の公正価値は、経営者によって承認された最新の予算を参照することにより、活発に取引さ

れる市場における豚の価格から、豚が食肉処理されるまでの飼育に要した飼育費用および飼育者が要求するマージ

ンを減額し、売却コストを控除した金額に基づき決定される。この決定には、重要な判断と見積りが伴う。実際の

結果が、経営者が行った当初の見積額と異なる場合、この当初見積額との差額は、報告期間の純損益に認識される

公正価値の変動額に影響を及ぼすことになる。生豚の帳簿価額は、2018年12月31日現在942百万米ドル（2017年：

985百万米ドル）である（注記18を参照のこと）。

 

のれん

 

　のれんが減損しているか否かの判定には、のれんが配分されているCGUの回収可能価額を見積る必要がある。こ

れは、使用価値と処分コスト控除後の公正価値のいずれか高い金額である。使用価値の計算にあたっては、当社グ

ループの経営者による当該CGUから発生が見込まれる将来キャッシュ・フローの見積りと、現在価値を計算するた
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めの適切な割引率が必要となる。将来キャッシュ・フローの実績が予想を下回る場合、重要性がある減損損失が生

じる可能性がある。

 

　のれんの帳簿価額は、2018年12月31日現在1,847百万米ドル（2017年：1,838百万米ドル）である。回収可能価額

の計算についての詳細は注記19に開示されている。

 

無形資産

 

　無形資産の会計処理にあたり、当社グループの経営者は、回収可能価額に基づき減損の可能性を検討している。

耐用年数を確定できる無形資産については、事象または状況が、帳簿価額を回収できない可能性を示唆している場

合に減損が検討され、耐用年数を確定できない無形資産については、減損の兆候の有無にかかわらず年一回は減損

が検討される。減損の兆候を示す要因としては、技術の著しい変化、および当該無形資産に関連する営業損失が挙

げられるが、これらに限定されない。

 

　無形資産が減損しているか否かの判定には、無形資産が配分されているCGUの回収可能価額を見積る必要があ

る。各報告期間の末日現在のCGUの回収可能価額は、処分コスト控除後の公正価値と使用価値のいずれか高い金額

に基づいており、使用価値の計算にあたっては、当社グループの経営者による当該CGUから発生が見込まれる将来

キャッシュ・フローの見積りと、現在価値を計算するための適切な割引率が必要となる。将来キャッシュ・フロー

の実績が予想を下回る場合、重要性がある減損損失が生じる可能性がある。

 

　無形資産の帳簿価額は、2018年12月31日現在1,734百万米ドル（2017年：1,742百万米ドル）である（注記20を参

照のこと。）。

 

棚卸資産

 

　棚卸資産は、生物資産から収穫した農産物の原価またはみなし原価と正味実現可能価額とのいずれか低い方で計

上される。正味実現可能価額とは、通常の事業の過程における見積売価から、完成までの費用および販売費の見積

額を控除した額である。

 

　当社グループの経営者は、滞留、陳腐化または市場価格の下落に関して棚卸資産を定期的に見直している。この

確認の際に、将来の需要および市況に関する仮定に基づいた正味実現可能価額の見積りが必要となる。正味実現可

能価額の見積額が棚卸資産の原価を下回る場合、当社グループは、当該原価と正味実現可能価額との差額について

棚卸資産の評価損を計上することになり、これにより売上原価が同額増加することになる。正味実現可能価額が帳

簿価額を下回る場合、棚卸資産の評価減が必要となることがある。棚卸資産の帳簿価額は、2018年12月31日現在

2,022百万米ドル（2017年：1,905百万米ドル）である（注記23を参照のこと。）。

 

確定給付制度に関する債務の評価

 

　確定給付制度に関する債務を決定する際に、当社グループは、年金資産、確定給付債務の現在価値ならびに使用

される主要な仮定（割引率、予想昇給率および死亡率を含む）の数理計算上の評価を実施するために、年金数理の

専門家と契約している。割引率の仮定は、報告期間の末日時点における適切な期間および通貨の優良社債の利回り

および国債の利回りを参照して決定される。制度資産に係る期待収益は、将来の市況および経済状況を考慮した過

去の収益率および資産配分に基づいて決定される。予想昇給率は、経営者が計画している給与水準を参照し、死亡

率は人口統計の市場データを参照する。

 

　2018年12月31日に終了する年度において、合計6百万米ドルの再測定に係る損失（税効果考慮後）を、発生した

期間に直接資本に認識している（2017年：105百万米ドル）。2018年12月31日現在の当社グループの年金負債純額

に関する債務は合計446百万米ドル（2017年：362百万米ドル）であった。（注記35を参照のこと。）。

　　次へ
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5．収益およびセグメント情報

 

収益の内訳は以下の通りである。

 

 2018年 2017年

 百万米ドル 百万米ドル

加工食肉 12,147 11,777

生鮮豚肉 9,136 9,526

肉豚生産 688 572

その他 634 504

 22,605 22,379

 

　収益の認識時期は以下の通りである。

 

 2018年12月31日終了年度

 加工食肉 生鮮豚肉 肉豚生産 その他 合計

 百万米ドル 百万米ドル 百万米ドル 百万米ドル 百万米ドル

中華人民共和国（「中国」）      

一時点で移転される財 3,458 3,584 8 278 7,328

アメリカ合衆国（「米国」）      

一時点で移転される財 7,773 4,732 619 －+ 13,124

一定の期間にわたり移転される

サービス

 
－

 
58

 
－+

 
－

 
58

収益 7,773 4,790 619 －+ 13,182

欧州      

一時点で移転される財 915 761 58 356 2,090

一定の期間にわたり移転される

サービス 1 1 3 －+ 5

収　益 916 762 61 356 2,095

収益総額 12,147 9,136 688 634 22,605

+ １百万米ドル未満

 

下記の項目から認識された収益の金額は以下の通りである。

 
 2018年

 百万米ドル

期首時点で契約負債に含まれていた金額 98

過年度に充足した履行義務 ̶

 98
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セグメント情報

 

当社グループは、最高経営意思決定者でもある業務執行取締役が検討する、戦略的意思決定を下すために使用さ

れる報告に基づいて、事業セグメントを決定している。当社グループの報告セグメントは、事業セグメントでもあ

り、中国、米国、欧州等の事業の所在地に基づいて分類され、さらに事業の内容に基づき(ⅰ)加工食肉、(ⅱ）生

鮮豚肉、(ⅲ）肉豚生産および(ⅳ）その他に分けられている。

当社グループの事業活動の詳細は、以下の通りである。

 

(ⅰ)　加工食肉 －低温および高温食肉製品の生産、卸売販売および小売販売を示す。

(ⅱ） 生鮮豚肉 －と畜、生鮮食肉および冷凍食肉の卸売販売および小売販売を示す。

(ⅲ） 肉豚生産 －養豚を示す。

(ⅳ） その他 －家禽のと畜および販売、物流サービスの提供、香味原料、内部で製造した包

装材の販売に加え、ファイナンス会社の運営、小売事業および生物医薬品の

販売等の付随的製品・サービスの販売、食肉関連製品の小売、ならびに当社

グループが負担した本社費用を示す。

 

　各報告セグメントは、製品の販売およびサービスの提供による収益を、事業の所在地に基づいて算出している。

それぞれのセグメントに異なる生産および販売戦略が必要なことから、これらは別々に管理されている。

 

　セグメント業績は、各セグメントが稼得した利益（生物資産の公正価値調整前）を示しており、各セグメントに

帰属しないその他の収益、その他の利得および損失、財務費用、ならびに関連会社および共同支配企業の純利益に

対する持分は配分されていない。これは、資源配分およびセグメント業績の評価を目的として最高経営意思決定者

に報告される測定値である。

 

　セグメント間収益は、コストプラス法で計上された。

 

　以下は、当社グループの収益および業績に関する報告セグメント別の分析である。
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2018年12月31日終了年度

 加工食肉 生鮮豚肉 肉豚生産 その他 合計

 百万米ドル 百万米ドル 百万米ドル 百万米ドル 百万米ドル

中国      

セグメント収益総額 3,458 4,355 59 545 8,417

控除：セグメント間収益 － (771) (51) (267) (1,089)

収益 3,458 3,584 8 278 7,328

報告セグメント利益 712 179 5 26 922

      

米国      

セグメント収益総額 7,777 7,333 2,761 －+ 17,871

控除：セグメント間収益 (4) (2,543) (2,142) － (4,689)

収益 7,773 4,790 619 －+ 13,182

報告セグメント利益（損失） 785 48 (147) (71) 615

      

欧州      

セグメント収益総額 957 1,273 686 461 3,377

控除：セグメント間収益 (41) (511) (625) (105) (1,282)

収益 916 762 61 356 2,095

報告セグメント利益 50 19 29 15 113

      

合計      

セグメント収益総額 12,192 12,961 3,506 1,006 29,665

控除：セグメント間収益 (45) (3,825) (2,818) (372) (7,060)

収益 12,147 9,136 688 634 22,605

報告セグメント利益（損失） 1,547 246 (113) (30) 1,650

配分されない利益純額     (16)

生物資産の公正価値調整     (139)

財務費用     (115)

関連会社の純利益に対する持分     8

共同支配企業の純利益に対する持分     23

税引前利益     1,411

 

+　１百万米ドル未満
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2017年12月31日終了年度

 加工食肉 生鮮豚肉 肉豚生産 その他 合計

 百万米ドル 百万米ドル 百万米ドル 百万米ドル 百万米ドル

中国      

セグメント収益総額 3,312 4,491 75 456 8,334

控除：セグメント間収益 － (603) (64) (221) (888)

収益 3,312 3,888 11 235 7,446

報告セグメント利益（損失） 692 103 23 (293) 525

      

米国      

セグメント収益総額 7,810 7,916 2,854 － 18,580

控除：セグメント間収益 (3) (2,955) (2,344) － (5,302)

収益 7,807 4,961 510 － 13,278

報告セグメント利益（損失） 726 433 (68) (168) 923

      

欧州      

セグメント収益総額 696 1,143 636 354 2,829

控除：セグメント間収益 (38) (466) (585) (85) (1,174)

収益 658 677 51 269 1,655

報告セグメント利益 17 11 101 6 135

      

合計      

セグメント収益総額 11,818 13,550 3,565 810 29,743

控除：セグメント間収益 (41) (4,024) (2,993) (306) (7,364)

収益 11,777 9,526 572 504 22,379

報告セグメント利益（損失） 1,435 547 56 (455) 1,583

配分されない利益純額     71

生物資産の公正価値調整     23

財務費用     (198)

関連会社の純利益に対する持分     8

共同支配企業の純利益に対する持分     14

税引前利益     1,501

 

セグメント資産およびセグメント負債は、定期的に最高経営意思決定者に報告されるものではないため、開示さ

れていない。

 

地域別情報

 

　上記の当社グループの収益に関する情報は、事業の地理的所在地に基づいて表示されている。

 

下記の当社グループの非流動資産に関する情報は、事業の地理的所在地に基づいて表示されている。

 
 2018年 2017年

 百万米ドル 百万米ドル

非流動資産   

- 中国 2,421 2,636

- 米国 5,649 5,318

- 欧州 1,539 1,397

 9,609 9,351
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6．その他の収益

 
 2018年 2017年

 百万米ドル 百万米ドル

政府補助金 43 47

銀行受取利息 12 12

原材料の販売による収益 8 9

賃貸収益 －+ 7

その他 35 38

 98 113

+　１百万米ドル未満

 

7．その他の利得および損失

 

 2018年 2017年  

 百万米ドル 百万米ドル  
非適格退職制度資産による利得（損失） (6) 14  
売却可能投資の満期による利得 － 8  
純損益を通じて公正価値で測定する金融資産の公正価値の変動による

利得 15 －
 

子会社の処分による利得 － 4  
有形固定資産の処分による利得（損失） (2) 8  
その他の非流動資産に係る減損損失 (12) (13)  
有形固定資産に関して認識された減損損失 (4) (12)  
純為替差損 (15) (9)  
その他 3 7

 (21) 7  
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8．その他の費用

 

 2018年 2017年

 百万米ドル 百万米ドル

株式に基づく報酬 (21) (313)

その他 (53) (13)

 (74) (326)

 

9．財務費用

 
 2018年 2017年

 百万米ドル 百万米ドル

取引コストの償却費 (5)　 (4)

優先無担保債券に係る利息 (61)　 (64)

無担保ミディアム・ターム・ノートに係る利息 (4)　 (6)

銀行およびその他の貸付に係る利息 (55)　 (55)

債務の償還に係る損失 － (70)

控除：適格資産の取得原価に含まれる資産化された金額 10 1

 (115)　 (198)

 

10．税引前利益

 

税引前利益は、以下を借方計上後に算出されている。

 

 
 2018年 2017年

 百万米ドル 百万米ドル

監査報酬   

- 監査サービス 4 3

- 非監査サービス －+ －+

有形固定資産減価償却費 428 382

一般管理費に含まれる無形資産償却費 9 7

前払リース料の振戻し 4 5

売上原価に含まれる棚卸資産評価損 106 49

売掛金に係る貸倒引当金純額 2 1

オペレーティング・リースに係る最低リース料 223 206

研究開発費 131 99

人件費（取締役報酬を除く） 3,501 3,354

 

売上原価は、両年度の純損益に認識した棚卸資産および提供したサービスの原価を表す。

 
+　１百万米ドル未満　
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11.　取締役および従業員の報酬

 

香港証券取引所での証券の上場に関する規則（「上場規則」）および香港の「会社条例」に従って開示している

当年度の取締役および最高責任者の報酬は、以下の通りである。

 

取締役の氏名 報酬
基本給
および
諸手当

業績連動
賞与

株式に
基づく報酬

退職給付
制度の掛金

2018年合計

 百万米ドル 百万米ドル 百万米ドル 百万米ドル 百万米ドル 百万米ドル

   （注(ⅰ)）    

       

A)業務執行取締役       

萬隆（Wan Long）氏 － 2 － 6 －+ 8

萬洪建（Wan Hongjian）氏 － －+ － － －+ －+

郭麗軍（Guo Lijun）氏 － 1 － 2 －+ 3

サリヴァン・ケネス・マーク

（Sullivan Kenneth Marc）氏 － 1 2 1 －+ 4

馬相傑（Ma Xiangjie）氏 － －+ － －+ －+ 1

張太喜（Zhang Taixi）氏 － －+ － 1 －+ 1

游牧（You Mu）氏 － －+ － －+ －+ －+

小計 － 5 2 10 －+ 17

 
上記の業務執行取締役の報酬は、当社および当社グループの経営に関連した役務に対して支払われた。

 
B)非業務執行取締役       

焦樹閣（Jiao Shuge）氏 － － － － － －

小計 － － － － － －

 
上記の非業務執行取締役に、当社またはその子会社の取締役としての役務に対する報酬は支払われなかった。

 
C)独立非業務執行取締役       

黃明（Huang Ming）氏 －+ － － － － －+

李港衛（Lee Conway Kong Wai）氏 －+ － － － － －+

劉展天（Lau Jin Tin Don）氏 －+ － － － － －+

小計 －+ － － － － －+

 
上記の独立非業務執行取締役の報酬は、当社の取締役としての役務に対して支払われた。

 
2018年12月31日終了年度合計     17

+　１百万米ドル未満
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取締役の氏名 報酬
基本給
および
諸手当

業績連動
賞与

株式に
基づく報酬

退職給付
制度の掛金

2017年合計

 百万米ドル 百万米ドル 百万米ドル 百万米ドル 百万米ドル 百万米ドル

   （注(ⅰ)）    

       

A)業務執行取締役       

萬隆（Wan Long）氏 － 2 －+ 289 －+ 291

郭麗軍（Guo Lijun）氏 － 1 －+ 3 －+ 4

張太喜（Zhang Taixi）氏 － －+ － 3 －+ 3

サリヴァン・ケネス・マーク

（Sullivan Kenneth Marc）氏 － 1 14 1 －+ 16

游牧（You Mu）氏 － 1 － －+ －+ 1

小計 － 5 14 296 －+ 315

 
上記の業務執行取締役の報酬は、当社および当社グループの経営に関連した役務に対して支払われた。

 
B)非業務執行取締役       

焦樹閣（Jiao Shuge）氏 － － － － － －

小計 － － － － － －

 
上記の非業務執行取締役に、当社またはその子会社の取締役としての役務に対する報酬は支払われなかった。

 
C)独立非業務執行取締役       

黃明（Huang Ming）氏 －+ － － － － －+

李港衛（Lee Conway Kong Wai）氏 －+ － － － － －+

劉展天（Lau Jin Tin Don）氏 －+ － － － － －+

小計 －+ － － － － －+

 
上記の独立非業務執行取締役の報酬は、当社の取締役としての役務に対して支払われた。

 
2017年12月31日終了年度合計     315

+　１百万米ドル未満

 

注：

(ⅰ) 業績に連動するインセンティブ報酬は、当社の報酬委員会が提案したものであり、当社グループの経営成績、個人の

業績および比較可能な市場統計を参照した上で取締役会の承認を受けている。

(ⅱ) 2018年12月31日および2017年12月31日終了年度において、報酬を放棄した取締役および最高責任者はいなかった。

(ⅲ) 2018年12月31日および2017年12月31日終了年度において、萬隆（Wan Long）氏は最高責任者でもある。
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2018年12月31日終了年度における支払報酬額上位５名には、当社の取締役が３名（2017年：２名）含まれてお

り、その報酬の詳細は上記の通りである。当年度における取締役以外への支払報酬額上位２名（2017年：３名）の

報酬は以下の通りであった。

 

 2018年 2017年

 百万米ドル 百万米ドル

従業員   

- 基本給および諸手当 2 3

- 業績連動賞与 4 19

- 株式に基づく報酬 －+ 1

- 退職給付制度の掛金 －+ 4

 7 27

 

その他の非取締役の支払報酬額上位者の報酬の範囲は、以下の通りであった。

 
 従業員数

 2018年 2017年

21,500,001香港ドルから22,000,000香港ドル 1 －

32,500,001香港ドルから33,000,000香港ドル 1 －

56,500,001香港ドルから57,000,000香港ドル － 1

63,500,001香港ドルから64,000,000香港ドル － 1

85,000,001香港ドルから85,500,000香港ドル － 1

 

　当年度において、当社グループへの入社の勧誘手段として、または入社に際して、または役職の辞任に対する補

償として、当社グループが取締役または支払報酬額上位５名（取締役および従業員を含む）に支払った報酬はな

かった（2017年度：ゼロ）。

 
+　１百万米ドル未満
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12．税金

 
 2018年 2017年

 百万米ドル 百万米ドル

中国の企業所得税（EIT） (196) (188)

米国の法人所得税 (51) (219)

その他の法人所得税 (16) 8

源泉所得税 (33) (46)

繰延税金 38 263

 (258) (182)

 

企業所得税に係る中国の法令（「EIT法」）およびEIT法の施行規則に基づき、中国子会社に係る税率は、以下を

除き、25％である。

 

(ⅰ)　EIT法の施行規則、「企業所得税の優遇政策を受けられる農産物の一次加工の範囲の公表に関する財政部

および国家税務総局通達（試行的実施）」（財税［2008］149号）において定められたEITの免除規定、な

らびにEIT法の施行規則第86条の要求事項に準拠して、農産品の一次加工を行う当社の様々な中国子会社

からの所得は、EITを免除されている。

(ⅱ） EIT法の施行規則に関する関連規定に準拠して、畜産および家禽の飼育に係るプロジェクトに従事する当

社の様々な中国子会社からの所得は、両年度においてEITの免除の権利が与えられている。

(ⅲ）財政部、税関総署および国家税務総局が共同で公布した「西部地域の探査および開発の実施のための特定

の税務政策の通知」（財税［2012］58号）に関する関連規定に準拠して、当社の様々な中国子会社は、両

年度において15％の優遇税率を適用する権利が与えられている。

 

(ⅳ） EIT法の施行規則および「最先端新技術企業が享受できる優遇所得税の実施に関する問題についての国家

税務総局通達」（国税函［2009］203号）に準拠して、最先端新技術企業は15％の企業所得税を課税され

ている。当社の様々な中国子会社は、最先端新技術企業に分類されており、両年度において15％の優遇税

率を享受する権利が与えられている。

 

財政部および国家税務総局の共同通達（財税［2008］１号）に準拠して、中国子会社が2008年１月１日より前に

稼得した利益のみ、外国投資家に分配されるときに、源泉徴収の免除について新規定の適用を除外することができ

る。一方、EIT法第３条および第27条ならびに同施行規則第91条に準拠して、同日以降に発生した利益から分配さ

れた配当金は、10％のEIT、または租税条約もしくは租税協定が適用される場合は軽減税率を適用しなければなら

ない。関連する租税協定に基づき、適格な香港の居住者企業に分配される配当金に係る源泉徴収税の税率は５％で

ある。中国子会社が稼得した未分配利益に係る繰延税金負債は、2008年12月31日および2009年12月31日終了年度に

おいては税率10％、2010年１月１日からは税率５％および10％で計上されている。

 

2017年12月22日、米国税制改革法案（「改革法」）が米国大統領により署名され、法律として成立した。改革法

は、主に、最高税率が35％である米国の連邦法人所得税率の一律21％への引下げ（2018年１月１日から発効す

る）、国内製造控除制度の廃止、テリトリアル課税の導入および海外留保所得への強制みなし配当課税（トランジ

ションタックス）の実行を通して、米国の法人所得税法に対して大幅な改訂を行うものである（「米国税制改

革」）。改革法の影響を受け、2017年12月31日終了年度において当社グループは、繰延税金資産および負債の再測

定により税法上の恩典を認識した一方、海外留保所得へのみなし配当に対する課税を認識した。

 

 

改革法の影響は2017年12月31日終了年度に見積られ、当初認識された。当社グループは、同法および公告、なら

びに米財務省および内国歳入庁が発行および提案した規制をさらに分析し、2018年にトランジションタックス負債

の計算を最終化した。
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他の国外の税金はそれぞれの管轄区域の一般的な税率で計算されている。

 

両年度の税金費用は、以下の通り税引前利益に対して調整されている。

 

 2018年 2017年

 百万米ドル ％ 百万米ドル ％

     

税引前利益 1,411  1,501  

     

適用税率による税金（注） (353)　 (25.0) (492) (32.8)

関連会社および共同支配企業の利益に対する持分に係る税効果 7 0.5 6 0.4

当年度課税所得の算定において加算できない所得に係る税効果 9 0.6 8 0.5

当年度課税所得の算定において減算できない費用に係る税効果 (14)　 (1.0)　 (68) (4.5)

認識しなかった税務上の欠損金に係る税効果 (－+) － (5) (0.3)

過年度に認識しなかった税務上の欠損金の利用 1 0.1 －+ －

中国子会社に対して認められた課税免除および優遇税率の影響 54 3.8 32 2.1

米国子会社に対して認められた課税免除および優遇税率の影響 12 0.9 11 0.7

適用税率の低下に起因する繰延税金負債期首残高の減少 － － 341 22.8

米国税制改革－トランジションタックス (13) (0.9) (27) (1.8)

子会社の未分配利益に係る源泉徴収税 (10)　 (0.7)　 (28) (1.9)

過年度の引当超過(不足) 15 1.1 (3) (0.2)

グループ内取引について認識された税務上の欠損金に係る

税効果 34 2.4 43 2.9

当年度の税金費用および実効税率 (258) (18.3) (182) (12.1)

 

注：当社の取締役は、当社グループの収益が複数の管轄区域で発生しているため、各個別の管轄区域における国内の税率を用

いて作成された個別の調整表を集約する方が有意であると考えている。

 
認識した繰延税金および引き当てなかった繰延税金の詳細については、注記33に記載されている。

 
+　１百万米ドル未満
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13．配当金

 

 2018年 2017年

 百万米ドル 百万米ドル

当年度において分配として認識した配当金   

2017年度の１株当たり0.22香港ドルの最終配当金

（2016年度：0.21香港ドル） 411 395

2018年度の１株当たり0.05香港ドルの中間配当金

（2017年度：0.05香港ドル） 94 94

 505 489

 

2018年12月31日終了年度における１株当たり0.15香港ドルの最終配当金は取締役会により提言されており、次回

の年次株主総会での承認を条件としている。

 

14．１株当たり利益

 

　当社の所有者に帰属する基本的および希薄化後１株当たり利益の計算は、以下に基づいている。

 
 2018年 2017年

 百万米ドル 百万米ドル

利益   

基本的および希薄化後１株当たり利益の計算目的上の当社の所有者に

帰属する当期純利益 943 1,133

   

株式数 百万株 百万株

基本的１株当たり利益の計算目的上の加重平均普通株式数 14,674.83 14,541.85

希薄化性潜在的普通株式による影響: 株式オプション 65.06 49.33

希薄化後１株当たり利益の計算目的上の加重平均普通株式数 14,739.89 14,591.18

 

 

　　次へ
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15．有形固定資産

 

 自社保有

土地 建物 車両

工場、機械

および装置 建設仮勘定 合計

 百万米ドル 百万米ドル 百万米ドル 百万米ドル 百万米ドル 百万米ドル

取得原価       

2017年１月１日現在 479 2,125 140 2,953 305 6,002

為替換算差額 7 105 6 123 8 249

増加額 － 1 1 9 552 563

子会社の取得（注記36） 57 34 3 73 6 173

振替額 1 133 3 283 (420) －

処分による消去額 (5) (9) (8) (32) (8) (62)

2017年12月31日および2018年１月１日現在 539 2,389 145 3,409 443 6,925

為替換算差額 (4) (76) (9) (98) (4) (191)

増加額 － －+ 14 16 788 818

子会社の取得（注記36） 1 20 4 10 1 36

振替額 8 190 5 463 (666) －

処分による消去額 (4) (4) (16) (38) － (62)

2018年12月31日現在 540 2,519 143 3,762 562 7,526

       

減価償却および減損       

2017年１月１日現在 － 405 76 992 － 1,473

為替換算差額 － 31 －+ 20 － 51

当年度計上額 － 101 12 269 － 382

純損益に認識した減損損失 － － － 12 － 12

処分による消去額 － (3) (8) (19) － (30)

2017年12月31日および2018年１月１日現在 － 534 80 1,274 － 1,888

為替換算差額 － (18) (1) (35) － (54)

当年度計上額 － 110 13 305 － 428

純損益に認識した減損損失 － 1 －+ 3 － 4

処分による消去額 － (3) (13) (24) － (40)

2018年12月31日現在 － 624 79 1,523 － 2,226

       

帳簿価額       

2018年12月31日現在 540 1,895 64 2,239 562 5,300

2017年12月31日現在 539 1,855 65 2,135 443 5,037

+　１百万米ドル未満

 
2018年12月31日現在、902百万米ドル（2017年：953百万米ドル）の当社グループの建物の一部は、中国で保有す

る土地に建てられており、残りは米国および欧州に所在する自社保有土地に建てられている。

 

2018年12月31日現在、総帳簿価額約169百万米ドル（2017年：217百万米ドル）の中国における建物の所有権証の

取得に係る申請が未だ手続き中である。

 

2018年12月31日現在、有形固定資産の帳簿価額には、ファイナンス・リースに基づいて保有する資産に関する金

額が25百万米ドル（2017年：28百万米ドル）含まれていた。

 

2018年12月31日終了年度において、帳簿価額約４百万米ドル（2017年：12百万米ドル）の有形固定資産が全額減

損処理され、純損益に認識された。
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16．開発中の不動産

 

完成が見込まれる開発中の不動産

 

 2018年 2017年

 百万米ドル 百万米ドル

正常営業循環期間内に完成が見込まれる開発中の不動産のうち流動資

産に含まれる金額 30 －

 30 －

   

正常営業循環期間内に完成が見込まれる開発中の不動産のうち次の期間

に回収が見込まれる金額：   

１年以内 － －

１年超 30 －

 30 －

 

17．前払リース料

 

 2018年 2017年

 百万米ドル 百万米ドル

取得原価   

１月１日現在 248 238

為替換算差額 (12) 16

増加額 － －+

開発中の不動産への振替額 (5) －

処分による消去額 (3) (6)

12月31日現在 228 248

   

償却   

１月１日現在 46 38

為替換算差額 (2) 3

当年度計上額 4 5

処分による消去額 － －+

12月31日現在 48 46

   

帳簿価額   

12月31日現在 180 202

以下の報告目的別：   

流動 5 5

非流動 175 197

 180 202

+　１百万米ドル未満

 

当該金額は主に、満期まで10年から48年のリース期間の中国に所在する土地使用権の賃借に係る前払金を表す。
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18．生物資産

 

当社グループの農業活動の内容

 

当社グループの生物資産は、様々な生育段階にある生豚および家禽（哺乳豚、幼豚、出荷肉豚およびブロイラー

等）であり、流動資産に分類されている。生物資産には、将来の生豚およびブロイラーの生産に用いられる種畜

（豚および家禽）も含まれており、これらは当社グループの非流動資産に分類されている。各報告期間の末日現在

において当社グループが所有する生豚、ブロイラーおよび種畜の数は、以下の通りである。

 
 2018年 2017年

 千頭／羽 千頭／羽

生豚   

- 哺乳豚 1,757 1,685

- 幼豚 2,122 2,100

- 出荷肉豚 8,010 7,446

 11,889 11,231

種畜（豚） 1,120 1,106

 13,009 12,337

ブロイラー 3,990 4,245

種畜（家禽） 525 517

 4,515 4,762

 

肉豚

 

通常、繁殖用雌豚は受精するとその妊娠期間は114日間である。新生豚は「哺乳豚」に分類される。哺乳豚は、

離乳するまでの３週間から４週間は母豚と過ごす。哺乳豚は約１キログラムから８キログラムになると、離乳し、

「幼豚」に振り替えられる。

 

肥育豚舎は、離乳したての豚に必要なものを提供できるように設計されている。離乳したての豚には、栄養必要

量の変化に応じて特別に調合された一連の飼料が与えられる。幼豚は約６週間肥育豚舎に留まり、この間に約７キ

ログラムから45キログラムまで成長した後、「最終肥育」豚舎に移る。

 

出荷肉豚は、通常、13週間から19週間この段階に置かれる。この間に出荷肉豚は23キログラムから132キログラ

ムまで成長し、市場価値のある生豚と見なされる。出荷肉豚は理想重量に達した時点で、加工施設への移送のため

に特別仕様のトラックに載せられる。

 

家禽

 

通常、雌鳥が産卵した卵は孵卵場に移送され、孵化するまでに約21日間を要する。孵化した雛鳥はその後、ブロ

イラー飼育場に移送される。

 

雛鳥には、栄養必要量を満たすために特別に調合された一連の飼料が与えられる。雛鳥は約38日から42日の間ブ

ロイラー飼育場で飼育され、この間に約2.1キログラムまで成長し、市場価値のあるブロイラーとみなされる。

 

ブロイラーは出荷重量に達した時点で、加工施設への移送のために特別仕様のトラックに載せられる。

 

当社グループは、生物資産に関連した数多くのリスクにさらされている。当社グループは、以下の営業リスクに

さらされている。

 

(ⅰ)規制および環境リスク
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当社グループは、豚および家禽の飼育を行っている地域の法規制の適用を受ける。当社グループは、現

地の環境法およびその他の法律への準拠を目的とした、環境に関する方針および手続を定めている。経営者

は、環境リスクを識別することと、当該リスクを管理する上で現行のシステムが適切であるかを確認するこ

とを目的として、定期的な見直しを行っている。

 

(ⅱ）天候、疾病およびその他の自然リスク

当社グループの生物資産は、天候の変化、疾病およびその他の自然の力による損害リスクにさらされて

いる。当社グループは、これらのリスクのモニタリングおよび低減を目的とした、広範囲にわたる措置（定

期的な検査、疾病管理および保険等）を取っている。

 

当社グループの生物資産の帳簿価額

 

 生豚 種畜（豚） ブロイラー 種畜（家禽） 合計

 2018年 2017年 2018年 2017年 2018年 2017年 2018年 2017年 2018年 2017年

 百万

米ドル

百万

米ドル

百万

米ドル

百万

米ドル

百万

米ドル

百万

米ドル

百万

米ドル

百万

米ドル

百万

米ドル

百万

米ドル

１月１日現在帳簿価額 985 927 177 184 5 6 4 2 1,171 1,119

為替換算差額 (11) 20 (3) 3 －+ －+ －+ －+ (14) 23

増加：飼育費用 7,141 7,267 124 195 140 133 9 8 7,414 7,603

子会社の取得（注記36） － 14 － 5 － － － － － 19

生物資産の売却コスト控除

後の公正価値の変動によ

る利得（損失） (71) 42 (55) (25) (1) (1) (3) (3) (130) 13

収穫時点での棚卸資産への

振替 (6,912) (7,103) (64) (149) (116) (94) (6) (1) (7,098) (7,347)

選別による減少 (190) (182) (34) (36) (23) (39) (2) (2) (249) (259)

12月31日現在帳簿価額 942 985 145 177 5 5 2 4 1,094 1,171

+　１百万米ドル未満

 

報告上の内訳

 
 2018年 2017年

 百万米ドル 百万米ドル

流動 947 990

非流動 147 181

 1,094 1,171
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公正価値測定－レベル３

 

 2018年 2017年

 百万米ドル 百万米ドル

生物資産   

- 生豚 942 985

- 種畜（豚） 145 177

- ブロイラー 5 5

- 種畜（家禽） 2 4

 1,094 1,171

 
種畜（豚および家禽）の公正価値は、類似の品種および遺伝的利点のある豚および家禽の、過去の売却コスト控

除後の販売価格の平均値（レベル３）に基づき算定されている。この過去の平均販売価格が僅かに上昇した場合、

公正価値の見積額は大幅に増加する（その逆も同様）。

 

生豚およびブロイラーの公正価値は、主に、活発に取引されている市場における豚およびブロイラーの価格か

ら、生豚およびブロイラーが食肉処理されるまでの飼育に要した飼育費用および飼育者が要求するマージンを減額

し、さらに売却コストを控除した金額（レベル３）に基づき算定されている。豚およびブロイラーの市場価格が上

昇した場合、または生豚およびブロイラーの飼育に要した飼育費用が減少した場合、公正価値の見積額は増加する

（その逆も同様）。

 

生物資産の売却コスト控除後の公正価値の変動には、両年度末日現在の豚および家禽の公正価値の変動が含まれ

ている。当社グループの生物資産については、独立の資格を有する鑑定会社であるジョーンズ・ラング・ラサー

ル・コーポレート・アプレイザル・アンド・アドバイザリー・リミテッド（JLL）（所在地：香港、クイーンズ・

ロード・イースト１、スリー・パシフィック・プレイス６階）が評価を実施している。

 

以下は、生物資産の評価プロセスに用いた主要な仮定およびインプットに関する記載である。

 

 

2018年

（人民元）

2017年

（人民元）

中国   

種畜（豚）１頭当たり市場価格(1) 2,127 2,190

哺乳豚１頭当たり原価(2) 86 67

出荷肉豚１頭当たり市場価格(3) 1,260 1,512

出荷肉豚となるまでの飼育に要した１頭当たり週平均飼育費用(4)： 68 66

   

種畜（家禽）１羽当たり市場価格(1) 25 25

ブロイラー１羽当たり市場価格(3) 19 17

ブロイラーとなるまでの飼育に要した１羽当たり平均飼育費用(4)： 16 16

   

 

2018年

（米ドル）

2017年

（米ドル）

米国   

種畜－雌（豚）１頭当たり市場価格(1) 127 159

種畜－雄（豚）１頭当たり市場価格(1) 56 76

哺乳豚１頭当たり原価(2) 32 32

出荷肉豚１頭当たり市場価格(3) 131 149

出荷肉豚となるまでの飼育に要した１頭当たり週平均飼育費用(4)： 5.7 5.5

 

注：
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１．種畜の市場価格

 

種畜は、対応する家畜の評価日において、市場で販売できるとみなされる。採用し

た価格は、現地の食肉処理業者と取引された過去の平均販売価格を参照している。

当社グループは種畜を耐用年数が経過する前に売却したことがないため、過去の販

売実績に係る数値を入手できない。

   

２．哺乳豚の原価

 

当該動物の誕生から出荷肉豚になるまでの間に生じる生物学的変化は僅かであるこ

とから、コスト・アプローチが採用される。哺乳豚は最長でも生後４週間であるた

め、最近の発生原価は再調達原価に近似している。

   

３．出荷肉豚／ブロイラーの

市場価格

 

出荷肉豚／ブロイラー（市場で販売可能な程度の月齢に達している出荷肉豚／ブロ

イラー）に採用した販売価格は、活発に取引されている現地の直物市場および／ま

たは先物市場の市場価格を参照の上、算定している。当該評価に使用した価格は、

記録された実際の価格と一致している。

   

４．完成に要した費用

 

評価の仮定として利用した完成までの費用は、飼料費、投薬およびワクチン接種、

飼育者に対する支払い、畜舎建設費、生産に係る間接費、販売のために発生する食

肉処理業者への輸送費および販売費の過去の平均に基づいている。飼育者が要求す

る利益の見積りも、評価に用いられる。

 

 

19．のれん

 
 2018年 2017年

 百万米ドル 百万米ドル

取得原価   

１月１日現在 1,838 1,784

子会社の取得（注記36） 28 26

為替換算差額 (19) 28

12月31日現在 1,847 1,838

   

減損損失累計額   

１月１日および12月31日現在 － －

   

帳簿価額   

12月31日現在 1,847 1,838

 

のれんの減損テスト

 

のれんは、当社グループの事業単位に基づき、減損テストのため、以下のCGUに配分された。

 

－生鮮豚肉

－加工食肉
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CGUに配分されたのれんの帳簿価額は、以下の通りである。

 
 2018年 2017年

 百万米ドル 百万米ドル

以下に配分されたのれん   

生鮮豚肉－中国 48 51

加工食肉－中国 138 147

生鮮豚肉－米国 31 31

加工食肉－米国 1,510 1,510

生鮮豚肉および加工食肉－欧州 120 99

 1,847 1,838

 

これらのCGUに関する減損の検討は、年に１回、または事象もしくは状況が当該CGUの帳簿価額を回収できない可

能性を示唆している場合に行われる。2018年12月31日および2017年12月31日に終了した両年度において、当該CGU

の回収可能価額は、経営者が実施したキャッシュ・フロー予測を用いた使用価値法により算定されている。

 

減損テストのため、当社グループはキャッシュ・フロー予測を作成しており、当該CGUの回収可能価額は、経営

者承認済みの３年間／５年間の財務予算に基づく税引前キャッシュ・フロー予測、および当該３年間／５年間の予

算期間より後に係るキャッシュ・フローの推定を用いて計算されている。

 

中国／米国における生鮮豚肉に係るキャッシュ・フロー予測（３年間／５年間の予算期間および当該予算期間よ

り後の推定キャッシュ・フローを含む。）に用いた主要な仮定は、以下の通りである。

 
 
 中国 米国

 2018年 2017年 2018年 2017年

 ％ ％ ％ ％

収益成長率（注ⅰ） 6.0‒22.2 1.5-23.1 2.0‒8.8 (3.3)‒2.0

長期成長率（注ⅱ） 2 2 2 2

割引率（注ⅲ） 13 12 8 8

 

中国／米国における加工食肉に係るキャッシュ・フロー予測（３年間／５年間の予算期間および当該予算期間よ

り後の推定キャッシュ・フローを含む。）に用いた主要な仮定は、以下の通りである。

 
 中国 米国

 2018年 2017年 2018年 2017年

 ％ ％ ％ ％

収益成長率（注ⅰ） 10.9-15.4 9.6‒9.7 2.1‒3.1 2.1‒7.9

長期成長率（注ⅱ） 2 2 2 2

割引率（注ⅲ） 13 12 8 8
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中国および米国以外のその他の地域における生鮮豚肉および加工食肉に係るキャッシュ・フロー予測（５年間の

予算期間および当該予算期間より後の推定キャッシュ・フローを含む。）に用いた主要な仮定は、以下の通りであ

る。

 
 2018年 2017年

 ％ ％

収益成長率（注ⅰ） 2.0‒3.0 4.3‒19.6

長期成長率（注ⅱ） 3 3

割引率（注ⅲ） 9 9

 

注：

ⅰ.　経営者は、過去の実績および市場動向の予想を参照の上、３年間／５年間の予算期間にわたる収益成長率を算定してい

る。

ⅱ.　使用された長期成長率は、事業を営む食肉生産事業の長期成長率を超過していない。

ⅲ.　使用された割引率は、CGUに関連する固有のリスクを反映し、キャッシュ・フロー予測に用いた税引前のものである。

 

実施した減損判定に基づき、両年度の末日に認識した減損損失はない。経営者は、これらの仮定に合理的に考え

得る変更が生じた場合でも、CGUの帳簿価額合計がCGUの回収可能価額合計を上回ることはないと考えている。
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20．無形資産

 

 

商標権 販売網 特許権 顧客関係

契約飼育

場関係

権利およ

び許可 合計

 百万米ドル百万米ドル百万米ドル百万米ドル百万米ドル百万米ドル百万米ドル

取得原価        

2017年１月１日現在 1,602 5 1 54 40 3 1,705

子会社の取得（注記36） 27 － － － － 3 30

為替換算差額 37 － － 1 － －+ 38

2017年12月31日および2018年１月１日

現在 1,666 5 1 55 40 6 1,773

子会社の取得（注記36） 25 － － 1 － － 26

為替換算差額 (24) － － (1) － － (25)

2018年12月31日現在 1,667 5 1 55 40 6 1,774

        

償却および減損        

2017年１月１日現在 － － 1 17 6 －+ 24

為替換算差額 － － － －+ － －+ －+

当年度計上額 － － － 5 2 －+ 7

2017年12月31日および2018年１月１日

現在 － － 1 22 8 －+ 31

為替換算差額 － － － －+ － －+ －+

当年度計上額 － － － 6 2 1 9

2018年12月31日現在 － － 1 28 10 1 40

        

帳簿価額        

2018年12月31日現在 1,667 5 －+ 27 30 5 1,734

2017年12月31日現在 1,666 5 －+ 33 32 6 1,742

 

特許権、顧客関係、契約飼育場関係ならびに権利および許可は、５年から25年の見積耐用年数にわたり償却され

る。

 

企業結合で取得した商標権および販売網は、耐用年数を確定できない無形資産として識別・認識され、以下の理

由により償却を実施せず、取得原価で計上される。

 

－僅少なコストで無期限に更新可能である。

－関連するすべての要因分析を基に、当該資産が正味キャッシュ・フローをもたらすと期待される期間に予見可

能な限度がない。

 
+　１百万米ドル未満

 

無形資産の減損テスト

 

当社グループの事業単位に基づき、商標権および販売網については、減損テストのために以下のCGUに配分され

た。

・　生鮮豚肉

・　加工食肉
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商標権および販売網の帳簿価額は、CGUに以下のように配分された。

 
 2018年 2017年

 百万米ドル 百万米ドル

以下に配分されたのれん   

生鮮豚肉－中国 48 51

加工食肉－中国 286 299

生鮮豚肉－米国 243 243

加工食肉－米国 983 984

生鮮豚肉および加工食肉－欧州 112 94

 1,672 1,671

 

これらのCGUに係る減損の検討は、年に１回、または事象もしくは状況が、当該CGUの帳簿価額を回収できない可

能性を示唆している場合に行われる。2018年12月31日および2017年12月31日終了年度において、当該CGUの回収可

能価額は、キャッシュ・フロー予測を用いた使用価値法により経営者が算定している。

 

減損テストのため、当社グループは、経営者承認済みの３年間／５年間の財務予算、および当該３年間／５年間

の予算期間より後に係るキャッシュ・フローの推定に基づき、キャッシュ・フロー予測を作成している。

 

生鮮豚肉の商標権および販売網に係るキャッシュ・フロー予測（３年間／５年間の予算期間および当該予算期間

より後の推定キャッシュ・フローを含む。）に用いた主要な仮定は、以下の通りである。

 
 中国 米国

 2018年 2017年 2018年 2017年

 ％ ％ ％ ％

収益成長率（注ⅰ） 6.0‒22.2 1.5‒23.1 2.0‒8.8 (3.3)‒2.0

長期成長率（注ⅱ） 2 2 2 2

割引率（注ⅲ） 16 15 8 8

 

加工食肉の商標権および販売網に係るキャッシュ・フロー予測（３年間／５年間の予算期間および当該予算期間

より後の推定キャッシュ・フローを含む。）に用いた主要な仮定は、以下の通りである。

 

 中国 米国

 2018年 2017年 2018年 2017年

 ％ ％ ％ ％

収益成長率（注ⅰ） 10.9‒15.4 9.6‒9.7 2.1‒3.1 2.1‒7.9

長期成長率（注ⅱ） 2 2 2 2

割引率（注ⅲ） 16 15 8 8

 

中国および米国以外のその他の地域における生鮮豚肉および加工食肉の商標権および販売網に係るキャッシュ・

フロー予測（５年間の予算期間および当該予算期間より後の推定キャッシュ・フローを含む。）に用いた主要な仮

定は、以下の通りである。

 
 2018年 2017年

 ％ ％

収益成長率（注ⅰ） 2.0‒3.0 4.3‒19.6

長期成長率（注ⅱ） 3 3

割引率（注ⅲ） 9 9
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注：

ⅰ.　経営者は、過去の実績および市場動向の予想を参照の上、３年間／５年間の予算期間にわたる収益成長率を算定してい

る。

ⅱ.　使用された長期成長率は、事業を営む食肉生産事業の長期成長率を超過していない。

ⅲ.　使用された割引率は、当該商標権および販売網に関連した固有のリスクを反映し、キャッシュ・フロー予測に用いた税

引前のものである。

 

当社グループは、実施した減損判定に基づき、両年度において減損損失を認識していない。経営者は、これらの

仮定の合理的に考え得る変更により、商標権および販売網の帳簿価額合計が当該資産の回収可能価額合計を上回る

ことにはならないと考えている。

 

 

21．関連会社に対する持分

 
 2018年 2017年

 百万米ドル 百万米ドル

   

純資産に対する持分 150 155

 

2018年12月31日および2017年12月31日現在、当社グループのすべての関連会社は、個別に重要性があるとみなさ

れていない。当該関連会社の持分の総額は、連結財務諸表に記載されている。

 

以下では、個々には重要性のない関連会社の情報（総額）が記載されている。

 

 2018年 2017年

 百万米ドル 百万米ドル

   

当該関連会社の当期純利益及び包括利益合計に対する当社グループの

持分 8 8

   

当期中に当該関連会社により受け取った配当金 4 7

 

 

22．共同支配企業に対する持分

 

 2018年 2017年

 百万米ドル 百万米ドル

   

純資産に対する持分 202 140

   

2018年12月31日および2017年12月31日現在、当社グループのすべての共同支配企業は、個別に重要性があるとみ

なされていない。当該共同支配企業の持分の総額は、連結財務諸表に記載されている。

 

23．棚卸資産

 

 2018年 2017年

 百万米ドル 百万米ドル

原材料 733 700

仕掛品 99 116

製品 1,190 1,089

 2,022 1,905
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24．売掛金および受取手形

 2018年 2017年

 百万米ドル 百万米ドル

売掛金 1,137 994

減損 (12) (10)

 1,125 984

受取手形 10 5

 1,135 989

 

当社グループの自社の顧客に対する通常の信用供与期間は、中国事業では30日以内、米国およびその他の国の事

業では販売経路および顧客によって異なる。以下は、損失評価引当金控除後の売掛金および受取手形の年齢分析で

あり、収益が認識された各日に近似した製品の引渡日に基づいて表示されている。

 

 2018年 2017年

 百万米ドル 百万米ドル

滞留期間   

０日から30日 957 882

31日から90日 178 105

91日から180日 －+ 2

 1,135 989

 

当社グループは、新しい顧客を受け入れる前に、過去の実績を使用して潜在顧客の信用度を評価し、顧客の与信

限度額を定めている。顧客に設定された限度額は定期的に見直される。

 

売掛金の回収可能性の判定に際し、当社グループは、信用供与から報告日までの売掛金の信用度の変化を監視し

ている。取締役は、顧客基盤が広く、関連していないため、信用リスクの集中は限定的であると考えている。

 

売掛金に対する利息は請求されていない。売掛金に対する損失評価引当金は、製品の販売からの見積回収不能額

に基づき、過去の貸倒実績、および帳簿価額と見積将来キャッシュ・フローを当初実効金利で割り引いた現在価値

との差額により算定される減損の客観的証拠を参照して算定される。
+　１百万米ドル未満

 

売掛金の現存に関する損失評価引当金の変動

 

 2018年 2017年  

 百万米ドル 百万米ドル  
１月１日現在 (10) (8)  
正味減損損失 (2) (1)  
為替換算差額 －+ (1)

12月31日現在 (12) (10)  
    
 

2018年12月31日に終了する年度におけるIFRS第９号に基づく減損

減損の分析は、予想信用損失を見積もるための引当マトリクスを用いて各報告日に実施している。引当率は、類

似する損失パターンによりグルーピングされた（すなわち、地域別、製品種類別、顧客の種類および格付け別、な

らびに、信用状またはその他の形式の信用保険によりカバーされている割合別）さまざまな顧客セグメントの期日

経過日数に基づいている。計算には、確率加重した結果、貨幣の時間価値および過去の事象、現在の状況および将

来の経済状況の予測に関して報告日現在で入手可能な合理的かつ裏付け可能な情報が反映されている。通常、債権

は１年超の期日超過で、かつ、回収に向けた執行活動を行っていない場合に直接償却している。

 

以下では、引当マトリクスを用いて、当社グループの売掛金に係る信用リスク・エクスポージャーの情報を示し

ている。

 

2018年12月31日現在
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 期日未経過 90日超 180日超 合計

予想損失率 1.02% 3.00% 5.14% 1.02%

帳簿価額（百万米ドル） 1,137 ̶+ ̶+ 1,137

損失評価引当金（百万米ドル） 12 ̶+ ̶+ 12
+　１百万米ドル未満

 

2017年12月31日に終了する年度におけるIAS第39号に基づく減損

2017年12月31日現在、当社グループの売掛金残高には、報告期間の末日現在で返済期限を経過した債権が帳簿価

額合計で107百万米ドル含まれており、これらの滞留期間は31日から180日である。当社グループは、これらの債権

に対して、支払実績および報告期間の末日より後に相当額の返済がなされたことを考慮して、減損損失に対する引

当金を設定していない。当社グループは、これらの残高に対して担保を保有していない。これらの債権の2017年12

月31日現在の平均滞留期間は、62日である。

 

 

25．前払金、その他の債権およびその他の資産

 

 2018年 2017年

 百万米ドル 百万米ドル

貸付金 65 41

仕入先に支払った保証金 20 17

金融機関預け金 9 10

金融機関に対する債権 66 －

デリバティブ金融商品（注記27） 12 16

未収付加価値税 96 74

前払金 63 48

その他 67 57

 398 263

   

報告目的上の内訳：   

流動 358 222

非流動 40 41

 398 263
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26．売却可能投資および損益を通じて公正価値で測定する金融資産

 

 2018年 2017年

 百万米ドル 百万米ドル

売却可能投資   

非上場の投資   

‐持分投資 － 7

   

損益を通じて公正価値で測定する金融資産   

非上場の投資   

‐金融商品 317 －

‐持分投資 7 －

 324 －

 

報告目的上の内訳：   

流動資産 317 ̶

非流動資産 7 7

 324 7

 

 

2017年12月31日現在の当社グループの売却可能投資は、未公開企業が発行する持分証券に対する非上場の投資を

表していた。当該持分証券は、活発な市場における市場相場価格がない。また、合理的な公正価値の見積りの範囲

が広く、当社グループの取締役の見解では、それらの公正価値は信頼性をもって測定できないため、報告期間の末

日現在において減損控除後の取得原価で測定された。経営者が、当該投資は戦略的な目的で保有されており、予測

可能な将来において処分することはないと考えているため、当該投資は非流動資産に分類される。

 

2018年12月31日現在流動資産に分類されている投資は、主に中国の銀行が発行する理財商品である。当該投資の契

約上のキャッシュ・フローは「元本および元本残高に対する利息の支払いのみ」ではないため、これらは強制的に

損益を通じて公正価値で測定する金融資産として分類された。上記の非流動持分投資については、当社グループ

は、公正価値で測定する利得または損失を、その他の包括利益を通じて認識していないため、FVPLで測定した。
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27．デリバティブ金融商品

 

ヘッジ会計が適用されているデリバティブ

 

 2018年 2017年

 資産 負債 資産 負債

 百万米ドル 百万米ドル 百万米ドル 百万米ドル

公正価値ヘッジ     

‐穀物契約 1 －+ 1 －

‐家畜契約 1 －+ － －

キャッシュ・フロー・ヘッジ     

‐為替先渡 －+ － －+ －

‐穀物契約 2 12 8 18

‐家畜契約 10 2 －+ 2

‐金利契約 － －+ －+ －+

 14 14 9 20

+１百万米ドル未満

 

公正価値ヘッジ：

 

当社グループは、当社の穀物および家畜の購入に関するコミットメントの公正価値変動に対するエクスポー

ジャーを最小化するために、デリバティブ商品（主に先渡契約）を締結した。当社の取締役は、これらのデリバ

ティブ商品は非常に有効なヘッジ手段と考えている。デリバティブ商品の主要な条件は、以下の通りである。

 

2018年12月31日現在

 想定数量   ヘッジ非有効部分の測定
に用いる公正価値の変動デリバティブ商品 最小 最大 単位 満期

     百万米ドル

      

コモディティ契約      

穀物     4

̶ 大豆 － 415,000 ブッシェル 2019年11月まで  

̶ トウモロコシ 1,615,000 56,460,000 ブッシェル 2019年12月まで  

赤身豚 － 90,440,000 ポンド 2020年12月まで 2

 

 

2017年12月31日現在

 想定数量   

デリバティブ商品 最小 最大 単位 満期

     

コモディティ契約     

穀物     

- トウモロコシ 1,660,000 6,855,000 ブッシェル 2019年３月まで

 

 

ヘッジ非有効部分は、以下から生じる可能性がある。

・　ヘッジ対象とヘッジ手段の予定キャッシュ・フロー金額の変動

・　予定取引とヘッジ手段のキャッシュ・フローの時期の相違

2018年12月31日現在のコモディティ契約は、連結財政状態計算書の「その他の売掛金」および「その他の買掛

金」に計上されている。
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キャッシュ・フロー・ヘッジ：

 

2018年12月31日および2017年12月31日現在、当社グループは外貨建ての予定販売および購入に関連した当社グ

ループの為替エクスポージャーを管理するために、非常に有効なヘッジ手段として指定された以下の為替先渡契約

を保有していた。

 

 

当社グループは、生豚および生鮮豚肉の予定販売、ならびにトウモロコシおよび大豆ミールの予定購入に関連する

コモディティ価格リスクに起因する予想将来キャッシュ・フローの変動や、変動金利借入金に関連するキャッ

シュ・フロー金利リスク、および為替レートの変動に関連する為替リスクに対する当社グループのエクスポー

ジャーを管理するために、非常に有効なヘッジ手段として指定された先物契約、スワップ契約およびオプション契

約等のデリバティブ契約を締結している。デリバティブ商品の条件は、それぞれ指定されたヘッジ対象の条件に一

致するように取り決められる。これらの契約の主要な条件は、以下の通りである。

 
2018年12月31日現在

 想定数量   ヘッジ非有効部分の測定
に用いる公正価値の変動デリバティブ商品 最小 最大 単位 満期

     百万米ドル

      

コモディティ契約      

穀物     (5)

̶ トウモロコシ 157,900,000 216,485,000 ブッシェル 2021年３月まで  

̶ 大豆ミール 1,067,600 1,634,800 トン 2021年１月まで  

赤身豚 39,840,000 902,160,000 ポンド 2019年12月まで 125

金利契約 18,486,729 21,057,065 米ドル 2019年11月まで －+

為替先渡契約 10,361,996 52,624,265 様々な通貨 2019年９月まで －+

 

 

2017年12月31日現在

 想定数量   

デリバティブ商品 最小 最大 単位 満期

     

コモディティ契約     

　穀物     

̶ トウモロコシ 70,610,000 210,010,000 ブッシェル 2020年12月まで

̶ 大豆ミール 763,900 1,770,800 トン 2020年12月まで

赤身豚 198,720,000 1,867,480,000 ポンド 2018年12月まで

金利契約 16,717,216 19,596,316 米ドル 2019年11月まで

為替先渡契約 7,620,397 45,316,424 様々な通貨 2018年９月まで

     

+１百万米ドル未満

 

ヘッジ非有効部分は、以下から生じる可能性がある。

・　ヘッジ対象とヘッジ手段の予定キャッシュ・フロー金額の変動

・　予定取引とヘッジ手段のキャッシュ・フローの時期の相違
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ヘッジ対象が連結財務諸表に与える影響は以下の通りである。

 

 その他の包括利

益に認識される

ヘッジ利得/

（損失）

合計

その他の包括利

益から純損益へ

振り替えられる

金額

純利益に認識さ

れるヘッジ非有

効部分

その他の剰余金

に含まれる繰延

純利益（損失）

ヘッジ非有効部

分の測定に用い

る公正価値の変

動

 百万米ドル 百万米ドル 百万米ドル 百万米ドル 百万米ドル

2018年12月31日現在      

非常に可能性が高い

赤身豚の予定取引 125 115 5 11 130

非常に可能性が高い

穀物の予定取引 (5) (1) 2 (21) (3)

 

2018年12月31日現在のコモディティ契約、金利契約、為替先渡契約は、連結財政状態計算書の「その他の売掛

金」および「その他の買掛金」に計上されている。

 

赤身豚および穀物の予定取引のヘッジ非有効部分は、連結純損益計算書の「収益」および「売上原価」に認識さ

れる。

 

 

ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ

 

 2018年 2017年  
 資産 負債 資産 負債

 百万米ドル 百万米ドル 百万米ドル 百万米ドル

     

為替先渡 2 －+ －+ －+

穀物契約 －+ 1 4 1

家畜契約 －+ －+ 13 5

エネルギー契約 2 5 6 1

 5 7 23 7

+１百万米ドル未満
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このようなデリバティブの主要な条件は、以下の通りである。

 
 想定数量   

デリバティブ商品 最小 最大 単位 満期

2018年12月31日現在     

コモディティ契約     

穀物     

̶ 小麦 65,000 1,805,000 ブッシェル 2020年７月まで

̶ 大豆ミール － 6,900 トン 2019年８月まで

- トウモロコシ 13,535,000 32,515,000 ブッシェル 2020年３月まで

- 大豆 10,000 8,040,000 ブッシェル 2019年11月まで

赤身豚 480,000 291,160,000 ポンド 2019年11月まで

天然ガス 14,660,000 18,660,000 BTU 2021年12月まで

灯油 － 1,680,000 ガロン 2019年４月まで

ディーゼル 2,100,000 18,186,000 ガロン 2020年12月まで

為替先渡契約 4,849,775 215,246,768 様々な通貨 2019年４月まで

     

2017年12月31日現在     

コモディティ契約     

穀物     

- 小麦 － 355,000 ブッシェル 2018年７月まで

- 大豆ミール 100 33,000 トン 2018年７月まで

- トウモロコシ 26,195,000 41,810,000 ブッシェル 2018年３月まで

- 大豆 10,000 6,230,000 ブッシェル 2019年１月まで

赤身豚 5,000,000 232,160,000 ポンド 2019年２月まで

天然ガス 8,535,000 17,570,000 BTU 2020年11月まで

生牛 － 10,980,000 ポンド 2018年８月まで

ディーゼル 12,600,000 19,320,000 ガロン 2018年12月まで

 

デリバティブ金融資産および負債は、それぞれ非流動資産に１百万米ドル（2017年：２百万米ドル）、流動資産

に11百万米ドル（2017年：14百万米ドル）計上され、非流動負債に８百万米ドル（2017年：７百万米ドル）、流動

負債に６百万米ドル（2017年：４百万米ドル）計上されている。

 

28．担保提供預金／制限付預金ならびに銀行預金および現金

 

2018年12月31日現在、銀行預金には年率で0.01％から4.80％（2017年：0.01％から6.25％）の範囲の市場金利で

利息が付される。担保提供預金および制限付預金には、年率で0.01％から3.58％（2017年：0.01％から3.90％）の

固定金利で利息が付される。

 

2018年12月31日現在、担保提供預金は、当社グループに付与された信用状および銀行借入等の銀行および取引

ファシリティの担保のために銀行に差し入れた４百万米ドル（2017年：７百万米ドル）、ならびに第三者からの借

入金を担保するために差し入れた３百万米ドル（2017年：３百万米ドル）を表している。担保提供預金は、関連す

る借入金の返済または関連するファシリティの解除に伴い担保解除される。

 

１百万米ドル（2017年：１百万米ドル）の銀行預金は、米国の労働者災害補償保険のために担保提供されてい

る。10百万米ドル（2017年：ゼロ）の銀行預金は、ポーランドの工場建設のために担保提供されている。

 

2018年12月31日現在、金融サービスに従事する当社グループの子会社は、法律に準拠して中国人民銀行に法定預

金準備金40百万米ドル（2017年：63百万米ドル）を預け入れている。
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29．買掛金

 

製品の購入に関する平均信用期間は、中国事業では約30日で、米国およびその他の国の事業では、仕入先によっ

て信用条件が異なる。当社グループは、すべての債務が信用期間内に確実に支払われるようにするために、金融リ

スク管理方針を適用している。

 

 2018年 2017年

 百万米ドル 百万米ドル

買掛金 977 1,076

 

以下は請求日に基づく買掛金の分析である。

 

 2018年 2017年

 百万米ドル 百万米ドル

経過日数   

０日から30日 923 1,058

31日から90日 40 13

91日から180日 7 2

181日から365日 7 3

 977 1,076

 

30．未払費用およびその他の債務

 

 2018年 2017年

 百万米ドル 百万米ドル

未払人件費 373 486

預り金 104 190

未払売上割戻し 238 247

有形固定資産の取得に関連した債務 110 146

未払保険料 135 141

未払利息 25 28

子会社の取得に関連した条件付対価の残高 11 17

生産者に対する債務 41 41

年金負債（注記35） 14 12

関連会社に対する債務（注記45(b)） 11 9

デリバティブ金融商品（注記27） 14 11

専門家に対する未払報酬 64 40

未払賃借料および光熱費 32 34

未払配当金 10 13

契約負債（注） 161 －

その他の未払費用 174 128

その他の債務 127 128

 1,644 1,671

   

報告目的上の内訳：   

流動 1,430 1,472

非流動 214 199

 1,644 1,671

 

注：2018年に顧客から受領した前受金は、契約負債（2017年：預り金のうち98百万米ドル）に再分類された。契約負債の増加

は、報告期間の末日において食肉製品の販売および開発中の不動産に関連する顧客からの前受金が増加したことによるも

のである。　　
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31．ファイナンス・リース債務

 

当社グループは、その一部の建物、機械、車両およびその他の装置をファイナンス・リースで賃借している。

2018年12月31日現在、リース期間は２年から22年（2017年：２年から23年）の範囲である。すべてのファイナン

ス・リース債務の基礎となる利子率は契約日ごとに異なり、2018年12月31日終了年度の平均年率は2.6％（2017

年：年率0.3％）である。

 
 最低リース料総額 最低リース料総額の現在価値

 2018年 2017年 2018年 2017年

 百万米ドル 百万米ドル 百万米ドル 百万米ドル

ファイナンス・リースに基づく未払額：     

１年以内 3 5 3 5

１年から２年 3 2 2 2

２年から５年 6 5 4 4

５年超 19 21 16 17

 31 33 25 28

     

控除：将来の金融費用 (6) (5)   

リース債務の現在価値 25 28   

     

控除：１年以内に返済予定で流動負債に表示され

た金額（注記30の未払費用およびその他の

債務に含まれる。）   (2) (5)

返済予定が１年超の金額   23 23

 

当社グループのファイナンス・リース債務は、リース資産に係る貸手の担保権により保証される。
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32．借入金

 

 2018年 2017年

 百万米ドル 百万米ドル

優先無担保債券   

2020年１月満期2.700％優先無担保債券 399 398

2021年10月満期2.650％優先無担保債券 397 396

2022年２月満期3.350％優先無担保債券 397 397

2027年２月満期4.250％優先無担保債券 595 594

 1,788 1,785

無担保ミディアム・ターム・ノート － 154

コマーシャル・ペーパー（注(ⅰ)） 236 －

銀行借入金（注(ⅱ)）   

有担保 374 107

無担保 677 1,015

第三者からの借入金（注(ⅲ)）   

有担保 1 1

無担保 2 2

その他の借入金（注(ⅳ)） － 42

当座借越以外の借入金合計 3,078 3,106

当座借越（注(ⅴ)） 41 92

 

   

当座借越以外の借入金の返済予定は以下の通りである（注(ⅵ)）。  

１年以内 819 809

１年から２年 451 131

２年から５年 1,211 1,569

５年超 597 597

 3,078 3,106

 

控除：流動負債に表示された１年以内に返済予定の金額 (819) (809)

返済予定が１年超の金額 2,259 2,297

   

当座借越以外の借入金合計   

固定金利 2,370 2,492

変動金利 708 614

 3,078 3,106

通貨別の借入金の内訳：   

米ドル建て 2,458 2,340

人民元建て 464 625

ポーランド・ズウォティ建て 76 27

ルーマニア・レイ建て 60 78

香港ドル建て 18 34

ユーロ建て 2 2

 3,078 3,106

 

注：

(ⅰ)　2018年５月に、当社グループはショート・ターム・ノートを発行するための新たなコマーシャル・ペーパー・プログラ

ムを設定した。当該プログラムにより、当社グループは入金額を営業活動のための資金需要に充当することができる。

特に、コマーシャル・ペーパーの契約条件により、当社グループは、発行したコマーシャル・ペーパーの満期および市

況に基づく利子率で利息を支払う。発行されたコマーシャル・ペーパーの満期は様々であるが、発行日から397日を超え

ることはない。コマーシャル・ペーパーの発行により、利用可能な流動資産が当該コマーシャル・ペーパーの元本残高

と同額分減少するという影響がある。当該プログラムに基づき発行できる金額は最大で1,750百万米ドルである。

(ⅱ)　2018年12月31日現在、銀行借入金には、年率で2.25％から5.70％（2017年：2.25％から5.70％）の範囲の固定金利によ

る利息、および年率でWIBOR＋0.50％から米国プライムレート＋0.375％（2017年：HIBOR＋0.45％からWIBOR＋3.20％）

の変動金利による利息が課される。

(ⅲ)　第三者からの借入金には、2018年12月31日現在、年率0.90％（2017年：0.90％）の固定金利で利息が課される。

(ⅳ)　2017年３月17日、当社グループは中国の銀行１行との間で、1,000キログラムの金を１年間借り入れ、同時にその金を現

金と交換に売却するというリース契約を締結した。同日、当社グループは同行との間で、借り入れた金の決済のために
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同量の金を固定額で購入し、金の借入契約の満期日に決済するという先渡契約を締結した。金の借入期間中の金価格の

変動リスクは、当社グループではなく銀行が負担する。当社グループは、契約の実態に基づき、この契約を銀行から資

金を借り入れる融資契約として会計処理した。上記契約の実効金利は、年率で3.50％である。当該契約は2018年３月12

日に決済された。

(ⅴ)　2018年12月31日現在の当座借越には、年率3.92％（2017年：3.92％から4.35％の範囲の変動金利）の利息が課される。

(ⅵ)　返済額は、借入金契約に記載の予定返済日に基づいている。

 

当社グループの借入金には、当社グループによる、先取特権および負担の設定、債務を負うこと、清算、支配権

を変更する取引や事業範囲を変更する契約の締結、資産の処分または譲渡を制限または禁止する肯定的誓約および

否定的誓約が含まれる。いずれの場合も特定の要件と限定および例外が設けられている。2018年12月31日および

2017年12月31日終了年度において当社グループには銀行借入金についての返済の不履行はなく、また関連する財務

制限条項の違反もなかった。

 

借入金を担保するために差し入れた資産の詳細は、注記43に記載されている。

 

33．繰延税金

 

連結財政状態計算書の表示の目的上、一部の繰延税金資産と繰延税金負債は相殺されている。以下は財務報告目

的上の繰延税金残高の内訳である。

 

 2018年 2017年

 百万米ドル 百万米ドル

繰延税金資産 57 58

繰延税金負債 (598) (639)

 (541) (581)

 

以下は、当社グループが認識した主な繰延税金資産／負債およびその当年度中の変動である。

 

将来減算一時差異の税効果は以下の通りである。

 
 

金融資産の

減損

有形固定資

産の減損損

失および

会計上の

加速償却

棚卸資産の

未実現利益

棚卸資産の

評価損 欠損金

未払福利

厚生費

生物資産

から生じた

公正価値の

変動

その他の

将来減算

一時差異 合計

 百万米ドル 百万米ドル 百万米ドル 百万米ドル 百万米ドル 百万米ドル 百万米ドル 百万米ドル 百万米ドル

2017年１月１日現在 －+ 18 8 －+ 50 144 12 11 243

為替換算差額 －+ －+ －+ －+ 2 －+ － － 2

子会社の取得（注記36） － － － － 20 － － 6 26

純損益への貸方（借方）計上 － (12) 5 －+ 2 (27) (12) 37 (7)

資本への貸方（借方）計上 － － － － － (5) － 6 1

2017年12月31日および2018年１月１

日現在
－+ 6 13 －+ 74 112 － 60 265

為替換算差額 －+ －+ －+ －+ (2) － － (1) (3)

純損益への貸方（借方）計上 －+ (1) 2 －+ (1) 13 33 12 58

資本への貸方（借方）計上 －+ － － － － 1 － (2) (1)

2018年12月31日現在 －+ 5 15 －+ 71 126 33 69 319

+１百万米ドル未満
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将来加算一時差異の税効果は以下の通りである。

 

 

 

税務上の

加速償却

子会社の

未分配利益

企業結合から

生じた公正価値

の変動

生物資産から

生じた公正価値

の変動

その他の

将来加算一時差異 合計

 百万米ドル 百万米ドル 百万米ドル 百万米ドル 百万米ドル 百万米ドル

2017年１月１日現在 (572) (9) (473) － (48) (1,102)

為替換算差額 (5) － (6) － (2) (13)

子会社の取得（注記36） －+ － (2) － － (2)

純損益への（借方）貸方計上 198 (18) 48 (5) 47 270

資本への（借方）貸方計上 (5) － 6 －+ － 1

2017年12月31日および2018年１月１日現在 (384) 　(27) (427) (5) (3) (846)

為替換算差額 6 － 5 －+ 2 13

子会社の取得（注記36） (3) － (4) － － (7)

純損益への（借方）貸方計上 (42) 17 5 2 (2) (20)

2018年12月31日現在 (423) (10) (421) (3) (3) (860)

+１百万米ドル未満

 

2018年12月31日現在、当社グループには、将来の所得と相殺可能な未利用の欠損金が、315百万米ドル（2017

年：326百万米ドル）あり、これらの欠損金のうち、271百万米ドル（2017年：279百万米ドル）については繰延税

金資産が認識されている。これらの欠損金のうち、44百万米ドル（2017年：47百万米ドル）については、将来の所

得の流入が予測できないため繰延税金資産を認識していない。2018年12月31日現在の無期限に繰り越すことができ

る未認識の欠損金はなく（2017年：ゼロ）、その他の欠損金は2038年またはそれ以前に失効することになる。

 

未認識の欠損金は、2038年までに以下の通り失効する予定である。

 

 2018年 2017年

 百万米ドル 百万米ドル

以下の年度末まで   

2018年 － 3

2019年 6 3

2020年 4 6

2021年 2 3

2022年より後 32 32

 44 47

 

　報告期間の末日現在、繰延税金負債が認識されていない子会社の未分配利益に関連する一時差異の合計金額は

2,730百万米ドル（2017年：1,989百万米ドル）であった。当社グループは、一時差異の解消の時期をコントロール

することができ、かつ事業子会社からの利益のこの部分については、その子会社が留保し、予測可能な期間内に分

配されないと判断しているため、これらの一時差異に関して負債を計上していない。したがって、当該差異は予測

可能な期間内に解消されない可能性が高い。

 

34．繰延収益

 2018年 2017年

 百万米ドル 百万米ドル

政府補助金   

流動（未払費用およびその他の債務に含まれる。）（注記30） －+ －+

非流動 10 11

 10 11

+１百万米ドル未満
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繰延収益は、当社グループの有形固定資産の建設に関連して受領した政府補助金を表している。関連する資産が

建設中のため、政府から受領した補助金は、建設完了後に関連する金額の耐用年数にわたりその他の収益として純

損益に振り替えられる。

 

35．年金負債およびその他の退職給付

 

確定給付制度

 

米国で活動するグループ企業は、すべての適格従業員を対象に、積立型の確定給付制度を運営している。当社グ

ループが提供する年金給付は現在、当社グループの実質的にすべての米国従業員および一部の外国人従業員を対象

とした確定給付年金制度を通じて主に組織されている。定額給従業員は、勤務年数および平均給与水準に基づく給

付を受給する。時間給従業員は、各勤務年に係る所定の金額の給付を受給する。

 

確定給付制度は、対象企業から法的に分離した独立の基金によって管理されている。年金基金委員会は、事業主

および従業員・元従業員の双方の各同数の代表者から構成されている。年金基金委員会は、法律および定款で、当

該基金および当該制度の関連するすべての利害関係者（すなわち、現役従業員、休職者、退職者および事業主）の

利益のために行動することが義務付けられている。年金基金委員会は、基金の資産に関する投資方針に対する責任

を負う。

 

当該制度の下、従業員は、65歳の定年到達時に最終給与の40％から45％の退職給付を受給する権利を有する。こ

れらの従業員に対して他の退職後給付は支給されない。

 

米国の制度により、当社グループは、投資リスク、金利リスク、長寿リスクおよび給与リスクといった数理計算

上のリスクにさらされている。

 

投資リスク

確定給付制度負債の現在価値は、優良社債の利回りを参照して決定された割引率を使用して計算される。制

度資産に係る収益率がこの率を下回ると、制度の積立不足が生じる。現在のところ、当該制度は持分証券、負

債性金融商品および不動産に対する比較的バランスのとれた投資を有している。制度負債の長期性から、年金

基金委員会は、基金が生み出す収益を活用するために制度資産の合理的部分を持分証券および不動産に投資す

ることが適切であると考えている。

金利リスク

確定利付商品の金利の低下は、制度負債を増加させる。しかしこれは制度の負債投資に係る収益の増加に

よって一部相殺される。

長寿リスク

確定給付制度負債の現在価値は、在職中および退職後双方の制度加入者の死亡率に関する最善の見積りを参

照して計算される。制度加入者の平均寿命が伸びると、制度負債が増加する。

給与リスク

確定給付制度負債の現在価値は、制度加入者の将来給与を参照して計算される。このため、制度加入者の給

与の増加は、制度負債を増加させる。

価格リスク

持分投資の市場価格の上昇は、制度資産を増加させる。

 

制度資産および確定給付債務の現在価値に関する直近の数理計算上の評価は、マーサー（米国）インクによって

2018年12月31日に実施された。確定給付債務の現在価値、ならびに関連する当期勤務費用および過去勤務費用は、

予測単位積増方式を使用して測定された。

 

数理計算上の評価のために使用された主な仮定は以下の通りであった。

 
 12月31日現在の評価

 2018年 2017年
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割引率 4.50％ 3.90％

予想昇給率 4％ 4％

 

数理計算上の評価によると、制度資産の市場価値は1,625百万米ドル（2017年：1,777百万米ドル）であった。

 

これらの確定給付制度に関連して純損益に認識された金額は、以下の通りである。

 

 2018年 2017年

 百万米ドル 百万米ドル

   

当期勤務費用 72 57

利息費用純額 14 14

合計 86 71

 

その他の包括損失に含められている、確定給付負債の純額の再測定は、以下の通りである。

 

 2018年 2017年

 百万米ドル 百万米ドル

制度資産に係る収益（利息費用純額に含まれている金額を除く。） (143) 108

財務上の仮定の変更から生じる数理計算上の差損 136 (208)

 (7) (100)

繰延税金（注記33） 1 (5)

合計 (6) (105)

 

確定給付制度に関する当社グループの債務から生じた、連結財政状態計算書に含まれている金額は、以下の通り

である。

 

 2018年

百万米ドル

2017年

百万米ドル

   

積立型確定給付債務の現在価値 2,071 2,139

制度資産の公正価値 (1,625) (1,777)

積立状況および確定給付債務から生じた負債の純額 446 362

その他の退職給付（純額） 10 10

 456 372

以下を含む   

流動負債（注記30） 14 12

非流動負債 448 368

その他の非流動資産 (6) (8)

 456 372
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当年度における確定給付債務の現在価値の変動は、以下の通りである。

 

 2018年 2017年

 百万米ドル 百万米ドル

   

１月１日現在の確定給付債務 2,139 1,895

当期勤務費用 72 57

利息費用 82 84

給付支払額 (86) (105)

再測定に係る損失   

　財務上の仮定の変更から生じる数理計算上の差損 (136) 208

12月31日現在の確定給付債務 2,071 2,139

 

当年度における制度資産の現在価値の変動は、以下の通りである。

 

 2018年 2017年

 百万米ドル 百万米ドル

   

１月１日現在の制度資産の公正価値 1,777 1,574

利息収益 68 70

事業主による拠出 9 134

給付支払額 (86) (105)

費用支払額 - (4)

再測定による利得   

　制度資産に係る収益（利息費用純額に含まれている金額を除く。） (143) 108

12月31日現在の制度資産の公正価値 1,625 1,777

 

報告期間の末日現在の制度資産の各カテゴリーの公正価値は、以下の通りである。

 

 

12月31日現在の

制度資産の公正価値

 2018年 2017年

 百万米ドル 百万米ドル

   

現金および現金同等物 219 178

持分証券 426 514

負債証券 942 982

オルタナティブ投資 87 78

リミテッド・パートナーシップ 127 92

保険契約 - 1

公正価値合計 1,801 1,845

未決済取引（純額） (176) (68)

制度資産合計 1,625 1,777

 

上記の資本性金融商品および負債性金融商品の公正価値は、活発な市場における相場価格に基づいて決定されて

いる。一方、オルタナティブ投資、リミテッド・パートナーシップおよび保険契約の公正価値は、活発な市場にお

ける相場価格に基づいていない。2018年12月31日現在、レベル１、レベル２およびレベル３に区分された制度資産

は、それぞれ691百万米ドル、983百万米ドルおよび127百万米ドル（2017年：684百万米ドル、1,069百万米ドルお

よび92百万米ドル）であった。

 

５年間にわたる制度資産に係る実際収益率は、5.07％（2017年：7.90％）であった。

 

　確定給付債務の算定のための重要な数理計算上の仮定は、割引率、予想昇給率および死亡率である。以下の感応

度分析は、報告期間の末日現在で発生する各仮定の合理的に起こり得る変動に基づき、他のすべての仮定を一定と

して算定されている。
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割引率が50ベーシス・ポイント上昇（または下落）した場合、確定給付債務は142百万米ドル減少（または増

加）（2017年：156百万米ドル減少（または増加））する。

 

　いくつかの仮定には相関性があるため、仮定の変動が互いに独立して発生する可能性は低いことから、上記の感

応度分析は確定給付債務の実際の変動を表すものではない場合がある。

 

　さらに、上記の感応度分析の表示に当たり、確定給付債務の現在価値は、報告期間の末日現在で予測単位積増方

式を使用して計算されており、これは連結財政状態計算書に認識されている確定給付債務負債の計算に適用された

方法と同じである。

 

年金制度資産は、現金および現金同等物、持分証券、負債証券、オルタナティブ資産（オルタナティブ投資、リ

ミテッド・パートナーシップおよび保険契約を含む。）に投資することができる。年金制度に関する投資方針は、

優良な持分証券および確定利付証券からなる分散されたポートフォリオを通じて、リスクとリターンのバランスを

取ることである。年金制度に関する株式の目標は、以下の表に示されている通りである。確定利付証券の満期は、

短期的な給付支払債務を支払うための十分な流動性が存在するように管理されている。制度は、当社制度の受託会

社が設定したパラメーター内で制度の投資を管理するために、外部の投資顧問を雇用している。

 

以下の表は、報告期間の末日現在の適格年金制度資産の公正価値を主要な資産カテゴリー別に示している。年金

制度資産の配分は、以下の表の目標範囲に基づいている。

 

 2018年12月31日現在 2017年12月31日現在

 百万米ドル 目標範囲 百万米ドル 目標範囲

資産カテゴリー：     

現金および現金同等物（未決済取引を控除後） 43 ０-４％ 110 ０-４％

持分証券 426 30-50％ 515 30-50％

負債証券 942 35-55％ 982 35-55％

オルタナティブ資産 214 ５-20％ 170 ５-20％

合計 1,625  1,777  

 

当社グループは来年度中に確定給付制度に対して89百万米ドルの拠出を行う予定である。

 

以下は公正価値で計上される年金制度資産を測定するために使用される評価方法および主要なインプットに係る

記述である。

 

現金および現金同等物

現金同等物は当初の満期が３ヶ月以内に到来する極めて流動性の高い投資を含んでいる。その短期的な性質によ

り、これらの商品の帳簿価額は見積公正価値に近似する。活発に取引されるマネー・マーケット・ファンドは、公

正価値に近似する純資産価額で測定され、レベル１として区分される。相場価格は入手可能であるが、取引頻度の

少ない特定のマネー・マーケット・ファンドの公正価値はレベル２として区分される。

 

持分証券

持分証券の公正価値は、活発な市場における相場価格が入手可能な場合、当該相場価格に基づいており、レベル

１として区分される。レベル１の金融商品は、活発な市場で取引される株式およびミューチュアル・ファンド等の

相場価格がある極めて流動性の高い商品を含んでいる。

 

 

相場価格が入手可能でない場合、公正価値は価格決定サービス、ブローカーの相場または観察可能なインプット

を用いる他のモデルに基づく評価技法から入手され、レベル２として区分される。これらの持分証券の種類には、

相場価格が入手可能であるが取引頻度が少ない有価証券、モデルへのインプットが市場において直接観察可能であ

るモデルを使用して公正価値が算出されているか、または観察可能な市場データから主に算出できるもしくは観察

可能な市場データにより裏付けることができる有価証券、およびパラメーターが直接観察できる他の金融商品を利
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用して評価される有価証券が含まれている。レベル２の持分証券は、優先株式および取引が活発でない合同運用

ファンドを含んでいる。

 

負債証券

負債証券の公正価値は、価格決定サービス、ブローカーの相場または観察可能なインプットを用いる他のモデル

に基づく評価技法から入手され、レベル１またはレベル２として区分される。これらの負債証券の種類には、相場

価格が入手可能であるが取引頻度が少ない商品、モデルへのインプットが市場において直接観察可能であるモデル

を使用して公正価値が算出されているか、または観察可能な市場データから主に算出できるもしくは観察可能な市

場データにより裏付けることができる商品、およびパラメーターが直接観察できる他の金融商品を利用して評価さ

れる有価証券が含まれている。レベル１の負債証券は、社債および国債を含んでいる。レベル２の負債証券は、合

同運用ファンド、資産担保証券および新興市場証券を含んでいる。

 

オルタナティブ投資

オルタナティブ投資の公正価値は、価格決定サービス、ブローカーの相場または観察可能なインプットを用いる

他のモデルに基づく評価技法から入手され、レベル２として区分される。これらのオルタナティブ投資の種類に

は、相場価格が入手可能であるが取引頻度が少ない商品、モデルへのインプットが市場において直接観察可能であ

るモデルを使用して公正価値が算出されているか、または観察可能な市場データから主に算出できるもしくは観察

可能な市場データにより裏付けることができる商品、およびパラメーターが直接観察できる他の金融商品を利用し

て評価される有価証券が含まれている。レベル２のオルタナティブ投資は、分散投資ファンドを含んでいる。

 

リミテッド・パートナーシップ

リミテッド・パートナーシップ投資の評価は、当該資産に関して市場相場価格がないこと、本質的に流動性がな

いこと、および長期的な性質を有することから、重要な観察可能でないインプットの使用を必要としており、レベ

ル３として区分される。これらの投資は取得原価で当初評価され、その公正価値を算定するために入手可能な市場

データを利用して四半期毎の評価が実施される。そのような市場データは主に、投資と類似すると考えられる公開

企業の市場価格倍率についての観察に、投資特有の問題、流動性がないことおよびその他の項目に関する調整を加

味したものからなる。

 

保険契約

これらの保証付年金保険契約の評価は主に、配当保証の一部として投資収益を利用するという特有の性質によっ

て生じる観察可能でないインプットに対する調整を加えた活発な市場における相場価格に基づいている。これらの

観察可能でないインプットおよびこれらの投資の長期的な性質により、当該契約はレベル３として区分される。
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確定拠出制度

 

当社グループの香港の適格従業員は、香港のMPFに加入している。MPFの資産は、当社グループの資産とは別に、

受託会社の支配下の基金に預託されている。香港のMPF制度の下で、事業主およびその従業員はそれぞれ、従業員

の積立対象となる収入の５％を、当該制度に対して拠出することが義務付けられている。ただし、積立対象となる

月収の上限は30,000香港ドルである。当該制度に対する拠出は、即時に権利確定する。

 

当社グループの中国子会社の従業員は、中国政府が運営する国営の退職給付制度に加入している。当該子会社

は、給付の資金として、給与の一定割合を当該退職給付制度に拠出することが義務付けられている。当該退職給付

制度に関する当社グループの唯一の義務は、当該制度に基づいて要求される拠出を行うことである。

 

当社グループは、ほぼすべての米国従業員を対象とした確定拠出制度（401(k)制度）を有している。当該制度に

対する当社グループの掛金は、主に各拠出に基づき、税務上許容される上限を超えてはならない。

 

2018年12月31日終了年度に純損益に費用計上された金額は、約98百万米ドル（2017年：90百万米ドル）であり、

各制度の規定に定められている割合で当社グループが各制度に対して支払ったまたは支払う拠出額を示している。

 

36．企業結合

 

2018年１月９日、当社グループは独立の第三者からルーマニアの２つの企業、すなわちElit S.R.L.および

Vericom 2001 S.R.L.（「Elit およびVericom」)の資本持分すべてを取得した。当該取得は、ブランド力のある加

工食肉の収益力を高め、ルーマニアにおける加工食肉市場での優位性を強化するという当社グループの戦略の一環

で行われた。

 

取得に係る識別可能資産および負債の、取得日時点の公正価値は以下の通りである。

 

 

取得日に認識された

公正価値

 百万米ドル

有形固定資産 36

無形資産 26

棚卸資産 5

売掛金および受取手形 8

前払金、その他の債権およびその他の資産 －+

銀行預金および現金 7

買掛金 (3)

未払費用およびその他の債務 (3)

繰延税金負債 (7)

その他の負債 (13)

  

公正価値で測定された識別可能純資産合計 56

のれん 28

  

現金支払額 84

+１百万米ドル未満

 

上記取得に関して当社グループに生じた取引コストは１百万米ドルである。当該取引コストは費用処理され、そ

の他の費用として純損益に含まれている。
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上記の子会社の取得に係るキャッシュ・フローの分析は、下記の通りである。

 

 百万米ドル

現金対価 (84)

取得した銀行預金および現金 7

報告期間末日現在の対価残高 18

  

投資活動によるキャッシュ・フローに含まれる、現金および現金同等物の正味支出額 (59)

営業活動によるキャッシュ・フローに含まれる、当年度中に支払われた取引コスト (1)

 (60)

 

2018年12月31日に終了事業年度において、Elit およびVericomの取得日以降の貢献額は、当社グループの収益に

対して117百万米ドル、連結税引前利益に対して９百万米ドルである。

 

Elit およびVericomの取得は期首に行われたため、2018年12月31日に終了する事業年度における当社グループの

純損益は変更されない。

 

過年度の取得に関する情報

 

2016年11月21日、当社グループは Clougherty Packing, LLC(「Clougherty」)の資本持分すべてを独立の第三者

から取得する正式契約を締結した。当該取得は、当社グループで好調な生鮮食肉および加工食肉の既存事業におい

て垂直的に統合されたサプライ・チェーンを拡大・強化するという当社グループの戦略の一環で行われたものであ

り、当社グループが米国の西海岸市場に直ちに参入することを可能とする。取得は2017年１月３日に完了した。

 

2017年６月１日、当社グループはPini Polska Sp. z o.o.、Hamburger Pini Sp. z o.o.およびRoyal Chicken Sp. z

o.o.（総称して「Pini加工食肉」）の資本持分すべてを独立の第三者から取得した。当該取得は、当社グループの

ポーランドにおける垂直的に統合されたサプライ・チェーンを強化し、高品質な加工食肉製品を増産するという当

社グループの戦略の一環で行われた。

 

また、2017年６月22日、当社グループは独立の第三者から Celsus Glycoscience, Inc.(「Celsus」)の資本持分

すべてを取得した。当該取得は、食肉生産プロセスからの副産物を医薬品、栄養補助食品および医療機器ソリュー

ションの開発に活用するための戦略的プラットフォームとして、当社グループが新たに組成した生物科学グループ

の一部を成す。
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取得に係る、識別可能資産および負債の取得日時点の公正価値は以下の通りである。

 

 

取得日に認識された

公正価値

 百万米ドル

有形固定資産 173

生物資産 19

無形資産 30

棚卸資産 37

売掛金および受取手形 32

繰延税金資産 24

銀行預金および現金 18

買掛金 (78)

未払費用およびその他の債務 (35)

借入金 (56)

その他の負債 (25)

  

公正価値で測定された識別可能純資産合計 139

のれん 26

  

現金支払額 165

 

上記取得に関して当社グループに生じた取引コストは５百万米ドルである。当該取引コストは費用処理され、そ

の他の費用として純損益に含まれている。

 

上記の子会社の取得に係るキャッシュ・フローの分析は、下記の通りである。

 

 百万米ドル

現金対価 (165)

取得した銀行預金および現金 18

  

投資活動によるキャッシュ・フローに含まれる、現金および現金同等物の正味支出額 (147)

営業活動によるキャッシュ・フローに含まれる、当年度中に支払われた取引コスト (3)

 (150)

 

2017年12月31日終了年度において、Clougherty、Pini加工食肉およびCelsusの取得日以降の貢献額は、当社グ

ループの収益に対して559百万米ドル、連結税引前利益に対して37百万米ドルである。

 

Clougherty、Pini加工食肉およびCelsusの取得が期首に行われたと仮定した場合、当社グループの2017年12月31

日終了年度の収益および純利益は、それぞれ22,379百万米ドルおよび1,319百万米ドルになる。
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37．連結キャッシュ・フロー計算書に対する注記

 

財務活動から生じる負債の変動

 

 未払配当金

借入金、その他の

借入金および

ファイナンス・

リース債務

 百万米ドル 百万米ドル

2017年１月１日現在 17 2,886

財務キャッシュ・フローによる変動 (668) 64

利息費用および取引コストの償却 － 30

債務償還に係る損失 － 70

子会社の取得による増加 － 56

配当金 663 －

外国為替レート変動の影響 1 28

   

2017年12月31日および2018年１月１日現在 13 3,134

財務キャッシュ・フローによる変動 (795) (1)

利息費用および取引コストの償却 － 5

配当金 786 －

外国為替レート変動の影響 6 (35)

   

2018年12月31日現在 10 3,103

 

38．株式資本

 
 株式数 金額

 百万株 百万米ドル

普通株式（１株当たり0.0001米ドル）:   

授権株式:   

2017年１月１日、2017年12月31日、2018年１月１日および2018年12月31日現在 50,000.00 5

   

発行済および全額払込済株式:   

2017年１月１日 14,651.07 1

株式オプションの行使による株式の発行（注） 13.16 －+

   

2017年12月31日および2018年１月１日現在 14,664.23 1

株式オプションの行使による株式の発行（注） 11.25 －+

   

2018年12月31日現在 14,675.48 1

 

注：　当年度に行使された株式オプションは、IPO前株式オプション制度に基づくものである。

 

当年度に発行されたすべての株式は、あらゆる点において発行時に存在していた株式と同順位である。

 
+１百万米ドル未満
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39．資本リスクの管理および金融商品

 

当社グループは、負債と資本のバランスの最適化を通じて所有者へのリターンを最大化する一方で、当社グルー

プ内の企業が継続企業として確実に存続できるように、資本を管理している。当年度において、当社グループの全

般的な戦略に変更はない。

 

当社グループの資本構成の内訳は、純借入債務（注記32に開示されている借入金を含む。）、現金および現金同

等物純額ならびに当社の所有者に帰属する資本（発行済株式資本、準備金および利益剰余金から構成されてい

る。）である。

 

金融商品の区分

金融資産

2018年12月31日現在

 

 

純損益を通じて公正

価値で測定する

金融資産*

償却原価で測定する

金融資産 合計

資産区分 百万米ドル 百万米ドル 百万米ドル

 

非上場持分投資 7 ̶ 7

非上場金融商品 317 ̶ 317

デリバティブ金融資産 19 ̶ 19

その他の非流動資産 121 ̶ 121

売掛金、受取手形、その他の債権および

その他の資産

 

̶

 

1,268

 

1,268

担保提供預金/制限付預金 ̶ 58 58

預金および現金 ̶ 525 525

 

合計

 

464

 

1,851

 

2,315

 

 

2017年12月31日現在

 

 売却可能金融資産

純損益を通じて公正

価値で測定する

金融資産* 貸付金および債権 合計

資産区分 百万米ドル 百万米ドル 百万米ドル 百万米ドル

非上場持分投資

 

7

 

̶

 

̶

 

7

デリバティブ金融資産 ̶ 32 ̶ 32

その他の非流動資産 ̶ 130 ̶ 130

売掛金、受取手形および

その他の債権

 

̶

 

̶

 

1,051

 

1,051

担保提供預金/制限付預金

 

̶

 

̶

 

74

 

74

預金および現金 ̶ ̶ 1,371 1,371

 

合計

 

7

 

162

 

2,496

 

2,665

 

* 純損益を通じて公正価値で測定する金融資産は、強制的にFVPLで測定される。
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金融負債

 

 2018年 2017年

 百万米ドル 百万米ドル

 

償却原価で測定:   

買掛金およびその他の債務 1,329 1,633

ファイナンス・リース債務 23 23

借入金 (固定および変動金利) 3,078 3,106

当座借越 41 92

 

 

4,471

 

4,854

純損益を通いて公正価値で測定:   

デリバティブ金融負債 21 27

 

金融リスク管理の目的および方針

 

当社グループの主な金融商品には、担保提供預金、銀行預金および現金、FVPLで測定する金融資産、売却可能

（AFS）投資、デリバティブ金融商品、売掛金、受取手形およびその他の債権、その他の非流動資産、買掛金およ

びその他の債務、ファイナンス・リース債務、借入金ならびに当座借越が含まれている。これらの金融商品の詳細

は、各注記に開示されている。これらの金融商品に関連するリスクには、市場リスク（為替リスクおよび金利リス

ク）、信用リスク、流動性リスクが含まれる。こうしたリスクをいかに軽減するかに関する方針は、以下に記載さ

れている。当社グループの経営者は、これらのエクスポージャーを管理および監視し、適切な方策が適時にかつ効

果的に実施されることを確実にしている。

 

市場リスク

 

当社グループの活動により、当社グループは主に為替レートおよび金利の変動による金融リスクにさらされてい

る。

 

市場リスクに対する当社グループのエクスポージャー、ならびに当社グループが当該リスクを管理および測定す

る方法に変更はなかった。

 

為替リスクの管理

 

　一部のグループ企業は、米ドルおよびユーロ、香港ドル、人民元建ての一定の外貨建ての販売、購入、銀行預金

および現金ならびに借入金を有しており、それにより当社グループは為替リスクにさらされている。為替リスクを

軽減するために、当社グループは、一定の重要な外貨建取引について為替先渡契約を締結している。これらの為替

先渡契約の重要な条件は、ヘッジ対象の外貨建ての支払および受取の条件に類似している。これらの為替先渡契約

はヘッジ手段として指定されており、当該契約は非常に有効なヘッジ手段とみなされているため、ヘッジ会計が適

用されている。
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当社グループの外貨建貨幣性資産および貨幣性負債の報告期間の末日現在の帳簿価額は、以下の通りである。

 2018年 2017年

 百万米ドル 百万米ドル

資産   

米ドル   

銀行預金および現金 2 5

売掛金、受取手形およびその他の債権 - 1

ユーロ   

銀行預金および現金 3 4

売掛金、受取手形およびその他の債権 7 12

   

負債   

米ドル   

買掛金およびその他の債務 -+ 7

借入金 97 52

ユーロ   

買掛金およびその他の債務 4 16

借入金 2 2

香港ドル   

借入金 18 34

人民元   

借入金 24 -

+１百万米ドル未満

 

感応度分析

 

　当社グループは主に米ドルの各グループ企業の機能通貨に対する影響にさらされており、当社の取締役はユー

ロ、香港ドルおよび人民元の影響にさらされるリスクは重要ではないと考えている。

 

以下の表は、米ドルが各グループ企業の機能通貨に対して５％（2017年：５％）上昇および下落した場合の当社

グループの感応度の詳細であり、これは為替レートの合理的に起こり得る変動に関する経営者の評価を示してい

る。感応度分析には、未決済の外貨建貨幣性項目のみが含まれており、当該項目の期末時点での各グループ企業の

機能通貨への換算を、為替レートの５％（2017年：５％）の変動につき調整している。以下のプラス（マイナス）

の数値は、米ドルが関連通貨に対して５％（2017年：５％）上昇した場合の税引後利益の増加（減少）を示してい

る。

 
 2018年 2017年

 百万米ドル 百万米ドル

米ドルの影響 (4) (2)

 

期末現在のエクスポージャーは各年度を通じてのエクスポージャーを反映していないことから、経営者の見解で

は、当該感応度分析は内在する為替リスクを示すものではない。

 

金利リスクの管理

 

　当社グループの公正価値金利リスクは、主にFVPLで測定する金融資産、売却可能投資、固定金利借入金および

ファイナンス・リース債務に関連している（詳細は注記26、31および注記32をそれぞれ参照のこと。）。当社グ

ループには現在、FVPLで測定する金融資産、売却可能投資、固定金利借入金およびファイナンス・リース債務の公

正価値の変動に対するエクスポージャーをヘッジするために締結しているデリバティブ契約はないが、当社グルー

プの経営者は、必要性が生じた場合には重要な金利エクスポージャーのヘッジを検討する予定である。

 

　当社グループのキャッシュ・フロー金利リスクは、主に変動金利の銀行預金、借入金および当座借越に関連して

いる（詳細は注記28および注記32をそれぞれ参照のこと。）。金融負債に関する当社グループの金利に対するエク

スポージャーは、本注記の流動性リスクの管理のセクションに詳述されている。
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感応度分析

 

　以下の感応度分析は、報告期間の末日現在のデリバティブ以外の商品に関する金利に対するエクスポージャーに

基づいて算定されている。変動金利の借入金、当座借越および銀行預金については、当該分析は、報告期間の末日

現在の資産および負債の残高が年間を通じて残存していたと仮定して作成されている。感応度分析については25

ベーシス・ポイントの上昇または下落が使用されている。これは、金利の合理的に起こり得る変動に関する経営者

の評価を示している。

 

金利が25ベーシス・ポイント下落した場合で、他の変数が一定であると仮定した場合、税引後利益に対する潜在

的な影響は以下の通りである。

 

 2018年 2017年

 百万米ドル 百万米ドル

税引後利益の増加（減少） (－+) 1

 

金利が25ベーシス・ポイント上昇した場合で、他のすべての変数が一定であると仮定した場合、税引後利益に対

して同額で反対の影響となる。
+１百万米ドル未満

 

信用リスクの管理

 

当社グループの信用リスクは、主に売掛金、受取手形およびその他の債権、銀行預金ならびに担保提供預金に起

因している。報告期間の末日現在、当社グループに金融損失を生じさせる信用リスクに対する当社グループの最大

エクスポージャーは、契約相手による債務不履行によるものであり、連結財政状態計算書上に計上されている認識

された各金融資産の帳簿価額から発生している。

 

信用リスクを最小限に抑えるために、当社グループの経営者は、与信限度額の決定、与信承認およびその他の監

視手続に責任を負うチームを設置し、延滞債権を回収するためのフォロー・アップ措置が講じられることを確保し

ている。さらに、当社グループは個々の債権の回収可能価額を各報告期間の末日に見直し、回収不能な金額に関し

て適切な減損損失が確実に計上されるようにしている。この点において、当社グループの経営者は、当社グループ

の信用リスクが大幅に低減されると考えている。

 

当社グループには、売掛金、受取手形およびその他の債権に関する重要な信用リスクの集中はなく、エクスポー

ジャーは多数の契約相手および顧客に分散されている。

 

引当マトリクスを用いた当社グループの売掛金に係る信用リスク・エクスポージャーの情報は、連結財務諸表の

注記24に開示されている。2018年12月31日現在の担保提供預金/制限付預金、銀行預金および現金、受取手形なら

びに前払金、その他の債権およびその他の資産に含まれる金融資産に対する損失評価引当金に重要性はない。

前払金、その他の債権およびその他の資産に含まれる金融資産の予想信用損失は、債務不履行の可能性に関する

仮定および予想信用損失率に基づき算定されている。当社グループは、これらの仮定を設定し、予想信用損失の算

定に用いるインプットを選択する際に、当社グループの過去の損失記録、現在の状況および将来予測情報に基づい

て判断を行う。

 

最大エクスポージャーおよび2018年12月31日現在の期末ステージ分類

 

以下の表は、当社グループの信用ポリシーに基づいて、信用リスクに対する信用状況および最大エクスポー

ジャーを示したものである。当該ポリシーは主に、過大なコストや労力をかけずに他の情報が利用可能である場合

を除いて期日経過情報に基づいており、また、2018年12月31日現在の期末ステージ分類に基づいている。記載され

ている金額は、金融資産の総額での帳簿価額および金融保証契約に係る信用リスクに対するエクスポージャーであ

る。
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12ヶ月の

予想信用損失 全期間の予想信用損失  

 ステージ１ ステージ２ ステージ３ 簡便法 合計

 百万米ドル 百万米ドル 百万米ドル 百万米ドル 百万米ドル

売掛金および受取手形 10 － － 1,125 1,135

前払金、その他の債権およびその他

の資産に含まれる金融資産 133 － － － 133

担保提供預金 58 － － － 58

現金および現金同等物 525 － － － 525

 726 － － 1,125 1,851

 

 

流動性リスクの管理

 

流動性リスクの管理に関する最終的な責任は、経営者にある。経営者は、各社の管理のために、当社グループの

短期的、中期的および長期的な資金調達および流動性の管理に関する要求事項からなる適切な流動性リスク管理フ

レームワークを構築している。当社グループは、十分な準備金および借入枠の維持、キャッシュ・フローの予想と

実績の継続的な監視、ならびに金融資産と金融負債の満期プロファイルのマッチングを通じて、流動性リスクを管

理している。

 

2018年12月31日現在、当社グループは、利用可能な未使用の銀行与信枠を、約2,893百万米ドル（2017年：2,471

百万米ドル）有していた。

 

以下の表は、当社グループのデリバティブ以外の金融負債に関する契約上の満期までの残存期間の詳細である。

この表は、当社グループが支払いを要求され得る最も早い日に基づく金融負債の割引前キャッシュ・フローに基づ

いて作成されている。この表には、利息および元本の両方のキャッシュ・フローが含まれている。金利が変動であ

る場合、割引前の金額は報告期間の末日現在の金利から計算される。

 

また、以下の表は純額ベースで決済されるデリバティブ金融商品に関する当社グループの流動性分析の詳細であ

り、報告期間の末日現在において負債に計上された公正価値に基づいている。

 

 

要求払および

６ヶ月未満 ６-12ヶ月 １-２年 ２-５年 ５年超 合計

 百万米ドル 百万米ドル 百万米ドル 百万米ドル 百万米ドル 百万米ドル

2018年12月31日現在       

買掛金 970 7 － － － 977

その他の債務 302 － 50 － － 352

ファイナンス・リース債務 1 2 3 6 19 31

当座借越 41 － － － － 41

固定金利借入金 162 451 457 883 706 2,659

変動金利借入金 236 42 46 408 － 732

 1,712 502 556 1,297 725 4,792

デリバティブ金融負債（純額） 6 － 8 － － 14

       

2017年12月31日現在       

買掛金 1,073 3 － － － 1,076

その他の債務 497 － 55 － － 552

ファイナンス・リース債務 4 2 1 5 21 33

当座借越 94 － － － － 94

固定金利借入金 453 303 68 1,343 706 2,873

変動金利借入金 27 102 125 365 － 619

 2,148 410 249 1,713 727 5,247

デリバティブ金融負債（純額） 4 － 7 － － 11
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＋１百万米ドル未満

 

公正価値測定

 

当社の取締役は、当連結財務諸表に償却原価で計上されている流動金融資産および流動金融負債の帳簿価額は、

満期が短期間であるため、その公正価値に近似すると考えている。

 

非流動金融資産および非流動金融負債の公正価値は、予想将来キャッシュ・フローを類似の期間、信用リスクお

よび残存期間の商品に対して現在利用可能な金利を用いて割り引いた現在価値で測定したものであり、経営者は非

流動金融資産および非流動金融負債の公正価値は帳簿価額に近似すると評価している。2018年12月31日現在、当社

グループが負っている非流動金融負債に対する契約不履行リスクは、軽微であると評価された。

 

連結財政状態計算書に認識される公正価値の測定

 

以下の表は、当初認識後に公正価値で測定される金融商品に関する分析を、その公正価値の観察可能性の程度に

応じてレベル１からレベル３にグループ分けして示している。

 

・　レベル１の公正価値測定は、同一の資産または負債に関する活発な市場における（無調整の）相場価格か

ら算出したものである。

 

・　レベル２の公正価値測定は、資産または負債について直接的（すなわち、価格として）または間接的（す

なわち、価格から算出）に観察可能なインプットのうち、レベル１に含まれる相場価格以外のものから算

出したものである。

 

・　レベル３の公正価値測定は、資産または負債に関する観察可能な市場データに基づかないインプット（観

察可能でないインプット）を含む評価技法から算出したものである。
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 2018年

 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

 百万米ドル 百万米ドル 百万米ドル 百万米ドル

純損益を通じて公正価値で測定する金融資産 － 7 317 324

デリバティブ金融資産 12 6 1 19

その他の非流動資産 29 70 22 121

 

 41 83 340 464

 

デリバティブ金融負債 7 10 4 21

 

 2017年

 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

 百万米ドル 百万米ドル 百万米ドル 百万米ドル

デリバティブ金融資産 17 15 － 32

その他の非流動資産 16 91 23 130

 

 33 106 23 162

 

デリバティブ金融負債 16 11 － 27

 

純損益を通じて公正価値で測定する金融資産には、(a)予想金利による割引キャッシュ・フロー分析に基づくイ

ンカム・アプローチを使用して公正価値が決定される持分証券に対する非上場の投資（レベル２）、および(b)重

要な観察可能でないインプット（4.0％から5.3％の期待利回りを含む）に基づいて公正価値が決定される非上場の

金融商品（レベル３）が含まれる。

 

デリバティブ金融資産／負債の公正価値は、適宜、活発な市場における相場価格（レベル１）、または予想金利

による割引キャッシュ・フロー分析に基づくインカム・アプローチを使用して（レベル２）算定されている。

 

その他の非流動資産にはミューチュアル・ファンド及びインスティテューショナル・ファンドが含まれる、適

宜、活発な市場における相場価格により評価されている（レベル１）か、投資の１株当たり純資産価値から算出さ

れている（レベル３）。保険契約は、基礎となる有価証券の市場相場価格に基づく日々の資産のユニット・バ

リューを使用して解約返戻金で評価され、レベル２に分類されている。

 

2018年12月31日終了年度において、公正価値測定のレベル１とレベル２の間の振替はなく、また、公正価値測定

のレベル３への振替、またはレベル３からの振替はなかった。

 

レベル３における公正価値測定の変動

 

2017年12月31日終了年度において、当社グループは、23百万米ドルのその他の非流動資産と196百万米ドルの売

却可能投資を購入した。196百万米ドルの売却可能投資は、2017年に満期が到来した。

 

2018年12月31日終了年度において、当社グループは１百万米ドルのその他の非流動資産を処分し、１百万米ドル

のデリバティブ金融資産および951百万米ドルのFVPLで測定する金融資産を購入した。626百万米ドルのFVPLで測定

する金融資産は2018年に満期を迎え、15百万米ドルの公正価値の変動による利得と23百万米ドルの為替換算差額

が、2018年12月31日終了年度の純損益に認識された。
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公正価値測定および評価プロセス

 

当社グループの一部の資産および負債は、財務報告目的上、公正価値で測定されている。

 

資産および負債の公正価値の見積りにあたり、当社グループは入手可能な範囲で市場で観察可能なデータを使用

している。レベル１のインプットが入手できない場合、当社グループは第三者の資格を有する評価会社に評価の実

施を依頼する。当社の経営者は、この外部の資格を有する評価会社と緊密に協力して、適切な評価技法およびモデ

ルへのインプットを設定している。

 

相殺する強制可能なマスター・ネッティング契約および類似の契約の対象となる金融資産および金融負債

 

下表の開示情報には、以下が含まれている。

 

・　当社グループの連結財政状態計算書上相殺される金融資産および金融負債

 

・　当社グループの連結財政状態計算書上相殺されるか否かにかかわらず、強制可能なマスター・ネッティン

グ契約または類似の金融商品を扱う類似の契約の対象となる金融資産および金融負債

 

当社グループは、デリバティブ金融商品を相殺する法的に強制可能な権利を現在有しており、かつこれらの残高

を純額で決済する意図を有している。

 

2018年12月31日現在
 

認識した
金融資産の総

額

連結財政状態
計算書で相殺
した認識した
金融負債の

総額

連結財政状
態計算書に
表示した
金融資産の

純額

連結財政状態計算書で
相殺していない
関連する金額

純額

 

金融担保
受け取った
現金担保

 
百万
米ドル

百万
米ドル

百万
米ドル

百万
米ドル

百万
米ドル

百万
米ドル

デリバティブ 12 (7) 5 － 9 14

 

 
 

認識した
金融負債の総

額

連結財政状態
計算書で相殺
した認識した
金融資産の

総額

連結財政状
態計算書に
表示した
金融負債の

純額

連結財政状態計算書で
相殺していない
関連する金額

純額 金融担保
差し入れた
現金担保

 
百万
米ドル

百万
米ドル

百万
米ドル

百万
米ドル

百万
米ドル

百万
米ドル

デリバティブ 7 (7) － － － －
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2017年12月31日現在

 

認識した
金融資産の総

額

連結財政状態
計算書で相殺
した認識した
金融負債の

総額

連結財政状
態計算書に
表示した
金融資産の

純額

連結財政状態計算書で
相殺していない
関連する金額

純額 金融担保
受け取った
現金担保

 
百万
米ドル

百万
米ドル

百万
米ドル

百万
米ドル

百万
米ドル

百万
米ドル

デリバティブ 17 (16) 1 － 10 11

 

 

 
認識した

金融負債の総
額

連結財政状態
計算書で相殺
した認識した
金融資産の

総額

連結財政状
態計算書に
表示した
金融負債の

純額

連結財政状態計算書で
相殺していない
関連する金額

純額 金融担保
差し入れた
現金担保

 
百万
米ドル

百万
米ドル

百万
米ドル

百万
米ドル

百万
米ドル

百万
米ドル

デリバティブ 16 (16) － － － －

 

40．株式インセンティブ制度

(a) 2010年株式報酬制度

　　　当社の株式報酬制度（「2010年株式報酬制度」）は、2010年11月26日付けの当社の全株主による書面決議

（「当該決議」）に従って導入された。当該決議において記載および承認されている再編策が2013年12月26日

に完了した結果、2010年株式報酬制度に従って、当社、その子会社および被投資企業の上級経営者のために、

当社の当時の発行済株式の６％に相当する当社株式631,580,000株（「インセンティブ株式」）が、当社の株

主の一社であるシャインＤホールディング・リミテッドからチャン・ユンホールディングス・リミテッド

（「チャン・ユン」）に譲渡された。当該決議では、当社が2010年株式報酬制度に関する受託サービスの提供

を卓佳専業商務有限公司（Tricor Services Limited）に依頼することも承認しており、同社は2010年株式報

酬制度の受託会社（「当該受託会社」）としてテーロイ・リミテッド（Teeroy Limited）を指名している。

チャン・ユンが保有するインセンティブ株式に関する議決権は、当社の株主の一社であるヒロイック・ゾーン

の指示に従って行使される。

 

2010年株式報酬制度の終了日に、チャン・ユンが2010年株式報酬制度の条件に従って当社の特定の従業員の

利益のために確保されていないインセンティブ株式を保有している場合、または未利用の資金を留保している

場合、当該受託会社はその時の適用法令に従って当社の取締役会の自由裁量によりこれを取り扱う。2010年株

式報酬制度の終了時に、特定の従業員に暫定的に付与されたすべてのインセンティブ株式およびその他の分配

のうち、2010年株式報酬制度の条件に従って権利が確定していないものについては、当該特定の従業員に関し

て権利確定し、2010年株式報酬制度の条件に従って権利確定していないかまたは失効したインセンティブ株式

については、その時の適用法令に従って当社の取締役会の自由裁量により取り扱われるものとする。これによ

り、チャン・ユンは当社の特別目的事業体としてみなされたため、当社グループに連結された。

 

2010年株式報酬制度は、2012年２月９日付けの全取締役による書面決議に従って改定され、インセンティブ

株式の権利確定のための評価期間は2012年から2014年までに設定された。当財務諸表の発行日までに2010年株

式報酬制度の下で、株式が当社の経営者または従業員に権利確定したが、関連する株式はまだ関連当事者に譲

渡されていない。
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2010年株式報酬制度の詳細は、以下の通りである。

 

株式数 631,580,000株

（５年のロックアップ期間があり、その後、議決権は当社の直接の持株会社であるヒロイッ

ク・ゾーンによって留保される。）

付与日 2012年12月26日

権利確定条件 2012年から2014年までの各年の業績目標

 

当社の経営者は、業績目標に関する権利確定条件が達成され、最終的にはすべてのインセンティブ株式が当

該受託会社から譲渡されると考えている。付与日現在のインセンティブ株式の見積公正価値128百万米ドル

は、権利確定期間に純損益に認識されており、これはマーケット・アプローチにより算定されている。

 

(b) 2013年株式報酬制度

　　　当社は、2013年10月の当社の全株主による書面決議に従って、一定の従業員の貢献に対する表彰および報奨

の授与ならびに当社グループの成長と発展を目的とする別の株式報酬制度（「2013年株式報酬制度」）を導入

した。当該制度の対象となる株式は、2013年株式報酬制度に基づく発行時における当社の発行済株式の3.0％

に相当し、ハイ・ゼニス・リミテッド（「ハイ・ゼニス」）によって保有された。同決議では、当社が2013年

株式報酬制度に関する受託サービスの提供を当該受託会社に依頼することも承認した。ハイ・ゼニスが保有す

る株式に関する議決権は、ヒロイック・ゾーンの指示に従って行使される。

 

2013年株式報酬制度の終了日に、ハイ・ゼニスが2013年株式報酬制度の条件に従って当社の特定の従業員の

利益のために確保されていない株式を保有している場合、または未利用の資金を留保している場合、当該受託

会社はその時の適用法令に従って当社の取締役会の自由裁量によりこれを取り扱う。2013年株式報酬制度の終

了時に、特定の従業員に暫定的に付与されたすべての株式およびその他の分配のうち、2013年株式報酬制度の

条件に従って権利が確定していないものについては、当該特定の従業員に関して権利確定し、2013年株式報酬

制度の条件に従って権利確定していないかまたは失効した株式については、その時の適用法令に従って当社の

取締役会の自由裁量により取り扱われるものとする。これにより、ハイ・ゼニスは当社グループの特別目的事

業体として見なされた。

 

2013年10月23日に、上述の2013年株式報酬制度に従って、１株当たり0.0001米ドルの株式350,877,333株が

ハイ・ゼニスに割り当てられた。

 

関連する報酬通知に記載されている条件および2013年株式報酬制度の規則に従って、Mr. Wan Longに対し、

2017年４月28日に350,877,333株（「株式報酬」）が付与された。

 

経営者は、2017年の財務目標の到達に係る権利確定条件は達成されたと考えている。付与日の株式報酬の見

積公正価値278百万米ドルは、2017年12月31日終了年度の純損益に認識された。

 

この株式報酬の公正価値は付与日において独立の資格のある鑑定会社であるJLLのマーケット・アプローチ

により決定された。
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(c) IPO前株式オプション

 

2014年１月21日に当社の株主が可決した書面決議に従って、IPO前株式オプション制度が採択され、2014年

４月４日に修正された。当制度は、当社または子会社の取締役および従業員を含む当制度の適格な参加者に対

し、当社および／または子会社への貢献または貢献見込みに対するインセンティブおよび報奨を与えることを

目的としている。

 

2014年７月、IPO前株式オプション制度に基づき付与されたオプションに関する株式数は584,795,555株であ

り、行使価格は1株当たり6.20香港ドルであった。これは、証券取引所への上場完了時における当社の発行済

株式資本の５％以下に相当していた。IPO前株式オプションの付与に関して、被付与者から対価は支払われな

かった。

 

二項オプション価格モデルを使用した、付与されたIPO前株式オプションの公正価値は1,883百万香港ドル

（約243百万米ドルに相当）であった。これは、独立の資格のある鑑定会社であるJLLにより評価された。

 

当該モデルに投入された重要なインプットは以下の通りであった。

 

  

株価 6.66香港ドル

行使価格 6.20香港ドル

オプション期間 10年

予想ボラティリティ 42％

リスクフリー金利 2.06％

 

予想ボラティリティは、同一業界の特定の同等企業の過去のボラティリティを使用して算定された。

 

以下の表は、IPO前株式オプション制度に基づく当社グループの株式オプション残高の詳細および期中の増減を開

示したものである。

 

オプションの種類 付与日

2017年１月１

日現在 行使 取消 満期消滅

2017年12月31

日現在 行使 取消 満期消滅

2018年12月

31日現在

IPO前株式オプション

制度

2014年

７月10日 549,633,028 13,160,000 5,086,971 780,481 530,605,576 11,255,000 405,183 268,507 518,676,886

年度末日現在で

行使可能なオプション      231,649,894

  

 355,831,075

 

 

当年度に行使された株式オプションに関する行使日現在の加重平均株価は7.23香港ドル（2017年：8.29香港

ドル）である。

 

2018年12月31日終了年度において、当社グループは、IPO前株式オプション制度に関連して、21百万米ドル

（2017年：35百万米ドル）の株式に基づく報酬費用を認識した。
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41．オペレーティング・リース・コミットメント

 

当社グループは、借手として解約不能オペレーティング・リースの下で、以下のように期限が到来する将来の最

低リース料総額の支払いを確約していた。

 

 2018年 2017年

 百万米ドル 百万米ドル

１年以内 96 99

２年から５年以内 164 223

５年超 94 116

 354 438

オペレーティング・リースに係る支払いは、一部の倉庫および土地建物に関して当社グループが支払う賃借料を

示している。リースは、３年から50年のリース期間について交渉されている。当社グループは、リース期間の終了

時にリース資産を購入する選択権を有していない。

 

42．資本コミットメント

 2018年 2017年

 百万米ドル 百万米ドル

契約済だが未支出：

ジョイントベンチャーへの出資 125 －

有形固定資産の取得 94 144

 

2017年７月28日には、当社グループはポーランドの生豚と畜場に対する資本持分の33.5％を取得し、残りの

66.5％も取得することに合意した。当該取得は、生産能力拡大および資源の豊富な地域における垂直的に統合され

たサプライ・チェーンの強化という点で、当社グループの戦略的成長計画に合致している。資本持分の残りの

66.5％の取得については、財務諸表の承認日現在で未完了である。

 

43．資産の担保提供

 

金融機関や取引ファシリティ、第三者からのローン、労働者災害補償請求、および工場建設の担保として銀行に

差し入れた当社グループの資産の帳簿価額の内訳は、以下の通りであった。

 

 2018年 2017年

 百万米ドル 百万米ドル

担保提供預金 18 11

 

2018年12月31日および2017年12月31日現在、当社グループの重要な米国の子会社は、一定の銀行ファシリティに

基づく債務につき、主たる債務者として連帯責任を負う。

 

当社グループの完全所有子会社であるスミスフィールド・レシーバブルズ・ファンディング・エルエルシーは、

2021年11月に満期が到来する証券化ファシリティを有している。取り決めの一部として、一部の売掛金は、「倒産

隔離された」完全所有特別目的ビークル（「SPV」）に売却される。SPVは当該売掛金を借入金および信用状の担保

として差し入れている。SPVは当社グループの連結財務諸表に含められる。ただし、SPVが所有する売掛金は、その

他の資産から分別されており、スミスフィールドが支払不能になった場合でもスミスフィールドのその他の債権者

が使用することはできない。2018年12月31日現在、SPVは、売掛金835百万米ドル（2017年：662百万米ドル）を保

有しており、証券化ファシリティに237百万米ドルの借入残高がある。2018年および2017年12月31日現在、当社グ

ループが当該SPVに対して提供した財務的支援またはその他の支援はなかった。

　　次へ
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44．偶発負債

 

当社グループは、管轄区域の政府機関が施行する様々な法規制に従っている。当社グループは、これまでに時

折、当社グループが各法規制を遵守していないと主張する通知および照会を規制当局等から受けている。これらは

訴訟に発展する場合があり、個人が当社グループに対する訴訟を開始する場合もある。

 

ノースカロライナ州における生活妨害訴訟

 

2014年８月、９月および10月に、当社グループの完全所有子会社であるマーフィー・ブラウン・エルエルシー

（「マーフィー・ブラウン」）に対し、515名の個人の原告によって、生活妨害および関連する請求を訴因として

主張する25通の訴状が米国ノースカロライナ州東部地区地方裁判所で提出された。当該訴状は、以前にウェイク郡

の上級裁判所に提出された生活妨害訴訟に端を発している。最初の訴状提出後、数名の原告が訴状に加わり、これ

に対してマーフィー・ブラウンは答弁書を提出して積極的抗弁を行った。裁判所の命令に従ってすべての訴状が修

正され、一部の原告は開示手続中に請求を取り下げた。2017年12月31日現在、出願中の26通の訴状は、511名の原

告を代表した請求を含み、約14の直営飼育場および75の契約飼育場に関連している。26通の訴状すべてに、一時的

な生活妨害および過失に関する訴因が含まれており、不特定金額の補償的損害賠償、特別損害賠償および懲罰的損

害賠償の回収を求めている。

 

2017年12月、米国ノースカロライナ州東部地区の地方裁判所が命令を発し、最初の公判期日が2018年４月２日に

設定され、その後のすべての公判のプロトコルが定められた。これらの公判は26通の訴状のうち、５通に関連した

ものであり、関係する原告の数は82名に上る。

 

2018年４月26日には、最初の公判の原告10名に有利な判決が下された。陪審は、原告１名につき補償的損害賠償

を75,000米ドル、懲罰的損害賠償を５百万米ドル支払うことを命じた。ノースカロライナ州法では、懲罰的損害賠

償は補償的損害賠償の３倍または250,000米ドルのいずれか大きい方とすることが定められているため、裁判所は

陪審が認定した原告１名当たりの懲罰的損害賠償額を250,000米ドルに減額した。この結果、10名の原告に支払わ

れる損害賠償の総額は3.25百万米ドルとなった。当社グループは、最初の公判の判決について、米国の第4巡回区

控訴裁判所に上訴した。

 

2018年６月29日には、２回目の公判の原告２名に有利な判決が下された。陪審は、原告１名につき補償的損害賠

償を65,000米ドル、懲罰的損害賠償を12.5百万米ドル支払うことを命じた。懲罰的損害賠償額の制限に基づき、裁

判所は陪審が原告への支払いを命じた懲罰的損害賠償を250,000米ドルに減額したため、原告２名に対する支払額

は合計630,000米ドルとなった。当社グループは、２回目の公判の判決について、米国の第4巡回区控訴裁判所に上

訴した。

 

2018年８月３日には、３回目の公判の原告６名に有利な判決が下された。陪審は、原告１名につき補償的損害賠

償を約3.9百万米ドル、懲罰的損害賠償を75百万米ドル支払うことを命じた。懲罰的損害賠償額の制限を受けて、

裁判所は陪審が原告への支払いを命じた懲罰的損害賠償を11.75百万米ドルに減額したため、原告６名に対する支

払額は合計94百万米ドルとなった。当社グループは、３回目の公判の判決について、米国の第４巡回区控訴裁判所

に上訴する予定である。

 

2018年12月13日には、４回目の公判の原告８名に有利な判決が下された。しかし、過去のすべての公判と異な

り、この公判で支払いが命じられた損害賠償は補償的損害賠償のみに制限され、金額も原告によって異なった。補

償的損害賠償の支払額は合計102,400米ドルとなり、内訳は原告４名に対する支払額が各100米ドル、原告２名に対

する支払額が各1,000米ドル、原告１名に対する支払額が25,000米ドル、そして残りの原告１名に対する支払額が

75,000米ドルであった。裁判所は法律問題として、原告の懲罰的損害賠償請求を退けた。

 

2019年３月７日には、５回目の公判の原告１０名に有利な判決が下された。陪審は、原告10名のうち２名につい

ては補償的損害賠償を33,000米ドル、懲罰的損害賠償を67,000米ドル、７名については補償的損害賠償を10,000米

ドル、懲罰的損害賠償を20,000米ドル、１名については補償的損害賠償を3,000米ドル、懲罰的損害賠償7,000米ド
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ル支払うことを命じた。当社グループは、公判後に賠償額の減額を求める申し立てを行う予定であり、認められな

かった場合には、５回目の公判の判決について、米国の第４巡回区控訴裁判所に上訴する予定である。

 

当社グループは引き続き、原告の請求には根拠がないと信じており、積極的に抗弁している。

 

偶発負債に係る引当金の設定および開示に関する当社グループの方針は、注記３に記載されている。当社グルー

プは、これらの請求および類似した潜在的請求に対する抗弁のための見積費用に対する引当金を計上した。その

後、2016年第４四半期、2017年第４四半期および2018年第２四半期に引当金の再評価と増額を行った。最初の５回

の公判の結果、およびこれらの事項を取り巻く事実および状況のその後の変化を受けて、当社グループは2018年第

４四半期に引当金を再評価し、さらなる増額を行った。

 

このため、これらの請求に関連した費用およびその他の負債は、引当金額が不十分または過剰であると判明しな

い限り、将来の期間の当社グループの純損益に影響を及ぼさない。一方、これらの請求に関する当社グループの抗

弁において発生する訴訟費用、ならびに不利な判決または別の理由による原告へのあらゆる支払いは、当社グルー

プのキャッシュ・フローおよび流動性ポジションにマイナスの影響を及ぼす。当社の取締役は、事実および状況が

変化した際には、必要に応じて、引当金を引き続き評価および調整していく予定である。
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45. 関連当事者との取引

 

(a）当社グループは、両年度において、関連会社／共同支配企業と以下の重要な取引を有していた。

 2018年 2017年

 百万米ドル 百万米ドル

関連会社に対する財の販売 6 6

共同支配企業に対する財の販売 12 12

関連会社からの財の購入 61 50

共同支配企業からの財の購入 22 16

 

(b）両年度の末日現在の関連会社／共同支配企業との残高

 

 2018年 2017年

 百万米ドル 百万米ドル

以下を含む：   

売掛金および受取手形 1 6

買掛金 1 3

未払費用およびその他の債務 31 9

 

注：　関連会社／共同支配企業に対する債務の額は無担保、無利息であり、要求に応じて支払われる。

 

(c）当社グループの経営幹部の報酬

 

現在レビュー中の、当期に支払った／支払うべき経営幹部の報酬（当社取締役および当社グループ上級経営者の

報酬）は、以下の通りである。

 

 12月31日終了年度

 2018年 2017年

 百万米ドル 百万米ドル

取締役報酬 －+ －+  

基本給および諸手当 9 10

業績連動賞与 4 32

退職給付制度の掛金 －+ 3

株式に基づく報酬 11 298

経営幹部に支払われる報酬合計 24 343

+　１百万米ドル未満
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46．当社の財政状態計算書

 
 2018年 2017年

 百万米ドル 百万米ドル

非流動資産   

　非上場の子会社に対する持分 5,141 5,103

   

流動資産   

　子会社に対する債権 122 119

　前払金、その他の債権およびその他の資産 1 －+

　銀行預金および現金 －+ 1

 123 120

流動負債   

子会社に対する債務 364 341

　その他の債務 2 1

 366 342

正味流動負債 (243) (222)

   

流動負債控除後資産合計 4,898 4,881

   

純資産 4,898 4,881

   

資本金および準備金   

株式資本 1 1

株式払込剰余金 2,934 2,921

為替換算剰余金 61 61

その他の剰余金 1,213 1,196

利益剰余金 689 702

   

資本合計 4,898 4,881

+　１百万米ドル未満

 

当社の準備金の変動

 
 

株式資本 払込剰余金

為替換算

剰余金

その他の

剰余金 利益剰余金 合計

 百万米ドル

2017年１月１日現在 1 2,905 61 888 689 4,544

当期純利益および包括利益合計 － － － － 502 502

配当金（注記13） － － － － (489) (489)

株式に基づく報酬 － － － 313 － 313

株式オプションの行使による株式の発行 －+ 16 － (5) － 11

 －+ 16 － 308 13 337

2017年12月31日現在および2018年１月１日 1 2,921 61 1,196 702 4,881

当期純利益および包括利益合計 － － － － 492 492

配当金（注記13） － － － － (505) (505)

株式に基づく報酬 － － － 21 － 21

株式オプションの行使による株式の発行 －+ 13 － (4) － 9

－+ 13 － 17 (13) 17

2018年12月31日現在 1 2,934 61 1,213 689 4,898

+　１百万米ドル未満
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47．重要な非支配持分を有する非完全所有子会社

 

　以下の表は、報告期間の末日現在、重要な非支配持分を有する当社グループの非完全所有子会社の詳細を示して

いる。

子会社名

法人設立した

国および主要

な事業所の

所在地

非支配持分が保有す

る所有持分および

議決権の割合

非支配持分に

配分される利益 非支配持分累計

  2018年 2017年 2018年 2017年 2018年 2017年

    

百万

米ドル

百万

米ドル

百万

米ドル

百万

米ドル

河南双匯投資発展股份有限公司

（Henan Shuanghui Investment &

Development Co., Ltd.）

（「双匯ディベロップメント」） 中国 26.75％ 26.75％ 209 183 654 731

非支配持分を有する個別に重要でな

い子会社    1 3 18 46

    210 186 672 777

 

　重要な非支配持分を有する双匯ディベロップメントに関する要約財務情報は以下の通りである。以下の要約財務

情報はグループ間の相殺消去前の金額を表している。

 

 12月31日現在

 2018年 2017年

 百万米ドル 百万米ドル

非流動資産 1,833 2,070

流動資産 1,424 1,477

流動負債 (1,186) (1,138)

非流動負債 (32) (33)

双匯ディベロップメントの所有者に帰属する資本 (1,889) (2,245)

双匯ディベロップメントの子会社の非支配持分 150 131

双匯ディベロップメントの非支配持分 504 600

 654 731

 

 12月31日終了年度

 2018年 2017年

 百万米ドル 百万米ドル

収益 7,390 7,489

費用合計 (6,623) (6,821)

当期純利益 767 668

その他の包括利益 －+ －

当期包括利益合計 767 668

当社の所有者に帰属する利益 558 485

双匯ディベロップメントの子会社の非支配持分に帰属する利益 10 12

双匯ディベロップメントの非支配持分に帰属する利益 199 171

 767 668

双匯ディベロップメントの子会社の非支配持分への配当金支払額 17 21

営業活動による正味キャッシュ・インフロー 785 832

投資活動による正味キャッシュ・アウトフロー (340) (59)

財務活動による正味キャッシュ・アウトフロー (960) (363)

正味キャッシュ・（アウトフロー）インフロー (515) 410

+　１百万米ドル未満
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48．その他の包括利益（損失）

 

その他の剰余金には、株式オプションおよび株式報酬の公正価値、確定給付年金制度の再測定による積立不足額

および当社グループに帰属するキャッシュ・フロー・ヘッジにおける公正価値の超過額（不足額）が含まれてい

た。

 

 2018年 2017年

 百万米ドル 百万米ドル

その他の包括（損失）利益の内訳：   

その後に純損益に振り替えられることのない項目：   

確定給付年金制度に係る再測定 (7) (100)

確定給付年金制度に関連する税効果 1 25

その他の包括（損失）利益累計額に計上された金額に関連する繰延税

金資産に係る再測定 － (30)

 (6) (105)

その後に純損益に振り替えられる可能性のある項目：   

在外営業活動体の換算による為替差額 (198) 333

キャッシュ・フロー・ヘッジの公正価値変動額 8 (18)

キャッシュ・フロー・ヘッジに関連する税効果 (2) 7

 (192) 322

その他の包括（損失）利益（税効果考慮後） (198) 217

 

49．報告期間の末日後の事象

 

　2019年１月25日、当社の主要な子会社３社が合併契約を締結した（「内部リストラクチャリング」）。この内部

リストラクチャリングでは、双匯ディベロップメントによるロータリー・ボルテックス・リミテッド（当社の間接

的な完全所有子会社）への新株発行を通じ、双匯ディベロップメント（当社の間接的な非完全所有子会社）による

河南省漯河市双匯実業集団有限責任公司（Henan Luohe Shuanghui Industry Group Co., Ltd.－当社の間接的な完

全所有子会社）の吸収合併が行われる。内部リストラクチャリングは当社の取締役会の承認を得ており、完了する

ためには合併契約に定められた多数の条件が充足される必要がある。詳細は2019年１月20日および2019年１月25日

付の当社の発表に記載されている。

 

50．主要な子会社

2018年12月31日および2017年12月31日現在の当社の主要な子会社の詳細は、以下の通りである。

 

子会社名

法人設立

地／設立

地／営業地

発行済および全額払込済

株式資本／登録資本

当社が間接的に保有する

発行済／登録資本

の帰属割合 主要な事業内容

   2018年 2017年  

ロータリー・ボルテックス・リミテッド

（Rotary Vortex Limited）

香港

 

普通株式̶33,883,520,411

香港ドル(2017年：

33,883,520,411香港ドル)

 

100％ 100％ 投資保有および売買

双匯ディベロップメント（注１） 中国

 

株式̶

3,299,558,284人民元(2017

年：3,299,558,284人民元)

73.25％

 

73.25％

 

投資保有、家畜の生産飼育、

と蓄、包装材料および食肉製

品の製造および販売

スミスフィールド

（Smithfield）

米国 注２ 100％ 100％ 投資保有、家畜の生産飼育、

と蓄、食肉製品の製造および

販売

 

注１：　同社は深圳証券取引所のＡ株市場に上場し、中華人民共和国の法律に準拠して有限責任会社として登録されている。

注２：　この子会社の普通株式の額面はゼロである。

 

上表は、当社の主要な子会社を記載している。取締役の見解では、当該子会社は、主に当年度の業績に影響を及

ぼすか、または連結純資産の相当部分を形成している。取締役は、すべての子会社の詳細を記載すると、明細が過

剰に長くなると考えている。

 

 
　　次へ

EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

162/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

163/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

164/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

165/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

166/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

167/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

168/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

169/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

170/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

171/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

172/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

173/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

174/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

175/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

176/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

177/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

178/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

179/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

180/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

181/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

182/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

183/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

184/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

185/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

186/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

187/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

188/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

189/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

190/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

191/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

192/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

193/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

194/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

195/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

196/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

197/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

198/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

199/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

200/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

201/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

202/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

203/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

204/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

205/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

206/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

207/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

208/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

209/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

210/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

211/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

212/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

213/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

214/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

215/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

216/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

217/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

218/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

219/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

220/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

221/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

222/308



　　次へ

EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

223/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

224/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

225/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

226/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

227/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

228/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

229/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

230/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

231/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

232/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

233/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

234/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

235/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

236/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

237/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

238/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

239/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

240/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

241/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

242/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

243/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

244/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

245/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

246/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

247/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

248/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

249/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

250/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

251/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

252/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

253/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

254/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

255/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

256/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

257/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

258/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

259/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

260/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

261/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

262/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

263/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

264/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

265/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

266/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

267/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

268/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

269/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

270/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

271/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

272/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

273/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

274/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

275/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

276/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

277/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

278/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

279/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

280/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

281/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

282/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

283/308



EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

284/308



２【主な資産・負債及び収支の内容】

 

「第６－１　財務書類　（５）連結財務諸表に対する注記」を参照のこと。

 

３【その他】

（１）後発事象

 

「第６－１　財務書類　（５）連結財務諸表に対する注記」の「49．報告期間末日後の事象」を参照のこと。

 

2019年５月28日、当社は、以下の発表を自主的に行った。

 

「ポーランド法に基づき設立された有限責任会社であるPini Polonia sp. z o.o.（「Pini Polonia」）の株式

資本の66.5％の取得（「本件取得」）等に関する当社の2017年８月11日付の発表（「発表」）に関してお知らせし

ます。

 

当社取締役会（「取締役会」）は、本件取得に関する株式譲渡契約の前提条件がすべて充足され、本件取得が

2019年５月28日付けで完了しましたことを、ここにお知らせします。かかる完了をもって、Pini Poloniaは当社の

間接完全子会社となりました。

 

Pini Poloniaは、ポーランドのクトノにおいて年間生産能力４百万頭の肉豚処理施設を運営しています。本件取

得は、生産コストの低い地域において垂直的に統合されたサプライ・チェーンを強化し、高品質な加工食肉製品を

増産するという点において、当社グループの戦略的成長計画に合致しています。本件取得は、欧州および世界全体

における競争力を高めるための、当社グループのポーランドにおける事業の一助となるものと見込まれます。」

 

（２）法的手続

 

「第６－１　財務書類　（５）連結財務諸表に対する注記」の「44．偶発負債」を参照のこと。

 

４【国際財務報告基準と日本における会計原則及び会計慣行の主要な相違】

 

本書記載の財務書類は、国際財務報告基準（「IFRS」）に準拠して作成されている。IFRSは、日本において一般

に公正妥当と認められる会計原則とはいくつかの点で相違しており、その主な相違は以下に要約されている。

 

 
(1) 連結手続

(a) 連結会社間の会計方針の統一

IFRSでは、IFRS第10号「連結財務諸表」に基づき、親会社は、類似の状況における同様の取引および他の事象に

関し、統一された会計方針を用いて、連結財務諸表を作成しなければならない。在外子会社の財務諸表は、それぞ

れの国で認められている会計原則を使用して作成されている場合でも、連結に先立ち、親会社が使用するIFRSに準

拠した会計方針に一致させるよう必要なすべての修正および組替が行われる。また、国際会計基準（「IAS」）第

28号「関連会社及び共同支配企業に対する投資」に基づき、関連会社または共同支配企業が類似の状況において同

様の取引および事象に関して、企業とは異なる会計方針を用いている場合には、企業が持分法を適用するために関

連会社または共同支配企業の財務諸表を用いる際に、関連会社または共同支配企業の会計方針を企業の会計方針に

合わせるための修正を行わなければならない。

 

日本では、企業会計基準第22号「連結財務諸表に関する会計基準」に基づき、連結財務諸表を作成する場合、同

一環境下で行われた同一の性質の取引等について、親会社および子会社が採用する会計処理の原則および手続は、

原則として統一しなければならない。ただし、実務対応報告第18号「連結財務諸表作成における在外子会社等の会

計処理に関する当面の取扱い」（「実務対応報告第18号」）により、在外子会社の財務諸表がIFRSまたは米国会計

基準に準拠して作成されている場合および国内子会社が指定国際会計基準または修正国際基準に準拠した連結財務

EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

285/308



諸表を作成して金融商品取引法に基づく有価証券報告書により開示している場合には、一定の項目（のれんの償

却、退職給付会計における数理計算上の差異の費用処理、研究開発費の支出時費用処理等）の修正を条件に、これ

を連結決算手続上利用することができる。

関連会社についても、企業会計基準第16号「持分法に関する会計基準」に従い、同一環境下で行われた同一の性

質の取引等について、投資会社（その子会社を含む）および持分法を適用する被投資会社が採用する会計処理の原

則および手続は、原則として統一することとされた。ただし、実務対応報告第24号「持分法適用関連会社の会計処

理に関する当面の取扱い」により、在外関連会社および指定国際会計基準または修正国際基準に準拠した連結財務

諸表を作成して金融商品取引法に基づく有価証券報告書により開示している国内関連会社については、当面の間、

実務対応報告第18号で規定される在外子会社等に対する当面の取扱いに準じて行うことができる。

 

(b) 報告日の統一

IFRSでは、IFRS第10号「連結財務諸表」に基づき、連結財務諸表作成に用いる親会社およびその子会社の財務諸

表は、同じ報告日としなければならない。親会社の報告期間の期末日が子会社と異なる場合、子会社は、実務上不

可能な場合を除いて、連結のために親会社の財務諸表と同日現在の追加的な財務諸表を作成して、親会社が子会社

の財務情報を連結できるようにする。実務上不可能な場合には、親会社は子会社の直近の財務諸表を用いて子会社

の財務情報を連結しなければならないが、当該財務諸表の日付と連結財務諸表の日付との間に生じた重要な取引ま

たは事象の影響について調整する。いかなる場合でも、子会社の財務諸表と連結財務諸表の日付の差異は３ヶ月を

超えてはならず、報告期間の長さおよび財務諸表の日付の差異は毎期同一でなければならない。

また、関連会社および共同支配企業については、IAS第28号「関連会社及び共同支配企業に対する投資」に基づ

き、企業が持分法を適用する際には、関連会社または共同支配企業の直近の利用可能な財務諸表を使用する。企業

の報告期間の末日が関連会社または共同支配企業と異なる場合には、関連会社または共同支配企業は、実務上不可

能な場合を除いて、企業の使用のために、企業の財務諸表と同じ日付で財務諸表を作成する。子会社と同様に、持

分法を適用する際に用いる関連会社または共同支配企業の財務諸表を企業と異なる日付で作成する場合には、その

日付と企業の財務諸表の日付との間に生じた重要な取引または事象の影響について調整を行わなければならない。

いかなる場合にも、関連会社または共同支配企業の報告期間の末日と企業の報告期間の末日との差異は３ヶ月以内

でなければならない。報告期間の長さとその末日の差異は毎期同じでなければならない。

 

日本では、企業会計基準第22号「連結財務諸表に関する会計基準」に基づき、子会社の決算日と連結決算日の差

異が３ヶ月を超えない場合には、子会社の正規の決算を基礎として連結決算を行うことができる。ただし、この場

合には、子会社の決算日と連結決算日が異なることから生じる連結会社間の取引に係る会計記録の重要な不一致に

ついて、必要な整理を行う。

関連会社についても、企業会計基準第16号「持分法に関する会計基準」に従い、投資会社は、関連会社の直近の

財務諸表を使用する。投資会社と関連会社の決算日に差異があり、その差異の期間内に重要な取引または事象が発

生しているときには、必要な修正または注記を行う。

 

(2) 連結の範囲および持分法の適用範囲

IFRSでは、IFRS第10号「連結財務諸表」に基づき、支配を有する会社（子会社）に対しては連結、IAS第28号

「関連会社及び共同支配企業に対する投資」に基づき、投資先に対して共同支配または重要な影響力を有する企業

は、関連会社または共同支配企業に対する投資を持分法で会計処理しなければならない。IFRS第10号では、投資者

が、投資先に対するパワー、投資先への関与により生じる変動リターンに対するエクスポージャーまたは権利を有

し、かつ、投資者のリターンの額に影響を及ぼすように投資先に対するパワーを用いる能力を有している場合に

は、投資先を支配していると判定される。IAS第28号では、重要な影響力とは、投資先の財務および営業の方針決

定に参加するパワーであるが、当該方針に対する支配または共同支配ではないものと定めている。

またIFRSでは、特別目的事業体（「SPE」、IFRS第12号「他の企業への関与の開示」では、「組成された企業」

と定義される）についても、上記IFRS第10号の支配の概念に照らし、投資者がSPEを支配していると判定される場

合には、連結の範囲に含めることになる。

 

日本では、企業会計基準第22号「連結財務諸表に関する会計基準」に基づき、実質支配力基準により連結の範囲

が決定され、支配の及ぶ会社（子会社）は連結の範囲に含まれる。ただし、子会社のうち支配が一時的であると認

められる企業、または連結することにより利害関係者の判断を著しく誤らせるおそれのある企業については、連結

の範囲に含めないこととされている。また、非連結子会社および重要な影響力を与えることができる会社（関連会
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社）については、持分法の適用範囲に含める。なお、日本でも、IFRSの共同支配企業に該当するものには持分法が

適用される。

　また、日本では、特別目的会社については、企業会計基準第22号「連結財務諸表に関する会計基準」および企業

会計基準適用指針第22号「連結財務諸表における子会社及び関連会社の範囲の決定に関する適用指針」に基づき、

特別目的会社が適正な価額で譲り受けた資産から生ずる収益を当該特別目的会社が発行する証券の所有者に享受さ

せることを目的として設立され、当該特別目的会社の事業がその目的に従い適切に遂行されているときは、当該特

別目的会社に資産を譲渡した会社から独立しているものと認め、当該特別目的会社に資産を譲渡した会社の子会社

に該当しないものと推定される。したがって、当該要件を満たす特別目的会社は、連結の範囲に含まれないことに

なる。ただし、このように連結の範囲に含まれない特別目的会社については、企業会計基準適用指針第15号「一定

の特別目的会社に係る開示に関する適用指針」に基づき、当該特別目的会社の概要、当該特別目的会社を利用した

取引の概要、当期に行った当該特別目的会社との取引金額または当該取引の期末残高等の一定の開示を行うこと

が、特別目的会社に資産を譲渡した会社に求められている。

 

(3) 非支配持分

IFRSでは、IFRS第３号「企業結合」に基づき、企業結合ごとに、取得企業は、取得日現在で、被取得企業に対す

る非支配持分のうち、現在の所有持分であり、清算時に企業の純資産に対する比例的な取り分を保有者に与えてい

るものを、以下のいずれかで測定しなければならない。

・　非支配持分の公正価値

・　被取得企業の識別可能純資産の認識金額に対する現在の所有権金融商品の比例的な取り分

非支配持分の他のすべての内訳項目は、他の測定基礎がIFRSで要求されている場合を除き、取得日の公正価値で

測定しなければならない。

また、子会社に対する親会社の所有持分の変動（非支配持分との取引）で支配の喪失とならない場合には資本取

引として会計処理される。

 

日本では、IFRSのように非支配株主持分を公正価値で測定する方法は認められておらず、企業会計基準第22号

「連結財務諸表に関する会計基準」に基づき、非支配株主持分は取得日における被取得企業の識別可能純資産に対

する現在の持分で測定される。

 

(4) 他の企業への関与の開示

　IFRSでは、IFRS第12号「他の企業への関与の開示」に従い、次の事項に関する開示が要求されている。

・　重大な判断および仮定（支配、共同支配および重要な影響力等を決定する際に行った重大な判断および仮

定）

・　子会社への関与（企業集団の構成、非支配持分が企業集団の活動およびキャッシュ・フローに対して有し

ている関与、企業集団の資産へのアクセス等に対する重大な制限の内容および程度、連結した組成された

企業への関与に関連したリスクの内容、所有持分の変動）

・　共同支配の取決めおよび関連会社への関与（共同支配の取決めおよび関連会社への関与の内容、程度およ

び財務上の影響、ならびに当該関与に関連したリスク）

・　非連結の組成された企業への関与（非連結の組成された企業への関与の内容および程度、ならびに当該関

与に関連したリスクの内容および変動）

 

日本では、上記に関して包括的に規定する会計基準はないが、連結の範囲に含まれない特別目的会社に関する開

示や、企業会計基準第22号「連結財務諸表に関する会計基準」に基づき、連結の範囲に含めた子会社、非連結子会

社に関する事項その他連結の方針に関する重要な事項およびこれらに重要な変更があったときは、その旨およびそ

の理由について開示することが要求されている。

 

(5) 企業結合

IFRSでは、IFRS第３号「企業結合」に基づき、すべての企業結合に取得法が適用されている（共同支配の取決め

自体の財務諸表における共同支配の取決めの形成の会計処理、共通支配下の企業または事業の結合、および事業を

構成しない資産または資産グループの取得を除く）。取得法では、取得日において、取得企業は識別可能な取得し

た資産および引き受けた負債を、原則として、取得日公正価値で認識する。
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日本でも、企業会計基準第21号「企業結合に関する会計基準」に基づき、すべての企業結合（共同支配企業の形

成および共通支配下の取引を除く）はパーチェス法（取得法に類似する方法）で会計処理されている。

日本基準とIFRSの間には、主に以下の差異が存在する。

 

(a）取得関連コストの処理

IFRSでは、IAS第32号およびIFRS第９号にそれぞれ準拠して認識される負債性証券または持分証券の発行コスト

を除き、取得関連コストは移転した対価に含めず、サービスの提供を受けた期間の費用として処理する。

 

日本では、企業会計基準第21号「企業結合に関する会計基準」に基づき、取得関連費用は発生した事業年度の費

用として処理する。

 

(b）条件付対価の処理

IFRSでは、取得企業は条件付対価を、被取得企業との交換で移転した対価に含め、取得日公正価値で認識しなけ

ればならない。また、条件付対価の公正価値に事後的な変動があった場合でも、一定の場合を除き、のれんの修正

は行わない。

 

日本では、条件付取得対価の交付または引渡しが確実となり、その時価が合理的に決定可能となった時点で、支

払対価を取得原価として追加的に認識するとともに、のれんの修正を行う。

 

(c）のれんの当初認識および非支配持分の測定

IFRSでは、企業結合ごとに以下のいずれかの方法を選択できる。

・　非支配持分も含めた被取得企業全体を公正価値で測定し、のれんは非支配持分に帰属する部分も含めて測

定する方法（全部のれん方式）

・　非支配持分のうち、現在の所有持分であり、清算時に企業の純資産に対する比例的な取り分を保有者に与

えているものは、被取得企業の識別可能純資産の認識金額に対する比例持分相当額として測定し、のれん

は取得企業の持分相当額についてのみ認識する方法（購入のれん方式）

 

日本では、IFRSのように非支配株主持分自体を時価評価する処理（全部のれん方式）は認められておらず、のれ

んは、取得原価が、取得した資産および引き受けた負債に配分された純額を超過する額として算定される（購入の

れん方式）。

 

(d）のれんの償却

IFRSでは、のれんの償却は行わず、のれんは、IAS第36号「資産の減損」に従い、毎期および減損の兆候がある

場合はその都度、減損テストの対象になる。

 

日本では、原則として、のれんの計上後20年以内に、定額法その他の合理的な方法により規則的に償却する。た

だし、金額に重要性が乏しい場合には、当該のれんが生じた事業年度の費用として処理することができる。

 

(6) 金融資産の分類および測定

IFRSでは、IFRS第９号「金融商品」に従い、次の両方に基づき、金融資産を、事後に償却原価で測定するもの、

その他の包括利益を通じて公正価値で測定するもの（「FVOCI」）、または純損益を通じて公正価値で測定するも

の（「FVPL」）のいずれかに分類しなければならない。

・金融資産の管理に関する企業の事業モデル

・金融資産の契約上のキャッシュ・フローの特性

なお、子会社、関連会社および共同支配企業に対する持分は、原則としてIFRS第９号の適用対象外である。

 

日本では、企業会計基準第10号「金融商品に関する会計基準」に従い、金融資産は以下のように測定される。

・　売買目的有価証券は、時価で測定し、時価の変動は純損益に認識される。

・　個別財務諸表においては、子会社株式および関連会社株式は、取得原価で計上される。

・　満期保有目的の債券は、取得原価または償却原価で測定される。
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・　売買目的有価証券、満期保有目的の債券、子会社株式および関連会社株式以外の有価証券（「その他有価

証券」）は、時価で測定し、時価の変動額は　

－純資産に計上され、売却、減損あるいは回収時に損益計算書に計上されるか、または

－個々の証券について、時価が原価を上回る場合には純資産に計上し、下回る場合には損益計算書に計上

する。

・　時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券については、それぞれ次の方法による。

－社債その他の債券の貸借対照表価額は、債権の貸借対照表価額に準ずる（すなわち、取得原価または償

却原価で測定される）。

－社債その他の債券以外の有価証券は、取得原価をもって貸借対照表価額とする。

・　貸付金および債権は、取得原価または償却原価で測定される。

 

(7) 金融負債の測定

IFRSでは、IFRS第９号「金融商品」に基づき、純損益を通じて公正価値で測定される金融負債等を除き償却原価

で測定しなければならない。公正価値で測定される金融負債については、当該負債の信用リスクに起因する公正価

値の変動の金額をその他の包括利益において認識し、計上しなければならない。当該負債の公正価値の変動の残り

の金額は、純損益に計上しなければならない。当該負債の信用リスクの変動の影響の当該処理が、純損益における

会計上のミスマッチを創出または拡大することとなる場合には、企業は、当該負債に係るすべての利得または損失

（当該負債の信用リスクの変動の影響を含む）を純損益に計上しなければならない。

 

日本では、金融負債は債務額で測定される。ただし、社債については、社債金額よりも低い価格または高い価格

で発行した場合等、収入に基づく金額と債務額とが異なる場合には、償却原価法に基づいて算定された価額で評価

しなければならない。

 

(8) 公正価値測定の範囲

IFRSでは、IFRS第９号「金融商品」に基づき、償却原価で測定するものとして分類され、償却原価で測定される

場合を除き、金融資産は公正価値で測定される。

資本性金融商品に対する投資および資本性金融商品に関する契約は、すべて公正価値で測定しなければならな

い。しかし、限定的な状況ではあるが、取得原価が公正価値の適切な見積りとなる場合がある。公正価値を測定す

るのに利用できる最新の情報が十分ではない場合、または、可能な公正価値測定の範囲が広く、当該範囲の中で取

得原価が公正価値の最善の見積りを表す場合には、該当する場合がある。

 

日本では、JICPA会計制度委員会報告第14号「金融商品会計に関する実務指針」に基づき、市場で売買されない

株式については、時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品として取り扱う。また、取引慣行が成熟

しない一部の天候デリバティブ等で公正な評価額を算定することが極めて困難と認められるデリバティブ取引につ

いては、取得価額をもって貸借対照表価額とする。

 

(9) 公正価値オプション

IFRSでは、IFRS第９号「金融商品」に基づき、金融資産および金融負債について以下のように分類および測定す

ることを認めている。

 

(a) 金融資産

企業は、会計上のミスマッチが生じている場合のみ、当初認識時に公正価値オプションを適用し、金融資産を

FVPLに分類することができる。

 

(b) 金融負債

企業は、一定の要件を満たす場合には、公正価値オプションを適用できる。ただし、公正価値変動のうち、自己

の信用リスクに起因する部分は、それにより会計上のミスマッチが生まれるまたは増幅される場合を除き、OCIに

計上する。なお、当該OCIの純損益への振替は禁止される。

 

日本では、IFRSで認められている公正価値オプションに関する規定はない。
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(10) 金融資産の認識の中止

IFRSでは、IFRS第９号「金融商品」に従い、企業が金融資産の所有に係るリスクと経済価値のほとんどすべてを

移転した場合、当該金融資産の認識を中止する。企業が譲渡資産に対する支配を保持していない場合には、当該譲

渡資産につき認識を中止する。

 

日本では、企業会計基準第10号「金融商品に関する会計基準」に従い、譲渡金融資産の財務構成要素ごとに、支

配が第三者に移転しているかどうかの判断に基づいて、当該金融資産の認識の中止がなされる。

 

(11) 金融商品の公正価値の開示

IFRSでは、IFRS第７号「金融商品：開示」に基づき、当該基準の対象となるすべての金融資産および金融負債に

ついて以下の開示を行うことが要求されている。

・　企業の財政状態および業績に対する金融商品の重要性

・　企業が当期中および報告期間の末日現在でさらされている金融商品から生じるリスクの内容および程度、

ならびに企業の当該リスクの管理方法

 

日本では、企業会計基準第10号「金融商品に関する会計基準」および企業会計基準適用指針第19号「金融商品の

時価等の開示に関する適用指針」に基づき、時価等の開示がすべての金融商品に求められ、かつ金融商品から生じ

るリスクについての開示も求められている。ただし、金融商品から生じるリスクのうち市場リスクに関する定量的

開示が求められているのは、金融商品から生じるリスクが重要な企業（銀行・証券会社等）が想定されている。ま

た、市場リスク以外のリスク（流動性リスク・信用リスク）に関する定量的開示については明確な規定がない。

 

(12) 公正価値測定

IFRSでは、IFRS第13号「公正価値測定」は、一定の場合を除き、他のIFRSが公正価値測定または公正価値測定に

関する開示（および、売却コスト控除後の公正価値のような、公正価値を基礎とする測定または当該測定に関する

開示）を要求または許容している場合に適用される。IFRS第13号では、公正価値を「測定日時点で、市場参加者間

の秩序ある取引において、資産を売却するために受け取るであろう価格または負債を移転するために支払うであろ

う価格」と定義している。また、IFRS第13号は、公正価値の測定に用いたインプットの性質に基づき３つのヒエラ

ルキーに分類し、公正価値測定を当該ヒエラルキー別に開示することを求めている。

 

日本では、すべての金融資産・負債ならびに非金融資産・負債を対象とする公正価値測定を包括的に規定する会

計基準はなく、各会計基準において時価の算定方法が個別に定められている。金融商品の時価については、企業会

計基準第10号「金融商品に関する会計基準」において、時価とは公正な評価額をいい、市場価格に基づく価額、市

場価格がない場合には合理的に算定された価額と定義されている。また、公正価値のヒエラルキーに関する会計基

準は、現時点では基準化されていない。

 

(13) 資産の減損

(a) 固定資産の減損

IFRSでは、IAS第36号「資産の減損」に従い、資産または資金生成単位に減損の兆候が認められ、その資産また

は資金生成単位の回収可能価額（処分コスト控除後の公正価値と使用価値（資産または資金生成単位から生じると

見込まれる見積将来キャッシュ・フローの現在価値）のいずれか高い金額）が帳簿価額を下回ると見積られる場合

に、その差額を減損損失として認識する。減損損失計上後、一定の条件が満たされた場合、のれんに対して認識さ

れた減損を除き、減損損失の戻入が要求される。なお、耐用年数を確定できない無形資産やのれんについては、減

損の兆候の有無にかかわらず、毎年減損テストを実施しなければならない。

 

日本では、「固定資産の減損に係る会計基準」に従い、資産または資産グループの減損の兆候が認められ、かつ

割引前将来キャッシュ・フローの総額（20年以内の合理的な期間に基づく）が帳簿価額を下回ると見積られた場合

に、その資産または資産グループの回収可能価額（正味売却価額と使用価値（資産または資産グループの継続的使

用と使用後の処分によって生じると見込まれる将来キャッシュ・フローの現在価値）のいずれか高い方の金額）と

帳簿価額の差額につき減損損失を認識する。減損損失の戻入は認められない。

 

(b) 金融資産の減損
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IFRSでは、IFRS第９号「金融商品」の減損要件である「予想信用損失（ECL）モデル」に基づき、減損損失を認

識する。「予想信用損失」アプローチは、償却原価およびFVOCIで測定される負債性金融商品に適用されるが、資

本性金融商品には適用されない。

一定の例外を除き、各報告日において、ある金融商品に係る信用リスクが当初認識以降に著しく増大していない

場合には、企業は、残存期間にわたるECLのうち向こう12ヶ月以内に発生する可能性のある債務不履行事象に関連

する部分を予想信用損失として認識する。

各報告日において、ある金融商品に係る信用リスクが当初認識以降に著しく増大している場合には、企業は当該

金融商品に係る損失評価引当金を全期間のECLに等しい金額で測定しなければならない。

また、IFRSでは、IFRS第９号「金融商品」に従い、以前に認識された金融資産の減損損失の戻入れは認められて

いる。また、その後の期間に信用状況が改善し、以前に評価された取引日以降の信用リスクの著しい悪化が逆方向

に転じた場合は、残存期間にわたるECLに等しい金額の貸倒引当金から12ヶ月のECLに等しい金額の貸倒引当金へと

戻入れが行われる。

 

日本では、企業会計基準第10号「金融商品に関する会計基準」に従い、満期保有目的の債券、子会社株式および

関連会社株式ならびにその他有価証券のうち、時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品以外のもの

について時価が著しく下落したときは、回復する見込があると認められる場合を除き、時価をもって貸借対照表価

額とし、評価差額は当期の損失として処理しなければならない。時価を把握することが極めて困難と認められる株

式については、発行会社の財政状態の悪化により実質価額が著しく低下した場合には、相当の減額をし、評価差額

は当期の損失として処理する。また、営業債権・貸付金等の債権については、債務者の財政状態および経営成績等

に応じて債権を３つ（一般債権、貸倒懸念債権および破産更生債権等）（金融機関では５つ）に区分し、区分ごと

に定められた方法に従い貸倒見積高を算定する。

　また日本では、減損の戻入は、株式について禁止されているだけでなく、満期保有目的の債券およびその他の有

価証券に分類されている債券についても原則として認められていない。貸付金および債権についても、直接減額を

行った場合には、減損の戻入益の計上は認められていない。

 

(14) ヘッジ会計

IFRSでは、IFRS第９号「金融商品」において、ヘッジに関する方針の文書化等のヘッジ会計の要件を満たした場

合に、以下の３つのヘッジ関係に基づいて会計処理される。

・　公正価値ヘッジ：認識されている資産もしくは負債または認識されていない確定約定（またはこれらの一

部）の公正価値の変動に対するエクスポージャーのうち、特定のリスクに起因し、かつ、純損益に影響し

得るもののヘッジ。ヘッジ対象の特定のリスクに起因する公正価値の変動とヘッジ手段の公正価値の変動

は、ともに純損益に認識される。

・　キャッシュ・フロー・ヘッジ：キャッシュ・フローの変動可能性に対するエクスポージャーのうち、認識

されている資産または負債に関連する特定のリスクまたは可能性の非常に高い予定取引に起因し、かつ純

損益に影響し得るものに対するヘッジ。ヘッジ手段の利得または損失の有効部分はその他の包括利益に直

接認識され、非有効部分は純損益に認識される。

・　在外営業活動体に対する純投資のヘッジ：在外営業活動体に対する純投資のヘッジ。有効なヘッジと判断

されるヘッジ手段から生じる為替換算差額は、その他の包括利益に直接認識され、非有効部分については

純損益に認識される。

 

日本では、企業会計基準第10号「金融商品に関する会計基準」に従い、原則として、時価評価されているヘッジ

手段に係る損益または評価差額を、ヘッジ対象に係る損益が認識されるまで純資産の部において繰り延べる方法

（繰延ヘッジ）による。ただし、その他有価証券の場合等の一定の要件を満たす場合、ヘッジ対象に係る相場変動

等を損益に反映させることにより、その損益とヘッジ手段に係る損益とを同一の会計期間に認識する方法（時価

ヘッジ）も認められている。

また、ヘッジ全体が有効と判定され、ヘッジ会計の要件が満たされている場合には、ヘッジ手段に生じた損益の

うち結果的に非有効となった部分についても、ヘッジ会計の対象として繰延処理を行うことができる。なお、非有

効部分を合理的に区分できる場合には、非有効部分を繰延処理の対象とせずに当期の純損益に計上する方法を採用

することができる。

資産または負債に係る金利の受払条件を変換することを目的として利用されている金利スワップが、金利変換の

対象となる資産または負債とヘッジ会計の要件を充たしており、かつ、その想定元本、利息の受払条件および契約
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期間が当該資産または負債とほぼ同一である場合には、金利スワップを時価評価せず、その金銭の受払の純額等を

当該資産または負債に係る利息に加減する「特例処理」が認められている。また、ヘッジ会計の要件を満たす為替

予約等については、当分の間、為替予約等により確定する決済時における円貨額により外貨建取引および金銭債権

債務等を換算し直物為替相場との差額を期間配分する方法（「振当処理」）によることができる。

 

(15) 株式交付費

IFRSでは、IAS第32号「金融商品：表示」に基づき、株式交付費は、資本からの控除として会計処理される。

 

日本では、実務対応報告第19号「繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い」に従い、株式交付費は、原則とし

て支出時に費用として処理する。ただし、企業規模の拡大のために行う資金調達等の財務活動（組織再編の対価と

して株式を交付する場合を含む）に係る株式交付費については、繰延資産に計上することができる。この場合に

は、株式交付のときから３年以内のその効果の及ぶ期間にわたって、定額法により償却をしなければならない。

 

(16) 退職後給付（確定給付制度）

(a) 確定給付制度債務の期間配分方法

IFRSでは、IAS第19号「従業員給付」に従い、制度の給付算定式に基づいて勤務期間に給付を帰属させる方法

（給付算定式基準）が原則とされている。

 

日本では、企業会計基準第26号「退職給付に関する会計基準」に従い、退職給付見込額について全勤務期間で除

した額を各期の発生額とする方法（期間定額基準）と、給付算定式基準のいずれかを選択適用することとされてい

る。

 

(b) 数理計算上の仮定

・　割引率

IFRSでは、報告期間の末日時点の優良社債の市場利回りを参照して決定しなければならない。そのよう

な優良社債について厚みのある市場が存在しない通貨では、報告期間の末日時点の当該通貨建の国債の市

場利回りを使用しなければならない。また割引率は、毎期見直さなければならない。

 

日本では、安全性の高い債券の利回りを基礎として決定するが、これには、期末における国債、政府機

関債および優良社債の利回りが含まれ、いずれも選択可能である。また、割引率等の計算基礎に一定の重

要な変動が生じていない場合には、割引率を見直さないことが認められている。

 

・　制度資産に係る利息収益（長期期待運用収益）

IFRSでは、年次報告期間の開始日時点で、制度資産の公正価値に上記の割引率を乗じて算定する（期待

運用収益の概念廃止）。なお、制度資産に係る利息収益は、確定給付制度債務に係る利息費用と相殺の

上、確定給付負債（資産）の純額に係る利息純額に含める。

 

日本では、期首の年金資産の額に合理的に予想される収益率（長期期待運用収益率）を乗じて算定す

る。

 

(c) 数理計算上の差異（再測定）および過去勤務費用

IFRSでは、数理計算上の差異は、発生時にその全額をその他の包括利益に認識する。その他の包括利益から純損

益への振替（リサイクル）は、禁止されている。また、過去勤務費用は、純損益に即時認識する。

 

日本では、遅延認識が認められており、原則として各期の発生額について平均残存勤務期間内の一定の年数で按

分した額を毎期費用処理する。数理計算上の差異の当期発生額のうち費用処理されない部分（未認識数理計算上の

差異）および過去勤務費用の当期発生額のうち費用処理されない部分（未認識過去勤務費用）についてはいずれ

も、その他の包括利益に計上する。また、その他の包括利益累計額に計上された未認識数理計算上の差異および未

認識過去勤務費用のうち、当期に費用処理された部分については、その他の包括利益の調整（組替調整）を行う。

 

(d) 確定給付資産の上限
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IFRSでは、確定給付制度が積立超過の場合には、確定給付資産の純額を次のいずれか低い方で測定する。

・　当該確定給付制度の積立超過

・　制度からの返還または制度への将来掛金の減額の形で利用可能な経済的便益の現在価値（資産上限額）

 

日本では、そのような確定給付資産の上限はない。

 

(17) 株式に基づく報酬

IFRSでは、IFRS第２号「株式に基づく報酬」がすべての株式に基づく報酬取引に適用され、持分決済型、現金決

済型および現金選択権付きの株式に基づく報酬取引の３つが規定されている。

・　持分決済型の株式に基づく報酬取引：受け取った財またはサービスおよびそれに対応する資本の増加を、

受け取った財またはサービスの公正価値で測定する。

・　現金決済型の株式に基づく報酬取引：受け取った財またはサービスおよび発生した負債を、当該負債の公

正価値で測定する。

・　現金選択権付きの株式に基づく報酬取引：株式に基づく報酬取引または当該取引の構成要素を、現金（ま

たは他の資産）で決済する負債が発生している場合にはその範囲で現金決済型の株式に基づく報酬取引と

して、そのような負債が発生していない場合にはその範囲で持分決済型の株式に基づく報酬取引として、

会計処理される。

また持分決済型取引に関して、ストック・オプション等の公正価値と予想される権利確定数に基づいて費用計上

額を確定した後は、取消・清算、または権利確定後に失効した場合でも費用の戻入等の処理は行われず、認識され

る株式に基づく報酬費用の総額に影響は生じない。

 

日本でも、企業会計基準第８号「ストック・オプション等に関する会計基準」に基づき、ストック・オプション

の付与日から権利確定日までの期間にわたり、付与日現在のストック・オプションの公正な評価額に基づいて報酬

費用が認識され、対応する金額は資本（純資産の部の新株予約権）に計上される。

ただし、同基準の適用範囲は持分決済型株式報酬に限定されており、現金決済型取引等については特段規定がな

く、実務上は発生時に費用（引当）処理される。また持分決済型取引について、日本では、権利確定後に失効した

場合には失効に対応する新株予約権につき利益計上（戻入）を行う等、IFRSと異なる処理が行われている。

 

(18) 研究開発費

IFRSでは、IAS第38号「無形資産」に基づき、研究費は発生時に費用計上される。開発費は、一定の基準を満た

す場合に、資産に計上され耐用年数にわたり償却される。

 

日本では、すべての研究開発支出は発生時に費用計上しなければならない。

 

(19) 有形固定資産

(a) 減価償却方法

IFRSでは、IAS第16号「有形固定資産」に従い、資産の将来の経済的便益が企業によって消費されると予測され

るパターンを反映する減価償却方法を使用しなければならない。減価償却方法は、少なくとも各事業年度末に再検

討を行わなければならない。資産の将来の経済的便益の予測消費パターンに大きな変更があり、減価償却方法の変

更を行った場合には、会計上の見積りの変更として会計処理する。

 

日本では、日本公認会計士協会（「JICPA」）監査・保証実務委員会実務指針第81号「減価償却に関する当面の

監査上の取扱い」および企業会計基準第24号「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」に基づき、減価償

却方法は会計方針に該当するが、その変更については、「会計方針の変更を会計上の見積りの変更と区別すること

が困難な場合」として、会計上の見積りの変更と同様に取り扱う（遡及適用は行わない）。

 

(b) コンポーネント・アカウンティング

IFRSでは、IAS第16号「有形固定資産」に従い、有形固定資産項目の取得原価の合計額に対して重要性のある各

構成部分に当初認識された金額を配分し、個別に減価償却を行わなければならない。

 

日本では、有形固定資産の減価償却の単位に関して、特段の規定はない。
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(c) 有形固定資産の再評価

　IFRSでは、IAS第16号「有形固定資産」に従い、当初認識後の有形固定資産の測定方法として再評価モデルを適

用することができる。再評価モデルでは、有形固定資産は、再評価日現在の公正価値から、その後の減価償却累計

額およびその後の減損損失累計額を控除した額で計上される。

 

　日本では、有形固定資産は取得原価で計上される。特別の法律によらない限り、資産の再評価は認められていな

い。

 

(20) 資産に関する政府補助金

IFRSでは、IAS第20号「政府補助金の会計処理及び政府援助の開示」に従い、資産に関する政府補助金は、以下

のいずれかにより処理される。

・　補助金を繰延収益に認識し、資産の耐用年数にわたり規則的に純損益に認識する方法

・　取得原価から補助金を控除し、資産の帳簿価額を算定する方法

 

日本では、固定資産に関して受け取った国庫補助金および交付金は、受入時に利益として認識される。ただし、

対応する資産の取得原価から当該補助金および交付金を直接控除するか、または剰余金処分により積立金に計上し

処理することも認められている。

 

(21) 金融保証契約

IFRSでは、IFRS第９号「金融商品」に従い、金融保証契約については、当初は公正価値で計上し、当初認識後は

IFRS第９号「金融商品」に従って算定した損失評価引当金の金額と、当初認識額からIFRS第15号「顧客との契約か

ら生じる収益」に基づき認識された収益の累計額を控除した金額とのいずれか高い方の金額で測定することが要求

されている。

 

日本では、金融資産または金融負債の消滅の認識の結果生じる債務保証を除いて、保証を当初より公正価値で貸

借対照表に計上することは求められていない。保証に起因して、将来の損失が発生する可能性が高く、かつその金

額を合理的に見積ることができる場合には、債務保証損失引当金を計上する。

 

(22) 収益認識

IFRSでは、IFRS第15号「顧客との契約から生じる収益」に従い、基本原則に基づいて収益が測定され、認識され

る。その基本原則は、顧客への財またはサービスの移転と交換に企業が権利を得ると見込む対価を反映した金額に

より収益を認識するというものである。

IFRS第15号の基本原則は、次の５つのステップから構成されるモデルを用いて適用される。

1． 顧客との契約を特定する

2． 契約における履行義務を識別する

3． 取引価格を決定する

4． 取引価格を契約における各履行義務に配分する

5． 各履行義務が充足された時点で（または充足されるにつれて）収益を認識する

 

顧客との契約に当該モデルを適用するにあたり、各ステップにおいて、関連するすべての事実および状況を考慮

し、判断することが求められる。IFRS第15号は、当該５つのステップから構成されるモデルに加え、契約獲得の増

分コストおよび契約履行に直接関連するコストの会計処理についても定めている。

IFRS第15号には、知的財産のライセンス、製品保証、返品権、本人か代理人かの検討、追加の財またはサービス

に対する選択権、顧客の権利不行使といった特定の一般的な契約に同基準の規定を適用する際の適用ガイダンスが

定められている。

 

日本では、企業会計原則の損益計算書原則に、「売上高は実現主義の原則に従い、商品等の販売または役務の給

付によって実現したものに限る。」とされているものの、収益認識に関する包括的な会計基準はこれまで開発され

ていなかった。企業会計基準委員会（ASBJ）は、平成30年３月30日に企業会計基準第29号「収益認識に関する会計
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基準」および企業会計基準適用指針第30号「収益認識に関する会計基準の適用指針」を公表し、平成33年４月１日

以後開始する連結会計年度および事業年度の期首から適用される。ただし、早期適用が可能である。

 

(23) 繰延税金

(a) 繰延税金資産の回収可能性

IFRSでは、IAS第12号「法人所得税」に基づき、将来減算一時差異を利用できる課税所得が生じる可能性が高い

範囲内で、すべての将来減算一時差異について繰延税金資産を認識しなければならない。近年に損失が発生したと

いう事実があるときは、企業は、税務上の繰越欠損金または繰越税額控除より発生する繰延税金資産を、十分な将

来加算一時差異を有する範囲内でのみ、または税務上の繰越欠損金もしくは繰越税額控除の使用対象となる十分な

課税所得が稼得されるという他の信頼すべき根拠がある範囲内でのみ認識する。

 

　日本では、企業会計基準適用指針第26号「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」に詳細な規定があり、

会社を収益力に基づく課税所得の十分性に応じて分類し、当該分類ごとに繰延税金資産の回収可能性を判断するた

めの具体的な指針（数値基準含む）が例示されている。

 

(b) 繰延税金資産・負債の表示

IFRSでは、IAS第１号「財務諸表の表示」に従い、企業が財務諸表上、資産および負債を流動・非流動に区分し

ている場合でも、繰延税金資産および繰延税金負債を非流動資産および非流動負債として分類することを要求して

おり、流動資産および流動負債に分類することを禁止している。

 

日本では、繰延税金資産については流動資産または投資その他の資産として、繰延税金負債については流動負債

または固定負債として表示することが要求されている。

 

(c) 内部取引の未実現利益の消去に係る税効果

IFRSでは、IAS第12号「法人所得税」に基づき、内部取引の未実現利益の消去に係る税効果は、資産負債法に基

づき、一時差異が発生している資産を保有する買手の税率により繰延税金資産を測定する。買手では、未実現利益

の消去により発生する将来減算一時差異も含め、すべての将来減算一時差異についての繰延税金資産の回収可能性

を判断する。

 

日本では、JICPA会計制度委員会報告第６号「連結財務諸表における税効果会計に関する実務指針」に基づき、

内部取引の未実現利益の消去に係る一時差異に対しては、例外的に繰延法に基づき売却元の税率を使用する。ま

た、未実現利益の消去に係る一時差異は、売却元の売却年度の課税所得の額を上限とする。

 

(24) リース取引

IFRSでは、IAS第17号「リース」に基づき、資産の所有権に係るほとんどすべてのリスクおよび経済価値が借手

に移転するリースは、借手の財務諸表にファイナンス・リースとして資産計上され、対応するリース債務が負債計

上される。

 

日本では、企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」に従い、ファイナンス・リース取引とは、解約

不能かつフルペイアウトの要件を満たすものをいい、ファイナンス・リース取引に該当するかどうかについてはそ

の経済的実質に基づいて判断すべきものであるとしている。ただし、解約不能リース期間がリース物件の経済的耐

用年数の概ね75％以上、または解約不能のリース期間中のリース料総額の現在価値がリース物件を借手が現金で購

入するものと仮定した場合の合理的見積金額の概ね90％以上のいずれかに該当する場合は、ファイナンス・リース

と判定され、借手の財務諸表に資産計上し、対応するリース債務を負債に計上する。なお、少額（リース契約１件

当たりのリース料総額が300万円以下の所有権移転外ファイナンス・リース）または短期（１年以内）のファイナ

ンス・リースについては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じて会計処理を行うことができる。

 

(25) 有給休暇

IFRSでは、IAS第19号「従業員給付」に従い、有給休暇の権利を増加させる勤務を従業員が提供したときに有給

休暇の予想コストを認識する。
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日本では、有給休暇に関する特段の規定はない。

 

(26) 借入コスト

IFRSでは、IAS第23号「借入コスト」に基づき、適格資産の取得、建設または生産に直接起因する借入コスト

は、当該資産の取得原価の一部として資産化される。ただし、借入コストが将来、企業に経済的便益をもたらすこ

とが確実であり、かつ、原価が信頼性をもって測定可能である場合に限る。資産化の条件を満たさないそれ以外の

借入コストはすべて、発生した期間の費用として認識される。

 

日本では、借入コストは原則として発生した期間に費用処理しなければならない。ただし、不動産開発事業を行

う場合にはJICPA業種別監査研究部会建設業部会・不動産業部会「不動産開発事業を行う場合の支払利子の監査上

の取扱いについて」に基づき、また、固定資産を自家建設する場合には「企業会計原則と関係諸法令との調整に関

する連続意見書」第三に基づき、一定の要件を満たす場合には借入金の支払利子の資産化が容認されている。

 

(27) 負債と資本の区分

IFRSでは、IAS第32号「金融商品：表示」に基づき、当初認識時に、契約の実質、ならびに金融負債、金融資産

および資本性金融商品の定義に従い、金融負債、金融資産または資本性金融商品に分類する。

 

日本では、会社法上の株式として発行された金融商品は、純資産の部に計上される。

 

(28) 損益計算書上の表示

IFRSでは、IAS第１号「財務諸表の表示」に基づき、収益または費用のいかなる項目も、純損益およびその他の

包括利益を表示する計算書または注記において、異常項目として表示してはならない。なお、IAS第１号では「営

業利益」を定義していないため、包括利益計算書に営業利益を表示することは要求されないが、認められる。

 

日本では、企業会計原則および企業会計基準第22号「連結財務諸表に関する会計基準」に基づき、損益計算書

上、売上総利益、営業利益、経常利益、特別損益を含む損益の段階別表示を行わなければならない。

 

(29) 生物資産の測定

IFRSでは、IAS第41号「農業」に基づき、生物資産は、公正価値が信頼性をもって測定できない場合を除き、そ

の売却コスト控除後の公正価値により測定される。その公正価値の変動は発生した期の損益として報告される。

 

日本では、生物資産の会計処理を定めた基準はない。実務上、棚卸資産として取得原価（収益性の低下による簿

価切り下げを実施）または有形固定資産として減価償却累計額および減損損失累計額控除後の取得原価により測定

される。
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第７【外国為替相場の推移】

 

　米ドルと日本円との間の為替相場は、日本において時事に関する事項を掲載する２紙以上の日刊新聞紙に最近５

事業年度において掲載されているため、本項の記載を省略する。

 

 

 

第８【本邦における提出会社の株式事務等の概要】

 

　以下は当社株式の取扱い、議決権の行使方法その他関連事項の概要である。

 

１【株式の募集に伴う株式事務】

 
　当社株式の購入者（以下「当社株式購入者」という。）は、その取得の窓口となった金融商品取引業者（以下

「窓口金融商品取引業者」という。）に、当該当社株式購入者名義で外国証券取引口座を開設する必要がある。売

買の執行、売買代金の決済、証券の保管および当社株式にかかるその他の取引に関する事項は、すべて外国証券取

引口座を通じ、外国証券取引口座約款の規定に従って処理される。

 

　以下は、外国証券取引口座約款に基づく取扱い事務の概要である。

 

当社株式の保管・登録

 

　当社株式は、窓口金融商品取引業者の香港の保管機関またはブローカー（以下「当社株式保管機関」という。）

を通じて保有される。当社株式保管機関は、香港の決済機関であるHKSCC（ホンコン・セキュリティーズ・クリア

リング・カンパニー・リミテッド）が運営するCCASS（セントラル・クリアリング・アンド・セトルメント・シス

テム）の参加者である。当社株式保管機関は当社株式に係る株券を当社株式購入者に交付せず、CCASSに預託す

る。預託されたこれらの当社株式は、HKSCCのノミニーであるHKSCCノミニーズ・リミテッドの名義で登録されるこ

とになる。CCASSに基づくあらゆる行為は随時効力を有するCCASSの一般規則およびCCASSの業務手続に従う。

 

当社株式の譲渡に関する手続

 

　当社株式購入者は、窓口金融商品取引業者が応じうる場合に限り、窓口金融商品取引業者所定の手続を経たうえ

で、当社株式の保管を他の金融商品取引業者の当社株式保管機関に移転することを指示し、または売却注文をなす

ことができる。当該当社株式購入者と窓口金融商品取引業者との間の決済は、円貨または窓口金融商品取引業者が

応じうる範囲内で当該当社株式購入者が指定する外貨による。

 

当社株式購入者に対する通知

 

　発行会社が株主に対して行う通知および通信は、当社株式保管機関を通じて各窓口金融商品取引業者に送付され

る。窓口金融商品取引業者はかかる通知もしくは通信の到達の日から３年間保管し、当社株式購入者の閲覧に供す

る。ただし、当社株式購入者がかかる通知もしくは通信の送付を希望した場合は、窓口金融商品取引業者は、当該

当社株式購入者の費用で、その届け出た住所宛てに送付する。

 

当社株式購入者の議決権行使に関する手続

 

　当社株式購入者は、発行会社の株主総会における議決権の行使について、所定の期日までに窓口金融商品取引業

者に指示を行うことができる。当社株式購入者が窓口金融商品取引業者にかかる指示を行った場合には、当社株式

保管機関は、実務上可能な範囲で指示通りの議決権の行使を行うよう努める義務を負う。

 

　当社株式購入者が窓口金融商品取引業者に対して指示を行わない場合には、当社株式保管機関または登録名義人

は、議決権を行使しない。

 

現金配当の交付手続

 

　発行会社から支払われた配当金は、窓口金融商品取引業者が当社株式保管機関を通じて当社株式購入者に代わっ

て一括して受領し、外国証券取引口座を通じて当社株式購入者に支払う。この際窓口金融商品取引業者が、国内の

諸法令および慣行等により発行会社、当社株式保管機関または登録名義人から費用を徴収されたときは、当該費用

は、当社株式購入者の負担とし、当該配当金から控除するなどの方法により徴収される。

 

株式配当等の交付手続
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　発行会社普通株式の株式分割、無償交付、株式併合等により発行会社が追加当社株式を当社株式保管機関または

登録名義人に割り当てる場合は、窓口金融商品取引業者はかかる追加当社株式を当社株式購入者の外国証券取引口

座に借記する。ただし、売買単位未満の当社株式は、当社株式購入者が特に要請した場合を除きすべて売却処分さ

れ、その売却代金は上記の現金配当の交付手続に準じて当社株式購入者に支払われる。

 

　発行会社普通株式の株式配当により発行会社が追加当社株式を当社株式保管機関または登録名義人に割り当てる

場合は、当社株式購入者が特に要請した場合を除きすべて売却処分され、その売却代金は上記の現金配当の交付手

続に準じて当社株式購入者に支払われる。

 

新株引受権

 

　発行会社普通株式について新株引受権が付与されたことにより発行会社が追加当社株式を当社株式保管機関また

は登録名義人に割り当てる場合は、原則としてすべて売却処分され、その売却代金は上記の現金配当の交付に手続

に準じて当社株式購入者に支払われる。

 

２【当社株式購入者に対する株式事務】

 

株主名簿管理人および名義書換取扱い場所

 

　本邦には当社株式に関する発行会社の株主名簿管理人または名義書換取扱場所はない。

 

基準日

 

　現金配当または株式配当等を受け取る権利を有する株主は、配当支払い等のために定められた基準日現在株主名

簿に登録されている者である。

 

事業年度の終了

 

　発行会社の事業年度は毎年12月31日に終了する。

 

公告

 

　当社株式に関して本邦において発行会社は公告は行わない。

 

株式事務に関する手数料

 

　当社株式購入者は、窓口金融商品取引業者に取引口座を開設する際に、当該窓口金融商品取引業者の定めるとこ

ろにより口座管理料を支払う。

 

譲渡制限

 

　当社株式に関して、所有権の譲渡に関する制限はない。

 

税金

 

Ａ　配当

　当社から株主に支払われる配当は、日本の税法上、配当収入として取扱われる。日本の居住者たる個人または日

本の法人に対して支払われる当社の配当金については、当該配当金額（ケイマン諸島および香港における当該配当

の支払いの際にこれらの地域またはその地方政府の源泉徴収税が徴収される場合、当該控除後の金額）につき、当

該配当の支払いを受けるべき期間に応じ、下表に記載された源泉徴収税率に相当する金額の日本の所得税・住民税

が源泉徴収される。

 
 

配当課税の源泉徴収税率  

配当を受けるべき期間 日本の法人 日本の居住者たる個人

2014年１月１日から2037年12月31日まで
所得税および復興特別所得税

15.315％

所得税および復興特別所得税

15.315％、住民税５％

2038年１月１日以降 所得税15％ 所得税15％、住民税５％

(注記)
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　2013年１月１日から2037年12月31日までの期間、「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要

な財源の確保に関する特別措置法」により、上記に従って算出された各所得税額に対して2.1％の税率による「復

興特別所得税」が上乗せされて課される。

 

　日本の居住者たる個人は、当社から株主に支払われる配当については、源泉徴収がなされた場合には配当金額の

多寡に関係なく、確定申告しないことを選択できる。この場合、当該配当金額は、確定申告の対象となる所得金額

から除外される。

 

　2009年１月１日以降に当社から株主に支払われる配当については、日本の居住者たる個人は、申告分離課税また

は総合課税のいずれかを選択することが可能である。申告分離課税を選択した場合の確定申告の際の税率は、2014

年１月１日から2037年12月31日までに当社から当該個人株主に支払われる配当については20.315％（所得税および

復興特別所得税15.315％、住民税５％）、2038年１月１日以降に当社から当該個人株主に支払われる配当について

は20％（所得税15％、住民税５％）であるが、かかる配当所得の計算においては、2009年分以後における上場株式

等（一定の公社債等を含む。）の譲渡損失を一定の要件のもとで控除することができる。控除しきれなかった損失

は、一定の制限のもとで、３年間の繰越控除が可能である。

 

　なお、配当控除（個人の場合）および受取配当益金不算入（法人の場合）の適用はない。ケイマン諸島および香

港において課税された税額は、配当につき確定申告した場合には日本の税法の規定に従い外国税額控除の対象とな

りうる。

 
Ｂ　売買損益

1）譲渡所得は、原則として所得税の対象となり、譲渡損失は、他の譲渡損失から控除することができる。また、

2009年分以後における上場株式等の譲渡損失については、当社株式およびその他の上場株式等（一定の公社債等を

含む）の配当所得または利子所得の金額(申告分離課税を選択したものに限る。）から控除することができる。控

除しきれなかった損失は、一定の制限のもとで、３年間の繰越控除が可能である。

 

2）当社株式の内国法人株主については、株式の売買損益は、課税所得の計算上益金・損金に算入される。

 

Ｃ　相続税

　日本の税法上日本の居住者である実質株主が、ケイマン諸島で発行された株式を相続または遺贈によって取得し

た場合、日本の相続税法によって相続税が課されるが、一定の要件を満たしているときには、外国税額控除が認め

られることがある。

 

ケイマン諸島および香港における税制については、「第１－３　課税上の取扱い」を参照のこと。
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第９【提出会社の参考情報】

 

１【提出会社の親会社等の情報】

 

　当社の発行する有価証券は金融商品取引法第24条第１項第１号および第２号に該当しないため、該当事項はな

い。

 

２【その他の参考情報】

 

　当社は、当事業年度の開始日から本有価証券報告書提出日までの間において、下記の書類を提出している。

 

１．有価証券報告書　　　　　　　　　　　　平成30年６月29日関東財務局長に提出

２．半期報告書　　　　　　　　　　　　　　平成30年９月27日関東財務局長に提出

 

 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】

 

　該当なし。
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INDEPENDENT AUDITOR'S REPORT

 
To the shareholders of WH Group Limited

(Incorporated in the Cayman Islands with limited liability)
 
Opinion
 
We have audited the consolidated financial statements of WH Group Limited (the

“Company”) and its subsidiaries (collectively referred to as the “Group”)

set out on pages 64 to 185, which comprise the consolidated statement of

financial position as at 31 December 2018, and the consolidated statement of

profit or loss and other comprehensive income, the consolidated statement of

changes in equity and the consolidated statement of cash flows for the year

then ended, and notes to the consolidated financial statements, including a

summary of significant accounting policies.

 
In our opinion, the consolidated financial statements give a true and fair view

of the consolidated financial position of the Group as at 31 December 2018, and

of its consolidated financial performance and its consolidated cash flows for

the year then ended in accordance with International Financial Reporting

Standards (“IFRSs”) and have been properly prepared in compliance with the

disclosure requirements of the Hong Kong Companies Ordinance.

 
Basis for Opinion

 
We conducted our audit in accordance with Hong Kong Standards on Auditing

(“HKSAs”) issued by the Hong Kong Institute of Certified Public Accountants

(“HKICPA”). Our responsibilities under those standards are further described

in the Auditor's responsibilities for the audit of the consolidated financial
statements section of our report. We are independent of the Group in accordance

with the HKICPA's Code of Ethics for Professional Accountants (the “Code”),

and we have fulfilled our other ethical responsibilities in accordance with the

Code. We believe that the audit evidence we have obtained is sufficient and

appropriate to provide a basis for our opinion.

 
Key Audit Matters

 
Key audit matters are those matters that, in our professional judgement, were

of most significance in our audit of the consolidated financial statements of

the current period. These matters were addressed in the context of our audit of

the consolidated financial statements as a whole, and in forming our opinion

thereon, and we do not provide a separate opinion on these matters. For each

matter below, our description of how our audit addressed the matter is provided

in that context.

 
We have fulfilled the responsibilities described in the Auditor's
responsibilities for the audit of the consolidated financial statements section

of our report, including in relation to these matters. Accordingly, our audit

included the performance of procedures designed to respond to our assessment of

the risks of material misstatement of the consolidated financial statements.

The results of our audit procedures, including the procedures performed to
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address the matters below, provide the basis for our audit opinion on the

accompanying consolidated financial statements.

 
Key audit matter How our audit addressed the key audit

matter
  
Fair value measurement of live hogs
included in biological assets

 

  
The carrying value of the Group's live

hogs included in biological assets

amounted to US$942 million,

representing 6.2% of the Group's total

assets as at 31 December 2018. The

carrying value of live hogs was

measured at fair value less costs to

sell which was determined based on the

price of hogs in the actively traded

market, reduced by the breeding costs

required to raise the hogs to be

slaughtered and the estimated margins

that would be required by a raiser and

less costs to sell with reference to

the latest budgets approved by the

management. The Group engaged an

independent qualified valuer to

perform the live hog valuations. We

identified the fair value measurement

of these live hogs as a key audit

matter because of the significant

degree of judgement involved in the

valuation to determine the fair value

less costs to sell of live hogs.

 
Disclosures of determination of the

fair value less costs to sell and the

key assumptions involved are included

in notes 4 and 18 to the consolidated

financial statements.
 

Our procedures in relation to assessing

the fair value measurement of live hogs

included in biological assets included:

 
□ Understanding how the management

determined the fair value

measurement of live hogs included in

biological assets, including the

involvement of the independent

valuer;
 
□ Evaluating the competence,

capabilities, independence and

objectivity of the independent

valuer;
 
□ Reviewing the valuation model

prepared by the independent valuer

in determining the fair value less

costs to sell of live hogs;
 
□ Checking the market price of hogs to

the available market data, on a

sample basis; and
 
□ Checking the estimates of breeding

costs required to raise the live

hogs and estimated margins that

would be required by a raiser and

costs to sell against the historical

performance and budgets approved by

the management.
 

EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

302/308



Other Information included in the Annual Report

 
The directors of the Company are responsible for the other information. The

other information comprises the information included in the Annual Report,

other than the consolidated financial statements and our auditor's report

thereon.
 
Our opinion on the consolidated financial statements does not cover the other

information and we do not express any form of assurance conclusion thereon.

 
In connection with our audit of the consolidated financial statements, our

responsibility is to read the other information and, in doing so, consider

whether the other information is materially inconsistent with the consolidated

financial statements or our knowledge obtained in the audit or otherwise

appears to be materially misstated. If, based on the work we have performed, we

conclude that there is a material misstatement of this other information, we

are required to report that fact. We have nothing to report in this regard.

 
Responsibilities of Directors for the Consolidated Financial Statements

 
The directors of the Company are responsible for the preparation of the

consolidated financial statements that give a true and fair view in accordance

with IFRSs and the disclosure requirements of the Hong Kong Companies

Ordinance, and for such internal control as the directors determine is

necessary to enable the preparation of consolidated financial statements that

are free from material misstatement, whether due to fraud or error.

 
In preparing the consolidated financial statements, the directors of the

Company are responsible for assessing the Group's ability to continue as a

going concern, disclosing, as applicable, matters related to going concern and

using the going concern basis of accounting unless the directors of the Company

either intend to liquidate the Group or to cease operations or have no

realistic alternative but to do so.

 
The directors of the Company are assisted by the Audit Committee in discharging

their responsibilities for overseeing the Group's financial reporting process.

 
 
Auditor's Responsibilities for the Audit of the Consolidated Financial

Statements
 
Our objectives are to obtain reasonable assurance about whether the

consolidated financial statements as a whole are free from material

misstatement, whether due to fraud or error, and to issue an auditor's report

that includes our opinion. Our report is made solely to you, as a body, and for

no other purpose. We do not assume responsibility towards or accept liability

to any other person for the contents of this report.

 
Reasonable assurance is a high level of assurance, but is not a guarantee that

an audit conducted in accordance with HKSAs will always detect a material

misstatement when it exists. Misstatements can arise from fraud or error and
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are considered material if, individually or in the aggregate, they could

reasonably be expected to influence the economic decisions of users taken on

the basis of these consolidated financial statements.

 
As part of an audit in accordance with HKSAs, we exercise professional judgement

and maintain professional scepticism throughout the audit. We also:

 
□　　Identify and assess the risks of material misstatement of the

consolidated financial statements, whether due to fraud or error, design

and perform audit procedures responsive to those risks, and obtain audit

evidence that is sufficient and appropriate to provide a basis for our

opinion. The risk of not detecting a material misstatement resulting from

fraud is higher than for one resulting from error, as fraud may involve

collusion, forgery, intentional omissions, misrepresentations, or the

override of internal control.

 
□　　Obtain an understanding of internal control relevant to the audit in

order to design audit procedures that are appropriate in the

circumstances, but not for the purpose of expressing an opinion on the

effectiveness of the Group's internal control.

 
□　　Evaluate the appropriateness of accounting policies used and the

reasonableness of accounting estimates and related disclosures made by

the directors.

 
□　　Conclude on the appropriateness of the directors' use of the going

concern basis of accounting and, based on the audit evidence obtained,

whether a material uncertainty exists related to events or conditions

that may cast significant doubt on the Group's ability to continue as a

going concern. If we conclude that a material uncertainty exists, we are

required to draw attention in our auditor's report to the related

disclosures in the consolidated financial statements or, if such

disclosures are inadequate, to modify our opinion. Our conclusions are

based on the audit evidence obtained up to the date of our auditor's

report. However, future events or conditions may cause the Group to cease

to continue as a going concern.

 
□　　Evaluate the overall presentation, structure and content of the

consolidated financial statements, including the disclosures, and whether

the consolidated financial statements represent the underlying

transactions and events in a manner that achieves fair presentation.

 
□　　Obtain sufficient appropriate audit evidence regarding the financial

information of the entities or business activities within the Group to

express an opinion on the consolidated financial statements. We are

responsible for the direction, supervision and performance of the group

audit. We remain solely responsible for our audit opinion.

 
We communicate with the Audit Committee regarding, among other matters, the

planned scope and timing of the audit and significant audit findings, including

EDINET提出書類

ＷＨグループ・リミテッド（萬洲国際有限公司）(E30533)

有価証券報告書

304/308



any significant deficiencies in internal control that we identify during our

audit.

 
We also provide the Audit Committee with a statement that we have complied with

relevant ethical requirements regarding independence and to communicate with

them all relationships and other matters that may reasonably be thought to bear

on our independence and where applicable, related safeguards.

 
From the matters communicated with the Audit Committee, we determine those

matters that were of most significance in the audit of the consolidated

financial statements of the current period and are therefore the key audit

matters. We describe these matters in our auditor's report unless law or

regulation precludes public disclosure about the matter or when, in extremely

rare circumstances, we determine that a matter should not be communicated in

our report because the adverse consequences of doing so would reasonably be

expected to outweigh the public interest benefits of such communication.

 
The engagement partner on the audit resulting in the independent auditor's

report is Ms. CHIU, Caroline Su Yuen.

 
 
 
 
Ernst & Young

Certified Public Accountants

22/F, CITIC Tower

1 Tim Mei Avenue

Central, Hong Kong

15 March 2019

 
　　次へ
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独立監査人の報告書

 

WHグループ・リミテッド（ケイマン諸島において設立された有限責任会社）の株主御中

 

監査意見

私たちは、64ページから185ページ（訳者注：原文のページ）に掲載されているWHグループ・リミテッド（「会

社」）およびその子会社（総称して「会社グループ」）の連結財務諸表、すなわち、2018年12月31日現在の連結財

政状態計算書、ならびに同日に終了した年度の連結純損益およびその他の包括利益計算書、連結持分変動計算書お

よび連結キャッシュ・フロー計算書、ならびに重要な会計方針の要約を含む連結財務諸表に対する注記について監

査を行った。

 

私たちの意見では、上記の連結財務諸表は、国際財務報告基準（「IFRS」）に準拠して、会社グループの2018年

12月31日現在の連結財政状態、ならびに同日をもって終了する年度の連結財務成績および連結キャッシュ・フロー

の真実かつ適正な概観を与え、香港の「会社条例」の開示に関する要求事項を遵守して適切に作成されていた。

 

意見の基礎

私たちは、香港公認会計士協会（「HKICPA」）が発行した香港監査基準（「HKSA」）に準拠して監査を実施し

た。当基準に基づく私たちの責任は、本報告書の「連結財務諸表の監査に対する監査人の責任」のセクションに記

載されている。私たちは、HKICPAの職業会計士の倫理規定（「倫理規定」）に準拠して会社グループから独立して

おり、倫理規定に準拠して私たちのその他の倫理上の責任を満たしている。私たちは、入手した監査証拠は監査意

見の基礎の形成に十分かつ適切であると考えている。

 

監査上の主要な事項

監査上の主要な事項とは、私たちの職業的専門家としての判断において、当事業年度の連結財務諸表の監査で最

も重要な事項である。これらの事項は連結財務諸表全体に対する監査の観点から、さらに当該監査に基づく意見の

形成において対処されているが、各事項に個別の意見を表明しない。以下では、上述した内容をもとにし、各事項

について私たちがどのように対応したかについて記載している。

私たちはこれらの事項に関連する責任を含め、本報告書の「連結財務諸表の監査に対する監査人の責任」のセク

ションに詳述されている責任を果たした。したがって、私たちの監査には、連結財務諸表における重要な虚偽表示

のリスク評価に対応するために選定した監査手続の実施が含まれている。下記の事項に対処するために実施した手

続を含め、私たちの監査手続の結果は、添付の連結財務諸表に関する私たちの監査意見の基礎を提供している。

 

 

監査上の主要な事項 私たちが監査上の主要な事項にどのように対処した

か

生物資産に含まれる生豚の公正価値測定
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2018年12月31日現在、会社グループの生物資産に

含まれる生豚の帳簿価額は942百万ドルであり、会

社グループ資産総額の6.2％を占めている。生豚の

帳簿価額は、売却コスト控除後の公正価値によって

決定される。売却コスト控除後の公正価値とは、経

営者によって承認された最新の予算を参照すること

により、活発に取引されている市場における豚の価

格から、豚が食肉処理されるまでの飼育に要した飼

育費用および飼育者が要求するマージンの見積額を

減額し、売却コストを控除した金額に基づき決定さ

れる。会社グループは、生豚の評価を実施するた

め、独立の資格を有する鑑定会社と契約を締結して

いる。私たちは、生豚の売却コスト控除後の公正価

値を決定するには重要な判断が伴うため、生物資産

に含まれる生豚の公正価値測定を監査上の主要な事

項として識別した。

売却コスト控除後の公正価値決定および関連する

主要な仮定に関する開示については、連結財務諸表

注記４および18に記載の通りである。

 

生物資産に含まれる生豚の公正価値測定の評価に

関連する私たちの検討には、以下の手続が含まれ

る。

・生物資産に含まれる生豚の公正価値測定（独立

の鑑定会社の関与を含む。）を経営者がどのよ

うに決定したかの理解。

・独立の鑑定会社の適性、能力、独立性および客

観性の検討。

・生豚の売却コスト控除後の公正価値を決定する

際に独立の鑑定会社が作成した評価モデルの適

切性の検討。

・豚の市場価格をサンプルベースで入手可能な市

場データに対して追跡することによる、豚の市

場価格の合理性の検討。

・過去の実績および経営者によって承認された最

新の予算を参照することによる、生豚が食肉処

理されるまでの飼育に要した飼育費用の見積

り、飼育者が要求するマージンおよび売却コス

トの見積りの合理性の検討。

 

 

その他の情報

会社の取締役は、その他の情報について責任を有する。その他の情報は、年次報告書に含まれる情報からなる

が、連結財務諸表および私たちの監査報告書は含まれない。

連結財務諸表に対する私たちの意見は、その他の情報を対象としていないため、私たちは、その他の情報に対し

ていかなる形式の保証の結論も表明しない。

連結財務諸表の監査に関連する私たちの責任は、その他の情報を読み、その際にその他の情報と連結財務諸表ま

たは私たちが監査上入手した知識との間に重要な不一致があるか、またはその他の重要な虚偽表示がないかを検討

することである。私たちが実施した作業に基づき、その他の情報に重要な虚偽表示が存在するとの結論に至った場

合、私たちはその事実を報告する必要がある。この点に関して私たちが報告すべき事項はない。

 

連結財務諸表に対する取締役の責任

会社の取締役の責任は、IFRSおよび香港の会社条例の開示に関する要求事項に準拠して、真実かつ適正な概観を

与える連結財務諸表を作成すること、および不正または誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表の作成を可

能にするために取締役が必要であると判断する内部統制にある。

連結財務諸表の作成において、取締役は、継続企業としての会社グループの存続能力の評価、継続企業に関連す

る事項の開示（該当する場合）および継続企業の前提による会計処理の実施に責任を有する。ただし、会社の取締

役が会社グループを清算もしくは業務を停止する意思を有する場合、またはそうする他に現実的な代替方法がない

場合はこの限りでない。

　会社の取締役は、会社グループの財務報告プロセスを監視する責任を果たすために、監査委員会の支援を受けて

いる。

 

連結財務諸表の監査に対する監査人の責任

私たちの目的は、全体として連結財務諸表に不正または誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかに関する合理

的な保証を得たうえで、私たちの意見を含めた監査報告書を一体として会社に対してのみ発行することにあり、そ

の他の目的はない。私たちは、本報告書の内容に関して他のいかなる者に対しても責任を引き受けておらず、また

責任を負ってもいない。

合理的な保証は、高い水準の保証であるが、HKSAに準拠して実施した監査は、存在する重要な虚偽表示を常に発

見することを保証するものではない。虚偽表示は、不正または誤謬から発生する可能性があり、個別にまたは集計

すると、連結財務諸表の利用者の経済的意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判

断される。
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HKSAに準拠した監査の一環として、私たちは、監査を通じて職業的専門家としての判断を行使し、職業的専門家

としての懐疑心を保持する。また私たちは以下の事項を実施する。

・不正または誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示リスクを識別および評価し、当該リスクに対応した監

査手続を立案および実施し、監査意見の基礎を提供する十分かつ適切な監査証拠を入手する。不正による重

要な虚偽表示を発見できないリスクは、誤謬による重要な虚偽表示を発見できないリスクよりも高いが、こ

れは、不正には共謀、偽造、意図的な除外、虚偽の言明または内部統制の無効化を伴う場合があるためであ

る。

・状況に応じて適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を理解する。ただし、これは、会

社グループの内部統制の有効性に対して意見を表明するために行うものではない。

・使用されている会計方針の適切性ならびに取締役が行った会計上の見積りおよび関連する開示の妥当性を評

価する。

・取締役が継続企業の前提により会計処理を実施することの適切性について判断し、また、入手した監査証拠

に基づき、会社グループが継続企業として存続する能力に関して重要な疑義を生じさせるような事象または

状況に関して重要な不確実性が存在するか否かについて結論を下す。重要な不確実性が存在するとの結論に

至った場合、私たちは監査報告書において、連結財務諸表における関連した開示への注意を喚起するか、ま

たは当該開示が不十分な場合は、私たちの意見を修正する必要がある。私たちの結論は、監査報告書日まで

に入手した監査証拠に基づいている。しかし、将来の事象または状況により、会社グループが継続企業とし

て存続しなくなる可能性がある。

・開示事項を含めた連結財務諸表の全体的な表示、構成および内容ならびに連結財務諸表が基礎となる取引お

よび事象を適正に表しているか否かについて評価する。

・連結財務諸表に対する意見を表明するため、会社グループ内の企業および事業活動の財務情報に関する十分

かつ適切な監査証拠を入手する。私たちは、グループ監査の指示、監督および実施について責任を有する。

私たちは、監査意見に対して単独で責任を負う。

 

私たちは、特に、計画した監査の範囲とその実施時期、および監査の過程で識別した内部統制の重要な不備を含

む監査上の重要な発見事項に関して、監査委員会とコミュニケーションを行う。

また、私たちは、監査委員会に、独立性についての職業倫理に関する要求事項を遵守している旨を記載した陳述

書を交付し、独立性に影響を与えると合理的に考えられるすべての関係性およびその他の事項、また該当する場合

には関連するセーフガードについて監査委員会とコミュニケーションを行うことが求められる。

監査委員会とコミュニケーションを行った事項から、私たちは、当事業年度の連結財務諸表の監査において最も

重要性のある事項、すなわち監査上の主要な事項を決定する。ただし、法令により当該事項の公表が禁止されてい

る場合、または極めてまれな状況ではあるが、監査報告書において言及することによる悪影響が公共の利益を上回

ると合理的に予想されるため、監査報告書で当該事項について言及すべきではないと私たちが判断した場合はこの

限りでない。

 

当独立監査人の報告書に係る監査のエンゲージメント・パートナーは、趙素顯(Ms. CHIU, Caroline Su Yuen)で

ある。

 

 

 

 

 

アーンスト・アンド・ヤング

公認会計士

香港　セントラル

ティム　メイ　アベニュー１

CITICタワー　22F

2019年３月15日
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